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風水害等対策編－第１章 総 則 

第１節 計画の概要 

第１．計画の目的 
本計画は、災害対策基本法(昭和 36 年 法律第 223 号)第 42 条の規定に基づき津和野町防災会議が作成

する計画であって、県、町、地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関

がその全機能を有効に発揮し、相互に協力して町の地域における災害による災害予防、災害応急対策及び

災害復旧を実施することにより、住民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。また、

災害による被害を完全に防ぐことは不可能であるが、住民一人一人の自覚と努力を促すことにより被害を

軽減することを目指す。 

第２．計画の方針 
防災とは、災害が発生しやすい自然条件下にあって、地域並びに住民の生命・身体及び財産を災害から

保護する、行政上最も重要な施策である。防災には、時間の経過とともに「災害予防」「災害応急対策」「災

害復旧」の３段階があり、それぞれの段階において国、県、町、公共機関及び住民等が一体となって最善

の対策をとることが被害の軽減につながる。 

この計画は、住民の生命、身体及び財産を守るため、各防災機関がとるべき基本的事項等を定めるもの

であり、各防災機関はこれに基づき細部計画等を定め、その具体的推進に努める。 

第３．計画の前提 
この計画は、町域の風水害等対策の基本計画であり、本章第３節第２．「気象災害（土砂災害を含む）の

想定」を前提とするとともに､近年の社会経済情勢の変化を反映する。 

第４．計画の修正 
この計画は、災害に関する経験と対策の積み重ね等により、随時、見直されるべき性格のものであり、

災害対策基本法第 42条の規定に基づき毎年検討を行い、必要があると認めるときは修正を加えていく。従

って各機関は、関係のある事項について、町防災会議が指定する期日（緊急を要するものについてはその

都度）までに計画修正案を町防災会議に提出する。 

第５．他の法令に基づく計画との関係 
この計画は、町域における風水害等対策に関して、総合的かつ基本的な性格を有するものである。従っ

て、災害対策基本法第 38条に掲げる防災に関する計画（国土形成計画法に基づく中国圏広域地方計画等）

の防災に関する部分と同法 41条に掲げる防災に関する計画（水防法に基づく）等と矛盾し、または抵触す

るものであってはならない。 

第６．計画の周知、習熟 
本計画は、県、町及び防災関係機関の職員に周知徹底させるとともに、特に必要と認める事項について

は住民にも広く周知徹底する。また、各防災機関は、不断に危機管理や防災に関する調査・研究に努める

とともに､所属職員に対する災害時の役割などを踏まえた実践的な教育・訓練の実施などを通して本計画

の習熟に努め、災害への対応能力を高める。 

第７．計画の構成 
風水害等対策編 

第１章 総 則 第４章 風水害等復旧・復興計画 

第２章 風水害等予防計画 第５章 事故災害等対策計画 

第３章 風水害等応急対策計画  

第８．計画の内容 
この計画においては、以下の事項を定める。 



風水害対策編－第１章 総 則 

風水害等対策編－3 

１．総 則 

この計画の基本方針、防災関係機関等の業務大綱・役割分担、本町の特質や被害想定など、計画の基

本となる事項を示す。 

２．風水害等対策編 

① 災害予防計画 

災害発生に備えて、防災まちづくりや都市基盤等の安全性強化、防災活動体制や救援・救護体制の整

備等を示すとともに、平常時からの教育、広報、訓練等による防災行動力の向上を図る事項上での基本

的な計画。 

② 災害応急対策計画 

災害発生直後の迅速、的確な初動活動体制に係る事項をはじめ、災害対策本部の設置・運営、災害救

助法の適用の要請等に係る対策、さらには各防災機関等による各種の応急対策についての基本的な計画。 

③ 災害復旧計画 

民生安定のための緊急対策のほか、速やかな災害復旧に当たっての基本的な計画。 

第２節 町の防災の基本方針 

第１．基本的視点 
本町はこれまで、長雨や台風による豪雨、土砂崩れ、豪雪等による住家や農作物への被害等に見舞われ

たことがあり、地域住民の安全を守るために様々な取り組みをしてきたが、兵庫県南部地震を契機に改め

て全ての人間活動の基礎として、安全の優先が住民に認識されるとともに、地域の安全性の向上と高齢化

社会における防災体制の在り方など、防災に対する認識が飛躍的に高まっている。 

かつて私達の先祖は、多様な自然を有する国土において、自然の恩恵と脅威という二面性を理解し、長

い年月の中で生活の知恵ともいうべき自然とのつき合い方を形成してきたが、これは地域特有の文化とし

て根をおろし継承されてきたものであり、近年、人口の流動化の進行等による地域コミュニティの崩壊や

防災対策の進歩による災害頻度の減少、技術の発達による過信等によりその継承は困難となってきている。 

一方、21世紀を迎え環境問題等をきっかけとして、人と自然との新たな関係のあり方が各方面で模索さ

れつつある。自然災害についても単に克服すべき対象としてだけでなく、人と自然の関わりあいの基本に

たち戻って対応を検討すべき時にきている。 

また、災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化する「減災」の考

え方を防災の基本方針とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視する。「減災」を進め

るうえでは、科学的知見や IT技術を積極的に導入し、ハード・ソフトを効果的に組み合わせて災害に備え

るものとし、地域の防災力向上のため自助・共助の取り組みを推進するとともに、迅速な情報伝達体制を

整備することで自主防災組織や各種団体等と連携する。 

こうした認識のもと、自然災害に対しては以下のような視点の重要性が指摘されている。 

１．自然災害の発生の可能性を前提とした対応。 

２．自然や人間諸活動に対する科学的知見と技術の成果、経験を総合的・体系的に使用した対応。 

３．被害の最少化に向けた地域住民の判断と行動を基礎とした対応、特に高齢化社会における防災体制の

確立。 

第２．防災対策の基本理念 

“日常のための防災 ～安全と安心のために～ 「助け合う心と思いやりのあるまちづくりから」” 

災害への備えや対策は、コストがかかり相対的にも無駄と思われているかもしれない。しかしながら防

災を突然的なもの、一時的なものとしてとらえるのではなく、日常の生活の中の一部としてとらえ、住み

よいまちづくりと、相互に助け合う地域づくりを進めていくことが災害へ備えることの原点である。この

日常のための防災という立場に立ち、意識の高揚を目指しながら「自らの地域は自らが守る」という、自

主防災組織の育成強化と災害ボランティアの体制づくりを推進する。 
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第３節 町の防災環境 

第１．町の特性 
１．位置 

津和野町は、島根県の最西端に位置し、北と東に益田市、南に吉賀町、そして西は山口県萩市及び山口

市と接している。また、広島市からも比較的近くにある地理的立地特性のため、広島県、山口県など山陽

側と社会的、経済的な関わりがある。 

２．地勢 

本町の面積は、307.03ｋ㎡であり、東西の長さは約 27㎞、南北の長さは約 19㎞となっている。また、

標高 1,263.2ｍの安蔵寺山をはじめとして山地が多く、総面積の８割以上を山林が占めている。その山地

を源として、多くの河川が流れ、高津川や津和野川の流域とその支流が入り込み、流域に市街地、集落、

農地が点在する、典型的な中山間地域となっている。このように、本町は急傾斜地が多く、地滑り、山崩

れ、土石流等土砂災害の発生要因を内包している。また、季節により流量に極端な差異を生じる河川が多

く、その危険性も極めて高いものがある。 

３．気象 

気象は、平均気温（平成３年～令和２年）が 14.3℃であり比較的温暖な気候となっている。冬季の冷え

込みは厳しいが、積雪量は比較的少なく、年間を通じて四季折々比較的住みやすい気候となっている。 

４．地質 

津和野地域の地質は班岩、古生層、安山岩、玄武岩が散在している。このため土質も砂壌土が最も多く、

山間地帯及び奥山間地帯はその傾向が強く、平坦地帯の沖積層は、壌土、埴土が大部分である。以上のよ

うな地質土性のうえに、風、降雨・雪、その他気象上の影響によって、絶えず風化・浸食・変質作用を促

し、よって山地崩壊を起こし、風水害によってこれを促進しながら下流部に流し、そのために水害も膨大

な土砂混入による浸水のために被害を累増し、河川、橋梁等の工作物に対する影響も倍加し、他市町村で

はみられない大きなものになっている。反面、砂土、砂壌土地帯においては、水分も極めて乏しく、連続

旱天が旬日に及ぶと、直ちに水源は枯渇し、旱害をもたらす。 

５．交通 

本町の主要幹線道路は、町の中心を南北に縦断する国道９号をはじめ、日原地区中心部を起点として南

東方向に国道 187 号が延びる。さらに町の西側を南北に縦断する県道 17 号線など県道６路線が延びてい

る。鉄道交通は、ＪＲ山口線が国道９号と並行して通り、津和野駅・青野山駅・日原駅・青原駅・東青原

駅が町内に位置している。 

６．人口・世帯 

令和２年 10月 1日の国勢調査人口は 6,875人で、経年的に減少傾向で推移しており、平成 27年から令

和２年にかけては 778人、10.2％減少している。世帯数は 3,090世帯で、一世帯あたり人員は 2.22人で、

島根県の平均 2.25人/世帯より若干少なく、経年的には一貫して減少傾向にあり、少子化や世帯分離が進

展している状況が伺われる。年齢構成の動向をみると、令和２年における年少人口（15歳未満）は 8.6％

（593人）で、島根県平均の 12.2％を下回り、経年的には減少傾向にある。老年人口（65歳以上）は 48.5％

（3,337人）で、島根県平均の 34.2％を上回り、経年的には一貫して増加傾向にあり、昭和 60年の調査か

ら年少人口と老年人口の数が逆転している。 

７．産業別就業状況 

令和２年の就業人口は 3,431 人で、総人口の 49.9％となっている。産業別就業割合は、第１次産業が

13.2％、第２次産業が 17.3％、第３次産業が 69.5％となっている。経年的には、第１次産業・第２次産業

が減少し第３次産業が増加する傾向にあり、産業構造の高次化が進展している状況となっている。 

８．観光 

本町の津和野地域は、「山陰の小京都」といわれ、歴史に培われた文化を肌で感じられる城下町として、

毎年大勢の観光客が訪れている。旧津和野藩医の嫡男として生まれた森鷗外の記念館をはじめ、世界的評

価の高い画家の安野光雅美術館など、文化の薫り高い観光地として親しまれている。また、日原地域は、

高津川の清流と緑豊かな安蔵寺山をはじめとする豊かな自然を舞台に、日原天文台や多彩な川の幸、山の
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幸が人気を集めており、特に新名所として高津川沿いに建設された道の駅「シルクウェイにちはら」の利

用客は、年々増加している。本町には、毎年 100万人以上の観光客が訪れているため、地理に詳しくない

観光客の災害時対策についても取組んでいく必要がある。 

第２．気象災害（土砂災害を含む）の想定 
本地域の大災害としては、昭和 47年、平成 17年、平成 25年等の豪雨災害があげられる。いずれの場合

も、中小河川の氾濫に山崩れ、がけ崩れ等を伴い土砂による被害が発生している特に、梅雨末期やバック

ビルディング現象等による局所的で短時間の記録的な豪雨は、山崩れ、がけ崩れを発生させ大災害の引き

金になっており、地形条件がより被害を増大させる傾向にある。 

１．河川及び内水の氾濫 

本町は、高津川や津和野川、その支流が入り込み、大きく屈曲するとともに河川断面も小さく、とくに

市街地や集落が点在する流域の低地部は河川の氾濫による洪水水害の危険があり、警戒を要する。高津川

や津和野川に流れ込む支流においても、その多くが勾配や蛇行が大きく、集中豪雨の際には急に水かさが

増す特徴がある。 

洪水により重大または相当な被害を生ずるおそれのあるものとして県が指定する河川（水位周知河川）

に津和野川（部栄／下横瀬から寺田／ＪＲ鉄道橋付近までの区間）が指定されているほか、河村、枕瀬、

山下、瀧元、左鐙、直地の河川の一部区間が危険な箇所に指定されている。 

町内の河川（国および県管理区間）において県が作成した、想定し得る最大規模の降雨（１年間に発生

する確率が 1/1,000 以下の降雨）による洪水浸水想定区域図※（洪水により対象区間が氾濫した場合の浸

水の状況をシミュレーションにより予測したもの）では、低地部のほとんどが浸水範囲に含まれ、５ｍを

超える浸水深が示されている地域も少なくない。 

また、高津川との合流点に形成される小規模な沖積平野では、排水が滞るため内水による冠水を受けや

すい箇所がある。より堆積と侵食の場所が常に変動する傾向もあり、エリア的には小規模な浸水でも甚大

な被害を受けることや河川施設の被害は、常にあると考える必要がある。 

※ 想定最大規模の前提となる降雨は、水位周知区間（津和野川／部栄～寺田）で１日の総雨量は 481mm、

ピーク時の１時間雨量は 96mmです。また、水位周知区間以外で１日の総雨量は 557mm、ピーク時の１

時間雨量は 143mmです。 

２．土砂災害 

本町の土質は砂壌土が最も多く、山間地帯及び奥山間地帯はその傾向が強い。また、斜面が多い地質条

件に加え、土地利用の制約から集落近くの土砂災害警戒区域（急傾斜、土石流）が極めて多い状況にある。

今までも度々、土砂災害を受けており、特に甚大な被害に至ることが多いことから、土砂災害警戒区域に

注意を要している。 

第４節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱 

第１．国、県及び町等の責務 
１．国 

国は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災基本計画等を作成し、実施

するとともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方機関等における業務の総合調整を行い、災害に係

る経費負担の適正化を図らなければならない。また、県及び市町村の地域防災計画の作成及び実施が円滑

に行われるよう、勧告し、指導し、助言し、その他適切な措置をとらなければならない。  

２．島根県 

県は、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共

団体の協力を得て、地域防災計画を作成し、実施するとともに、市町村及び指定地方公共機関における業

務の総合調整を行わなければならない。 

３．津和野町 

町は、町域並びに住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災の第一次的責任者として、

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体の協力を得て、地域防災計画
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を作成し、実施する。また、消防機関、水防団及び自主防災組織等の充実を図るほか、住民の自発的な防

災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するよう努める。 

４．指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、防災業務計画を作成・実施し、県または市町村の地域防災計画

の実施が円滑に行われるよう協力する。また、その業務の公共性または公益性にかんがみ、それぞれその

業務を通じて防災に寄与しなければならない。 

５．住民及び自主防災組織等 

「自らの身の安全は、自ら守る」のが防災の基本であり、住民はこの観点に立ち、日頃から自主的に風

水害等に備える必要がある。食品、飲料水その他の生活必需物資の備蓄に努めるとともに、防災訓練その

他の自発的な防災活動への参加等により防災に寄与するように努めなければならない。また、風水害等に

際しての警戒・避難活動等における隣保互助等により、被害を未然に防止し、あるいは最小限に止めるた

め、相互に協力するとともに、県及び町が実施する防災業務に自発的に協力し、生命、身体及び財産の安

全の確保に努めなければならない。 

第２．処理すべき事務または業務の大綱 
機関名 処理すべき防災業務の大綱 

津和野町 

① 防災会議に関する事務 
② 災害予防 
ア．防災に関する組織の整備 
イ．公共的団体及び住民の自主防災組織の育成指導 
ウ．防災のための知識の普及、教育及び訓練 
エ．防災に必要な物資及び資材の備蓄整備 
オ．防災に関する施設及び設備の設置、改良及び整備  
カ．その他津和野町地域に係わる防災予防対策 

③ 災害応急対策 
ア．災害予警報など情報（地震予知情報等を含む）の収集伝達及び
被害調査 

イ．災害広報 
ウ．避難指示等の発令及び避難者の誘導並びに避難所の開設 
エ．被災者の救出、救護及び保護 
オ．災害時の清掃、防疫その他保健衛生に関する応急措置 
カ．消防・水防その他の応急措置 
キ．被災児童及び生徒等に対する応急の保育及び教育 
ク．公共土木施設、農地及び農林漁業用施設等に対する応急措置 
ケ．交通整理、警戒区域の設定その他社会秩序の維持 
コ．緊急輸送の確保 
サ．災害時におけるボランティア活動の支援 
シ．その他津和野町地域に係わる災害応急対策 

④ 災害復旧対策 
ア．災害復旧に関する新設、改良並びに指導 
イ．津和野町の管理に係わる施設の復旧 

益田広域消防署 
津和野分遣所・日原分遣所 

① 消防に関する施設及び組織の整備 

② 防災思想の普及並びに防災に関する教育及び訓練 

③ 災害発生の予防及び被害の拡大防止 

④ 災害発生による被害の調査、報告及び情報の収集 

⑤ 被災者の救難、救助及びその保護 

⑥ 避難の誘導 

⑦ 消防・水防の通信及び気象情報の収集、伝達 

津和野町消防団 

① 災害時の消防、水防活動 

② り災者の救出及び避難の誘導 

③ 非常警戒及び防火診断 

④ 災害時における応急復旧作業 
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機関名 処理すべき防災業務の大綱 

鹿足郡事務組合 
（サンネットにちはら） 

① 気象等予警報および避難情報等の放送 

② 災害応急対策の周知 

③ その他災害に関する広報活動 

県
機
関 

益田県土整備事務所 

① 県益田地区災害対策本部の設置・運営及び地区構成県機関の応

急対策の総合調整 

② 被害情報等の収集 

③ 町と県災害対策本部等との連絡調整 

④ 関係防災機関との連絡 

西部農林水産振興センター 
（益田事務所） 

① 農林畜産関係の災害対策に関すること 

② 家畜の保健、衛生の災害対策に関すること 

益田県土整備事務所 
① 農地・農業用施設に対する応急措置 

② 農業用施設の新設改良、防災並びに災害復旧 

③ 治山施設の新設改良、並びに災害復旧 

益田県土整備事務所 
津和野土木事業所 

① 公共土木施設に対する応急措置 

② 公共土木施設の新設改良、防災並びに災害復旧 

③ 道路の除排雪及び雪崩対策 

益田保健所 

① 医療、助産、飲料水、防疫、衛生に関する対策 

② 医療施設の災害対策 

③ 廃棄物処理対策 

④ 災害時保健活動の支援に関すること 

益田教育事務所 ① 災害時の教育関係被害情報の収集などの文教対策 

津和野警察署 

① 災害情報の収集 

② 避難誘導 

③ 救出・救護 

④ 交通秩序の維持 

⑤ 死体の検視、見分 

⑥ 行方不明者の調査及び迷子等の保護 

⑦ 地域安全対策 

指
定
地
方
行
政
機
関 

中国総合通信局 

① 非常無線通信の確保（電波法第 74条参照） 

② 非常事態における有線電気通信の確保（有線電気通信法第 15

条参照） 

③ 災害対策用移動通信機器等の貸与及び携帯電話事業者等に対す

る貸与要請 

④ 災害対策用移動電源車の貸与 

中国財務局 
（松江財務事務所） 

① 地方公共団体に対する災害復旧のための財政融資資金地方資金

の貸付 

② 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

③ 国有財産の無償貸付等 

④ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

中国四国厚生局 
① 独立行政法人国立病院機構との連絡調整（災害時における医療

の提供） 

島根労働局 

① 産業災害防止についての監督、指導 

② 被災労働者に対する救助、救急措置に関する協力及び災害補償

の実施ならびに被災労働者の賃金支払についての監督指導 

③ 被災事業場の再開についての危害防止上必要な指導 

④ 災害により離職を余儀なくされた者の再就職を促進するため､

離職者の発生状況、求人・求職の動向等に関する情報の収集・把握

及び離職者の早期再就職への斡旋の実施 

⑤ 雇用保険の失業給付に関する特例措置の実施 

⑥ 被災事業主に対する特別措置等の実施 
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機関名 処理すべき防災業務の大綱 

指
定
地
方
行
政
機
関 

中国四国農政局 
松江地域センター 

① 主要食料の供給に関すること 

近畿中国森林管理局 

① 国有林、公有林野等官公造林地における森林治水による災害防除 
② 国有林、公有林野等官公造林地における保安林、保安施設、地す
べり防止施設等の整備及びその防災管理 

③ 災害対策に必要な木材の供給 

中国経済産業局 

① 所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達 
② 電気、ガスの供給の確保に必要な指導 
③ 被災地域において必要とされる災害対応物資生活必需品、災害

復旧資材等の適正価格による円滑な供給を確保するため必要な指導 
④ 被災中小企業者の事業再建に必要な資金融通の円滑化等の措置 

中国地方整備局 
浜田河川国道事務所 

① 直轄土木施設の計画、整備、災害予防応急復旧及び災害復旧 
② 地方公共団体からの要請に基づく応急復旧用資機材、災害対策
用器械等の提供 

③ 国土交通省所掌事務に関わる地方公共団体等への勧告、助言 
④ 災害に関する情報の収集及び伝達 
⑤ 洪水予報及び水防警報の発表及び伝達 
⑥ 災害時における交通確保 
⑦ 緊急を要すると認められる場合は、申し合わせに基づく適切な
応急措置を実施 

中国運輸局 

① 所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達 
② 輸送等の安全確保に関する指導監督 
③ 関係機関及び関係輸送機関との連絡調整 
④ 緊急輸送に関する要請および支援 

大阪航空局 
① 災害時における航空輸送の調査及び指導 
② 災害時における関係機関と航空輸送者との連絡調整 

松江地方気象台 

① 気象･地象･水象の観測及びその成果の収集、発表をおこなうこと 
② 気象業務に必要な観測体制の充実を図るとともに、予報、通信
等の施設及び設備の整備に努めること 

③ 気象･地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限
る）、水象の予報及び特別警報・危険警報・警報・注意報、並びに台風、
大雨、竜巻等突風に関する情報等を適時・的確に防災機関に伝達する
とともに、これらの機関や報道機関を通じて住民に周知できるよ
う努めること 

④ 気象庁が発表する緊急地震速報について、利用の心得などの周
知・広報に努めること 

⑤ 市町村が行う避難情報発令等の判断・伝達マニュアルや防災ハ
ザードマップ等の作成に関して、技術的な支援・協力を行うこと 

⑥ 災害の発生が予想される時や災害発生時、都道府県や市町村に
対して、気象状況の推移やその予想の解説等を適宜行うこと 

⑦ 都道府県や市町村、その他の防災関係機関と連携し、防災気象
情報の理解促進、防災知識の普及啓発活動に努めること 

中国四国地方環境事務所 
① 廃棄物処理施設及び災害廃棄物の情報収集及び伝達等 
② 家庭動物の保護等に係る支援 
③ 災害時における環境省本省との連絡調整 

中国地方測量部 

① 災害情報の収集及び伝達における地理空間情報活用の支援・協力 
② 防災情報及び災害復旧・復興に資する地理空間情報の提供と活
用支援・協力 

③ 災害復旧・復興に伴う公共測量への技術的助言及び審査の実施 
陸上自衛隊出雲駐屯地 ① 災害緊急対策及び災害復旧対策の実施 

指
定
公
共
機
関 

日本赤十字社 
島根県支部 

① 医療、助産等救助保護の実施 
② 災害救助等の強力奉仕者の連絡調整 
③ 義援金品の募集及び配分 

日本放送協会 
① 気象等予警報の放送 
② 災害応急対策等の周知徹底 
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機関名 処理すべき防災業務の大綱 
③ その他災害に関する広報活動 

指
定
公
共
機
関 

西日本旅客鉄道株式会社 
① 鉄道による緊急輸送の確保 

② 鉄道の安全管理及び事故対策 

日本貨物鉄道株式会社 
① 鉄道による緊急輸送の確保 

② 鉄道の安全管理及び事故対策 

ＮＴＴ西日本株式会社 

島根支店 

① 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

② 緊急を要する電話通話の取扱い 

ＮＴＴドコモビジネス 

株式会社 
① 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

ＫＤＤＩ株式会社 ① 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

株式会社ＮＴＴドコモ 

中国支社島根支店 

① 電気通信施設、設備の整備及び防災管理 

② 災害非常通信の確保 

③ 被災電気通信施設、設備の応急復旧 

ソフトバンク株式会社 ① 電気通信施設の防災管理及び応急復旧 

日本郵便株式会社中国支社 

① 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 
② 被災者が差し出す郵便物の料金免除 
③ 被災者あて救助用郵便物の料金免除 
④ 被災者救助団体に対するお年玉葉書等寄付金の配分 
⑤ 被災者の救援を目的とする寄付金の送金のための郵便振替の料
金免除 

⑥ 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱い 

⑦ 簡易保険福祉事業団に対する災害救助活動の要請 
⑧ 被災地域の地方公共団体に対する簡保積立金の短期融資 

日本通運株式会社 
福山通運株式会社 
佐川急便株式会社 
ヤマト運輸株式会社 
西濃運輸株式会社 

① 陸路による緊急輸送の確保 

中国電力ネットワーク株式会社 

浜田ネットワークセンター 
① 電力供給の確保 

石見交通株式会社 
① 陸路による緊急輸送の確保 

② 運航車両等の安全管理及び事故対策 

山陰放送株式会社 

山陰中央テレビジョン放送株式会社 

日本海テレビジョン放送株式会社 

株式会社ＦＭ山陰 

① 気象等予警報の放送 

② 災害応急対策の周知 

③ その他災害に関する広報活動 

島根県医師会 ① 災害時における医療救護活動の実施 

島根県看護協会 ① 災害時における医療救護活動の実施 

島根県ＬＰガス協会 
① ＬＰガス施設の防災管理と災害復旧 

② ＬＰガスの供給 

島根県トラック協会 ① 陸路による緊急輸送の確保 
そ
の
他
公
共
的
団
体
及
び
防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者 

島根県行政書士会 ① 被災者の支援に関する協力 

津和野町土地改良区 ① 水門、水路、ため池、排水機場等の施設の防災管理及び災害復旧 

全国農業協同組合連合会耕

種資材部中四国広域営農資

材事業所島根推進課 

① 緊急物資の調達 

② 陸路による緊急輸送の協力 

島根県農業協同組合 

① 町が実施する被害状況調査及び応急対策の協力 

② 共同利用施設の災害応急対策及び復旧 

③ 被災組合員に対する融資その他緊急措置に関する協力 

高津川森林組合 
① 町が実施する被害状況調査及び応急対策の協力 

② 共同利用施設の災害応急対策及び復旧 
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機関名 処理すべき防災業務の大綱 

③ 被災組合員に対する融資または融資の斡旋 

そ
の
他
公
共
的
団
体
及
び
防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者 

高津川漁業協同組合 

① 協同利用施設の災害応急対策及び復旧 

② 被災組合員に対する融資または斡旋 

③ 有線放送施設による公共的団体の行う災害対策への協力 

④ 流出油等の防除 

⑤ 流出油等事故により被害を受けた組合員の補償請求対策 

津和野町商工会 
① 町が実施する被害状況調査及び応急対策の協力 
② 物価安定に関する協力、徹底 
③ 救助物資、復旧資材の確保に関する協力、斡旋 

病院等経営者 ① 負傷者等の医療、助産、救護に関する協力 
一般運輸業者 ① 緊急輸送に対する協力 

ダム施設の管理者 ① ダム等施設の防災管理 
溜池管理者 ① 農業用溜池等の防災管理 

津和野町社会福祉協議会 
① 被災者の救援、その他災害時における応急対策の協力 
② 被災生活困窮者に対する生活福祉資金の融資 

社会福祉施設経営者 ① 被災者の保護に関する協力 
金融機関（山陰合同銀行･島
根県農業協同組合・西中国
信用金庫・各支店等） 

① 被災事業者等に対する資金の融資その他緊急措置に関する協力 

学校法人 
① 応急教育対策及び被災施設の災害復旧 
② 被災者の一時収容等応急措置に関する協力 

危険物等の管理者 ① 危険物等の保安措置 

ＬＰガス取扱機関 
① ＬＰガス施設の防災管理と災害復旧 
② ＬＰガスの供給 

報道機関 
① 防災知識の普及と各種予警報等の周知徹底 
② 情報、応急対策等の周知徹底 

自主防災組織 
集落等自治組織 

① 防災組織の普及及び防災訓練を実施 
② 地域における住民の避難誘導、被災者の救護、感染症予防物資
の配給、防犯その他町が実施する応急対策に関する協力 

土木建築業者 ① 災害時における応急対策及び災害復旧の協力 

一般運送事業所 ① 災害時における緊急輸送の協力 

青年各種団体 
① 緊急物資調達の協力 
② 避難所への誘導 
③ 応急復旧作業現場における危険を伴わない軽易な作業 

津和野町婦人会 
① 災害時における応急対策活動に関する協力 
② 義援金品等の募集に関する協力 

公立学校 
(小・中学校) 

① 児童及び生徒等の避難保護 
② 応急教育対策及び被災箇所の応急復旧 
③ 被災者の一時収容措置に関する協力 

文化財施設等の管理者 ① 重要文化財等の防火管理 

保育所 
① 保育児の避難保護 
② 被災施設の災害復旧 
③ 被災者の一時収容措置に関する協力 

防災対象物の管理者 
① 避難施設の整備と避難等の訓練 
② 災害時における応急対策及び被災施設の災害復旧 

危険物等施設の管理者 
① 施設の整備等災害予防対策を実施 
② 災害時における危険物等の保安措置の実施と防災活動に関する
協力 
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風水害等対策編－第２章 風水害等予防計画 

第１節 浸水災害の予防 

第１．浸水災害の予防 
梅雨、台風のような気象条件の下で、多雨、集中豪雨、強風などにより河川の氾濫が発生し、流域の人

家等に被害を及ぼすおそれがある。 

 そのため､被害を受けやすい区域について、危険区域の指定を検討し、必要な河川堤防等の整備事業を実

施し、従来から実施されているものについては、更に整備を推進していく必要がある。 

１．河川等氾濫の防止対策 

① 河川等の重要水防区域及び危険な箇所の把握 

町は、県が把握している河川等の重要水防区域及び危険な箇所について、住民への周知に努めるとと

もに、町独自に、河川等の災害危険性等に関する以下の状況を把握し、その結果を防災ハザードマップ

として、関係地域の住民に周知する。 

ア．河川等の形状、地盤高に応じた浸水危険性の把握 

イ．水位到達情報の伝達方法 

ウ．避難路上の障害物等の把握 

エ．指定緊急避難場所及び指定避難所等の配置状況や建築年度等の把握等、洪水時の円滑かつ迅速な

避難確保を図るために必要な事項 

オ．危険区域内に居住する住民構成や地域・近隣単位の自主避難体制の検討（避難についての詳細は、

第８節「避難予防対策」を参照。） 

② 河川監視カメラの活用 

町は、町内９箇所に設置された河川監視カメラを活用して河川の状況を把握し、河川氾濫対策に備え

る。カメラは町ＣＡＴＶ設備と連動し、公共施設の情報系端末からもアクセス可能となっている。 

③ 河川等氾濫の防止施設の整備の推進 

 町は、従来からの河川等の氾濫を念頭にした河道拡幅、築堤、河床掘削等による河道の整備、遊水地、

分水路等の建設及び下水道事業による雨水排水の整備など治水施設等の整備を進める。また、既存施設

の老朽点検を行い、特に重要な施設から改修等を計画的に実施する。 

 なお、町内の河川については、時間雨量 50mm相当の洪水に対する整備を推進する。 

④ 河川改修の治水事業 

 出水時の堤防決壊が家屋及び耕地の浸水、土砂流入等被害の要因となっている現状であるが、これら

河川等についても堤防を強化してこれを防止する。 

⑤ 水防資材器具等の整備の推進 

水防資材器具等の整備状況及び整備計画については、「津和野町水防計画」参照。 

２．洪水浸水想定区域の避難対策 

町は、想定最大規模の降雨に伴う洪水浸水想定区域を明示した防災ハザードマップ等を作成し、周知す

る。また、洪水浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主

として防災上の配慮を要する者が利用する施設）で、洪水時に施設利用者の円滑かつ迅速な避難を確保す

る必要があると認められる施設について、「資料編第７．」に示すとおりとする。なお、洪水浸水想定区域

内の要配慮者利用施設については、あらかじめ、「避難情報発令等の判断・伝達マニュアル」等において、

水位到達情報等情報の伝達方法を定めておく。 

① 河川等の重要水防区域及び危険な箇所の把握、周知 

ア．水位到達情報の伝達方法 

イ．避難路上の障害物等の把握 

ウ．指定緊急避難場所及び指定避難所等の配置把握・堅牢度等の把握等、洪水時の円滑かつ迅速な避

難の確保を図るために必要な事項 

エ．危険区域内に居住する住民構成や地域の自主避難体制の検討（詳細は、同章第８節「避難予防対
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策」を参照） 

オ．洪水浸水想定区域内にアンダーパス、または要配慮者等が利用する施設で当該施設の利用者の避

難を確保する必要があると認められる場合、これらの施設の名称及び所在地 

② 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設における取組の促進 

要配慮者利用施設で洪水時に利用者の円滑かつ迅速な避難の確保が必要なもの。 

３．水位周知河川における水位周知 

水位周知河川における水位の状況は、防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備、ＨＰ、広報車、立

て看板、報道機関等への情報伝達、自主防災組織等への情報伝達、県に対する広報要請等により広報する。 

４．水防計画 

水防計画の策定に当たっては、洪水の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従事する

者の安全の確保を図るよう配慮する。 

５．水害・土砂災害に関する減災対策協議会の活用 

県が組織する洪水氾濫による被害を軽減するためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進する

ことを目的とした「益田圏域水害・土砂災害に関する減災対策協議会」を活用し、県、市町、河川管理者、

水防管理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築する。 

第２．暴風雨に対する災害予防 
異常降雨等により、災害発生のおそれのある場合は、次により危険区域や河川用排水路巡視点検等を行

い、災害の未然防止と被害の早期発見に努める。 

１．危険区域の巡視 

危険区域の警戒責任者は、気象予報及び警報が発せられたとき、または異常気象等により必要と認めた

ときは、危険区域を視警戒し、異常のあったときは、直ちに災害防止の措置を講ずるとともに、町長また

は益田広域消防署へ連絡する。 

監視責任者のほか益田広域消防署または総務財政課等は、必要に応じ危険区域等を巡視し防災に必要な

指示並びに措置を講ずる。 

２．河川の浚渫 

河川の浚渫は、平常時において関係機関並びに関係者の協力により頻繁に実施し、排水能力の確保を図

る。 

３．用排水施設の防災措置 

災害の発生するおそれのあるときは、用排水施設の管理者等は直ちに用排水施設の点検をなし、定めら

れた防災の措置を講ずるとともに、その状況を町長または益田広域消防署へ連絡する。 

４．水防資機材の点検配備 

益田広域消防署及び総務財政課は、平素から備蓄資器材の点検補充整備を行い、異常気象等災害の発生

のおそれのある場合は直ちに町内調達先の調達可能数量を調査把握するとともに、必要と認めるときは資

器材等の現場配備を行う。 

５．気象現象等の放送 

異常気象の際は、益田広域消防署が観測する雨量等の状況を逐次一般に放送し、町民の状況と心構えの

資料に供する。 

第２節 土砂災害の予防 

第１．土砂災害予防 
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき、土砂災害警戒区域及び土

砂災害特別警戒区域に指定された地域内における新たな宅地開発や高齢者や障がい者等の要配慮者が利用

する施設の建設を抑制する。また、町は指定された土砂災害警戒区域において、土砂災害警戒区域等につ

いて行う住民の安全確保対策と同様の対策を講ずるよう努める。 

１．土砂災害警戒区域における対策 

町は、警戒区域ごとに情報伝達、予報及び警報の発表と伝達、避難、救助その他必要な警戒避難体制に
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関する事項を定め、円滑な警戒避難の実施に必要な情報を住民に周知するよう努める。 

① 土砂災害警戒区域等の周知 

津和野町地域防災計画や防災ハザードマップに土砂災害警戒区域等を掲載し関係住民に周知を図る。 

② 土砂災害警戒区域における警戒避難体制 

町は、県からの土砂災害警戒区域の指定を受け、警戒区域ごとに情報伝達、予報及び警報の発表・伝

達、避難、救助その他必要な警戒避難体制に関する事項について定めるとともに、情報伝達方法、避難

地に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について住民に周

知する。 

③ 自主防災組織の育成 

災害情報の収集及び伝達、避難、救助等の活動が円滑かつ迅速に遂行されるよう、当該区域の協力を

得て、自主的な防災組織の育成に努める。 

④ 避難に係る警報装置等の整備促進 

土砂災害警戒区域内の住民の避難が円滑に実施されるよう、雨量計や警報装置等の整備に努める。 

⑤ 土砂災害警戒区域の防災パトロール及び点検の実施 

土砂災害警戒区域内における、災害の未然防止及び被害の軽減を図るため、毎年梅雨期及び台風期の

前並びに豪雨が予想されるときに防災関係機関等の協力を得て、防災パトロールを実施し、危険区域の

点検を行う。 

⑥ 情報の収集及び伝達体制の整備 

日頃から過去の経験を基にどの程度以上の雨量があれば災害発生の危険性があるかを的確に把握し、

その資料を整備しておくとともに、気象予報及び警報、雨量情報等の収集伝達体制を整備する。また、

町は、住民と連携し、土砂災害に関する異常な自然現象を発見した場合には、その情報を相互に伝達す

る体制の整備に努める。 

⑦ 警戒避難基準の設定 

町は、関係機関と協議し、土砂災害等に対する住民の警戒避難基準をあらかじめ設定するとともに、

必要に応じ見直す。 

⑧ 防災ハザードマップ等の作成 

町は、土砂災害危険箇所等の土砂災害に関する総合的な資料を、図面表示等を含む形で取りまとめた

防災ハザードマップ等をわかりやすく作成し、住民等に配布する。 

第２．地すべり災害予防 
地すべり災害の予防は、土砂災害警戒区域（地すべり）における排水施設、擁壁、その他の地すべり防

止施設を新設、改良することによってその効果を期するものとし、更に当該区域の居住者に対しては、そ

の移転についての必要な措置を講ずるが、地すべり地帯に対する当面の予防措置は、次のとおりとする。 

１．予防査察の実施 

地すべり地帯における土砂災害警戒区域（地すべり）の把握のため各種調査を実施し、予防計画を樹立

するものとし、土砂災害警戒区域（地すべり）について巡視を行い危険の発見に努める。 

２．地すべり対策工事の促進 

原因の判明した土砂災害警戒区域（地すべり）については、重要度に応じ順次対策工事を県と協力して

実施し、地すべりの防止または軽減に努める。 

３．警戒避難体制の確立 

町は、土砂災害警戒区域（地すべり）ごとに警戒または避難を行うべき基準を策定し、関係住民に周知

徹底する。 

第３．急傾斜地崩壊災害予防 
がけ崩れによる危険がある箇所については、防災上緊急度の高いものから急傾斜地崩壊危険区域に指定

し、人命保護の立場から次の措置を講ずるとともに、急傾斜地崩壊対策事業を実施する。 

１．土砂災害警戒区域等（急傾斜地の崩壊）の周知 

町は、土砂災害警戒区域等（急傾斜地の崩壊）に関する資料を関係住民に提供する。 

２．警戒避難体制の確立 
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町は、県からの土砂災害警戒区域の指定を受け、警戒区域ごとに情報伝達、予報及び警報の発表・伝達、

避難、救助その他必要な警戒避難体制に関する事項について定めるとともに、情報伝達方法、避難先に関

する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について住民に周知する。 

３．急傾斜対策工の促進 

町は、危険度の高い区域について、必要に応じ、当該土地所有者、管理者等に対しそれら急傾斜地崩壊

対策工事の施工について、県と協力し急傾斜地の崩壊防止または軽減に努める。 

４．住宅移転の促進 

県及び町は、急傾斜地崩壊危険区域内の著しく危険な住宅について、がけ地近接危険住宅移転事業等に

より、移転促進を図る。 

５．その他 

以上の事項を実施するため、町及び関係機関は、総合的かつ効率的に連絡調整を図る。 

第４．山地災害予防 
本町は山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区・崩壊土砂流出危険地区）が多く、県は、これらの危険地

区について、豪雨時等における山崩れや土石流等による被害発生の未然防止及び被害の軽減を図るため、

危険度の高いものから順次、治山事業として対策を実施し、町は、県が実施する対策に協力するとともに、

地域住民へ、山地災害危険地区等の周知に努める。 

第５．土石流災害予防 
土石流発生の危険がある地域については、防災上、緊急度の高いものから砂防指定地としての指定を受

け、砂防工事を実施し土石流災害対策事業を実施するとともに、人命保護の立場から、次の措置を講ずる。 

１．土砂災害警戒区域等（土石流）及び危険地の周知 

① 町は、土砂災害警戒区域等（土石流）及び危険地に関する資料を関係住民に提供する。 

② 町は、周知徹底を図るため現地に土砂災害警戒区域等（土石流）及び危険地である旨を表示するよ

う努める。 

２．警戒避難体制 

町は、レベル４土砂災害危険警報及び補足情報等を参考にして、土砂災害警戒区域ごとに防災活動や避

難指示等が、適時適切に行えるよう津和野町地域防災計画に明示するとともに、周辺住民等への周知徹底

を図り、危険箇所には巡視警戒要員の配置等を検討する。 

また、土砂災害防止法に基づき津和野町地域防災計画において、土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に関

する情報の収集及び伝達、予報または警報の発表、その他当該警戒区域における警戒避難体制に関する事

項を定めておく。土砂災害警戒区域内に高齢者、障がい者等が主に利用する施設があれば、当該施設への

土砂災害情報等の伝達方法についても津和野町地域防災計画に規定する。 

国、または県において、地すべりや河道閉塞による湛水を発生原因とする土石流等の重大な土砂災害の

急迫した危険が認められる状況の情報提供があった場合において町は、対象地区の住民に対して避難指示

を伝達する等の必要な措置を講じる。 

なお、町は土石流のおそれがある場合の避難先や円滑な警戒避難が行われるための事項を記載した印刷

物を住民に配布するなど必要な措置を講ずる。 

３．土石流対策工の促進 

町は、危険渓流について、緊急度の高いものから計画的に対策工事ができるよう県と協力し、土石流の

防止または軽減に努める。 

４．住宅移転の促進 

町及び関係機関は連絡調整を図り、土砂災害防止法を考慮の上、各種制度の活用により、人命、財産等

を土石流から保護するため、危険住宅の移転促進に努める。 

５．その他 

以上の事項を実施するため、町及び関係機関は、総合的かつ効率的に連絡調整を図る。 

第６．土砂災害防止法による防止対策 
町は、土砂災害（特別）警戒区域において、土砂災害から住民の生命を守るため、災害情報の伝達や避
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難が早くできるように警戒避難体制の整備を進めるとともに、県と連携を図り、土砂災害の発生するおそ

れが急迫しており住民等生命または身体に著しい危害が生じるおそれの大きい建築物の所有者等に対し、

移転等の勧告を図るよう努める。 

また、河道閉塞による湛水を発生原因とする重大な土砂災害の急迫した危険があると認めるとき、地域

の住民に対し避難のための立退きを指示する。 

ただし、避難による立退きをおこなうことによりかえって生命または身体に危険が及ぶおそれがあると

きは、屋内での待避等の安全確保の周知に努める。 

第７．建築物災害予防 
１．土地の選定 

① 住宅地域、商工業地域を建築基準法に準じて指定し、災害の防止を図る。 

② 山崩れ、がけ崩れ、河川周辺の低地帯及び堤防付近または、地盤軟弱地帯の宅地選定を認めない。 

２．がけ地近接等危険住宅の移転 

がけ地崩壊等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある地域に存する危険住宅の移転を促進する。

また、県及び町等が一体となって資金援助を行う。 

３．防災のための集団移転 

防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律に基づき、住民の居住に適

当でないと認められる区域内にある住居の集団移転を促進するため資金援助を行う。 

４．土砂災害に対する安全性の確保 

災害により、大量の土砂の移動等の発生が考えられるため、これらに対して耐えうる建築物の耐力の確

保等を図る。 

第８．宅地造成地の災害予防 
宅地の造成に伴う崖くずれ、土砂の流失等崩落の発生を防止するため、宅地造成地を査察し、一般的な

行政指導を実施する。 

第９．土砂災害警戒区域等の指定・警戒及び危険箇所の調査 
土砂災害警戒区域等の指定を促進し、これを警戒することにより災害の被害拡大を未然に防止するよう

努めるとともに、被害拡大のおそれのあると思われる施設等を事前に調査しておく。 

１．土砂災害警戒区域等の指定及び警戒 

① 土砂災害警戒区域等の指定 

災害時に迅速的確な災害対策を実施するため、町は、県及び防災関係機関と連携を図り、土砂災害警

戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定を促進し、これを警戒する。 

② 警戒責任者 

土砂災害警戒区域等の警戒責任者は、原則としてその区域の消防団の分団長とする。警戒責任者は、

平常時より危険区域の実態を把握し、必要に応じ警戒監視を行い、直ちに町長に報告する。 

③ 警戒の方法 

土砂災害警戒区域等の警戒監視は、次により実施する。 

ア．地すべり、土石流、落石等危険区域 

地すべり、土石流、落石等の警戒監視については、水害危険区域の警戒監視に準じて実施するが、

特に、監視者を委嘱して常時危険区域の観察を行う。 

イ．急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地の警戒監視については、水害危険区域の警戒監視に準じて実施するほか、危険区域住民に

対し、急傾斜地による危険が増大した場合における避難、その他必要な事項について周知徹底させる。 

④ 適切な土地利用の促進 

土地の利用に際しては、土地の形質、地質、社会条件、自然条件を十分に把握し、災害の防止に努め

る。基本的には、土地基本法の基本理念を踏まえ、国土利用計画法に基づく国土利用計画、土地利用基

本計画、都市計画法さらに土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律をはじめ

とする各種個別法令等により、適正かつ安全な土地利用への誘導規制を図る。 
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２．災害危険箇所の調査 

① 事前措置の対象となる設備または物件の事前調査の方法 

災害時において、その災害を拡大させるおそれがあると認められる設備または物件等事前措置の対象

となるものについては、総務住民課長は平素よりあらかじめ調査把握し、災害時の措置が迅速に行われ

るよう備えておく。 

② 災害危険設備等の管理者への予警告 

町長は災害時に被害の発生または被害の増大するおそれのある設備または物件の管理者等に対し、必

要に応じその管理等について警告し、または事前措置の対象となるものについては、あらかじめ、連絡

しておく。 

第３節 建築物・公共土木施設災害の予防 

道路、河川、上・下水道、電力、通信施設等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動上欠く

ことのできないものであり、また、災害復旧の際の重要な使命を担うものである。 

このため、公共施設管理者に対し、被害予防に当たり、公共施設の整備を進めるよう指導するとともに、

これら公共施設の安全性の強化及び被害軽減のための諸施策を実施し、災害時の被害を最小限に留めるよ

う万全の予防措置に努め、災害に強いまちづくりを推進する。 

第１．建築物の災害予防 

町の庁舎（出先を含む）、消防・警察等の防災機関の施設、医療機関の一部、学校、公民館等の防災機関

施設は、風水害等の災害時においては、応急対策活動の拠点となることに加え、一部避難施設として利用

されることもある。そのため､町及び関係機関は、これら施設の安全化を図り、機能を確保する。 

庁舎、災害拠点病院等の施設については、大雨・台風等に伴う浸水に対する予防措置を施すとともに､停

電に備えたバッテリー、無停電電源装置、自家発電設備等の整備を進めるとともに、戸籍や住民基本台帳、

不動産台帳などのデータのバックアップ体制の整備に努める。 

また、町は文化財保護のための防災対策に努める。 

第２．道路・橋梁の安全性の強化 

道路や橋は、ライフラインとして多様な機能を果たしている。そして、災害発生時には、避難、救護、

消防活動等に重要な役割を果たし、また、火災の延焼を防止する等の役割も期待されるため、被害の軽減

の重要な柱として、道路の整備及び道路の一部としての橋梁の架け替え、補強等の整備を推進する。 

１．幹線道路対策 

国道及び県道等の幹線道路については、それぞれが所管する道路について、安全性を強化した道路整備

を推進する。 

２．町道対策 

① 地域の生活道路であるとともに、国、県道等の幹線道路を補完するものであり、重要経路を最優先

として、国・県道に準じた災害防止点検調査を実施する。 

② 山間部へ通じる町道はダブルアクセス道の確保を目指し、整備の推進を図る。 

３．農道及び林道対策 

農道及び林道は、地域の生活道路としても使用されているが、災害や豪雨による被害が予想されるため、

山地崩壊、土砂崩壊、落石等について防止施設の設置を推進する。 

４．橋梁対策 

橋梁の安全点検を行い、老朽化した橋については架け替え、補強等を推進するとともに既設橋梁の落橋

防止対策を講ずる等、災害時の避難、緊急物資の輸送に支障のないようにする。 

５．応急復旧のための事業措置 

町内だけでの応急復旧資機材等の調達は困難が予想されるため、建設業団体との災害応援に関する協定

づくりを推進する一方、災害応援に関する協定に基づく隣接市町との連携強化等、広域的な応援体制の確

立に努める。 

６．緊急輸送応急復旧のための事業措置 
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 県及び市町村は、緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な市街地等と高速道路のアクセ

ス強化等ネットワークシステム、道路防災対策等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図る。 

第３．交通安全施設等の整備 
災害発生時における緊急輸送路の確保を図るため、緊急輸送路に対し交通安全施設の増強及び整備に努

める。 

１．交通規制用資機材の整備 

緊急輸送路の確保等の際に使用する看板、交通規制標識、トラ柵機の増強、整備を図る。 

第４．まちの不燃化 
本町は、家屋が密集している道路狭隘市街地等では災害に対して極めて脆弱であり、総合的な災害予防

対策が必要であるため、災害に強い安全なまちづくりを促進する。 

１．災害に強い安全なまちづくりの促進 

災害による建物等の崩壊または火災を未然に防止し、延焼の防止を図るため、耐震耐火建築の啓発に努

めるとともに、公園・緑地、道路等の整備、公共施設、公用施設等の防災機能の強化等災害に強い安全な

まちづくりを促進する。 

２．防災空間・拠点の整備 

災害時において、避難者の安全確保を図るため、公園等のオープンスペースを確保する。これらオープ

ンスペースは、地域防災活動の拠点施設、延焼遮断帯として機能するほか、救護活動、物資集積等の拠点

としての利用、ガレキ集積場所、ヘリコプターの臨時離発着場としての活用、応急仮設住宅の建設場所と

して利用することができ、極めて重要かつ多様な役割を果たすことができる。 

第５．河川堤防の整備 
災害発生時の堤防決壊による二次災害を防止するため、河川堤防等について、強化、改良等の安全性向

上対策を実施する。そのため、施設の機能低下をきたしている箇所については、堤防のかさ上げ等の応急

対策のほか、恒久対策として、堤防の損傷に起因する浸水を未然に防止するため、改修を計画的に推進す

る必要がある。また、排水施設についても、災害に対してその機能が保持できるよう改築及び整備を図る。 

第６．上水道対策 

災害による水道の断水を最小限に留めるため、被害箇所をできる限り少なくし、断水時間をできるだけ

短縮するよう施設の安全性の強化に努める。また、応急給水を円滑に実施するために活用可能な水源、配

水場を最大限に利用するとともに、防災用資機材の整備拡充、防災非常体制の確立を推進する。 

なお、大災害発生時の近隣市町との連携について、協力体制を確認しておく必要がある。 

１．応急給水体制と防災用資機材の整備 

災害発生時における水道施設の被災により水道の給水機能を継続できなくなった場合は、住民が必要と

する最小限の飲料水を確保するため、災害応急対策計画に基づき応急給水活動を実施する。応急給水方法

は、避難場所、医療機関、水道水源及び配水場での拠点給水を原則とし、供給される飲料水は水道水を原

則とする。 

① 給水車、ポリタンクによる応急供給の整備 

② 災害時の配水施設の寸断に対応できるよう、各地区単位に「防災用井戸」の確保とろ過器の整備の

推進（遊離残留塩素 0.1㎎/ℓ以上保持するよう塩素消毒を使用） 

③ 応急給水活動時における運搬車両、資機材、給水場所の確保 

④ 通信手段（無線機等）の確保 

⑤ 応急給水時における住民への広報体制の確立 

⑥ 住民の意向や給水に関する情報の収集 

２．防災非常時の体制の確立 

① 職員、水道工事業者及び防災関係機関等の初動体制、命令系統を平素から確立し、非常通信連絡方

法の調査及び訓練を行う。 

② 飲料水の供給あるいは施設の復旧が困難な場合は、他市町村、または県へ応援を要請し、積極的な

協力を求める。 
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第７．下水道等の整備 
住民の安全で衛生的な生活環境を確保するため、災害時における下水道施設の機能を保持できるよう、

施設の補強、整備に努めるとともに、設計については地質、構造等の状況を配慮する。 

また、下水道施設の被災時における復旧作業を円滑に実施するため、緊急連絡体制の確立、復旧資機材

の確保及び復旧体制の確立を図る。 

１．処理施設の整備 

① 処理施設は、災害により機能を損なう程の破損にいたらないよう、整備を図る。 

② 汚水送水管等の配管類は、可とう性伸縮継ぎ手を設置し、管の破損、切断を予防するとともに、重

要な配管についてはバイパス化、複数化等によるバックアップ機能を検討し、必要に応じて導入を図

る。 

③ 機械設備は、移動、転倒及び破損が生じないよう支持及び固定し、安全対策を推進する。 

④ 電気設備は、管路等の浸水や自家発電設備の冷却水断水等による停電対策を図る。 

２．管路施設の整備 

① 管路施設のうち重要幹線管渠については、河川や軌道横断等の重要な箇所、軟弱地盤、地盤急変箇

所等において、必要に応じて地盤改良を実施するとともに、可とう性の管や伸縮継ぎ手を設置し、構

造化を図る。さらに、特に重要な幹線については、施設のバイパス化、複数化や雨水管渠の活用等に

よるバックアップ機能を検討し、必要に応じて導入を図る。 

② マンホール及び取付管は、重要幹線について、必要に応じて地盤改良を実施するとともに、可とう

性伸縮取付管の設置を推進する。 

３．応急体制づくり 

① 下水道台帳の整備はシステム化を図り、分散保管する。 

② 応急復旧マニュアルを整備する。 

③ 防災訓練 

災害時の対応が円滑かつ的確にできるよう、緊急連絡伝達方法、応急対策の実施方法、応急対策用資

機材の運転及び取扱方法等について、定期的に防災訓練を実施する。 

④ 緊急連絡体制の確立 

被害の把握や復旧のために、関係職員、関係行政機関、関係業者等の相互の連絡を確実に行えるよう

連絡体制を確立する。 

⑤ 復旧用資機材の確保 

復旧に必要な資材及び機器の緊急調達についてあらかじめ定めておく。 

４．復旧体制の確立  

被災時には、関係職員、関係業者、手持ち機械器具、復旧用資機材だけでは対応が不十分となることが

予想されるため、他市町村との相互応援協力体制を確立することを検討する。 

第８．ＬＰガスの防護対策 
町及びＬＰガス事業者は、次のとおり、災害予防のため、ＬＰガス施設について安全性に配慮した整備

を行うとともに、日常より定期点検等の実施、応急資機材の整備、防災訓練の実施等により災害予防対策

を推進する。 

≪ＬＰガス取扱事業所≫ 

１．新規工事施工時及び定期の調査・点検等 

① ＬＰガス設備全般について、安全性が確保できるよう整備を進める。 

② 容器は、災害時に転倒しないように堅固で水平な基礎の上に設置し、転倒防止用のチェーンにより

固定する。 

２．風水害等による二次災害の防止 

風水害等による二次災害を防止するため、一般消費者に対して、特に高齢者にはわかりやすく、災害時

には速やかな対応ができるよう、次のような啓発を行う。 

① 災害発生時の初期防災活動等について記したパンフレット等を配布し、内容について説明する。 

② 災害発生時は、ガス器具の使用に留意し、異常があった時は販売事業者の点検を受けるよう指導する。 
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③ 災害発生時は、火を全部消し、元栓・器具栓を閉め、容器のバルブも閉めるよう指導する。 

３．消費者に対する周知啓発活動 

災害発生時には、ＬＰガス消費者自らガスの使用を中止し、器具栓、元栓を閉じるとともに、容器バル

ブを閉じることが二次災害を防止するうえで最善の方策であるため、販売店等は災害時に消費者がとるべ

き初期行動について啓発活動に努める。 

第９．電力施設の防護対策 
中国電力ネットワーク株式会社及びその他の電気事業者は、災害時における電力供給を確保し、民心の

安定を図るため電力設備の防護対策に努める。 

≪中国電力ネットワーク株式会社≫ 

１．設備面の対策 

① 過去に発生した災害の実態を考慮し、各設備の被害防止対策を講ずる。 

② 軟弱地盤にある設備については、対策を考慮する。 

２．体制面の対策 

① 設備の巡視及び点検を行い、保安の確保を図る。 

② 災害時のために日頃から資機材等確保の体制を確立する。 

③ 災害発生時に一時的に供給力が不足することも考えられるので、他電力会社との電力融通体制を確

立する。 

第 10．通信施設の防護対策  
災害発生時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策の適切かつ迅速な実施の上から

も極めて重要な問題であり、防災関係機関は電気通信、専用通信等の施設の安全性確保に全力をあげて取

り組む必要がある。なお、建物の倒壊や地盤の揺れ等に伴う通信施設の損壊や架空、埋設ケーブルが寸断

される等、災害発生時には、速やかに通信機器の機能回復を図るとともに、他の利用可能な通信施設との

連携を取り、通信手段を確保するための緊急対策及び抜本的対策を策定するとともに、各種通信対策を図

ることが必要である。 

ＮＴＴ西日本株式会社等は、国内電気通信事業の公共性を鑑み、災害時においても通信の確保ができる

よう、設備の耐火及び伝送路の多ルート化等の防災対策を推進し、被害の未然防止を図る必要がある。 

１．電気通信施設の安全性の確保 

≪ＮＴＴ西日本株式会社島根支店、ＮＴＴドコモビジネス株式会社≫ 

① 電気通信施設の現況 

災害等が発生した場合において電気通信サービスを確保するため、平素から設備自体を物理的に強固

にし、災害に強い信頼性の高い通信設備を構築する。このため、次の電気通信設備等の防災対策を実施

する。 

ア．電気通信設備等の高信頼化 

ａ．豪雨、洪水、高潮または津波等のおそれのある地域にある電気通信設備等について、耐水構造

化を行う。 

ｂ．暴風または豪雪のおそれのある地域にある電気通信設備等について、耐風・耐雪構造化を行う。 

ｃ．火災に備えて、主要な電気通信設備等について耐火構造化を行う。 

② 自主保安体制の構築 

ＮＴＴとグループ会社は関連会社と協力し、災害時において可能な限り電気通信サービスを維持し重

要通信を疎通させるよう、防災業務の推進と防災体制の確立を図るとともに、応急復旧を迅速かつ的確

に実施し通信サービスの確保を図る。 

ア．電気通信システムの高信頼化 

ａ．主要な伝送路の多ルート構成、若しくはループ構成とする。 

ｂ．主要な中継交換機を分散設置する。 

ｃ．大都市において、とう道網（共同溝を含む）を構築する。 

ｄ．通信ケーブルの地中化を推進する。 

ｅ．主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置する。 
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ｆ．災害時優先電話について、加入者と協議し２ルート化を推進する。 

③ 防災教育・訓練の充実 

ＮＴＴとグループ会社は関連会社と協力し、防災活動を円滑、かつ迅速に実施するため平素から災害

対策諸施策を積極的に推進するとともに、次に掲げる訓練を定期または随時に実施する。 

また、行政、地方公共団体、警察、消防など外部の防災機関の防災訓練にも積極的に参加する。 

ア．災害発生時の初動立ち上げ訓練 

イ．気象等に関する情報伝達訓練 

ウ．各種災害対策用機器の操作・運用訓練 

エ．電気通信設備等の災害復旧訓練 

オ．消防及び水防の訓練（水防板・防潮板の点検・着脱を含む） 

カ．行政機関等が実施する防災訓練（災害用伝言サービスの運用を含む） 

≪ＮＴＴドコモ中国≫ 

① 電気通信施設の現況 

ア．建物 

二次災害防止のため地域条件に即した防火扉、防火シャッター及び防水扉等を設置している。 

イ．建物内部設備 

ａ．建物内に設備する電話交換機、伝送・無線及び電力等の機器は地震などの災害による倒壊損傷

等を防止するための補強装置と、火災に備えて消火設備が設置されている。 

ｂ．交換設備、電力設備及びその他の局内設備は倒壊を防止するために支持金物等で耐震対策を実

施している。 

ｃ．非常用電源 

重要通信設備の設置されているビルは、商用電源のバックアップとして、蓄電池、自家用発電機

等を常備している。 

ウ．移動用無線 

ａ．通信回線の応急回線の作成用として、可搬型マイクロエントランス及び移動基地局車を主要ビ

ルに集中配備している。 

ｂ．その他復旧作業用として車両へ衛星携帯電話等を常備している。 

② 自主保安体制の構築 

電気通信施設の災害対策は、公衆通信役務を提供している重大な使命にかんがみ、災害時においても

重要通信の確保ができるよう平素から取り組んでいる。また、電気通信設備の整備拡充を図るとともに、

災害が発生した場合においては、株式会社ＮＴＴドコモ中国の各機関にも災害対策本部を設置するとと

もに、株式会社ＮＴＴ等ＮＴＴグループに災害対策支援本部を設置し、要員、資材及び輸送力等を最大

限に利用して通信の疎通と施設の早期復旧に努める。 

ア．主要な伝送路を光ケーブルまたは無線により、多ルート構成あるいはループ構成としている。 

イ．指定避難所に一般公衆通信の使用に供する携帯電話または、衛星携帯電話の貸出しに努める。 

ウ．災害時の孤立対策として、移動基地局車及び可搬型マイクロエントランスを主要ビルに配備して

いる。 

エ．架空ケーブルは、二次的災害（火災）を考慮し、通信ケーブルの地中化を推進している。 

オ．商用電源が停電した場合の給電設備として、蓄電池、自家用発電機を常備しているが、更に移動

電源車も主要ビルに集中配備している。 

カ．防災の観点から設備管理を強化し、老朽または耐水性に劣る弱体設備の計画的な補強取替を実施

している。 

キ．平素から災害復旧用資材を確保している。 

③ 防災教育・訓練の充実 

災害予防設置及び災害応急対策措置等を円滑、迅速に実施できるよう平素から災害対策諸施策を積極

的に推進するとともに、次に掲げる訓練を定期的または随時に実施する。 

なお、行政、地方公共団体、警察、消防など外部の防災機関の防災訓練にも積極的に参加する。 

ア．非常召集の訓練 イ．災害予防及び警報等の伝達訓練 
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ウ．災害時における通信疎通確保の訓練 エ．電気通信設備等の災害応急復旧訓練 

オ．消防及び水防の訓練 カ．災害用伝言板サービスの運営 

２．専用通信の防護対策《益田広域消防署》 

無線を利用した専用通信は、防災関係機関の情報連絡手段として極めて有効な方法であり、災害時にお

ける通信手段として最も重要な役割を果たすことが期待されている。 

 ① 伝送路の強化 

  通信機能を確保するため、バックアップ回線の設定、ルートの二重化等を促進する。 

② 装置、機材の充実 

  予備電源、移動無線、可搬型無線機等の資機材の充実整備を図り、災害に備える。 

③ 定期的な点検の実施 

  施設及び装置の定期的な点検を実施する。 

④ 防災訓練等の実施 

  通信機能の重要性を考慮し、平素から関係者による防災訓練を実施し、機能の確保及び通信設備の習

熟に努める。 

⑤ 移動系無線局の配備 

  町及び防災関係機関は、被災地において円滑な情報の収集伝達手段を確保するため、災害に強い移動

系無線局の効果的活用に努める。 

第４節 農業施設災害の防止 

風水害等の災害による農産物や農業関連施設の被害を防止するために必要な対策を実施する。 

第１．農業施設災害の防止対策 
１．農業用ため池 

① 現況 

町内には多くの農業用のため池があるが、それらの多くは築造年代が古く老朽化している。それらは、

災害に対する安全性が考慮されていない場合が多く、豪雨時等に決壊の危険性があり、下流の農家、農

作物、人畜、家屋及びその他の公共施設に被害を及ぼすおそれがある。 

② 保守管理 

農業用のため池については、保全対策に基づいて整備計画を策定する。また、町は、ため池台帳に記

載されている管理について、ため池一覧表及び連絡・点検体制表等を整備し、ため池管理簿により日常

点検を行う。 

③ 保全対策 

農業用ため池のうち、老朽化の甚だしいもの及び安全性に不安があるもので特に決壊流出の際、下流

に及ぼす被害の大きいものについては、現地調査、測量、さらに提体及び地下構造を探るための土質試

験や地質調査等を実施し、各施設の危険度を判定する。その資料を基に、速やかに提体の補強ならびに

漏水防止、余水吐及び取水施設等の改善を行うとともに、適切な維持管理を行う必要がある。これらに

対応するために、国庫補助事業等を導入する。 

なお、決壊した場合の浸水区域内に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあるため

池は、防災重点農業用ため池として特に監視点検に取り組む。また、防災ハザードマップを作成する等

して、住民への注意喚起に努める。 

２．農業用水利施設（頭首工、樋門、楊排水機場、水路等） 

水害により決壊等のおそれのある頭首工、樋門、ポンプ場排水機場、水路等のかんがい施設について、

必要に応じて補強、改修を実施する。たん水常襲地帯の農地について要望があれば、緊急度・必要性を検

討し、たん水防除施設を改修していく。 

第５節 防災活動体制の整備 

災害時の効果的な応急対策を実施できるよう、町及び防災関係機関の防災組織及び防災体制を整備する。
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そのため、災害時の災害対策本部及び初動体制の確立要領、登庁までの協議体制、災害対策本部の施設・

設備等を整備しておくとともに、県、町及び防災関係機関相互の連携体制及び広域緊急援助隊、緊急消防

援助隊等、広域応援体制の整備（組織整備、協定締結、運用細則の整備を含む）、災害救助法等の円滑な運

用体制を整備する。 

第１．災害対策本部体制の整備 
県、町及び防災関係機関は、発災段階あるいは警戒段階において効果的に災害に対応するため、災害対

策本部体制等の整備を図る。 

１．初動体制の整備 

① 動員計画の策定 

町及び防災関係機関は、災害時における職員の動員配備計画を定めておく。町及び防災関係機関は、

所属長等があらかじめ職員のうちから対策要員を指名し、動員の系統、動員順位、連絡方法等について

具体的に計画しておく。また、被災地に県職員の派遣体制の整備と防災関係機関との連絡体制を整備し

ておく。 

② 非常参集体制の整備 

町及び防災関係機関は、それぞれの機関において参集基準及び参集対象者を明確化し、実情に応じ、

職員の安全確保に十分に配慮しつつ、職員の非常招集体制の整備を図る。また、連絡手段や参集手段の

確保及び携帯電話等の参集途上における情報収集伝達手段の確保等について検討する。 

なお、交通の途絶、職員または職員の家族等の被災などにより職員の動員が困難な場合等を想定し、

災害応急対策が実施できるよう参集訓練等の実施に努める。 

③ 応急活動マニュアル等の整備 

町及び防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、迅速な初動体制が確立できるようにするた

め、災害時に講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動マニュアルを作成し、職員に周知するととも

に定期的に訓練を行い、活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との

連携等について徹底を図る。 

また、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び避難所等におけ

る連絡調整を行い、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割

について、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

④ 分庁舎の災害対策本部連携体制の整備 

本町は、分庁方式により災害対策本部各部が２庁舎に分かれているため、災害発生時の連携体制を整

備しておく。 

２．登庁までの協議体制の整備  

町は、勤務時間外に大規模な災害が発生した場合、本部長等の幹部職員の登庁を待つことなく、必要な

意思決定を行う必要がある。特に参集前の段階では、情報伝達が重要であり連絡網の充実しておく必要が

ある。 

３．災害対策本部室等の整備  

町及び関係機関は、以下の点に留意して対策本部室等の整備を行う。 

① 災害対策本部室・本部事務室の確保・整備、本部室の設営体制の整備 

② 災害時に備えた非常電源・自家発電機の確保及び浸水等に対する安全の確保 

③ 電話の余裕回線の確保のほか、衛星携帯電話、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線、

臨時災害 FM放送等、多様な通信手段の整備 

④ 災害対策本部等防災基幹施設の通信、電力等の優先復旧体制 

⑤ 応急対策用地図 

⑥ 応急対応力を高めるため、人材育成を進めるとともに、退職者や専門家の意見、支援を活用できる

仕組みを平常時から整えるよう努める。 

⑦ 指定緊急避難場所及び指定避難場所の指定、備蓄物資等の確保など防災に関する諸活動の推進にあ

たり、公共用地等の有効活用を図る。 
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第２．防災中枢機能等の確保 
県、町及び防災関係機関等災害応急対策に係る機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設、

設備の充実及び災害に対する安全性の確保、整備に努めるとともに、保有する施設、整備について、非常

時の電源確保のために自家発電設備、ＬＰガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を図るとともに、十

分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努める。また、県及

び町は、緊急輸送のための拠点整備を行う。 

さらに、県及び市町村は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、災害

対策本部の機能の充実・強化に努める。 

１．防災中枢機能の整備 

防災中枢機能を果たす施設、設備等の整備に当たっては、施設等の整備に加え、浸水に伴う停電対策を

施すとともに、物資の供給が困難となる場合を想定した防災要員等用の食料、飲料水、燃料等の適切な備

蓄・調達・輸送体制の整備や通信途絶時に備えた衛星携帯電話等の整備等非常用通信手段の確保を図る。 

２．防災輸送拠点の整備  

「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」により、緊急輸送のための防災拠点を整備する。 

第３．広域応援協力体制の整備 
大規模災害時における応急対策をより迅速・的確に実施するためには、広域的な支援・協力体制が不可

欠であることから、各関係機関において相互応援の協定を締結するなど平常時より体制を整備しておく。 

１．町・消防本部間の相互協力体制の整備 

町は平常時から相互応援協定に基づく消防相互応援体制の整備を推進するとともに、近隣の市町と大規

模災害時に備えた相互応援協定を締結するよう努める。 

① 他市町村との防災協定づくりの推進 

町は､他市町村との間で次の４段階の体制をとおし､防災協定の締結を推進していく。 

第１段階：自力での町域内対策活動 

第２段階：広域行政圏をベースとした近接地域間協力 

第３段階：県内での広域応援 

第４段階：県を超えた広域応援 

② 避難所等収容施設に関する協定 

ア．食料、飲料水、生活必需品、医薬品等の提供 

イ．医療、防疫等、し尿・ゴミ・ガレキ処理の協力 

ウ．救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

エ．医療系・技術系・技能系職等の職員の派遣 

オ．要配慮、特に学童の受入れ協力 

カ．住宅の斡旋 

２．県、町と自衛隊との連携体制の整備  

県と町と自衛隊は、おのおのの計画の調整を図るとともに協力関係について定めておくなど、平常時か

ら連携体制の強化を図る。その際、自衛隊の情報連絡体制の充実、共同の防災訓練の実施等に努める。 

県と町は、自衛隊への派遣要請が迅速に行えるよう、あらかじめ要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方

法を取り決めておくとともに、連絡先を徹底しておく等必要な準備を整えておく。 

県と町は、いかなる状況において、どのような分野（救急、救助、応急医療、緊急輸送等）について、

自衛隊への派遣要請を行うのか、平常時よりその想定を行うとともに、自衛隊に書面にて連絡しておく。 

３．防災関係機関の連携体制の整備 

① 共通 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であり、町及び防災関係機関は、応急対策活動

及び復旧活動に関し、各関係機関において相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化しておく。

また、町は、食料、飲料水、生活必需品、医薬品、血液製剤、燃料及び所要の資機材の調達並びに広域

避難に必要となる施設等の相互利用等に関する応援体制の充実に努める。 

② 警察 
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県警察本部は、警察災害派遣隊の運用に関し、平素から警察庁及び中国管区警察局と緊密な連携を図

り、大規模災害発生時において、迅速かつ広域的な支援が行われるよう体制の整備を推進する。 

③ 消防機関 

消防機関は、緊急消防援助隊による人命救助活動の支援体制の整備に努める。 

④ 建設業協会 

建設業協会は、国、県及び町との協定等を整備し、水防、土砂災害対策等の災害応急対策の支援体制

の整備に努める。 

⑤ 日本赤十字社島根県支部 

日本赤十字社島根県支部は、県と締結している「災害救助法に基づく救助業務委託契約書」を踏まえ、

医療、助産、死体の処理等の災害救助活動の支援体制の整備に努める。 

４．民間事業所との協定の締結 

流通・製造業者やトラック協会、建設資材業者や建設業者との災害応援に関する協定を積極的に締結する。  

５．応援計画及び受援計画の整備 

町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に国や県、他の市町村及び防災関係機関から応援を受

けることができるよう応援計画や受援計画の作成に努め、必要な準備を整える。 

町は、応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努め

る。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担当者を選定しておくとともに、感染症対策に配慮

した適切な執務スペースの確保を行う。また、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合を想定し、

紹介が可能なホテル・旅館、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場

所として活用可能な施設等のリスト化に努める。 

第４．災害救助法等の運用体制の整備 
大規模災害の場合は、通常、災害救助法が適用されるが、県、町の担当者において、その運用に際し混

乱を生じることのないよう、日ごろから災害救助法等を習熟しておく。 

１．災害救助法等の習熟  

① 災害救助法等の運用への習熟 

ア．災害救助法運用への習熟 

町は、災害救助法に基づく災害救助の基準や運用に習熟し、それに対応した体制を整備する。 

イ．災害救助実務研修会 

町は、自己研さん等により、県の実施する災害救助法実務研修会の内容に充分習熟しておく。 

ウ．必要資料の整理 

町は、「災害救助事務取扱要領」（内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担当）付）、

県細則等、災害救助法適用に際して必要となる資料を整備しておく。 

② 運用マニュアルの整備 

町は、災害救助法等の適用を受けた後の運用方法について、県の指導を受け災害救助法の適用された

事例を参考にし、わかりやすいマニュアルを作成する。 

第５．公的機関等の業務継続性の確保 
町及び防災関係機関は、災害発生時の災害応急対策等や優先度の高い通常業務の継続のため、必要人員

や資機材等を的確に投入するための事前の準備と対応強化に努める。 

業務継続計画の策定などにより、業務継続性の確保を図る。また、実効性ある業務継続体制を確保する

ため、必要な資源の確保や定期的な防災教育・訓練・点検等を実施し、状況の変化等に応じた体制の見直

し等をなど必要に応じて行う。 

第６．複合災害対策 
同時または連続して２以上の災害が発生することで被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる複合災

害が発生する可能性を認識し、その対策の整備に努める。 

１．訓練等の実施 

様々な複合災害を想定した机上訓練を行い、災害後との対応計画の作成に努める。 
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２．要員の配備・資機材等の整備 

複合災害の場合において、災害にあたる要員や資機材等は先発災害に多く投入され、後発災害に不足が

生じる可能性に留意し、対応計画を予め定める。 

第７．罹災証明書の発行体制の整備 
 町は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明書 の交付の担当

部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や不動産鑑定士や行政書士等の士業団体

その他の民間団体との応援協定の締結、応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の

交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。 

 町は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について検討する。 

第６節 情報管理体制の整備 

災害発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られなくなるおそれがあり、また

防災関係機関相互間の情報伝達も確保できなくなることが予想されるので、県、町及び防災関係機関は、

情報伝達手段の耐久性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要な措置を講ずる。また、最近の

情報通信技術の進展等による総合的な防災情報システムを構築する。 

１．通信用施設の整備活用  

① 防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備及び臨時災害ＦＭ放送設備の活用 

町は、住民に対する災害時における情報を迅速かつ的確に収集、伝達を図るため、防災行政無線（戸

別受信機含む）等放送設備及び臨時災害ＦＭ放送設備の活用を図る。 

② 防災関係機関の整備 

防災関係機関は、有線通信の途絶に備えて情報を迅速かつ的確に収集、伝達を図るため、防災相互通

信用無線局などの整備を図り、通信の確保に努める。 

③ 応急用資機材の整備 

県、町及び防災関係機関は、非常用電源（自家発電用設備、電池等）、移動無線、可搬型無線機等の仮

回線などの応急用資機材の確保充実を図るとともに、これらの点検整備に努める。 

２．通信設備の習熟  

① 非常災害時の通信の確保を図るため、平常時より災害対策を重視した無線設備の総点検を定期的に

実施するとともに、非常通信の取扱い、機器の操作の習熟等に向け他の防災関係機関等の連携による

通信訓練を積極的に行う。 

② 通信輻輳時及び途絶時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信

訓練を定期的に実施する。 

３．総合防災情報システムの活用  

総合防災情報システムは、県内各種観測情報や災害情報を収集し、町及び関係機関へ的確に伝達できる

ようになっている。大規模災害が発生した際の災害情報の一元化、データーベース化により、災害の規模

の迅速な把握及び的確な情報提供が可能である。 

このシステムを有効に活用できるよう、システムの防災訓練や研修のメニューを活用して習熟を図り、

災害時に円滑な運用ができるようにしておく。また、町及び防災関係機関は、日頃から災害に関する情報

を収集蓄積するとともに、災害時に活用できるような災害情報データ－ベースを整備する。    

４．平常時における気象予警報の収受及び周知等  

① 収受及び察知 

ア．気象予報及び警報、火災気象通報等は、総務財政課において収受する。 

イ．異常気象現象等は、益田広域消防署の観測その他により察知する。 

② 周知 

ア．益田広域消防署において気象予報及び警報、火災気象通報等を収受した場合には一般に周知し、

住民の状況判断と心構えの資料に供する。 

イ．益田広域消防署において、異常な気象現象等を察知した場合には、前項と同様一般に周知すると

ともに益田広域消防署において観測する雨量、風速等の状況も逐次周知する。 
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５．災害発生時の情報収集・伝達体制の整備 

① 基本的事項 

災害が発生したとき、又は発生するおそれがあるときには、多種多様かつ多量の災害情報が発生する。  

このため、県、市町村、関係機関が、迅速かつ的確に防災対策を実施するためには、これらの災害情

報を迅速かつ的確に収集・伝達・処理するソフト、ハード両面の仕組みの整備が必要である。機動的な

情報収集活動を行うため、必要に応じ情報収集手段を活用できる体制を整備する。 

② 情報通信設備の整備 

町は、災害が発生した場合に、事故の状況等に関する情報を迅速かつ正確に収集するため、無線等の

伝達機器について、災害時に的確に使用できるよう日常業務又は訓練を通じて、使用方法等について習

熟を図る。 

第７節 広報体制の整備 

災害時における人命の安全と社会秩序の維持を図るため、町民に対する正確な広報の実施や被災者の要

望、苦情等の把握により、効果的な災害対策の実施に資するとともに、災害相談や情報提供の窓口を設置

し被災者や一般町民への様々な相談に適切に対応できる体制の整備を推進する。 

また、県及び町は、様々な環境下にある住民、要配慮者利用施設等の施設管理者等及び職員に対して特

別警報、危険警報及び警報等が確実に伝わるよう、Ｌアラート（災害情報共有システム）の活用や関係事

業者の協力を得つつ、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テ

レビ（ＣＡＴＶを含む。）、ラジオ（臨時災害ＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、

ケーブルテレビ等を用いた伝達手段の多重化、多様化を図る。 

１．町民への的確な情報伝達体制の整備活用 

① 町は、被災者への情報伝達手段として、防災行政無線やテレビ（ＣＡＴＶ含む）、ラジオ（臨時災害

ＦＭ放送含む）、携帯電話、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）などの活用を図る。 

② 放送事業者及びライフライン関係機関等は、発災後の経過に応じて被災者等に提供すべき情報につ

いて整理しておく。 

③ 町及びライフライン関係機関等は、災害に関する情報及び被災者に対する救援情報等を的確に広報

できるよう、広報体制及び施設、設備の整備を図る。 

④ 広報の実施に当たって、視聴覚障がい者、高齢者、外国人等に十分配慮し、他の関係機関と相互に

連携を図りながら実施できるよう体制を整備しておく。 

⑤ 県ホームページにより､町民等に対してインターネットを利用した各種情報の伝達が可能となって

いるが、避難所等への端末配備を推進し、被災者に必要な情報を即報できる体制を整備するとともに、

関係各課と連携しスムーズに災害情報を掲載し、発信できるようにする。 

⑥ 町は、居住地以外の市町村に避難する被災者に対して全国避難者情報システムなどにより必要な情

報や支援・サービスを容易かつ確実に受け取ることのできる体制の整備を図る。 

⑦ 町は、携帯端末の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア等を活用し、特別警報、危険警報及び

警報等の伝達に当たっては伝達手段の多重化・多様化に努める。 

⑧ 町は、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広

域避難者に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整備をはかる。 

２．報道機関との連携体制の整備 

町及び各防災機関は､災害時の広報について協定の締結を促進するほか､これら協定に基づく放送要請の

具体的な手続きの方法等について、事前の申し合わせを行うなど､報道機関との連携体制を構築しておく。 

３．災害用伝言サービス活用体制の整備 

一定規模の災害に伴い被災地への通信が輻輳した場合においても、被災地内の家族・親戚・知人等の安

否等を確認できる情報通信手段である「災害用伝言サービス」について、町民に対して認知を深め、災害

時における利用方法などの定着を図る必要がある。 

そのため、町は平常時から広報紙、ホームページなど､様々な広報手段を活用し普及促進を図る。また､

災害時においてＮＴＴ西日本株式会社が「災害用伝言サービス」の運用を開始した場合における広報体制
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について、町は関係機関と協議するなど検討しておく。 

第８節 避難予防対策 

災害発生により危険が急迫し、人命その他災害の拡大防止等のおそれがある場合、危険地域の居住者に

対して避難のための立ち退きを指示する必要があるため、あらかじめ避難所の選定及び避難計画を作成す

るとともに、避難に関する知識の普及を図る必要がある。また、町は平常時から、被災者支援を担当する

部局を明確化し、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上

で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）などの被災者支援の

仕組みの整備等に努める。 

第１．避難指示等の判断基準 
町は、避難指示等（警戒レベル３「高齢者等避難」、警戒レベル４「避難指示」、警戒レベル５「緊急安

全確保」を総称する。）を適切なタイミングで適当な地域を対象に発令できるよう、あらかじめ、発令の判

断基準を定めておく。 

 

１．避難情報と居住者等がとるべき行動 

避難情報 居住者等が取るべき行動等 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

●発令される状況：災害のおそれあり 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 

・ 高齢者等は危険な場所から避難（立退き避難または屋内安全確保）する。 

※ 避難を完了させるのに時間を要する在宅または施設利用者の高齢者及び障

害のある人等、及びその人の避難を支援する者 

・ 高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるなど普段の行動を見

合わせ始めたり、避難の準備をしたり、自主的に避難するタイミングである。

例えば、地域の状況に応じ、早めの避難が望ましい場所の居住者等は、このタ

イミングで自主的に避難することが望ましい。 

【警戒レベル４】 

避難指示 

●発令される状況：災害のおそれ高い 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から全員避難 

・ 危険な場所から全員避難（立退き避難または屋内安全確保）する。 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

●発令される状況：災害発生または切迫（必ず発令される情報ではない） 

●居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

・ 指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえって危険である場合、緊

急安全確保する。ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとること

ができるとは限らず、また本行動をとったとしても身の安全を確保できるとは

限らない。 

２．「避難情報発令等の判断・伝達マニュアル」の作成 

町は、「避難情報に関するガイドライン」に基づき、下記の点について検討し、適切な避難指示等を行う

ため、災害時にどのような状況において、どのような対象区域の住民に対して発令するべきか等の判断基

準等について、「避難情報発令等の判断・伝達マニュアル」を作成し必要に応じて随時修正して公表する。 

① 対象とする災害及び警戒すべき区域・箇所 

ア．水害 

・ 住民が避難行動を取る必要のある河川と区間を特定 

・ 対象とする河川の特性を把握 

イ．土砂災害 

・ 土砂災害の発生するおそれのある箇所を特定 

・ 土砂災害の発生しやすい気象条件を把握 

② 避難すべき区域 
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ア．避難が必要な区域を特定 

イ．当該区域での災害の様相や避難指示等の発令の判断に関係する特性を把握 

③ 避難指示等の発令の判断基準・考え方 

ア．避難指示等の意味合いと、住民に求める行動を確認 

イ．住民が避難所等へ避難するために必要な時間を把握 

ウ．避難すべき区域毎に策定 

④ 避難指示等の伝達方法 

ア．伝達文の内容の設定    イ．伝達手段及び伝達先の設定 

⑤ 参考とすべき情報 

ア．過去の災害記録（浸水実績、土砂災害記録等） 

イ．洪水浸水想定区域図、土砂災害警戒区域図 

ウ．河川の特徴に関する情報（堤防の整備状況、流下能力図、重要水防箇所、排水機場・水門の状況等） 

エ．災害時に入手できる実況情報（水位情報、雨量情報等） 

オ．避難指示等の発令に参考とすべき情報（気象等のレベル５特別警報・レベル４危険警報・レベル

３警報・レベル２注意報、洪水予報、特別警戒水位情報、土砂災害危険度情報、キキクル、気象防

災速報（記録的短時間大雨、線状降水帯発生、線状降水帯直前予測）、気象解説情報（線状降水帯半

日前予測、大雨）等）  

カ．情報伝達手段の整備状況（防災行政無線、携帯電話、インターネット、放送機関との協定等） 

３．防災ハザードマップの作成 

町は、発災時に住民等が円滑に避難を行うため、住民等と一体となり防災ハザードマップを作成し、災

害の危険が及ぶことが想定される地域や指定緊急避難場所の所在地、避難経路、洪水、雨水出水に係る避

難訓練に関する事項、避難情報の入手・伝達方法等の災害に関する情報、その他洪水時等の円滑かつ迅速

な避難の確保を図るために必要な事項を住民等に周知するとともに、災害からの避難に対する住民等の理

解を図るよう努める。防災ハザードマップの作成に当たってバリアフリー化が必要な避難経路等確認され

た場合は所要の処置を講じる。 

第２．避難所及び避難路の整備・周知 

１．避難所の選定基準 

避難所の選定は、次の基準を基本とする。 

① 指定緊急避難場所 

町長は、法令に基づく指定緊急避難場所について、防災施設の整備状況、地形、地質その他の状況を

総合的に勘案し、必要があると認めるときは、必要な数、規模の施設等を指定する。また、指定緊急避

難場所は、災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生するおそれのある災害に適

した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、日頃から住民等への周知徹底に

努める。なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知を図る。 

ア．あらかじめ管理者の同意を得ておく。 

イ．災害種別に応じて、災害及びその二次災害のおそれのない場所にある施設、または構造上安全な

施設とする。 

ウ．災害が想定される区域に立地する場合、災害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等の水

位以上の高さに避難者の受入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、かつ、災害

発生時に迅速に避難場所の開設を行うことが可能な管理体制を有する施設等とする。 

エ．指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施設の開放を行う担

当者をあらかじめ定める等の管理体制を整備しておく。 

オ．必要に応じて、近隣市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設けておく。 

 ② 広域避難場所 

町は、要避難地区の住民を対象に、あらかじめ、次の基準により広域避難場所を選定し確保する。 

ア．広域避難場所における避難者１人当たりの必要面積は、おおむね２㎡以上とする。 

イ．広域避難場所は、要避難地区のすべての住民を収容できるよう配慮する。 
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ウ．広域避難場所内の木造建築物の割合は、総面積の２％未満であり、かつ散在していなければなら

ない。 

エ．広域避難場所は、大規模な土砂災害や浸水などの危険のないところとする。 

オ．広域避難場所は、純木造密集市街地から 270ｍ以上、建ぺい率５％程度の疎開地では、200ｍ以上、

耐火建築物からは、50ｍ以上離れているところとする。 

③ 指定避難所 

町長は、法令に基づく指定避難所について、必要な数、規模の施設等を指定し、指定後は住民への周

知徹底を図る。なお、指定を取り消した場合も同様に、住民への周知を図る。指定避難所となる施設に

ついては、良好な生活環境を確保するために、あらかじめ避難所内の空間配置図、レイアウト図などの

施設の利用計画を作成するよう努める。また、必要に応じ、給食・給水施設、換気、冷暖房、洋式トイ

レ、非常用電源、照明、通信環境等の設備の整備のほか、避難生活に必要な物資や感染症対策に必要な

物資等の備蓄に努める。なお、備蓄品の調達に当たっては、要配慮者、女性、子供にも配慮する。 

ア．あらかじめ管理者の同意を得ておく。 

イ．避難者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに避難者を受け入れること等が

可能な構造または設備を有する施設。 

ウ．想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるもの。 

エ．主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保

するための措置を講じられ、相談等の支援を受けることができる体制が整備されているもの。 

オ．指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

カ．学校を避難所として指定する場合、学校が教育活動の場であることに配慮する。 

キ．指定避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、指定避難所となる施設の利用方

法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。 

④ 一時避難所 

  一時的な身近な避難場所として、または、各自が一時的に集まってから避難するための集合場所とし

て、集会所など地域にある一定の人数が収容できる施設を中心に登録する。町が職員を配置して開設・

運営する避難所として取り扱うものではなく、地域で施設の所有者と鍵の保管状況や運営について話し

合っておくことが必要である。 

ア．対災害性に比較的優れていること。（耐倒壊、耐火・耐水害等） 

イ．給水、給食施設を有すること､あるいは比較的容易に給水､給食施設を設置できること｡ 

ウ．なるべく被災地に近く、かつ集団的に収容できること。 

エ．情報の伝達上の便利が得やすいこと。 

オ．その他危険区域から離れていること。 

⑤ 避難所一人当たりの必要占有面積 

避難所の一人当たり必要占有面積（最低限）は、次のとおりである。 

ア．緊急対応初期の段階での就寝可能な占有面積として２㎡ 

イ．避難所生活が長期化し荷物置き場を含めた占有が可能な面積として３㎡ 

なお、避難所には、避難者のスペースのほか、医療、要配慮者、発熱等の体調不良者への対応スペー

ス等運営に必要となる空間の確保も不可欠となる。また、新型コロナウイルス感染症流行時の経験を踏

まえ、避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要が

ある。新型インフルエンザ等感染症対策に配慮した避難者の受入を行う場合は、「一家族が一区画（目安

は３ｍ×３ｍ）を使用し、人数に応じて区画の広さを調整すること」、「家族間の距離を１ｍ以上あける

こと。可能であれば、個人間の距離は２ｍ（最低１ｍ）あけること」を意識し、避難者１人あたりの面

積を確保する。 

２．避難所の指定とリストの作成 

① 町は、上記の条件を目安として、「資料編第６．」に示すとおり避難所を指定する。 

② 避難所リスト 

以上をもとに、避難所指定リストを作成し、住民への周知徹底を図る。リストには避難所の名称、所

在地、対象地区及び対象人口をあらかじめ記載しておく。 
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③ 野外収容施設の設置 

災害の規模が大きく既存施設の被害が甚大である場合、またはり災者が多数で既存施設の収容力を超

えた場合は、野外収容施設を仮設する。 

３．避難所の安全性の確保 

避難所となる公共施設について、危険箇所については補強工事をする等、安全性の確保を図る。 

なお、指定避難所については施設の建築年、構造､最大収容人数等の実態調査を行い、地域毎の収容能力

を分析し指定避難所の見直しをする。 

４．避難先区分けの実施 

町は、次の事項を勘案して避難先の区分けを実施し住民一人ひとりの避難すべき場所を明確にしておく。 

① 避難先区分けの境界線は、地区単位を原則とする。 

② 避難先区分けに当たっては、各地区の歩行負担及び危険負担がなるべく均等になるようにする。 

③ 避難人口は、夜間人口によるが、避難先収容力に余裕をもたせておく。 

５．避難路の選定と確保 

町職員、警察官及び消防職員等の避難措置の実施者は、迅速かつ安全な避難ができるよう、通行の支障

となる行為や障害物を除去し、避難路の通行確保に努める。 

① 避難路の選定と確保 

町は市街地の状況に応じて次の基準を参考に避難路を選定し、確保に努める。 

ア．避難路は、おおむね８ｍ以上の幅員を有する。 

イ．避難路は、相互に交差しない。 

ウ．避難路は、浸水や斜面崩壊等による障害のない安全なルートを選定する。 

エ．避難路沿いには、火災・爆薬等の危険の大きい工場がないよう配慮する。 

オ．避難路の選択に当たっては、住民の理解と協力を得て選定する。 

カ．避難路については、複数の経路を選定しておく。 

② 要配慮者等への配慮 

町は、避難所の設定にあたり地域の実態や利便性、安全性等の確保に努める。 

６．避難先の住民への周知 

町は、避難先、避難路等について平常時から以下の方法で周知徹底を図る。 

① 町の広報誌等     

② 案内板等の設置 

誘導標識、避難先案内図、避難先表示板 

③ 防災訓練 

④ 防災啓発パンフレットの作成、配布 

第３．安全な避難の環境づくり 
災害の危険性が高まり住民が避難する事態が発生した場合、混乱なく住民を安全に避難させるには適切

な避難誘導が不可欠であり、事前の避難の環境づくりが重要である。 

避難者自らの自力救済を原則として、自立的な生活再建を支援するという観点から避難者支援を考えて

ゆく。ただし、要配慮者には、福祉的観点から特別な配慮をする。 

１．支援内容 

① 避難所等収容施設の行う支援の主な内容 

ア．生活スペース、水・食事・物資の提供 

イ．医療の提供、衛生的環境の確保（トイレ、入浴対策を含む） 

ウ．コミュニティ確保(気心の知れた人間関係のつながりを確保し､分断しないようにする) 

エ．生活情報及び再建情報の提供 

② 状況の変化と時間経過に対応した支援 

必要とされる支援の内容や優先度は、避難者の現況の変化と時間の経過によって異なる｡例えば、緊急

対策時は生命の確保と安全な避難所の提供が先決であり、混乱が鎮静化した後は避難生活全般への支援

が必要となる。 
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２．標識・案内板等の整備 

① 避難先案内図の整備 

避難先案内図は「指定緊急避難場所・指定避難所等」の配備を地図上に示し、観光客等の地理不案内

な人に対してはもちろん、施設そのものの所在を知っている住民に対しても「指定緊急避難場所・指定

避難所等」の周知を図る役割を果たすものであるため、適切な避難所案内図の整備を進める。その際、

宝くじ事業からの助成金を積極的に活用する。 

② 避難所等への非常用標識灯の整備 

夜間に災害が襲った場合には、停電等により避難所の存在も分からなくなるおそれがあるため、避難

所には、その場所を知らせるよう高所への独立電源型の非常灯の整備を図る。 

３．避難所の環境整備 

① 施設・設備の充実 

ア．避難所として指定された建物については、必要に応じ換気、照明等避難生活の環境を良好に保つ

ための設備の整備のほか、電力容量の拡大に努める。 

イ．避難所における、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マット（断熱ボート等）、通信機器、テレビやラジ

オ等災害情報を入手するための機器等、避難の実施に必要な施設・設備の整備を図る。 

ウ．学校等の建築物において、備蓄のためのスペースや通信設備の整備を進める。 

エ．地域住民等が所有する井戸や湧水の活用や防災拠点施設等における公共井戸を必要に応じて整備

するなど、代替水源の確保に努める。 

② 備蓄の推進 

指定された避難所またはその近傍で、食料、飲料水、非常用電源、常備薬、マスク、消毒液、体温計、

段ボールベッド、パーティション、炊出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めるととも

に、備蓄品の調達に当たっては、要配慮者、女性、子供にも配慮する。 

４．避難に関する広報  

住民が的確な避難行動をとることができるよう、避難先や被害危険箇所を明示した防災ハザードマップ

や広報紙・ＰＲ紙等を活用して広報活動を実施する。 

① 避難所等の広報 

次の事項につき、地域住民に対する周知徹底に努める。 

ア．避難先の名称      イ．避難先の所在位置 

ウ．避難先区分け      エ．避難先への経路 

オ．その他必要な事項 

② 避難のための知識の普及 

必要に応じて、住民に対して避難のための知識の普及のための措置をとる。 

ア．平常時における避難のための知識 

イ．避難時における知識 

ウ．避難収容後の心得 

５．「高齢者等避難」に関する情報の提供 

町長は、避難行動に時間を要する要配慮者、避難行動要支援者、避難支援等関係者等に対し、早めの避

難行動が開始できるよう「高齢者等避難」に関する情報を提供できるよう基準及び体制を整備する。 

第４．避難計画の作成 
１．町の避難計画 

町は、次の事項に留意して避難計画を作成するとともに、自主防災組織等を通じて避難体制の確立に努

める｡指定避難所の運営に当たっては、避難所運営マニュアルを作成するなど具体的な体制整備に努める。 

① 避難情報発令等の判断・伝達マニュアルで定めた避難指示等の発令基準及び伝達方法 

② 防災ハザードマップによる浸水箇所、土砂災害警戒区域等 

③ 避難先の名称、所在地、対象地区及び対象人口 

④ 避難先への経路及び誘導方法 

⑤ 指定避難所開設に伴う避難者救援措置に関する事項 
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ア．給水・給食措置         イ．毛布、寝具等の支給 

ウ．衣料、生活必需品の支給     エ．負傷者に対する応急救護 

オ．要配慮者の救護 

⑥ 指定避難所の管理に関する事項 

ア．指定避難所の秩序保持 

イ．受け入れた避難者に対する災害情報の伝達 

ウ．受け入れた避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

エ．受け入れた避難者に対する各種相談業務 

オ．避難が長期化した場合のプライバシーの確保、年齢･性別によるニーズの違いへの配慮、要配慮者

への配慮、生活環境の確保 

カ．運営責任者の事前選任 

キ．役割分担の明確化 

⑦ 指定緊急避難所及び指定避難所の整備に関する事項 

ア．指定避難所    イ．給水施設    ウ．情報伝達施設 

⑧ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

ア．平常時における広報 

掲示板への掲示、広報紙・パンフレット等の発行、住民に対する巡回指導、防災訓練等 

イ．災害時における広報 

広報車による周知、避難誘導員による現地広報、住民組織等を通じた広報 

⑨ 避難行動要支援者の避難支援に関する事項 

ア．避難行動要支援者への情報伝達方法 

イ．避難行動要支援者の種別ごとの避難支援の方法及び配慮すべき事項 

ウ．避難行動要支援者に支援おける町、避難支援等関係者の役割分担 

エ．個別避難計画の作成を促進するため、避難行動要支援者や避難支援等に携わる関係者に対し、制

度の普及・啓発等に努める。 

２．防災上重要な施設の避難計画 

病院、社会福祉施設や駅等不特定多数の者が出入りする施設など防災上重要な施設の管理者は、次の事

項に留意して避難計画を作成し、避難の万全を期する。町は、防災上重要な施設の管理者の避難計画作成

に必要な支援を行う。  

① 病院 

患者を他の医療機関、または、安全な場所へ集団的に避難させる場合、避難（入院）施設の確保、移

送の方法、保健、衛生対策及び入院患者に対するそれらの実施方法等に留意する。  

② 社会福祉施設等  

高齢者、障がい者及び児童福祉施設等は、避難の場所、経路、時期及び誘導方法並びに避難（入所）

施設の確保、保健、衛生対策及び給食等の実施方法等に留意する。  

③ 不特定多数の者が出入りする施設等  

駅など不特定多数の者が出入りする施設等は、指定緊急避難場所、経路、時期及び誘導方法並びに指

示伝達の方法等に留意する。 

３．学校等の防災計画等 

町は、所管する学校等が風水害の際にとるべき行動を防災計画に明記するよう指導するとともに、連絡

方法・連絡様式の整備を行い、迅速な応急対策が行えるよう事前準備を推進する。学校等は、臨時休業や

終業時刻の繰上げによる下校措置に備え、児童及び生徒（以下「児童等」という。）を安全に下校させるた

めに必要な措置などについて、町教育委員会と連携して整備するとともに、保護者の理解を得ておくこと

が必要である。 

多数の児童等を学校から避難させる場合も想定し、避難場所、避難経路、誘導方法などを防災計画に明

記しておく。 

① 臨時休業・下校措置に備えた体制整備 

ア．家庭訪問、児童カードなどを利用して児童等の通学路を確認し、土砂災害が発生しやすい箇所や
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大雨により氾濫が予想される用水路・小河川の把握に努め、状況に応じた通学路の変更などの指示

ができるようにしておく。 

イ．臨時休業・下校措置の決定に当たり、隣接の学校、町教育委員会との連絡のとり方を明確にして

おく。 

ウ．臨時休業・下校措置をとることを地域、保護者に連絡する方法を明確にしておく。 

エ．災害時の学校の対応について、学校の広報紙、ＰＴＡ総会などを利用して保護者に理解を得ておく。  

② 学校周辺の危険箇所の把握 

大雨により、浸水または土砂崩れが発生する可能性がある学校の敷地内及び学校周辺の危険箇所を把

握しておき、大雨の際、すみやかに確認を行い、対策が講じられるようにしておく。 

４．様々な主体が実施する状況把握の取組の調整 

町は、保健師、福祉関係者等の様々な主体が地域の実情に応じて実施している状況把握の取組を円滑に

行うことができるよう事前に実施主体間の調整を行うとともに、状況把握が必要な対象者や優先順位付け、

個人情報の利用目的や共有範囲について、あらかじめ、検討するよう努める。 

５．在宅避難者、車中泊避難者に対する支援 

町は、指定避難所だけではなく、協定・届出避難所として位置付けられた避難所について、情報の把握

に努めるとともに、在宅避難者等が発生する場合や避難所のみで避難者等を受け入れることが困難となる

場合に備え、利用しやすい場所に支援のための拠点を設置することなど在宅避難者等の支援方策を検討す

るよう努める。また、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備え、車中泊避難

を行うためのスペースの設置や車中泊避難者に必要な物資の備蓄など支援方策を検討するよう努める。 

第５．避難誘導体制の整備 
１．避難計画の習熟と訓練 

町は、あらかじめ定めた避難計画及び第３章第７節「避難活動」に示す活動方法・内容等に習熟し、避

難誘導訓練を実施する。なお、避難時の周囲の状況等により、屋内にとどまっていた方が安全な場合等や

むを得ないときは、屋内での待避等の安全確保措置を講ずべきことにも留意する。 

２．避難者の誘導体制の整備 

避難者の誘導を、安全かつ迅速に行うことができるよう、次のように誘導体制を整備しておく。 

① 避難誘導を必要とする場合は、消防団や自主防災組織等のもとで、組織的に誘導避難をできるよう

にしておく。特に、要配慮者の安全な避難を最優先する。 

② 災害の種類、危険地域ごとに避難先への避難経路をあらかじめ指定しておき、一般への周知徹底を

図る。その際、周辺の状況を検討し、風水害の場合は、浸水、建物の流失、斜面崩壊等のおそれのあ

る危険箇所を避けるようにする。 

③ 状況に応じて誘導員を配置したり、車両により移送したりするなどの方法を講じておく。 

３．自主避難体制の整備 

町は、土砂災害などの前兆現象が出現した場合等における住民の自主避難について、住民に対し、あら

かじめ広報紙をはじめとしてあらゆる機会を通じてその指導に努める。また、住民においても、豪雨等に

より、災害の発生する危険性を感じたり、土砂災害などの前兆現象を発見したり、自ら危険だと判断した

場合等においては、隣近所で声を掛け合って自主的に避難するよう心掛ける。 

４．避難指示等の伝達体制の整備 

避難指示等の伝達は、第３章第３節「災害広報」に示す広報体制に準じ、住民への周知が最も迅速で確

実な効果的方法により実施できるよう、以下のようにあらかじめ伝達系統や伝達体制の整備に努める。 

① 町防災行政無線（戸別受信機含む）等を利用して伝達する。 

② 自主防災組織等を通じ、関係者が直接、口頭及び拡声器により伝達する。 

③ サイレン及び鐘をもって伝達する。 

④ 広報車による呼びかけにより伝達する。 

⑤ テレビ、ラジオ、有線放送、電話等の利用により伝達する。 

⑥ 携帯端末による緊急速報メールサービスによる伝達する。 

⑦ ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）により伝達する。 
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町長は、危険区域ごとに避難指示等の伝達組織及び伝達方法を定め、あらかじめ危険地域の住民に周知

徹底を図る。なお、土砂崩れ等により孤立が予想される地区については、多様な通信手段を確保のうえ、

電源の必要な通信機器については非常用電源の整備に努める。また、通信設備障害時に備え民間の協力員、

自主防災組織、消防団員等人力による情報収集・伝達、アマチュア無線による伝達等バックアップ体制に

ついて検討する。 

第６．避難行動要支援者に対する避難誘導体制の整備 
町は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、避難計画等に基づき、平常時から

避難行動要支援者に係る避難誘導体制の整備に努める。 

① 避難指示等の伝達体制の確立 

町長は、日頃から避難行動要支援者に関する情報の把握・共有に努めるとともに、避難行動要支援者

及び避難支援等関係者に避難指示等が確実に伝達できる手段・方法を事前に定めておく。 

② 避難行動要支援者の避難誘導体制の整備 

町長は、避難行動要支援者が避難するに当たって、津和野町地域防災計画に定めた避難支援等関係者

から避難行動要支援者への情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備等に努める。 

③ 要配慮者の特性に合わせた避難所等の指定・整備 

町は、避難所や避難経路の設定に当たり、地域の要配慮者の実態にあわせ、利便性や安全性に十分配

慮するとともに、一般の避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者のため、福祉避難所の

指定に努める。 

なお、指定避難所においては、要配慮者の介護等に必要な設備や備品等についても十分配慮するとと

もに、避難生活が長期化することが予想される場合には、福祉避難所の開設、旅館やホテル等の借り上

げなど多様な避難所の確保に配慮する。 

ア．福祉避難所の指定 

福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用

を確保するための措置が講じられており、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受

けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確

保されるものを指定する。特に、要配慮者に対して円滑な情報伝達ができるよう、多様な情報伝達手

段の確保に努める。 

イ．福祉避難所の公示 

福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、必要に応じ

て、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示する。 

また、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整のうえ、個 

別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難することができ

るよう努める。 

第７．新型インフルエンザ等感染症の自宅療養者等への対応 
新型インフルエンザ等感染症（指定感染症及び新感染症を含む。）の自宅療養者等の被災に備え、災害発

生前から県と連携して、防災ハザードマップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確

認を行うよう努める。また、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必

要に応じて、自宅療養者等に対し、避難場所の確保に向けた情報を提供するよう努める。 

第９節 救急・救助体制の整備 

災害発生時には、家屋の倒壊、火災、土砂崩れ等による被害の危険性があり、多数の救急・救助事象が

発生すると予想される。このため、災害発生に際して、救急・救助を行うのに必要な体制や防災資機材等

の整備を計画的に推進する。 

第１．救急・救助体制の整備 
１．関係機関等による救急・救助体制の整備  

災害発生時は、家屋の倒壊や土砂崩れ等による生き埋め等の発生が予想されるため､関係機関等は、生き
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埋め等からの救急・救助体制の整備に努める。 

① 町、消防本部の救急・救助体制の整備 

ア．常備消防を主体とし、救出対象者の状況に応じた救出体制の整備に努める。 

イ．町は、町内で予想される災害のうち、特に家屋の倒壊や土砂崩れ等による生き埋め等に対応する

救出作業に備え、普段から必要な装備・資機材の所在、確保方法や関係機関への協力要請等につい

て、十分検討しておく。 

また､土砂崩れ等で孤立化が予想される地域については、事前に通信手段の確保と情報連絡や対

応のルール化を進め、関係機関と当該地域における救出方法や情報伝達手段の確保、救出に当たる

関係機関等との相互連絡体制等について、十分に検討しておく。 

ウ．救急救助活動を効果的に実施するため､救急救命士等救急隊員を養成するとともに､職員の教育訓

練を充実させる。 

エ．傷病者の速やかな搬送を行うため、消防車輌、ヘリコプターによる搬送体制の整備のほか、医療

情報収集体制を強化する。 

オ．多数の傷病者が発生した場合に備え、民間の搬送業者等と連携し、傷病者の搬送保護体制の確立

を図る。 

カ．家屋の倒壊や土砂崩れ等による生き埋め等からの救急・救助事象に対応するとともに、救急・救

助に必要な重機を確保するため、建設業協会等関係団体と協力協定を締結するなど連携を図る。 

キ．災害の急性期（48時間以内）における救助活動について、災害派遣医療チーム（略称:DMAT）や日

本赤十字社医療救護班との連携体制の確立を図る。 

② 警察の救急・救助体制の整備 

ア．警察署救助部隊の編成計画の整備に努める。 

イ．ヘリコプター、車輌等警察が保有する装備資機材の整備、充実に努める。 

ウ．町や関係機関等と、日頃から、相互連絡体制等について十分に検討しておく。 

③ 消防団の救急・救助体制の整備 

消防団は、日頃から、地域の避難行動要支援者等の把握を行うとともに､救急・救助の訓練や救急・救

助用資機材の整備・点検に努める。 

④ 自衛隊の救急・救助体制の整備 

自衛隊は、日頃から町や関係機関等との相互連絡体制等について十分に検討する。 

２．住民、自主防災組織等の救急・救助への協力  

災害時には、地域ぐるみの救急・救助活動への参加協力が必要になる。このため､住民、自主防災組織等

は､日頃から、必要な体制を検討しておくとともに、県や町が実施する防災訓練や研修会等に積極的に参加

し、救急・救助活動に関する知識や応急救護処置等の習得に努める。町は、住民及び自主防災組織が行う

これらの活動等を支援する。 

３．消防団、自主防災組織、住民の救出活動能力向上のための教育、指導  

町及び消防機関は、多数の救出事案発生に対して重要な役割を期待される消防団、自主防災組織、住民

に対し、救急・救助活動を効果的に実施するための教育指導を推進する。 

４．災害救援ボランティア組織との連携  

町及び関係機関は災害救援ボランティア組織と日頃から相互連絡体制等について十分検討するとともに､

県や町が実施する防災訓練等において相互の連携を図る。 

第２．救急・救助用資機材等の整備 
１．救急用装備・資機材等の整備方針  

① 町及び消防本部 

災害時に同時多発する救急事象に対応するため、救急用装備・資機材の整備を図る。 

ア．車   輌  救急車、特殊救急車 

イ．救急資機材  高度救急資機材、非常用救急資機材、消防隊用救護資機材、トリアージ・タッグ  

※ トリアージ・タッグ：多数の傷病者が発生する医療救護現場において、傷病の程度に応じて優先的に搬送し治療を受

けさせる者を選別するために使用する用具。 
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② 警察、自衛隊 

災害時に同時多発する救急事象に対応するため、救急用資機材や搬送に使用する車等の整備・点検に

努める。 

２．救助用装備・資機材等の整備方針  

① 町及び消防本部 

ア．家屋の倒壊や土砂崩れ等による生き埋め者等の救出、救助事象に対応するため、消防署、消防団、

自主防災組織等において、必要な救助用装備・資機材等の整備を次のとおり図る。 

ａ．消防署等 

・ 高度救助用資機材（ファイバースコープ、画像探索装置、夜間用暗視装置、地中音響探知機）、

熱画像直視装置 

・ 救助用ユニット 

画像探索装置、油圧式救助器具、空気式救助器具、切断機（鉄筋カッター） 

・ 消防隊員用救助用資機材 

大型万能ハンマー、チェーンソー、切断機(鉄筋カッター)等救助隊の編成、装備及び配置の基

準を定める省令第４条別表による｡削岩機（軽量型）、大型バール、鋸、鉄線鋏、大ハンマー、ス

コップ、救助ロープ（10ｍ） 

ｂ．消防団 

・ 消防団員用救助用資機材 

大型万能ハンマー、チェーンソー、切断機（鉄筋カッター）、削岩機（軽量型）、大型バール、

鋸、鉄線鋏、大ハンマー、スコップ、救助ロープ（10ｍ）等救助隊の編成、装備及び配置の基準

を定める省令第２条別表による。 

・ 担架（毛布・枕を含む）、救急カバン 

ｃ．自主防災組織 

・ 担架（毛布・枕を含む）、救急カバン、簡易救助器具等（バール、鋸、ハンマー、スコップ他） 

・ 防災資機材倉庫等 

イ．災害時に同時多発する救出、救助事象に対応するため､高度救助用資機材を装備した救急車の整備

を図る。 

② 警察 

ア．県下警察署の各地域の中心となる警察署に、最小限度必要と認められる救助用資機材を集中的に

配備して、活用するように努める。 

・ 救助用資機材（例） 

救命ボート、エンジンカッター、ボルトクリッパー、大型バール、チェーンソー、ゴージャック、

削岩機、投光機、大型ハンマー 

イ．道路等の障害物の除去やがけ崩れ現場、倒壊家屋等からの救出・救助に強力な力を発揮する災害

活動用車両の整備を図る。 

・ 災害活動用車両（例） 

災害用強力投光車、クレーンレッカー車、多目的災害活動車、災害用レッカー車、災害用ショベ

ル車、給水車、クレーン付ダンプ車 

③ 自衛隊 

  災害時に同時多発する救出、救助事象に対応するため､救助用資機材や車両等の整備・点検に努める。  

第 10節 医療体制の整備 

災害発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が発生し、更にライフラインの

機能停止による診療機能の低下が予想されるが、このような混乱した状況下においても住民の生命と安全

を守るため、迅速な医療救護が要求される。このため、医療機関は施設等の耐災害性の強化に努めるもの

とし、町は、県及び防災関係機関と緊密な連携を図りながら、被災者の救護に万全を期すため、医療救護

体制の整備に努める。なお、具体的な事項については、「島根県災害時医療救護実施要綱」及び「島根県Ｄ
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ＰＡＴ実施要領」による。 

１．医療救護計画の策定  

① 町は、地域の実情にあわせた医療救護班を編成しておく。ただし、町独自で医療救護班編成が不可

能な場合は、広域圏で編成する。 

② 医療救護班編成に当たっては、医療機関及び医師会等の全面的な協力を得て編成する。 

③ 医療救護班は、原則医師１名、看護師２名、事務員等１名を一班とし、連絡体制についても定めて

おく。 町または広域圏で編成された医療救護班については、県へ報告するものとし、変更した場合も

同様とする。 

④ 町は、災害時に重傷患者等の処置及び収容を行う医療機関をあらかじめ指定しておく。 

⑤ 町は、災害が発生した場合、直ちに医療救護活動が円滑に開始できるよう応急救護設備等の整備に

努めるとともに常に点検を行っておく。 

⑥ 町は、避難所における救護所の設置について、あらかじめ当該管理者と協議しておく。 

⑦ 町は､医療機関、救護所の被害状況や傷病者の受入情報等の収集方法を､あらかじめ定めておく。 

２．通信体制の確保  

医療機関、益田広域消防署、保健所等、防災関係機関との通信手段の確保と連絡体制について、検討し

整備を図ってゆく。また、災害時の医療機関の機能を維持し、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

等の稼働に必要なインターネット接続を確保するため、非常用通信手段の確保に努める。 

３．医薬品等の確保  

県及び日本赤十字社島根県支部の協力を得て、あらかじめ必要な医薬品や輸血用血液等のリストを作成

し、供給体制を確立する。 

第 11節 交通確保・規制体制の整備 

災害時には、道路、橋梁等の交通施設に被害が発生することが予想され、このことから発生する交通の

混乱を防止し、被災者の搬送や必要な物資、資機材及び要員等の輸送のための緊急交通路を確保すること

が必要である。このため､交通の混乱を防止し、緊急交通路を確保するための交通確保体制の整備を計画的

に推進する。 

１．交通規制の実施責任者 

交通規制の実施責任者及びその範囲は、以下のとおりである。 

区分 実施責任者 範囲 

道路管理者 国土交通大臣（指定

区間内の国道） 

知事（指定区間を除

く国道及び県道） 

町長（町道） 

（道路法第 46条） 

１ 道路の破損、欠壊その他の事由により交通が危険であると

認められる場合 

２ 道路に関する工事のため、やむを得ないと認められる場合 

公安委員会 

・警察機関 

公安委員会 

警察署長 

（災害対策基本法第 76条） 

１ 本県またはこれに隣接し、若しくは近接する県の地域に係

る災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合に

おいて、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにする

ため緊急の必要があると認められるとき 

（道路交通法第 4条～第 6条） 

２ 道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図

るため必要があると認めるとき 

３ 道路の損壊、火災の発生、その他の事情により道路において

交通の危険が生ずるおそれがある場合 

２．交通規制の実施体制の整備 

交通規制の実施体制は、以下の方針により整備する。 
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区分 整備方針 

道路管理者 

道路管理者は、道路、橋梁等交通施設の巡回調査に努め、災害により交通施設等に

危険な状況が予想される場合、または発見通報等に備え速やかに必要な規制を行う体

制の整備に努める。また、警察等関係機関と連携を図るとともに道路情報を迅速に伝

達できる体制を整備する。 

公安委員会 

・警察関係 

 警察機関は、交通の混乱を防止し、緊急交通路を確保するために以下の項目につい

て整備に努める。 

ア 交通規制計画の作成 

 発災時の交通安全や緊急通行車両の通行確保を行うため、または、防災訓練のため

の交通規制計画を策定する。 

イ 交通情報の収集 

 交通情報の収集は、ヘリコプター、オートバイその他の機動力を活用することとし、

交通情報の収集を行う体制の整備に努める。 

ウ 関係機関や住民等への周知 

 交通規制を実施した場合の関係機関や住民等への周知方法について、その内容や方

法・手段について、日頃から計画しておく。また、道路交通情報センターや報道機関

等との連携を日頃から図っておく。 

エ 警備業協会等との協定 

 規制要員は、警察官を中心に編成するが、災害時の混乱期には警察官が不足するこ

とが予想される。その場合、警備業協会や日本自動車連盟中国本部島根支部（JAF）の

協力を得られるよう、協定に基づき日頃から連携を図っておく。 

オ 装備資機材の整備 

規制用サインカーや規制用標識等の装備資機材の整備に努める。 

３．緊急通行車両の確認申出 

 ① 町が保有し、もしくは町との契約等により専用に使用される車両、または、災害発生時に他の関係

機関・団体等から調達する車両で、次に掲げる災害対策基本法第 50条第１項に規定する災害応急対策

を実施するために使用される計画がある車両について、緊急通行車両であることの確認の申請を行う

ことができる。 

ア．特別警報、危険警報及び警報等の発表及び伝達並びに避難の指示に関する事項 

イ．消防、水防その他の応急措置に関する事項 

ウ．被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

エ．被災した児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

オ．施設及び設備の応急復旧に関する事項 

カ．廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

キ．犯罪の予防、交通の規制その他被災地における社会秩序維持に関する事項 

ク．緊急輸送の確保に関する事項 

ケ．その他災害の発生の防ぎょまたは拡大の防止に関する事項 

② 緊急通行車両確認証明書の申請  

災害応急対策の的確かつ円滑な実施のため、町は、島根県知事（防災部防災危機管理課）、または、島

根県公安委員会（警察本部交通規制課、警察署または交通検問所）に、緊急通行車両確認証明書を申請

する。 

③ 緊急通行車両確認証明書の交付 

緊急通行車両であることが確認されたときは、「標章」及び「緊急通行車両確認証明書」が交付される。 

４．規制除外車両の事前届出 

① 事前届出の対象車両 

規制除外車両の事前届出の対象車両は、緊急通行車両以外の車両であって、県公安委員会が規制の対

象から除外する次のいずれかに該当する車両とする。 

ア．医師、歯科医師、医療機関等が使用する車両 

イ．医薬品、医療機器、医療用資機材等を輸送する車両 
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ウ．患者等輸送用車両（特別な構造または装置があるものに限る。） 

エ．建設用重機、道路啓開作業用車両または重機輸送用車両 

② 事前届出の申請  

町は、津和野警察署、または、島根県警察本部交通規制課を経由して島根県公安委員会に対し、「規制

除外車両事前届出書」に当該車両を使用して行う業務の内容を疎明する書類を示して事前届出を行う。  

③ 届出済証の交付等  

島根県公安委員会の審査により該当することが認められたときは、規制除外車両事前届出済証（以下

「届出済証」という。）が交付される。届出済証の交付を受けた車両は、島根県防災危機管理課、支庁県

民局・各県土整備事務所、警察本部交通規制課、警察署、高速道路交通警察隊または交通検問所に当該

届出済証を提出して、規制除外車両である旨の確認を受けることができる。 

第 12節 輸送体制の整備 

第１．緊急輸送道路の確保 

災害発生時における応急対策活動を迅速に行うために、これらの活動に必要な道路をあらかじめ緊急輸

送道路として指定しておき、これら道路の障害物の除去や亀裂の応急補修を他の道路に先立ち行う必要が

ある。 

１．緊急輸送道路の指定 

応急修理のための優先順位、その他それぞれの場合を想定し、緊急輸送道路を指定する。 

２．緊急輸送道路確保の体制づくり  

緊急輸送道路の確保は、最優先の災害対応の行動である。発災後、直ちに緊急輸送道路確保のため以下

の体制づくりを事前に準備する。 

① 発災直後は、交通規制を担当する警察等の到着は困難が予想されるため、警察等が到着するまでの

間、必要に応じて沿道住民が道路規制等を行う事を検討する。 

② 沿道及び周辺に位置する重機を有する事業所に対して、発災後直ちに自主的に輸送道路の確保に従

事するような協定づくりを推進する。 

第２．緊急輸送車両の確保 
被災者や救援救護物資の輸送のために必要な車両の確保を図るため、事前に関係事業所や運送事業所と

の協力要請を進める。また、企業等との間で災害時における協定を締結する、輸送拠点として活用可能な

民間事業者の管理する施設を把握しておく等、災害応急対応が迅速且つ効果的に進むよう連携強化を図る。

特に、民間事業者の持つノウハウやネットワークを活用する。 

１．出動要請計画の作成  

災害時における被災者の避難及び応急対策に必要な要員、物資等の迅速確実な輸送を確保するため、町

及び事業者所有の賃貸車両の把握とリスト化を図り、出動要請計画を作成する。 

２．救援物資集結場所の設定  

災害時の迅速な応急対策活動のために、あらかじめ救援物資集結場所を設定しておく。 

３．賃貸車両集結場所の設定  

災害時の迅速な応急対策活動のため、あらかじめ協力事業所からの賃貸車両集結場所を目的別（道路等

の応急復旧･救援救護･救援物資輸送等）に設定しておく。 

第３．緊急輸送道路の啓開体制の整備 
災害時において、道路上の土砂、流木等を除去し、交通確保を図る啓開道路の選定、優先順位について、

あらかじめ定めておく必要がある。災害時には、関係機関及び関係業界が迅速かつ的確な道路啓開の作業

が実施できるよう、効率的な道路啓開体制の整備を図る。 

１．道路啓開用装備・資機材の整備 

道路啓開用装備・資機材の整備を行うとともに、建設業協会等を通じて使用できる建設機械等の把握を

行う。 

２．道路啓開計画の策定 
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自然災害発生後の障害物の除去、応急復旧等を迅速に行うため、必要に応じて、道路法等に基づき、道

路管理者相互の連携の下、あらかじめ応急復旧計画を策定するとともに、定期的な見直しを行う。 

３．関係団体等との協力関係の強化 

災害時には、建設業協会や関係団体等の協力により、迅速かつ的確な道路啓開、応急復旧等（以下、「道

路啓開等」という）の作業が実施できるよう、道路啓開等に関する協力協定の締結を図る。 

第 13節 防災施設、装備等の整備 

第１．災害用臨時へリポートの整備  
町は、災害時の救助・救護活動、緊急物資の輸送等にヘリコプターの機動性を生かした応急活動を円滑

に実施するため､ヘリコプターが離着陸できる臨時へリポートの選定、整備に努める。 

１．臨時へリポートの選定  

町は、県と協議のうえ、臨時へリポートを学校の校庭、公共の運動場、河川敷等から選定しておく。ま

た、孤立の可能性がある地区においてもヘリコプター離着陸上の選定・確保に努める。 

２．県への報告 

町は、新たに臨時へリポートを選定した場合、津和野町地域防災計画に定めるとともに、県に次の事項

を報告（略図添付）する。 

① 臨時へリポート番号 

② 所在地及び名称 

③ 施設等の管理者及び電話番号 

④ 発着場面積 

⑤ 付近の障害物等の状況 

⑥ 離着陸可能な機種 

３．臨時へリポートの管理 

町は、選定した臨時へリポートの管理について、平素から当該臨時へリポートの管理者と連絡を保つな

ど現状の把握に努めるとともに、常に使用できるよう配意しなければならない。 

第２．防災装備等の整備・充実 
防災関係機関は、応急対策の実施のため、防災用装備等をあらかじめ整備・充実しておく｡保有装備等は、

随時点検を行い、保管に万全を期する。 

町（消防機関）が災害時の地域における防災拠点施設を整備するに当たっては、施設の建設にあわせ､災

害時に必要となる各種装備、資機材等の備蓄に配慮する。 

１．各種防災装備等の整備 

ヘリコプター、特殊車両、その他（可搬式標識・標示板等交通確保、規制対策用資機材等） 

２．資機材等の調達 

防災関係機関は、災害時における必要な資機材の調達の円滑を図るため､調達先の確認等の措置を講じ

ておく。 

第 14節 食料・飲料水及び生活必需品等確保・供給体制の整備 

災害時においては、飲料水・食料・医薬品・医療資器材、生活必需品・燃料類・通信機器及び防災用資

機材等を速やかに用意する必要があり、平常時における必要器材の整備を図るとともに、災害時における

迅速かつ確実な調達が可能な体制を確保する。食料、生活必需品の備蓄・調達品目は、要配慮者に十分配

慮して選定するとともに、男女のニーズの違いなど、男女双方の視点やアレルギー対応等にも十分配慮す

る。 

１．災害対策資機材の種類と備蓄・調達体制の整備 

① 備蓄・調達計画の制定 

災害発生時の季節、気象、時間帯等により想定される様々なケースに対応できるように、外部支援の

時期や孤立が想定される地形的条件なども踏まえて備蓄・調達計画を定める。 
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② 種類 

ア．食料、飲料水及び生活必需品等（被服、寝具、その他生活必需品をいう。以下同じ。） 

イ．医薬品等医療資器材 

ウ．防災資機材 

救助・救難用資機材、消火用資機材、水防関係資材、陸上建設機械 

③ 備蓄の実施主体と役割 

ア．町 

物資の確保が困難となった被災者に対し、町は、食料、飲料水、生活必需品等を給与し、円滑な応

急対策を行うために必要な物資、資機材を備蓄するよう努める。また、家庭・事業所に対して、備蓄

に関する啓発を行う。 

イ．家庭・事業所における備蓄の促進 

各人「自分の命は自分が守る」ことが基本である。食料その他生活必需品の備蓄の重要性について

住民や事業所への知識の普及に努める。 

ａ．飲料水 

一人一日３リットルというのが、生命の維持に必要な水の量の目安であり、飲料水の備蓄として、

ペットボトルや缶入りミネラルウォーターの利用を促進する。また、就寝前、いろいろな容器に汲

み置きしておく習慣の普及を図る。 

ｂ．飲料水以外の水 

食器や手洗い、水洗トイレ用、また初期消火用の水として、浴槽や洗濯機にいつも水を貯めてお

く習慣の普及を図る。 

ｃ．食料 

日常的な食料の備蓄習慣の普及を図る。非常食としては缶詰、レトルト食品、アルファ化米、ド

ライフーズ食品等がある。菓子類やインスタント食品、干しうどん等は、平常時から多めに買い置

きしておく。食料品備蓄で気をつけなければいけないのは賞味期限であり、時折チェックし、古い

ものは日常の中で消化しながら買い足していく習慣の普及を図る。 

ｄ．非常用持ち出し袋等 

各家庭、事務所で災害時に必要と思われる品をまとめた「非常用持ち出し袋」、「リュック」等を

用意しておく習慣の普及を図る。 

④ 備蓄の方法 

物資の種類に応じて、集中備蓄または避難所の位置を勘案した分散備蓄を行う。 

⑤ 備蓄場所の整備 

庁舎、民間倉庫をはじめ、避難所となる学校、公民館等にも可能な限り備蓄できるよう備蓄に努める。 

 ⑥ 備蓄物資の公表 

 町は、物資の備蓄状況については年に１回、公表する。 

２．食料、飲料水及び生活必需品等の備蓄・調達 

① 食料の備蓄及び調達体制の確立  

県、町及び住民は全体で、第１章総則第３節町の防災環境第 2気象災害（土砂災害を含む）の想定に

基づく短期的避難所生活者等及び災害救助従事者の概ね３日分に相当する量を目標に食料及び給食用資

機材の備蓄体制の整備を行う。これは災害により、輸送経路等が被災し、県外及び遠隔地からの輸送が

困難となることも想定されることによる。この内訳は、県、町及び住民がそれぞれ１日の備蓄を行うこ

とを目標とする。 

ア．基本事項 

ａ．食料給与対象者 

災害時の食料給与の対象者は、避難者及び災害救助従事者とする。 

ｂ．給与品目 

発災直後の被災者のための食料としては、乾パン、パン、弁当、おにぎり、缶詰、牛乳、飲料水

等の調理不要の品目が望ましい。それ以降は、炊き出し用の米、即席麺、レトルト食品、包装米等

調理の容易な品目とし、合わせて食塩、味噌、醤油等の調味料とし、必要に応じて野菜、肉類、魚



風水害対策編－第２章 風水害等予防計画 

風水害等対策編－43 

介類も含める。また、乳児食は、調整粉乳とし、哺乳ビンも併せ調達する。なお、備蓄は乾パン、

缶詰等調理不要で保存期間の長い品目とする。 

ｃ．食料の調達、給与は町長が行うことを基本とするが、必要な場合には知事が行う。 

イ．食料の調達体制の整備 

本町は気象災害（土砂災害を含む）の想定において、人的な被害は想定されていないが、災害時の

調達については生産者及び販売業者並びに近隣市町、県の協力を得て食料の調達を行う。 

ウ．食料の輸送体制の整備 

町は食料の備蓄並びに調達計画に基づき、輸送業者と十分協議しておく。 

エ．食料集積地の指定 

町は集積地を定め、その所在地、経路等についてあらかじめ知事に報告しておく。 

オ．町は、あらかじめＪＡ、商工会等と協議し、災害時の食料の供給優先のための協定を締結し、応

急時に提供を要請する。 

② 飲料水及び給水用資器材の備蓄並びに調達 

県、町及び住民は全体で、被害想定に基づく短期的避難所生活者等及び災害救助従事者の概ね３日分

に相当する量を目標に、飲料水及び給水用資器材の備蓄を行う。これは災害により、輸送経路等が被災

し、県外及び遠隔地からの輸送が困難となることも想定されることによる。 

災害発生時においては、水道管及び貯水池等が破損し、水道が使用できなくなるおそれがあるため、

町及び各家庭・事業所は、平常時から飲料水の備蓄に努める。また、迅速な応急給水を行うため、ポリ

容器、給水タンク等の資機材の備蓄を推進する。 

また、地域住民等が所有する井戸や湧水の活用や防災拠点施設等における公共井戸を必要に応じて整

備するなど、代替水源の確保に努める。 

③ 生活必需品等の備蓄及び調達体制の確立 

県及び町は、被害想定に基づく短期的避難所生活者等及び災害救助従事者の概ね３日分に相当する量

を目標に生活必需品の備蓄を行う。 

ア．基本事項 

ａ．生活必需品の給（貸）与対象者 

災害によって住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない生活必需品を喪失またはき損し、

しかも物資の販売機構の混乱により、資力の有無にかかわらず生活必需品を直ちに入手することが

できない状態にある者とする。 

ｂ．品目 

寝具、衣服、はだ着、身の回り品（タオル、軍手、防犯ブザー等）、炊事用具、食器、日用品（ト

イレットペーパー、ティッシュペーパー、女性用衛生用品、紙おむつ等)、燃料・光熱材料（懐中電

灯(電池含む)等）、簡易トイレ・仮設トイレ、情報機器、要配慮者向け用品 

ｃ．民間事業等への協力の要請 

県及び町は、特に昼間人口の多い地域においては、事業所在勤者のための生活必需品の備蓄体制

の整備を民間事業者へ要請する。 

イ．生活必需品の備蓄並びに調達計画の策定 

町は、被害想定に基づく必要数量等を把握の上、生活必需品の備蓄数量、災害時における調達数量、

品目、調達先、輸送方法及びその他必要事項等、生活必需品の備蓄並びに調達計画を策定しておく。 

ウ．生活必需品の備蓄 

町は、生活必需品の備蓄並びに調達計画に基づき、生活必需品等の備蓄及び更新を行う。 

エ．生活必需品等の調達体制の整備 

町は、生活必需品の備蓄並びに調達計画に基づき、生産者及び販売業者と十分協議しておく。 

オ．生活必需品の輸送体制の整備 

町は､生活必需品の備蓄並びに調達計画にもとづき、生産者、販売業者及び輸送業者と十分協議し、

備蓄並びに調達を行う生活必需品の輸送に関して、業者と協定の締結に努める。 

３．医薬品等医療資器材の備蓄・調達 

① 医療資器材の備蓄 
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医療・救護について応急対策を円滑に実施するために、町及び医療機関は、平常時から医薬品等医療

資器材の備蓄に努める。また、関係業者等と十分協議し、その協力を得るとともに、必要に応じて物資

の調達に関する契約または協定の締結に努める。 

② 備蓄品目 

災害による負傷の形態を考慮し、最も必要とされる医薬品等医療資機材から順次備蓄に努める。 

③ 医薬品の管理 

医薬品等医療資器材の備蓄に当たっては、適正な管理と保存期限ごとの更新を行う。 

④ 備蓄計画の策定 

町は、災害時の医薬品等医療資器材の品目、数量、保管場所、その他必要事項等の備蓄計画を策定し

ておく。 

ア．災害時の医療及び助産活動のための医療救護資器材、医薬品の備蓄及び更新に努める。 

イ．医薬品等備蓄施設における災害時の医薬品等資材の品質の安全確保について、管理責任体制を明

確にするなど自主対策の推進に努める。 

４．防災資機材の備蓄・調達 

町及び益田広域消防署は、次に掲げる資機材の備蓄に努める。また、民間協力業者等と十分協議し、そ

の協力を得るとともに、必要に応じて物資の調達に関する契約または協定の締結に努める。 

① 品目等 

ア．救助・救難用資機材 

エンジンカッター、エアジャッキ及び救命ボート等、救助・救難活動で必要な資機材の備蓄や調達

のための連絡体制の確立に努める。 

イ．消火用資機材 

消火器、消防ポンプ等消火用資機材の備蓄または調達のための連絡体制の確立に努める。 

ウ．水防関係資機材 

土のう袋、かます、万年土俵、麻袋、杭及び縄等の水防関係資材の備蓄または調達のための連絡体

制の確立に努める。 

エ．陸上建設機械 

人命救助及び復旧作業等に必要な陸上建設機械の調達のための連絡体制の確立等に努める。 

② 防災用資機材等の備蓄計画の策定 

町は、各避難所及び広域避難場所の収容人員の計画値に基づく必要量を把握の上、災害時の防災用資

機材等の品目、数量、保管場所、輸送方法及びその他必要事項等、防災用資機材等の備蓄計画を策定し

ておく。 

③ 防災用資機材等の整備 

町は、防災用資機材等の整備計画に基づき、災害時の応急活動用の防災用資機材の備蓄を行う。 

５．新型インフルエンザ等感染症対策物資の備蓄・調達 

マスクやアルコール消毒液、非接触式体温計、避難所用間仕切り（パーティション）、簡易ベッドなど、

新型インフルエンザ等感染症を含む感染症対策に必要な物資の備蓄に努める。 

第 15節 廃棄物等の処理体制の整備 

災害時には、建物の浸水、流失等により、大量の廃棄物が発生するおそれがある。また､ライフライン等

が被災することにより､トイレの使用に支障をきたし、し尿処理の問題が生じる。特に、多くの被災者が生

活している避難所等において、仮設トイレ等の早急な設置が必要となる。このため､廃棄物等の処理体制を

整備しておくことにより､効果的に廃棄物を処理できるようにしておく。 

１．廃棄物処理体制の整備 

① 廃棄物処理要領の習熟と体制の整備 

町は、第３章第 22節「廃棄物等の処理」に示される廃棄物等の処理活動の要領・内容に習熟するとと

もに、必要な体制を整備する。 

② 維持管理対策 
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町及び事務組合は、廃棄物の適正処理に影響が生じないよう、普段より施設の維持管理等を十分に行う。 

③ 災害廃棄物の仮置場の選定 

災害廃棄物の仮置場の候補地をあらかじめ選定しておく。選定の基準は以下のとおりとする。 

ア．環境衛生に支障がないこと。 

イ．搬入に便利なこと。 

ウ．分別等適正処理の対応ができること。 

 ④ 広域処理体制の確立 

  町は、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立及び十分な大きさの仮置場・最終処分場

の確保に努める。また、広域処理を行う地域単位で、一定程度の余裕を持たせるとともに処理施設の能

力を維持し、災害時における廃棄物処理機能の多重化や代替性の確保を図る。 

２．し尿処理体制の整備  

① し尿処理要領の習熟と体制の整備 

町は、第３章第 22 節｢廃棄物等の処理｣に示される廃棄物等の処理活動の要領及び内容に習熟すると

ともに､必要な体制を整備する。 

② 災害用仮設トイレの整備 

町は、あらかじめ民間の仮設トイレ等を扱うリース業界・団体を把握し、災害時に積極的な協力が得

られるよう、事前に協力体制を整備しておくとともに、ライフラインの被災を想定して対応を検討して

おく。 

③ し尿処理排出量の推定 

被災した家屋等の汲取式便槽のし尿については､被災地における防疫上、収集可能になった日よりで

きる限り早急に収集処理を行う必要があるので、平常時における量に加え一時的であるが、処理量の増

加があるものと考えられる。そのため､緊急時における収集体制の確立を図るとともに、処理場において

もそれに対応できるようにしておく。なお、被災世帯の処理量のほか､流失・損壊家屋の便槽のし尿分が

加わるものと想定しておく。 

３．応援協力体制の整備 

廃棄物の処理は町が個別に行っている事業であるため､被災地域が局所的となるような風水害に対して

は、市町村間での廃棄物の収集運搬体制の整備、また､処理施設が被災した場合、復旧作業期間における応

援協力体制の整備が必要となる。そのため、町は、災害廃棄物等の処理の応援を要請する相手方の業者、

各種団体について、あらかじめその応援能力等について十分調査の上、応援協定の締結を図ること等によ

り体制を整えておく。 

第 16節 防疫・保健衛生体制の整備 

災害時の被災地域においては､衛生条件が極度に悪く、感染症等の疾病の発生がたぶんに予想されるの

で､これを防止するための防疫・保健衛生、食品衛生、監視体制等を整備しておく。 

１．防疫・保健衛生体制の整備 

町における災害防疫のための各種作業実施組織の編成について、あらかじめ､以下の体制を整備しておく。 

① 防疫班の編成 

町は、防疫作業のために防疫班の編成計画を作成する。防疫班は、町の職員及び臨時に雇用した作業

員をもって編成する。 

② 保健衛生体制の整備 

大規模災害時においては、保健医療活動チームの要請や受け入れ等の保健医療活動を行うための体制

整備に努める。 

③ 防疫・保健衛生活動要領の習熟 

町及び関係機関は、第３章第 23 節「防疫・保健衛生、環境衛生対策」に示す活動方法・内容に習熟する。 

２．食品衛生、監視体制の整備 

災害時は、食品衛生監視員のみでは十分な監視指導が出来ない場合もあるので、営業施設の被災状況の

把握、被災施設の重点的監視を行う体制を整備するとともに､速やかな状況把握と衛生指導を行うため、業
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者団体との連携の強化に努める。 

３．防疫用薬剤及び器具の備蓄 

町は、消毒剤、消毒散布用器機、運搬器具等について､災害時の緊急の調達に困難が予想されるものにつ

いては､平常時からその確保に努める。 

４．精神保健活動体制の整備 

災害時の心のケアの専門職からなる精神活動班編成の整備に努める。 

５．家庭動物等への対策 

家庭動物として飼育されていた動物が放逐されることによる放浪動物や飼育放棄が発生しないよう、平

時から家庭動物の避難用品の確保や同行避難が行えるよう啓発や体制の整備を図る。 

第 17節 消防団及び自主防災組織の育成強化 

広域にわたり甚大な被害をもたらす風水害による被害を軽減するためには、行政機関の対応に加えて住

民や事業所等が一体となって警戒避難活動や救出・救助などの災害防止活動に取り組む必要がある。 

そこで､町及び防災関係機関は、消防団を育成強化するとともに、自主防災組織等の防災組織を整備し、

これらの組織の連携、組織の活動環境を整備することにより地域コミュニティの防災体制の強化を図る。 

第１．住民による地区の防災活動の推進 
町内の一定の地区内の住民は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、

物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。この場合、必要に応

じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として津和

野町防災会議に提案するなど町と連携して防災活動の実施に努める。なお、町は、必要があると認めると

きは、津和野町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

第２．消防団の育成強化 
消防団は、災害時における水防、救助、災害復旧等の第一線での活動や平常時におけるコミュニティ活

動の中心的役割等地域社会の中で重要な役割を果たしている。このため､消防団を地域防災の中核団体と

位置づけ、育成強化を促進する。 

 一方で、近年の社会経済情勢の変化は、消防団活動にも影響を及ぼしており、過疎化・高齢化の進展に

伴う、団員数の減少、団員の高齢化に伴う消防力の低下、就業構造の変化に伴う、団員のサラリーマン化

による昼間消防力の低下といった課題を抱えている。今後は、町において次の点に留意し、地域の実情に

応じて、消防団の育成強化を図り地域社会における防災体制の確立を図っていく。 

 また、地域住民と消防団員の交流等を通じ、消防団員がやりがいを持って活動できる環境づくりを進め

るよう努める。 

① 車両・資機材・拠点施設の充実やより一層の強化、高度化を図り、省力化を推進する。 

② 団員の処遇改善、必要な資格の取得等実践的な教育訓練体制の充実を図るなど活性化対策を推進す

る。 

③ 公募制の導入等入団募集方法の検討や事業所への働きかけなどいわゆる「サラリーマン」対策を実

施し青年層の入団促進を図る。 

④ 女性消防団員活動の積極的推進を図る。 

第３．自主防災組織等の整備 
災害が発生した場合、道路、橋梁等の破壊により防災関係機関の防災活動が遅れたり、阻害されること

が予想される。また、各地区が孤立したり、消防機関が対応できない場合も多いと思われる。更に、消防

職員・団員や役場職員が被害を受け、活動ができない場合や連絡が取れない場合も予想される。 

このような事態に備え、被害の阻止または軽減を図るために地域住民の自主的な防災活動すなわち出火

防止、初期消火、被災者の救出救護及び避難等を地域住民が団結し、組織的に行うことが必要である。 

このような民間防災組織の活動は、警報等が発せられた場合における災害情報の正確な伝達、混乱の発

生防止等についても大きな役割を果たすものと考えられる。 

町としては、町全体の防災力向上のため、地域住民主導の防災組織を育成していかなければならない。
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また、自主防災組織間の連携についても町が協力して、活動環境を確立することにより防災体制の強化を

図る。 

１．公共的団体及び防災上重要な施設の管理者との連絡等 

① 応急措置の実施 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、各自の防災組織を整え、災害時にはそれぞれの責任に

おいて、第一次的な応急措置を実施する。 

② 連絡の方法 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、防災に関し常に町機関との連絡を密にし、的確な防災

対策の実施に協力するものとし、あらかじめ連絡責任者を定めておき、的確かつ迅速な連絡を保つ。 

２．自主防災組織の育成 

① 自主防災組織の構成 

地域住民及び事業所等に対し、町防災担当課は自主防災の意義を強調し、十分意見等を交換し、それ

ぞれの実情に応じた組織の編成を推進する。 

② 育成すべき自主防災組織 

ア．地域住民の自主防災組織 

地域住民の自主防災組織は集落、自治会、公民館等の単位とし、概ね次の例により組織の編成、役

割及び活動内容等について育成指導を図る。また、女性の参画と多様な世代が参加できる環境の整備

によって、これらの組織の日常化と訓練の促進に努める。 

ａ．組織の編成の例 
     情報・調査班  （班長）  班 員       
          
     避難誘導･復旧班（班長）  班 員       
          
     防災班    （班長）  班 員       
          

会 長  副会長   救助・防犯班 （班長）  班 員     
          
     生活班    （班長）  班 員       
          
     衛生班    （班長）  班 員       
          
     その他   
       

ｂ．役割及び活動内容の例示 

班 平常時の役割 非常時の役割 

情報・ 

調査班 

○災害についての知識の吸収及び映画、

印刷物等による啓発、調査内容、方法

及び情報伝達収集訓練。 

○災害情報の伝達収集・避難命令の伝

達、被災状況の調査、及び情報収集し、

防災機関への伝達。 

○警報等の正確な伝達と対応策の協議｡ 

避難誘導 

・復旧班 

○避難経路､避難先の巡回点検､避難訓

練の実施。 

○応急復旧、修理の技術の習得及び資材

の備蓄、労務の出動計画の作成。 

○避難先の安全確認、人員点呼、説得､

避難誘導。 

↓ 

○破損した家屋等の応急復旧、修理。 

防災班 

○火災予防運動の推進、消火器等による

家庭での初期消火の講習及び訓練、各

分団に備え付けの消防機器設備の使

用講習及び訓練、消防水利の確保。 

○出火防止の広報、火災の警戒、初期消

火活動。 

救助・ 

防犯班 

○要配慮者及び負傷者の救出に必要な

用具の調達及び技術の習得、救助訓練

の実施。 

○警察署との連携体制づくり、地区内及

び周辺の巡回点検､危険物等の調査。 

○要配慮者及び負傷者の救助活動。 

↓ 

○警察活動に協力、被災地区の点検。 
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班 平常時の役割 非常時の役割 

生活班 

○炊飯用具等の調達計画と管理、必要物

資の調達計画や斡旋方法の検討、炊き

出し訓練。 

○備蓄品の確認・管理､炊き出し実施､配

水救援物資の配分の協力。 

衛生班 

○衛生知識を習得し、住民に衛生教育の

実施、応急救護の方法の習得、障害物

やごみの処理について検討。 

○負傷者の応急救護、移送及び防疫につ

いて防災機関に協力。 

その他 
○地区の特性で何が必要か話し合い、そ

のものについて役割を決める。 

○地区の中で対処すべきことを実施。 

イ．事業所及び施設等の自主防災組織 

災害発生時に学校や医療機関等の多くの人が出入りする施設や事業所においては、大規模な被害が

予想されるので､これらの軽減を図るため防災管理者を主体とした自主的な防災組織の育成指導を図る。  

③ 地域住民の自主防災組織防災計画の策定 

災害予防や被害軽減のための的確な活動ができるよう、あらかじめ組織の編成の例示や役割及び活動

内容の例示を参考にして、自主防災組織防災計画を定めておく。 

ア．地域住民の自主防災組織防災計画 

この計画には次の事項を記載しておく｡ 

ａ．地域住民は、その周辺及び危険が予想される箇所を点検し、その状況を把握するとともに対策

を講じておくこと。 

ｂ．地域住民は、それぞれの能力にふさわしい任務を分担すること。 

ｃ．自主防災訓練ができるよう、その時期・内容等についてもあらかじめ計画をたて、かつ町が行

う訓練にも積極的に参加すること。 

ｄ．防災機関、本部、各班及び各世帯の体系的連絡方法、情報交換等に関すること。特に要配慮者

への連絡、避難誘導等については担当を複数明記しておくこと。 

ｅ．出火防止、消火に関する役割、消火用その他資機材の配置場所等の周知徹底、点検整備を行う

こと。 

ｆ．避難先、避難経路、避難の伝達、誘導方法、避難時の携行物資の検討をしておくこと。 

ｇ．負傷者の救出、搬送方法、救護所の開設を検討しておくこと。 

ｈ．その他自主的な防災に関すること。 

イ．事業所及び施設等の自主防災組織防災計画 

ａ．記載事項 

・ 事業所及び施設の職員にそれぞれ任務を分担させること。 

・ 自主的に防災訓練ができるようその時期、内容等についてあらかじめ防災計画をたて、かつ、

町や益田広域消防署等が行う訓練にも積極的に参加すること。 

・ 防災機関、本部、事務所ごとの体系的な連絡方法、情報交換等について明示しておくこと。 

・ 施設等の整備に関すること。 

・ 負傷者の救出、搬送の方法、救護班に関すること。 

・ 避難先、避難経路、避難の伝達方法、避難時の非常時持出し等に関すること。 

・ 地域住民との協力に関すること。 

・ その他、自主防災に関すること。 

ｂ．対象施設 

・ 学校、旅館、医療機関等多数の者が利用または出入りする施設。 

・ 多人数が従事する工場、事務所等で自主防災組織を設け、災害防止に当たることが効果的で

あると認められる施設。 

・ 複合用途施設利用（入居）と事業所が共同である施設。 

ｃ．組織設置要領 

事業所及び施設の規模、形態によりその実態に応じた組織づくりをし、それぞれに適切な規約及

び防災計画をたてておく。 
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・ 役員：防災責任者及びその任務、班長及びその任務 

・ 会議：総会、役員、班長会等 

第 18節 災害ボランティアの活動環境の整備 

大規模災害発生時には、救護をはじめ各種支援を必要とする被災者が大量に発生するため、町及び町社

会福祉協議会は、県及び防災関係機関の救助活動等にあわせ、住民等による自主的かつきめ細かな対応が

求められる。このため、町及び町社会福祉協議会は県、防災関係機関及びボランティア関係機関と連携し、

ニーズの把握、災害ボランティアの受付、登録、派遣調整など、災害ボランティアの活動が円滑かつ効果

的に行えるよう、平時から登録被災者援護協力団体との連携強化に努め、活動環境の整備を図る。 

１．災害ボランティアの活動内容 

災害ボランティアとは、災害発生時に被災地方公共団体や被災者の自立を支援することを目的として善

意の活動を行う個人・団体をいう。災害時におけるボランティアを専門的知識・技術や特定の資格を有す

る者（以下「専門ボランティア」という。）及びそれ以外の者（以下「一般ボランティア」という。）に区

分し、その活動内容は、概ね次のような。 

 区分 活動内容 

専    門 

ボランティア 

・被災住宅等応急復旧（建築士、建築技術者等） 

・建築物危険度判定（応急危険度判定士） 

・土砂災害危険箇所の調査（斜面判定士） 

・医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師等） 

・福祉（手話通訳、介護等） 

・無線（アマチュア無線士） 

・特殊車両操作（大型重機等） 

・通訳（語学） 

・災害救援（初期消火活動、救助活動、応急手当活動等及びその支援） 

・その他特殊な技術を有する者 

一    般 

ボランティア 

・救援物資の整理、仕分け、配分 

・避難所の運営補助 

・炊き出し、配送 

・清掃、防疫 

・要配慮者等への生活支援 

・外国人被災者への情報提供、簡単な通訳（意思通の補助） 

・その他危険のない軽作業 

２．専門ボランティアとの連携体制の整備 

① 専門ボランティアの育成・事前登録 

県、日本赤十字社島根県支部等関係機関と連携し、災害時のボランティア活動に必要な知識、技能等

についての講習や訓練の実施、ボランティア団体及び個人の事前登録を行うよう努める。また、ボラン

ティアに関する普及啓発を行い、住民に積極的な活動参加を呼びかける。 

② 専門ボランティア組織・団体に関する情報の把握 

災害時の意思の疎通を円滑にするために、専門ボランティア組織・団体に関する情報（活動内容、規

模、連絡先等）を把握するよう努める。 

３．一般ボランティアとの連携体制の整備 

県及び日本赤十字社島根県支部等関係機関と連携し、ボランティアに関する普及啓発を行い、住民に積

極的な活動参加を図るとともに、ボランティアを希望する者の氏名、連絡先、希望活動内容等の事前登録

など、体制の整備に努める。 

また、町は、広報活動、啓発活動等を通じて、ボランティアによる防災活動に関する事業者及び町民の

関心と理解を深めるとともに、休暇の取得の促進その他のボランティアによる防災活動への町民の参加を

促進するため必要な普及・啓発に努める。 
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４．災害ボランティア受入れ体制の整備 

① 災害ボランティアの受入れのための協議機関の整備 

災害時における災害ボランティアの円滑な受入れ体制などについて、協議を行う機関の整備に努める。 

② ボランティア受入れマニュアルの作成 

県及び日本赤十字社島根県支部等関係機関と連携し、災害ボランティア活動が円滑に実施されるよう、

災害ボランティア受入れマニュアルの作成に努める。 

③ ボランティア活動への支援 

町は、県の協力のもと、必要に応じてボランティアの活動拠点を提供する。 

５．ボランティアコーディネーターの育成、登録 

ボランティアの受入れには、被災地の多種多様な支援要請とボランティアの活動を結び付けるための「専

門的なボランティアコーディネーター」の確保が不可欠である。県、日本赤十字社島根県支部等関係機関

と連携し、災害ボランティア活動ニーズの把握、受け付け、登録、派遣、撤収等調整を行う災害ボランテ

ィアコーディネーターの育成、登録に努める。 

６．災害ボランティアの周知 

県、日本赤十字社島根県支部等関係機関と連携し、災害ボランティアが円滑に受入れられるよう、平素

より地域住民に災害ボランティアの役割・活動についての周知を図る。災害等による被害の拡大を防止す

るには、県、町及び防災関係機関の迅速かつ的確な対応にあわせ、住民等による自主的かつきめ細かな対

応も必要である。このため、県、町及び防災関係機関は、ボランティアの防災活動が円滑に行えるような

活動環境の整備を図る。 

第 19節 防災教育 

 自らの身の安全は自らが守るのが防災の基本であり、住民はその自覚を持ち、平常時より災害に対する

備えを心がけるとともに、発災時には自らの身の安全を守るよう行動することが重要である。また、初期

消火、近隣の負傷者・要配慮者を助ける、避難先で自ら活動する、あるいは県、町、公共機関等が行って

いる防災活動に協力する等、防災活動への寄与に努めることが求められる。 

このことから、教育機関、民間団体等との連携によって、防災に関するテキストやマニュアルの配布、

有識者による研修や講演会の開催等により、防災教育に努める。 

１．災害対策ＰＲ用パンフレット、チラシ等の作成配布 

災害発生時において、住民一人ひとりが正しい知識と判断をもって行動できるようパンフレット、チラ

シ等を作成し、各種防災行事等を通じて配布する。 

① 広報の重点事項 

ア．風水害（豪雨・台風等）に関する一般的知識と過去の災害事例 

イ．風水害に対する平素の心得 

a．洪水・浸水及び土砂災害等周辺地域における災害危険性の把握 

b．家屋等の点検・改修及び周辺危険個所の安全化 

c．家族内の連絡体制について、あらかじめ決めておくこと 

d．火災の予防 

e．応急救護等の習得 

f．指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難経路等の確認 

g．食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等物資の備蓄（最低３日（推奨１

週間）分） 

h．非常持出品の確認（貴重品、携帯ラジオ、懐中電灯、乾電池、衣類、応急医薬品、非常食、マス

ク、消毒液、体温計のほか、紙おむつや粉ミルクなど家族構成にあわせて準備） 

i．自主防災組織の結成 

j．要配慮者への配慮及び避難行動要支援者への支援 

k．ボランティア活動への参加 

l．飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備等 
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m．浸水深・浸水継続時間等に応じた水・食料の備蓄 

n．ライフライン途絶時の対策 

o．保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え 

p．自動車へのこまめな満タン給油 

ウ．災害時の心得 

a．避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、正常性バ 

イアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸することなく適切な行動をとること 

b．出火防止と初期消火 

c．自宅及び周辺地域の被災状況の把握 

d．救助活動 

e．テレビ・ラジオ等による情報の収集 

f．避難実施時に必要な措置 

g．様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとるべき行動、避難場所や避難所で

の行動 

h．自主防災組織の活動 

i．災害用伝言サービスによる安否情報等の登録（運用開始時） 

j．マニュアルの作成や訓練を通じた、住民による主体的な避難所の運営管理のために必要な知 

識等 

k．家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生活の再建 

に資する行動 

エ．特別警報、危険警報及び警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時に取る

べき行動、避難先での行動 

２．町及び防災関係機関の職員等に対する教育 

町及び防災関係機関は、それぞれ災害対策関係職員の災害時における適正な判断力を養成し、また、職

場における防災体制を確立するため、あらゆる機会を利用して防災教育の徹底を図る。教育内容並びにそ

の方法は次のとおりとする。 

① 教育内容 

ア．津和野町地域防災計画の内容と運用 

イ．災害対策本部の組織、事務分掌及び任務分担の徹底、確認 

ウ．災害情報が出された場合及び災害が発生した場合に具体的に取るべき行動に関する法令及び知識 

エ．予想される災害に関する知識 

オ．災害対策として現在講ぜられている内容 

カ．今後災害対策として取り組む必要のある課題 

キ．被害の調査方法及び技術的な被害額の算出方法並びに被害報告要領と連絡方法 

② 教育方法 

ア．講習会 

学識経験者並びに関係機関の専門職員を講師として招き、災害の要因、対策等の科学的、専門的知

識の高揚を図る。 

イ．研修会 

災害対策関係法令及びその他の防災関係条項の説明、研究を行い、主旨の徹底と防災計画の理解と

推進を図るとともに、土木、建築、非常無線通信等その他防災対策に必要な技術の修得を図る。 

ウ．検討会 

防災訓練と併せて検討会を開催し、災害時における業務分担についての自覚と認識を深める。 

エ．見学・現地調査 

防災関係施設、防災関係研究機関の見学並びに危険地域等の現地調査を行い、現況の把握と対策の

検討を行う。 

３．学校教育における防災教育 

① 防災教育の徹底 
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学校関係者は、災害発生時の一次避難の仕方、指示に従って冷静に行動することの重要性など避難方

法を児童及び生徒（以下「児童等」という。）に徹底させるよう努める。その上で自主防災思想の涵養を

図るため、災害の要因等についての科学的知識の普及、理解など、児童等の発達段階及び本町の地域実

態に即して学校教育活動全体を通じた防災教育の徹底を図る。 

② 防災上必要な計画と訓練の実施 

学校関係者は、防災に対する心構えを確認し、災害時に適切な処置がとれるよう災害の状況を想定し、

情報の伝達、児童等の避難、誘導等防災上必要な計画と訓練を実施する。なお、訓練計画の樹立及び実

施に当たっては次の点に留意する。 

ア．防災知識指導 

体育・保健体育科、理科、社会科、生活科などの関連教科や総合的な学習の時間を利用して、自然

災害発生のメカニズムや地域の自然災害、防災体制など基本的な事項を系統的に理解し、思考力、判

断力を高め、それらを働かせることによって意思決定ができるようにする防災教育を行う。 

イ．防災訓練 

ａ．訓練は学校行事等に位置づけて計画し、全職員の協力と児童等の自主的活動とあいまって十分

な効果をおさめるように努めること。 

ｂ．訓練は、学校種別・学校規模・施設設備の状況及び児童等の発達段階等それぞれの実情に応じ

て具体的かつ適切なこと。 

ｃ．訓練に当たっては、事前に施設設備の状況、器具用具等について安全点検し、常に使用できる

ようチェックするとともに、訓練による事故防止に努めること。 

ｄ．平素から災害時における組織活動の円滑を期するため、全職員並びに児童等の活動組織を確立

し各自の任務を周知徹底しておくこと。 

ｅ．訓練実施後は、十分な反省を加え、関係計画の修正整備を図ること。 

ウ．学校行事における指導 

学校行事等で災害訓練の実施や防災関係機関、防災施設及び防災・災害展等の見学会を行い、学校、

家庭、地域における災害時の実践活動、避難行動等について習得させる。 

４．住民に対する防災知識の徹底 

防災については、住民個人が果たす役割は大きいため、その防災知識の周知徹底については、防災週間

等の運動や防災訓練を通じて行う。また、災害が発生し、一般に災害に対する関心が高まっている機会を

とらえて、次に掲げる事項の周知徹底を図る。 

① 津和野町地域防災計画に定められているもののうち、特に一般住民の注意を喚起する必要がある事項 

ア．災害の一般知識及び気象予報及び警報の種類と内容 

イ．災害発生通報 

ウ．異常気象等の発生通報 

エ．被害情報通報 

オ．避難先、避難経路、避難方法 

カ．その他必要事項 

② 過去の災害等の紹介 

ア．町内または隣接市町等で過去に発生した災害と被害等の実情及びその対策を紹介し、再び同じ被

害を繰り返さないよう再認識させる。 

イ．他市町村の災害記録を逐次発表し、住民の災害に対する判断の資料に供する。 

③ 災害時における心得 

住民が知っておくべき心得及び注意事項を周知徹底させる。風水害、雪害、大火等災害の種別ごとに

災害の特徴をとらえ、一般住民が知っておくべき心得及び注意事項を周知徹底させる。 

④ 普及方法 

防災知識の普及は関係機関及び団体の協力を得て実施する。 

５．防災上重要な施設の職員等に対する教育 

① 防災上重要な施設が行う防災教育 

施設管理者等は職員に対し、講習会や防災訓練等を通して防災学習の徹底を図る。 



風水害対策編－第２章 風水害等予防計画 

風水害等対策編－53 

② 防災関係機関が行う防災教育 

防災関係機関は、施設管理者及び防災要員に対し、法令に定める保安講習・立入検査、地域における

防災講習会等を通じ、防災施設の点検・改修・応急対策上の措置等の周知徹底に努める。 

６．事業所における防災活動の促進 

各事業所は、災害時に果たす役割（従業員や顧客の安全、経済活動の維持、地域住民への貢献）を十分

に認識し、災害時の重要業務の継続を目的とした事業継続計画（BCP）の策定、災害時行動マニュアルの作

成、地域住民との連携による相互防災応援協定の締結、防災体制の整備及び防災訓練等を実施するなどの

防災活動の推進に努める。 

町は事業所における防災教育のテキストを作成し、その普及に努める。また、事業所の防災意識の高揚

を図るための啓発活動や事業継続計画策定のための普及啓発･情報提供活動を行うとともに、防災訓練へ

の積極的参加の呼びかけや防災に関する助言を行う。 

また、事業所を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加の呼びかけ、

防災に関するアドバイスを行う。 

７．世論調査及び災害相談の実施 

住民の防災について正しい知識の普及と防災意識の高揚を図るため、次の事項を防災関係機関と有機的

連携のもとに実施する。 

① 防災アンケートの実施 

住民の災害対策に関する防災意識を把握するため、アンケート調査等防災意識調査を必要に応じて実

施する。 

② 住民の災害相談及び現地診断 

災害に対する住民の不安を解消するため、相談を行う体制づくりを進める。また住宅の耐災害性等の

現地診断についても適宜実施する体制づくりを推進する。 

８．災害教訓の伝承 

① 国、県及び町は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大災害

に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、広く

一般に閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関する石碑やモニュメント等の自然災害伝承碑が

持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 

② 住民は、自ら災害教訓の伝承に努める。国、県及び町は、住民が災害教訓を伝承する取組みを支援

する。 

第 20節 防災訓練 

 災害による被害を最小限に抑えるためには、県、町及び防災関係機関による災害対策の推進はもとより、

住民一人ひとりが日頃から災害についての認識を深め、災害から自らを守るとともにお互いに助け合うと

いう意識と行動が必要である。そのため、防災業務に従事する職員の実践的実務の習熟と関係機関の連携

を強化するとともに、住民の防災に関する関心を高めるため、より実践的な住民参加の訓練を目指す。 

 また、災害対応業務に習熟や課題を発見するための訓練のほか、感染症の拡大のおそれがある状況下で

の災害対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練の実施に努める。 

１．図上訓練 

図上訓練は、様々な想定事象のもと、災害応急対策上の問題点・課題を明らかにすることを目的に行い、

その訓練実施項目は概ね次のとおりとする 

① 応急対策に従事し、または協力する者等の動員・配備、指揮命令、情報収集・伝達 

② 応急・復旧用資機材、救助物資等の緊急輸送 

③ 緊急避難等住民への救援活動及びこれに伴う措置 

２．実地訓練 

訓練目的を効果的に達成し得られる地区または場所を選定し、実地において行うものとし、その訓練項

目及び訓練内容は次のとおりとする。 

① 気象予報及び警報の伝達及び通信訓練 
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気象業務法、水防法、消防法に定める予報及び警報等の発表、伝達、受理等について、それぞれの伝

達系統を通じて関係機関の有線通信施設を利用し、または有線通信途絶の想定のもとに無線通信による

訓練を行う。予報及び警報等の住民に対する伝達及び徹底についての訓練並びに停電時等非常事態にお

ける伝達訓練も必要によりこれを実施する。 

② 災害防ぎょ訓練 

災害による被害の拡大を防ぎょするための訓練は概ね次のとおりとする。 

ア．消防訓練 

町は、消防計画に基づく消防活動が円滑に実施できるため、消防に関する訓練を実施するほか、必

要に応じ大火災を想定して実施する。 

イ．避難・救助訓練 

町及びその他防災関係機関は、関係の計画に基づく避難その他救助の円滑な遂行を図るため、消防

等の災害防護活動と併せ、または単独で訓練を実施する。なお、学校、医療機関、社会福祉施設、事

業所等にあっては、人命保護のため特に避難についてその施設の整備を図り、訓練を実施する。特に

小・中学校、保育所等においては益田広域消防署の指導により少なくとも年１回以上行う。 

また、自主防災組織、住民の参加による地域の実情にあわせた実践的な訓練を徹底して行う。 

ウ．通信訓練 

県、町及び防災関係機関は、災害時における通信の円滑化を図るため各種災害を想定し、通信訓練

を行う。 

エ．非常動員訓練 

町及び防災関係機関は各種災害を想定し、勤務時間外における職員、消防団等円滑な参集、非常配

備体制の万全を期するため、必要に応じて実施する。 

オ．水防訓練 

町及び関係機関は、水防工法、樋門等の操作、水位雨量観測、益田広域消防署及び一般住民の動員、

水防資機材の輸送、広報、伝達等の訓練を実施する。 

カ．その他 

・ 医療救護訓練    ・ 必要資材の応急手配訓練 

③ 災害応急復旧訓練 

災害の応急復旧を実施するための訓練は、概ね次の項目について行う。 

ア．道路の交通確保 イ．復旧資材、人員の緊急輸送 

ウ．決壊堤防の応急修復 エ．電力、通信施設の応急修復 

３．区分 

① 単一訓練 

町及び関係機関が個別にその主管する業務に関連した訓練種目を選定して、図上訓練または実動訓練

を行う。 

② 総合訓練 

災害予防責任者が合同してあらかじめ想定した災害に基づき、訓練種目を選定して図上訓練または実

動訓練を行う。当該訓練は原則として町防災会議が関与して行う。 

４．要配慮者への配慮 

 救出・救護等における要配慮者への的確な対応が図られるよう留意するとともに、被災時の男女のニー

ズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めることに加え、家庭動物の飼養の有無による被災時の

ニーズの違いに配慮するよう努める。また、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動

場所等において、被災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されな

い」意識の普及、徹底を図る。 

５．実践的な訓練の実施と事後評価 

① 実践的な訓練の実施 

町及び防災関係機関、自主防災組織等が訓練を行うに当たっては、被害の想定を明らかにするととも

に、実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込む等、実

践的なものとなるよう工夫する。 
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② 事後評価 

訓練後には評価を行い、課題を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行うとともに、次回の訓練に

反映させるように努める。 

第 21節 要配慮者等安全確保体制の整備 

災害発生時には要配慮者が犠牲になるケースが予想され、各種災害から要配慮者を守るための安全対策

の一層の充実を図る。 

また、施設整備の推進や防災・医療・保険・福祉・教育の各分野が連携し支援方策の検討に努める。 

１．避難行動要支援者等支援体制の整備 

① 町の避難行動要支援者等支援体制 

町は、防災担当部局と福祉担当部局の連携の下、避難支援等関係者と協力して、避難行動要支援者等

支援体制の整備に努める。 

② 避難行動要支援者名簿の作成 

町は、災害対策基本法に基づき、避難行動要支援者名簿を作成する。 

ア．避難支援等関係者 

町消防団、津和野分遣所、日原分遣所、津和野警察署、民生児童委員協議会、町社会福祉協議会、

自主防災組織・自治会・町内会 

イ．避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

a. 75歳以上の独居世帯 

b．要介護認定認定者 

c．身体障害者手帳１・２級を所持する者 

d．療育手帳を所持する知的障がい者 

e．精神障害者保健福祉手帳１級を所持する者及び２級を所持する者の独居世帯 

f．60歳以上の独り世帯で支援を必要とする者 

g．難病患者 

h．上記以外で、避難支援を希望する者  

ウ．名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

a．75歳以上のみの世帯員は、戸籍担当課と連携し住民基本台帳を基に把握する。 

b．要介護認定者は、要介護認定情報等により把握する。 

c．身体障害者手帳を所持する者は、身体障害者手帳台帳における情報等により把握する。 

d．知的障がい者は、療育手帳台帳における情報等により把握する。 

e．精神障害者保健福祉手帳を所持する者は、県と連携し精神障害者保健福祉手帳台帳における情報

等により把握する。 

f．60 歳以上の独り世帯の者や要介護認定等の認定を受けていないものの身体等の状況によって避

難行動に支援が必要な者の情報は、保健福祉部局との連携により把握に努める。  

g．難病患者は、県と連携し難病患者台帳における情報等により把握する。 

h．その他、避難支援を希望する者は、民生児童委員や自主防災組織・自治会等との連携により把握

する。 

エ．名簿の更新に関する事項 

名簿の更新は随時行うものとし、避難支援等関係者に事前に提供する名簿は年１回更新するととも

に、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切

な管理に努める。 

オ．名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するために町が求める措置及び町が講ずる措置 

a．避難行動要支援者名簿は、避難行動要支援者を担当する地域の避難支援等関係者に限り提供する。 

b．名簿は施錠可能な場所へ保管し、必要以上に複製をしないことを指導する。 

c．災害対策基本法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることの説明や個人

情報の取扱いに関する研修等を実施する。 
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d．避難行動要支援者名簿を団体へ提供する場合は、名簿を取り扱う者を限定するよう指導する。 

e．必要に応じ名簿情報の取扱状況を報告させる。 

カ．要配慮者が円滑に避難のための立退きを行うことができるための通知または警告の配慮 

a．高齢者や障がい者等にも分かりやすい言葉や表現、説明などにより、一人ひとりに的確に伝わる

ようにする。 

b．同じ障がいであっても、必要とする情報伝達の方法は異なることに留意する。 

c．要配慮者のそれぞれの状況に応じた情報を選んで伝達する。 

キ．避難支援等関係者の安全確保 

避難支援に当たっては、避難支援等関係者本人またはその家族等の生命及び身体の安全を守ること

が大前提であるため、地域の実情や災害の状況に応じて、可能な範囲で避難支援等を行えるよう避難

支援等関係者の安全確保に配慮する。 

③ 個別避難計画の作成 

町は、災害対策基本法に基づき、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに同意を得て、避難支援等実

施者、避難場所、避難経路などの避難方法等について定める個別避難計画を作成するよう努める。 

個別避難計画の作成に当たっては、避難行動要支援者名簿に基づき、避難行動要支援者の身体状況や

世帯の状況、居住地が危険区域であること等の条件から作成の優先度を検討し、優先度の高い避難行動

要支援者から進める。また、防災担当課や福祉担当課など関係課が連携し、福祉専門職や社会福祉協議

会、民生委員、自主防災組織、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携して取り組む。 

個別避難計画には、避難行動要支援者名簿情報に加え、次の事項を記載する。 

① 避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る支援等を実施するものをい

う。）の氏名、住所、電話番号等。 

② 避難場所と避難経路 

③ 避難支援等の実施に関し町長が必要と認める事項 

避難行動要支援者及び避難支援等実施者の同意を得たときは、あらかじめ個別避難計画の情報を避難

支援等関係者に提供する。 

避難行動要支援者の状況の変化や防災ハザードマップ等の見直しなどを反映したものとなるよう、必

要に応じて更新するとともに、計画の活用に支障が生じないよう適切な管理に努める。 

なお、町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区防災計

画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう個別避難計画で定められた内容を前提に両

計画の整合が図られるよう努める。 

２．地域における要配慮者対策 

① 要配慮者の実態把握 

町は、要配慮者について、自主防災組織や町内会等の範囲ごとに掌握しておく。なお、掌握した名簿

等を避難等防災対策に利用する場合でも、個人情報の保護には十分留意する。 

② 緊急連絡体制の整備 

町は、要配慮者が災害発生時に迅速・的確な行動が取れるよう、地域の要配慮者の実態に合わせ、家

庭に加え、地域ぐるみの協力のもとで、要配慮者ごとのきめ細かな緊急連絡体制の整備に努める。 

③ 防災設備、物資、資機材等の整備 

町は、災害発生直後の食料・飲料水等については住民自らの家庭備蓄によっても対応できるよう、家

庭における事前の備えを推進するとともに、要配慮者等に配慮した救援活動が行えるよう、毛布等の備

蓄・調達体制を整備しておくなどの対策を推進する。また、一人暮らしの高齢者や寝たきりの病人等の

安全を確保するための緊急通報システム等の整備、聴覚障がい者に対する災害情報の伝達のための文字

放送受信システムの普及について、町防災行政無線（戸別受信機含む）等を活用する。さらには、住宅

の要配慮者に対する自動消火器、火災警報機の設置の推進等に努める。 

④ 在宅の要配慮者に対する防災知識の普及・啓発及び防災訓練の実施 

町は、要配慮者が災害時に円滑に避難し、被害をできるだけ回避するために、講習会の開催、パンフ

レット、広報紙の配布など要配慮者の実態に合わせた防災知識の普及・啓発に取り組む。さらに、地域

における防災訓練においては、要配慮者のための地域ぐるみの情報伝達訓練や避難訓練を実施する。ま
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た、町は、ホームヘルパーや民生委員など高齢者、障がい者の居宅の状況に接することのできる者が、

家庭における家具の転倒防止策等の防災知識の普及を推進する体制を整備する。 

⑤ 防災基盤の整備 

県及び町は、要配慮者自身の災害対応能力及び地域の要配慮者の分布等を考慮し、指定避難場所及び

避難経路等の防災基盤の整備を図るとともに、指定避難所については、段差解消、洋式トイレの設置等

施設のバリアフリー化に努める。また、あらかじめ福祉避難所を設定し、一般の避難所では生活が困難

となる避難者を円滑に移送・受入れできる環境を整備する。社会福祉施設設置者へも、社会福祉施設整

備費補助金（防災拠点型地域交流スペースの整備制度）の周知を図る。 

⑥ 要配慮者利用施設の避難確保計画の策定 

洪水浸水想定区域内または土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施設の所有者及び管理者は、防災

体制や避難誘導等に関する事項を記載した避難確保計画を作成し、避難訓練を実施する。なお、作成（変

更）した避難確保計画および避難訓練の実施結果については、町長に報告する。 

３．社会福祉施設・病院等における対策 

① 組織体制の整備 

施設管理者は、災害の予防や災害時の迅速かつ的確な対応を行うため、あらかじめ自主防災組織等を

整備し、動員計画や非常招集体制等の確立に努める。また、町との連携のもとに、近隣施設、地域住民

やボランティア組織等の協力を得て、入所者の実態に応じた体制づくりに努める。 

② 施設の安全対策 

施設管理者は、施設全体の安全対策の強化を図るよう努める。 

③ 緊急連絡体制の整備 

町及び施設管理者は、災害の発生に備え、益田広域消防署等への緊急通報のための情報伝達手段の整

備を図る。 

④ 防災教育・防災訓練の実施 

町及び施設管理者は、要配慮者が自らの対応能力を高められるように、個々の状況にあわせた防災教

育や防災訓練の充実強化を図る。 

⑤ 防災備品等の整備 

施設管理者は、電気、水道等の供給停止に備え、施設入所者等が最低限の生活維持に必要な食料、飲

料水、介護用品、医薬品・医療用資器材等の備蓄を行うとともに、当該施設で予想される災害の種類に

応じた防災資機材や非常用自家発電機及び燃料等の備蓄・整備に努める。また、発災後 72時間の事業継

続が可能となる非常用電源を確保するよう努める。 

４．在宅者対策 

① 要配慮者等の状況把握 

あらかじめ自主防災組織や社会福祉施設等の協力を得て、介護を要する高齢者や障がい者等の人数及

び災害時における介護体制の有無について十分な状況把握に努める。 

② 応援協力体制の整備 

町は、被災時の要配慮者の安全と入所施設を確保するため、医療機関、社会福祉施設、近隣住民、ボ

ランティア組織、県及び他の市町村との応援協力体制の確立に努める。 

③ 防災教育・防災訓練  

町は、要配慮者が自らの対応能力を高めるため、個々の要配慮者の状況にあわせた防災教育や防災訓

練の充実強化を図る。 

５．外国人等に対する防災対策 

町及び防災関係機関は、言語、生活習慣、防災意識の異なる外国人や旅行者等が、災害発生時に迅速か

つ的確な行動がとれるよう、防災環境づくりに努める。 

① 避難路、避難所等への標識の多言語化を推進する。 

② 災害時の通訳の確保等、外国人への支援システム、救急体制の整備に努める。 

③ 「やさしい日本語」や外国語による多言での防災知識の普及活動を推進する。 

④ 大規模災害により、外国人住民の避難生活の長期化が予想される場合、県がしまね国際センターと

共同設置する「災害時多言語支援センター」における、多言語による災害情報の発信や避難所等での



風水害対策編－第２章 風水害等予防計画 

風水害等対策編－58 

翻訳・通訳等の支援についても連携を図る。 

第 22節 孤立地区対策 

災害時に土砂崩れ等により孤立が予想される地区については、地区の実態を詳細に把握して、救援体制

の充実を図るとともに、地区における孤立時の自立性・持続性を高めるための対策を推進する。また、情

報収集と災害対策の実施方針の作成に努め、必要に応じて防災関連機関との情報共有に努める。 

１．通信手段の確保 

① 多様な通信手段の確保 

発災時には、断線等の通信施設の被災や輻輳により、固定電話、携帯電話による通信がつながりにく

くなることがあり、初動期の情報収集に支障をきたすことが考えられる。そのため、町は、孤立予想地

区において、災害時優先電話、衛星携帯電話等の公衆通信網のみならず、町防災行政無線（戸別受信機

含む）等放送設備、臨時災害ＦＭ放送設備の活用を図るとともに、簡易無線機等の多様な通信手段の確

保に努める。 

② 災害の発生を前提とした通信設備の運用 

町は、孤立予想地区において、通信機器のための非常用電源の確保及び停電時の確実な切替、保守点

検、非常用電源の確保を図る。設備面での対策のほか、防災訓練等を通じて、これら通信機器や非常用

電源の使用方法の習熟を図る。また、携帯電話の通話可能範囲を把握しておく。 

③ 通信施設障害時におけるバックアップ体制 

通信施設障害等により孤立地区の状況が把握できない場合に備え、民間の協力員、自主防災組織、消

防団員等人力による情報収集・伝達、アマチュア無線による伝達等バックアップ体制を整える。 

２．物資供給、救助体制の確立 

① 孤立地区の住民ニーズの適切な把握 

住民の救出や物資の適切な供給にあたり、伝えるべき項目を予め整理し、孤立予想地区や県及び町等

で共有するよう努める。伝達項目例：負傷者の有無、負傷の程度、孤立地区内の人数、要配慮者の有無、

備蓄状況（食料、飲料水、医薬品、毛布）等 

② ヘリコプター離着陸適地の確保 

孤立地区発生時の適切な救助、避難、物資供給に資するため、孤立可能性のある地区のヘリコプター

離着陸適地を選定・確保する。 

３．孤立に強い地区づくり 

① 備蓄の整備・拡充 

孤立可能性のある地区においては、備蓄の推進等を通じ、地域防災力を強化する必要がある。備蓄に

当たっては、飲料水、食料、燃料等の生活物資に加え、非常用電源、簡易トイレ等の整備により地区単

位で一週間程度は自活できるような体制が必要である。この際、要配慮者への配慮にも努めるとともに

公的な備蓄のみならず、自主防災組織や個々の世帯での備蓄に努める。また、多数の孤立地区において、

けが人が発生した場合には、救援部隊が到着するまでに相当の時間を要する可能性があることから、医

薬品、救助用器具など、地区内で最低限の応急処置がとれるための備蓄に努める。 

② 避難体制の強化 

地区の人口に応じた避難施設を指定するとともに、少なくとも 72 時間は連続運転可能な非常用電源

の整備を行う。また、防災ハザードマップ等の作成・配布や孤立を想定した定期的な訓練の実施により、

住民への危険箇所、避難先等を周知徹底する。 

③ マニュアル等の整備 

避難所運営マニュアル等の策定を進め、集団避難を想定した避難計画の策定及び周知を進める。 

４．道路寸断への対応 

① 対策工事の実施 

緊急輸送道路について、迂回路や防災拠点の状況等、道路の重要度を把握し、広域的な視点で優先順

位の高いところから整備計画を作成し、必要な対策を実施する。 

② 道路寸断情報の収集・伝達体制の整備 
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発災後に迅速な孤立の解消を図るため、迅速かつ的確に道路被害情報を収集し、関係機関へ情報提供

を行う。 
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第３章 風水害等応急対策計画 
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風水害等対策編－第３章 風水害等応急対策計画 

第１節 応急活動体制 

災害が発生した場合、町、防災関係機関及び住民は一致協力して、災害の拡大防止と被災者の救援救護

に努め、被害の発生を最小限に留める必要がある。 

このため、町は災害対策本部等を速やかに設置し、応急活動を実施する。 

第１．災害対策組織計画 
津和野町の地域に災害が発生し、または発生のおそれがある場合、必要があると認めるときは「津和野

町災害対策本部条例」の定めるところにより、町長を本部長として津和野町災害対策本部（以下「災害対

策本部」という。）を設置し、災害情報の収集、災害対策の実施方針の作成等を行うとともに、災害の防ぎ

ょ、災害救助、災害警備、その他災害応急対策を総合的かつ強力に推進する。また、関係行政機関、関係

地方公共団体、関係公共機関等との連携と情報共有に努める。 

１．組織 

災害対策本部の組織系統の概略は次のとおりとする。 

◇ 災害対策本部 

  本部長   

  町 長   

      

  副本部長   

  副町長、教育長、参事   

      

津和野町災害対策本部・本部会議 

１．本部長（１名） 

 ２．副本部長（3名） 

 ３．本部員（13名） 

  ・総務財政課長 ・つわの暮らし推進課長 ・議会事務局長 ・税務住民課長 

・会計管理者 ・農林課長 ・商工観光課長 ・建設課長 ・健康福祉課長 

・医療対策課長 ・環境生活課長 ・教育次長 ・消防団長 ・消防分遣所長 

任 務 

・災害体制に関すること 

・災害情報及び被害状況の分析 

・災害対策の基本方針に関すること 

 

本部連絡会 

構成員 町長が必要と認め指名した課長補佐級以上の職の者 

機 関 本部会議の補助機関 

任 務 
決定事項を担当部に連絡。情報または各部で決定・処理した事項の報告・連

絡。２つ以上の部にまたがるものの調整。 

      

各災害対策部 
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◇ 災害対策本部組織図 

  災害対策本部     

本部員会議 
         
         

※ 構成員 

本部長・副本部長 

本部員 

  本 部 長 町長    
  副本部長 副町長・教育長・参事    
  

本部員 

総務財政課長 
 

 

総務部 

   
事務局 

   
つわの暮らし推進課長     

 
    

議会事務局長          
税務住民課長 

税務部 
         

会計管理者 
          

農林課長 
農林商工部 

         
商工観光課長           
建設課長 建設部      

     
健康福祉課長 

福祉生活部 

         
医療対策課長      

     
環境生活課長          
教育次長 教育部           
消防団長 

消防部 
         

消防分遣所長       

２．災害対策本部の設置及び廃止の通知・公表 

町長は、災害対策基本法第 23条の 2に基づき、町域において災害が発生し、または発生するおそれがあ

る場合、災害応急対策を強力に推進するため災害対策本部を設置し、活動体制を確立する。 

この業務は、他の一般事務に優先して処理するとともに、災害対策本部は他の防災関係機関と緊密な連

携のもとに、災害対策が的確かつ円滑に行われるよう努める｡さらに、防災活動の基本方針等を協議決定す

る災害対策本部会議を開催し、迅速かつ的確な災害応急対策の実施を行う。 

災害対策本部は、次の基準により設置、または、廃止し、直ちにその旨を県に報告するとともに防災関

係機関、住民等に対し周知する。 

① 設置基準 

ア．大規模な災害が発生するおそれがあり、その対策を要すると町長が認めるとき。 

イ．災害が発生し、特に対策を要する場合において町長が必要と認めるとき。 

ウ．災害救助法の適用を受けるような災害が発生したとき。 

② 廃止基準 

ア．発生が予想された災害に係る危険がなくなったと町長が認めたとき。 

イ．災害に係る応急対策が概ね終了したと町長が認めるとき。 

３．災害対策本部の構成と任務 

災害対策本部の構成と任務は以下によるほか、災害対策基本法並びに津和野町防災会議条例、津和野町

災害対策本部条例に定めるところによる。 

① 災害対策本部会議の構成及び任務 

ア．災害対策本部会議は、本部長、副本部長及び各部の部長をもって構成し、災害対策の基本的な事

項について協議する。 

イ．本部長は、災害対策本部の運営並びに災害対策の推進に関し、必要に応じて災害対策本部会議を

招集する。 

ウ．災害対策本部会議の協議事項を次のとおり定める。 
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ａ．災害対策本部の災害体制に関すること。 

ｂ．災害情報及び被害状況の分析、並びに災害対策の推進に関すること。 

エ．災害対策本部会議の庶務は町総務財政課が担当する。 

オ．災害対策本部を設置しない場合における災害対策に関する事項を協議するときは、災害対策本部

会議に準じて行う。 

② 本部連絡会の構成と任務 

ア．本部連絡会は災害対策本部会議の補助機関として、本部長が必要と認め指名した町課長補佐級以

上の者をもってその都度副町長が招集して構成し、災害対策に関する事項を処理する。 

イ．本部連絡会の任務を次のとおり定める。 

ａ．災害対策本部の決定事項など所属担当部に連絡する。 

ｂ．各部で得た情報または各部で決定もしくは処理した事項等で、災害対策本部または他の部へ連

絡する必要があると認められる事項などについての報告もしくは連絡を行う。 

ｃ．各部の所掌が明らかでないもの、または二つ以上の部にまたがるものの調整を行う。 

ウ．本部連絡会の庶務は総務財政課が担当する。 

エ．災害対策本部を設置しない場合には本部連絡会に準じて行うものとし、構成任務は以下に定める。 

◇ 災害対策本部設置前の会議 

関係課長会議（協議） 

構 成 員 
総務財政課長、つわの暮らし推進課長、議会事務局長、税務住民課長、会計管理者、

農林課長、商工観光課長、建設課長、健康福祉課長、医療対策課長、環境生活課長、

教育次長、消防団長、消防分遣所長及びその他必要な職務者 

任  務 災害対策の協議に関すること。動員に関すること。 

４．災害対策本部の設置場所  

災害対策本部は、総務財政課内または本部長の指定する場所に設置する。 

５．各災害対策部等の任務分担 

各災害対策部の部長は、本部長の命を受けて部の所掌事務または業務を掌理し、所属部員を指揮する。 

各災害対策部等の所掌事務または業務は、次に掲げるとおりである。 

部 事  務  分  掌 部長・副部長等 

総
務
部 

１．本部会議に関すること。 

２．被害状況の把握、発表及び報告に関すること。 

３．自衛隊の災害派遣要請に関すること。 

４．災害対策関係職員の動員に関すること。 

５．災害関係費の執行に関すること。 

６．町有財産、営造物の災害に関すること。 

７．災害対策用物資の輸送に関すること。 

８．災害情報(予報・警報等を含む)及び被害情報の収集・伝達に関すること。 

９．県防災行政無線（総合防災システム）の運用に関すること。 

10．防災行政無線（戸別受信機含む）等による情報通信体制に関すること。 

11．水防及び消防対策に関すること。 

12．人命救助に関すること。 

13．救援物資の調達及び配分に関すること。 

14．水防資材に関すること。 

15．復興計画に関すること。 

16．避難所の開設・運営の総務に関すること。 

17．連絡、調整に関すること。 

18．他の部に属さない事項に関すること。 

19．他の部の応援に関すること。 

総務財政課長 

(消防防災担当) 

［総務部長］ 
 

議会事務局長 

［総務部副部長］ 
 

つわの暮らし推進課 

［総務部副部長］ 
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部 事  務  分  掌 部長・副部長等 

税
務
部 

１．り災による町税の減免に関すること。 

２．被災害調査に関すること。 

３．り災者名簿の作成に関すること。 

４．り災証明の発行に関すること。 

５．災害関係費の予算措置に関すること。 

６．災害関係物品の出納に関すること。 

７．義援金の受付に関すること。 

８．災害情報(予報・警報等を含む)及び被害情報の収集・伝達に関すること。 

９．他の部の応援に関すること。 

税務住民課長 

［税務部長］ 
 

会計管理者 

［税務部副部長］ 

農
林
商
工
部 

１．り災農林業家に対する融資に関すること。 

２．り災商工業者に対する金融に関すること。 

３．農林商工観光物産品及び関係施設の災害対策に関すること。 

４．農林商工観光関係の被害調査に関すること。 

５．緊急物資の調達に関すること。 

６．り災者の雇用対策の支援に関すること。 

７．災害時における防疫及び技術指導に関すること。 

８．災害情報（予報・警報等を含む）及び被害情報の収集・伝達に関すること。  

９．他の部の応援に関すること。 

農林課長 

［農林商工部長］ 
 

商工観光課長 

［農林商工部副部長］ 

建
設
部 

１．土木関係施設の災害対策に関すること。 

２．道路等の被害状況の把握及び応急対策に関すること。 

３．公営住宅の災害対策に関すること。 

４．応急仮設住宅に関すること。 

５．住宅の応急修理対策に関すること。 

６．土木災害全般の調査に関すること。 

７．危険箇所の補修及び障害物の除去に関すること。 

８．地滑り対策に関すること。 

９．避難所、応急救護所の設置に関すること。 

10．交通の確保及び規制に関すること。 

11．他の部の応援に関すること。 

建設課長 

［建設部長］ 
 

建設課長補佐 

［建設部副部長］ 

福
祉
生
活
部 

１．災害救助に関すること。 

２．社会福祉施設の災害対策に関すること。 

３．り災世帯に対する世帯更正資金等の融資に関すること。 

４．り災者に対する身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 283号）及び生活

保護法（昭和 25年法律第 144号）の適用に関すること。 

５．飲料水の確保に関すること。 

６．上・下水道施設の災害対策に関すること。 

７．身元不明者の捜索及び死体の処理、埋・火葬に関すること。 

８．避難者誘導及び輸送に関すること。 

９．主管施設が避難所として開設された場合の運営・管理に関すること。 

10．ボランティアの受入・登録、災害ボランティアセンターの運営調整に関

すること。 

11．環境衛生に関すること。 

12．応急医療及び助産に関すること。 

13．防疫に関すること。 

14．主要食料の調達に関すること。 

15. 避難行動要支援者等支援体制の整備に関すること。 

16．他の部の応援に関すること。 

健康福祉課長 

［福祉生活部長］ 
 

医療対策課長 

［福祉生活部副部長］ 
 

環境生活課長 

［福祉生活部副部長］ 
 

園長 

［福祉生活部副部長］ 
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部 事  務  分  掌 部長・副部長等 

教
育
部 

１．教育施設の災害対策に関すること。 

２．災害時における学校給食対策に関すること。 

３．主管施設が避難所として開設された場合の運営・管理に関すること。 

４．炊き出しに関すること。 

５．応急教育対策に関すること。 

６．災害時における学校安全に関すること。 

７．文化財等の災害対策に関すること。 

８．他の部の応援に関すること。 

教育長 

［教育部長］ 
 

教育次長 

［教育部副部長］ 
 

館長（常勤） 

［教育部副部長］ 

消
防
部 

１．消防及び水防活動その他応急対策に関すること。 

２．被災者の救出、救護及び捜索に関すること。 

３．障害物の除去に関すること。 

４．避難誘導に関すること。 

５．他の部の応援に関すること。 

消防団長 

［消防部長］ 
 

消防副団長 

［消防部副部長］ 
 

消防分遣所長 

［消防部副部長］ 

６．災害対策本部配備体制の基準等 

災害の防止、軽減並びに災害応急対策の迅速かつ強力な推進を図るため、別表の「風水害等災害配備体

制基準」のとおり、災害に対処する体制を整える。 

７．体制の決定順位 

配備体制の決定者は、町長（本部長）が行う。町長が不在の時は、以下の順位に基づいて、それぞれの

役職者が配備体制を決定する。 

第１順位 副町長 

第２順位 教育長 

第３順位 参 事 

第４順位 総務財政課長 
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◇ 風水害等災害配備体制基準 

体制 体制に入る時期 体制の決定 動員 主な業務 

警
戒
体
制 

気象警報が発表、

または、発表が見

込まれる、もしく

は、河川が通報水

位を超えるなど、

災害発生に備え、

警戒が必要な場合 

気象状況等によ

り、総務財政課長

が必要と認めたと

きは、副町長に報

告し、副町長が決

定する。 

危機管理室（総

務財政課） 

気象情報等の収集及び注意喚起情報の

提供を行うとともに、第１次災害体制移

行の準備に必要な業務を行う。 

（
災
害
警
戒
体
制
） 

第
１
次
災
害
体
制 

気象警報が発表、

または、河川がは

ん濫注意水位を越

えるなど、災害が

発生するおそれが

あるとき 

副町長が教育長お

よび参事・関係課

長等と協議のう

え、必要と認めた

ときは、町長に報

告し、町長が決定

する。 

所属長及び初期

活動に必要な職

員及び消防団員 

警戒体制での業務のほか、関係各課にお

いて以下の業務を行うとともに、第２次

災害体制移行の準備に必要な業務を行

う。 

・河川、道路、水路等の状況の把握 

・災害予防に必要な措置及び指示 

・災害応急対策に必要な措置及び指示 

・避難情報発令の準備 

・避難所開設の準備 

・庁内及び関係機関との連絡等 

・防災資材の確保 など 

（
災
害
対
策
本
部
） 

第
２
次
災
害
体
制 

災害対策本部の設

置、または、避難情

報を発令、もしく

は、発令を判断し

たときなど、災害

が発生、または、発

生するおそれが高

いとき 

町長（災害対策本

部長）が決定する。 

職員全員（避難

情報の発令や避

難所の開設等の

状況に応じて、

必要な職員及び

消防団員による

体制をもって対

処する。） 

第１次災害体制での業務、避難情報の発

令及び避難所の開設のほか、各災害対策

部の任務分担に基づき、各部の所掌事務

または業務を相互に連携して行うとと

もに、第３次災害体制移行の準備に必要

な業務を行う。 

（
非
常
体
制
） 

第
３
次
災
害
体
制 

災害が拡大、また

は、大規模な災害

が発生、もしくは、

発生するおそれが

あり、必要と認め

たとき 

町長（災害対策本

部長）が決定する。 

職員全員 第２次災害体制での業務を行うととも

に、状況に応じて要員不足の災害対策部

へ応援を行う。また、必要に応じて、防

災関係機関及びその他の防災上重要な

施設の管理者に対し、町長（災害対策本

部長）が動員を要請する。 

特
別
体
制 

突発的な事故およ

び災害が発生し、

必要と認めたとき 

町長が決定する。 町長の指示によ

り、関係課長が

所要人員を動員

する。 

災害等発生状況及び被害状況等を把握

し、状況に応じて必要な措置及び指示を

行う。 

(注)動員の責任者 

1. 警 戒 体 制 ・・・ 総務財政課長 

2. 第１次災害体制 ・・・ 総務財政課長及び関係課長 

3. 第２次災害体制 ・・・ 関係課長または各災害対策部長 

4. 第３次災害体制 ・・・ 関係課長または各災害対策部長 

5. 特 別 体 制 ・・・ 関係課長 
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第２．動員計画 
津和野町に災害が発生しまたは発生するおそれがあるときは、災害の種類、規模、被災の範囲、時期等

災害の状況によって災害体制を決定し、配備要員の範囲を定め、職員及び消防団員の動員を行うとともに、

必要に応じ警察官等関係機関の出動を要請する。 

１．災害発生時の初動体制 

災害発生直後には行政としても組織だった行動をとることが困難であり、混乱した状況が発生すること

が予測される。このような被災直後の行動については後述するような組織的な応急対策計画を実施するこ

とは難しい。そのため応急対策とは別に被災直後の初動体制を検討し、突発的な災害発生時における緊急

行動基準等の体制を整え初期の応急活動を実施する。 

① 責任者が不在の場合 

ア．災害対策本部の設置責任者の明確化 

町長を本部長として設置するが、突発的災害発生の場合には、在庁職員の中で最上級者が町長に代

行し、直ちに設置する。 

イ．災害発生現場における指揮、行動の責任・権限の明確化 

災害対策本部設置以前に、人命救助、消火活動等の緊急災害対策活動に職員が従事する場合、災害

発生現場の指揮は先に到着した者が執るものとし、より適格者が到着した時に状況を報告し、指揮の

交代を行う。また、その場での資材の調達等、代価の支払うべき資材調達等の行為が発生した場合は、

従事職員の判断で行う。 

② 初動能力の確保 

災害に対しては日常的な用意が不可欠であり、職員の対応能力を確保するため、資材の保持、技術研

修を推進する。 

ア．職員の初動能力向上のための研修活動 

住民の希望者や職員に対する応急手当の訓練や災害救助訓練を定期的に実施し、初動能力の向上と

保持を図る。 

２．動員の伝達系統及び方法 

① 平常執務時の伝達及び系統 

総務部長（総務財政課長）は、災害対策本部が設置された場合、本部長（町長）の指示に従い、各対

策部長に対し定められた配備体制を指令する。各対策部長は、直ちに所属部員（職員）または消防団員

に連絡して、所掌事務または業務を実施する体制を確立する。 

② 休日または退庁後の伝達 

各対策部長は、所属部員の住所及び電話、その他連絡の方法を把握しておき、直ちに動員できるよう

措置する。 

③ 連絡の方法 

災害対策本部の設置、災害体制の決定及び動員の通知は、口頭伝達、電話、メール、町防災行政無線

（戸別受信機含む）等放送設備等最も迅速な方法で行うものとし、必要とするときは、複数の手段を用

いて伝達の徹底を期する。 
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◇ 動員伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．動員配備 

① 平常勤務日の動員配備 

動員された職員は、直ちにその所属する部の部長の指揮下に入り、その指示に従って所掌事務を遂行

しなければならない。 

② 勤務時間外の動員配備 

勤務時間外または休日に動員された職員は、直ちに役場または指示された場所に集合し、所属する部

の部長の指揮を受けなければならない。なお、職員は、勤務時間外または休日に災害が発生し、または

災害が発生するおそれのある情報を察知したときは、その状況により、所属部長等と連絡のうえ、登庁

する。 

③ 動員配備確立後の報告 

本部長（町長）等の配備体制の指示に基づき、各対策部が体制の確立を完了したときは、直ちに本部

長に報告する。 

④ 各対策部間の応援 

災害の状況により災害対策実施に緩急が生じまたは局限されるときは、本部長は必要に応じ、各対策

部の所属する職員を他の対策部に応援させる。 

４．消防団員の動員 

① 緊急動員 

消防団の動員は、町長の指示により消防団長が行うが、緊急の場合でそのいとまのない時は、分団長

がそれぞれの属する消防団員を動員することができる。ただし、この場合動員した時刻、動員の範囲等

を速やかに消防団長に報告しなければならない。 

② 公共施設に対する出動 

管理権限の明確な公共施設または重要な施設に対する出動は、地上構造物の火災を除き、原則として

その管理者の要請により出動する。 

５．応援要請 

災害の規模が大きく、災害対策を実施するため町の災害対策要員をもっては応急対策を実施することが

できないときは、本部長は県、他市町村または自衛隊に対し応援を要請し、必要な対策要員の確保を図る。 

６．その他 

① 動員等に関する記録 

各対策部長や消防団分団長等の責任者は、災害対策のための動員を行った場合及び応援を受けた場合、

総務住民課長 総務住民課長 

町長または副町長長 

災害体制の決定 

電 話 施 設 等 

団   長 災害対策本部 

各 分 団 長 関
係
機
関 

団   員 各部長 

各 部 員 係    員 

（凡例）     ： 平常勤務時  

   ： 休日または退庁後 

 

総 務 財 政 課 長 

情報提供者 宿日直者 
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その始期及び終期、人員、作業内容等必要な事項を明確に記録しておく。 

② 災害対策要員の標示等 

動員された職員、または応援のため派遣された県または他市町村の職員は、次に定める腕章を付する

こととし、消防団員等、服装が定められているものは、作業の如何を問わずこれを着用しなければなら

ない。 

◇ 災害対策要員等の腕章 

○  津 和 野 町  ○ 

○  災 害 対 策 本 部  ○ 

○  津和野町災害対策本部  ○ 

○  本 部 長  ○ 

○  津和野町災害対策本部  ○ 

○  副 本 部 長  ○ 

第３．県防災ヘリコプターの活用 
町は、大規模災害時において県防災ヘリコプターを活用し、その機動性を活かして被災状況等の情報収

集、緊急物資輸送などの措置を実施する。 

１．県に対する応援要請 

町長は、島根県知事に対して「島根県防災ヘリコプター応援協定」の定めるところにより、応援要請を

行うことができる。 

２．夜間離発着可能なヘリポートの整備 

防災ヘリコプターによる防災業務や救急患者の搬送等に対応できるように、夜間利用が可能なヘリポー

トの整備に努める。 

第２節 災害情報の収集・伝達 

町及び防災関係機関は、災害情報、被害情報、応急措置等の情報を一元化することにより、迅速な指揮

命令体制を確立するとともに、適時適切に関係機関等に情報を提供する。 

第１．情報管理体制の確立 
被害状況その他災害の状況の報告、収集等災害時における通信等の方法は、無線及び有線通信の普通利

用によることが原則であるが、通信回線の輻輳や混信、さらには大規模災害が発生した場合には通信の寸

断も予測される。いかなる事態においても的確で迅速な情報連絡を行うために、多様な通信手段を確保し

ておく。 

１．通信連絡系統の整備  

① 県、町及び各防災関係機関は、通信連絡が迅速かつ円滑に実施できるよう、有線及び無線を通じた

連絡系統を整備する。 

② 県、町及び各防災関係機関は、災害情報通信に使用する指定電話を定め、窓口の統一を図る。 

③ 災害時においては、指定電話を平常業務に使用することを制限するとともに、指定電話に通信事務

従事者を配置し、迅速かつ円滑な通信連絡を確保する。 

２．電話の優先利用等 

① 電話の優先利用 

ア．災害時優先電話 

災害時優先電話は、発信が一般電話より優先して扱われるため、災害時にも輻輳の影響をうけにく

くなっている。県、町及び各防災関係機関は、あらかじめＮＴＴ西日本株式会社の事業所に申込み、

災害時の援助、復旧や公共の秩序を維持するため、法律に基づいて利用する。 

イ．緊急電話（110番、119番、118番） 

緊急電話は、火災の発生、重大な事故等緊急事態が発生した場合に利用し、警察本部・消防本部・

海上保安本部の指令台へ接続される。 
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② 専用電話 

  災害時の通信連絡を行うに当たり、緊急を要するときは、有線電気通信法第３条第４項第４号に掲げ

る防災関係機関の所有する専用電話を利用することができる。利用できる施設としては、警察電話、消

防電話、海上保安電話、鉄道電話、電気事業電話等があり、その利用方法についてあらかじめ協議して

おく。 

３．無線通信施設の利用  

災害時においては、その業務上の通信のため無線通信も極めて輻輳するので、有線通信施設被災のため

他に方法のない場合に限り、無線通信を利用する。なお、総務財政課長はあらかじめ利用方法について当

該施設管理者と十分協議しておく。 

① 非常無線通信 

ア．非常無線通信利用上の基本条件 

無線局が指定された通常の目的事項以外の通信を行なうときは、電波法 52 条の規定により非常無

線通信の取り扱いとなるので、次の基本条件を留意のうえ利用する。 

ａ．非常無線通信は、人命財産の危急に関するとき等災害の事態に際して発動し得る無線連絡方法

であること。 

ｂ．非常無線通信の依頼を受けた無線局は、これを疎通させる義務を有するとはいえ、災害時にお

いては各無線局の疎通能力も相当低下する上、当該通信系本来の災害対策通信が輻輳し、無線局

はこれらの通信確保に全力を挙げなければならない状況にあるので、依頼にかかる非常通信を取

扱う余裕のない場合もあること。 

ｃ．非常無線通信の実施を要する者は、その場合公衆通信施設が利用出来ない条件にあることを確

認しなければならないが、非常無線通信を実施すべきか否かの判断は、原則として依頼を受けた

当該無線局の免許人がなすべきものであること。 

イ．非常無線通信の内容 

無線を利用できる非常通信の内容は、次に掲げるものまたはこれに準ずる。 

ａ．人命の救助に関するもの。 

ｂ．天災の予報及び天災のその他災害の状況に関するもの。 

ｃ．緊急を要する気象、火山等の観測資料。 

ｄ．非常事態が発生した場合に、総務大臣が命令を発して無線局に非常通信を行わせるときの指令

及びその他の指令。 

ｅ．非常事態に際しての事態の収拾、復旧、交通制限、その他秩序の維持、または非常事態に伴う

緊急措置に関するもの。 

ｆ．暴動に関する情報連絡及び緊急措置に関するもの。 

ｇ．非常災害時における緊急措置を要する犯罪に関するもの。 

ｈ．遭難者の救護に関するもの。 

ｉ．非常災害事態発生の場合における列車運転、鉄道輸送に関するもの。 

ｊ．鉄道線路、道路電力施設、電信電話回線の破壊または障害の状況及びその修理復旧のための資

材の手配及び運搬、要員の確保その他緊急措置に関するもの。 

ｋ．防災機関相互間に発受する災害救援、その他緊急措置に要する労力、施設、設備、物資及び資

金の調達、配分、輸送等に関するもの。 

ｌ．災害救助法、災害対策基本法の規定に基づき、知事から発する従事または協力命令に関するもの。  

ｍ．災害の救援に重大な関係を有し､人心の安定上必要な緊急を要するニュースを新聞社､通信社ま

たは放送局が発受するもの。 

ウ．災害対策用移動通信機器等の貸与 

災害の応急復旧に必要な通信を用途とする場合においては総務省（中国総合通信局）に対し「借受

申請書」を提出し、移動通信機器等の貸与を受ける。 

４．有線通信途絶時における措置  

有線通信施設が被災のため通信途絶の状態になった場合、災害対策に重大な支障をきたすおそれがある

ので、直ちに次の措置を講ずる。 
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① 最寄りの県関係地方機関及び警察署へ適当な方法により有線電信電話が不通になった旨連絡する。 

② 有線通信及び無線通信施設の使用が全く不可能になったときの伝令系統について、町はあらかじめ

定めておく。 

５．総合防災情報システムの活用 

災害時において、被害情報等の収集や災害発生即報等の登録等、県や防災関係機関との通信・連絡等に

は、総合防災情報システムを使用するものとし、県が実施する入力訓練などに参加し、習熟度の向上を図る。  

第２．気象等予報及び警報等の伝達 
気象、災害、火災等に関する予報及び警報等の収集及び発表､伝達は災害予防上極めて重要であるが、そ

の取扱いについては次のとおりとする。 

１．予報及び警報等の種類  

気象等予報及び警報、気象等情報、火災警報及び知事、町長等が行う通報、警告（以下｢予警報等｣とい

う。）の種類は以下のとおりとする。 

① 気象等予報及び警報とは、気象業務法第 13条に基づく気象、地象、洪水等に関する注意報及び警報

をいう。 

② 気象等情報とは、同法第 11条にいう気象、地象及び水象に関する情報をいう。 

２．伝達体制の整備  

町及び関係機関においては、予報及び警報等が関係者に対し、迅速かつ正確に伝達されるよう伝達体制

の整備を図る。なお、特に休日、夜間における体制について留意し関係機関相互に徹底を図る。 

３．気象予報及び警報・情報の発表及び伝達  

① 気象等予報及び警報の発表 

ア．気象等予報及び警報については、気象業務法に基づき、松江地方気象台が発表する。そのうち特

に災害と関係のある注意報・警報・危険警報・特別警報の種類及び発表基準は以下のとおりとする。 

イ．防災上必要と考えられる場合、松江地方気象台は注意報・警報・危険警報・特別警報を発表する。 

② 気象等情報の発表 

気象等情報については、気象業務法に基づき松江地方気象台が気象等の予報に関係のある台風やその

他の異常気象等について発表する。なお、気象情報等のうち「気象防災速報（記録的短時間大雨）」は、

レベル４大雨危険警報発表中に数年に一度程度しか発表しないような猛烈な雨（1時間の降水量が 100mm

以上）が観測（地上の雨量計による観測）または解析され、かつキキクル（危険度分布）の「危険」（紫）

が出現している場合に発表する。 

◇ 気象等特別警報・危険警報・警報・注意報の種類・発表基準 

特別 

警報 

レベル５ 

大雨 

表面雨量指数基準1 

レベル５大雨特別警報の基準値以上となる 1km 格子がおお

むね 30個以上まとまって出現し、さらに激しい雨が降り続

くと予想される場合。 

流域雨量指数基準2 

レベル５大雨特別警報の基準値以上となる 1km 格子がおお

むね 20個以上まとまって出現し、さらに激しい雨が降り続

くと予想される場合。 

レベル５ 

土砂災害 

レベル５土砂災害特別警報の基準値以上となる1km格子がおおむね10個以上ま

とまって出現し、さらに激しい雨が降り続くと予想される場合。 

暴風 
中心気圧 930hPa 以下または最大風速 50m/s 以上の台風や同程度の温帯低気圧に

より暴風が吹くと予想される場合。 

暴風雪 
中心気圧 930hPa以下または最大風速 50m/s以上の台風と同程度の温帯低気圧により雪を

伴う暴風が吹くと予想される場合。 

大雪 
府県程度の広がりをもって 50年に一度の積雪深となり、かつ、その後も警報

級の降雪が丸一日程度以上続くと予想される場合。 

                            
1 表面雨量指数・・・短時間強雨による浸水危険度の高まりを把握するための指数 
2 流域雨量指数・・・河川の上流域に降った雨により、どれだけ下流の対象地点の洪水危険度が高まるかを把握するための指標 
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危険 

警報 

レベル４ 

大雨 

表面雨量指数 1 または流域雨量指数 2 が対象の格子においてレベル４大雨危

険警報の基準値に到達することが予想される場合。 

レベル４ 

土砂災害 

60 分雨量及び土壌雨量指数3の組み合わせがレベル４土砂災害危険警報の基

準値に到達することが予想される場合（おおむね２時間先までに基準値に到

達することが予想される場合）。 

 
レベル３ 

大雨 

表面雨量指数 1、流域雨量指数 2またはその両方を組み合わせた基準のいずれ

かがレベル３大雨警報の基準値に到達することが予想される場合。 

警報 

 

 

 

 

 

レベル３ 

土砂災害 

60 分雨量及び土壌雨量指数 3の組み合わせがレベル４土砂災害危険警報の基

準値に到達することが予想される場合（おおむね３～６時間先に基準値に到

達することが予想される場合）。 

暴風 
暴風により重大な災害が発生するおそれがある（平均風速が陸上で 20ｍ/ｓ

以上になる）と予想される場合。 

暴風雪 
雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがある（雪を伴い、平均風

速が陸上で 20ｍ/s以上になる）と予想される場合。 

大雪 

大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想される場合。具体的に

は次の条件に該当するとき。 

12時間降雪の深さ 
平 地 25cm 

山沿い 35cm 

注意報 

レベル２ 

大雨 

表面雨量指数 1、流域雨量指数 2またはその両方を組み合わせた基準のいずれ

かがレベル２大雨注意報の基準値に到達することが予想される場合。 

レベル２ 

土砂災害 

60 分雨量及び土壌雨量指数 3の組み合わせがレベル２土砂災害注意報が基準

値に到達することが予想される場合。 

強風 
強風により災害が発生するおそれがある（平均風速が陸上で 12ｍ/ｓ以上に

なる）と予想される場合。 

風雪 
雪を伴う強風により災害が発生するおそれがある（雪を伴い、平均風速が陸

上で 12ｍ/s以上になる）と予想される場合。 

大雪 

大雪により災害が発生するおそれがあると予想される場合。具体的には次の

条件に該当するとき。 

12時間降雪の深さ 
平 地（西部） 15cm 

山沿い（西部） 20cm 

雷 落雷により災害が発生するおそれがあると予想される場合 

濃霧 
濃い霧により災害が発生するおそれがある（視程が陸上 100ｍ以下）と予想

された場合。 

乾燥 

空気の乾燥により、災害が発生するおそれがある（火災の危険が大きい気象

条件を予想した場合、実効湿度西部で 60％以下、最小湿度 40％以下になる）

と予想される場合。 

                            
3 土壌雨量指数・・・降った雨による土砂災害危険度の高まりを把握するための指標 
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なだれ 

「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想された場合。具体的に

は次のいずれかの基準に到達することが予想されるとき。 

① 積雪の深さ 100cm以上の場合 

② 積雪の深さ 50cm以上あり次のいずれか 

 １ 降雪の深さ 30cm以上 

 ２ 最高気温が 8℃以上（浜田特別地域気象観測所の値） 

 ３ かなりの降雨 

低温 
低温によって農作物等に著しい被害が発生するおそれがある（最低気温-4℃

以下／浜田特別地域気象観測所の値）と予想される場合。 

霜 
霜により災害が発生するおそれがある（月上旬から５月中旬までの晩霜で最

低気温 3℃以下）と予想された場合。 

着雪 
著しい着雪により災害が発生するおそれがある（気温が-2℃～1℃になり、12

時間の降雪の深さが 15㎝以上になる）と予想された場合。 

気象防災速報 

（記録的短時間大雨） 
１時間雨量 100mm 

 

４．町長が行う警告、情報の発表 

気象、地象の異常現象を発見し、若しくは通報を受けた場合必要と認めた時は、町長は直ちに住民に対

して警告、または情報を発表する。また、特別警報等の速やかな住民への周知をする。ただし、この場合

に次の事項に留意する。 

① 情報の出所を明確にし、これを確認した後発表すること。 

② 警告または発表の機を失しないようにすること。 

③ 一般町民にいたずらな不安を与えないよう注意すること。 

５．気象等予報及び警報の伝達系統及び方法 

① 予報及び警報取扱い責任者 

予報及び警報取扱い責任者は、総務財政課長とする。 

② 予報及び警報の取扱い 

気象等予報及び警報は、原則として県が県防災行政無線で町に通報することとなっている。予報及び

警報取扱責任者は、予報及び警報を受信したら直ちに町長、副町長に連絡し、所在の官公署、団体、学

校、その他の施設及び一般住民に対して、予報及び警報発令に伴う必要な事項を周知徹底させる。 

③ 勤務時間外の予報及び警報の取扱い 

勤務時間外の予報及び警報は宿日直員が県防災行政無線で受信し、直ちに総務財政課長に通報する。

また、受信した宿日直員は、総務財政課長の指示により町長､副町長に連絡し､その指示をあおぎ予警報

発令に伴う必要な事項を所在の官公署、団体、学校等の施設及び一般住民に対し、伝達の措置をとらな

ければならない。 

④ 伝達、周知方法 

伝達、周知は、伝達系統により、次の方法で迅速に行う。 

ア．役場内 

庁内放送等を通じて速やかな周知をはかる。ただし、両庁舎及び出先機関に対しては町防災行政無

線（戸別受信機含む）等による緊急放送設備または電話による。 

イ．他の官公署及び重要な施設の管理者等 

電話または防災行政無線（戸別受信機含む）等による音声放送等を通じて行う。 

ウ．一般住民 

情報の周知は原則として町防災行政無線（戸別受信機含む）等による緊急放送設備（屋外トランペ

ット、戸別受信機等）、電話連絡、文書または口頭連絡、広報車もしくは集落等を通じて伝達する。 
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広報の方法 
範   囲 

特定地域 町内全般 

防災行政無線（戸別受信機含む）等緊急放送  ○ 

電話連絡 ○  

伝令（文書連絡、口頭伝達） ○  

広報車 ○ ○ 

広報は、町防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備により全町に周知することを重点とし、事前

準備のため、その余裕を与えることに注意し、予報及び警報等の種別により被害が激甚であり、かつ早

期に到来すると認められる地域にあっては部分的に優先して広報周知し、被害を最小限に留めるよう留

意する。 

⑤ 気象情報の収集 

災害が発生しまたは発生するおそれがある場合、益田広域消防署は、同署において行っている気象観

測を災害体制観測に切替え、その結果を観測時点毎に町長に報告する。 

⑥ 予報及び警報等伝達体制の確立 

町は、予報及び警報等伝達体制を確立し、予報及び警報等が関係者に対し迅速かつ正確に伝達される

よう努める。また、県総合防災情報システムにおいては、松江地方気象台、気象情報提供事業者水防情

報システム、土砂災害予警報システム、山崩れ発生予知施設等が県のサーバーとつながっており、県の

防災情報を一元化して提供しており町及び関係機関に設置された専用端末においては、島根県に発表さ

れた各種注意報、警報等がポップアップ画面で表示されるほか、一般端末においても常に最新の各種注

意報・警報等を確認できる。そのため、関係職員等は、確認作業を行い、気象観測情報の収集、職員の

招集等注警報等に対応して行うべき業務を実施する。 

◇ 県総合防災情報システムによる気象予報及び警報等の伝達経路図 

 

松江地方気象台 
有線 

県防災危機管理課 
有線 

県庁各課    
      
    有線 

支庁県民局・県土整備事務所等     
有線      

    (無線) 
県地方機関      

      
    有線 

全市町      
      
    有線 

消防本部      
      
    有線 

防災関係機関      

 

６．水防警報の伝達 

水防法第 16条の規定に基づき、島根県知事からの水防警報を受報した場合の伝達取扱いについては、津

和野町水防計画に定めるところによる。 

７．水位周知の伝達 

水防法第 13 条第２項に基づき、相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川の氾濫警戒

情報などの通知を受けたときの伝達取扱いについては、津和野町水防計画の定めるところによる。 

８．火災警報等の伝達 (消防法第 22条、災害対策基本法第 55条、第 56条) 

松江地方気象台は、消防法に基づき、次のような火災の予防上危険な気象状況であると認めたときに、

島根県知事に「火災気象通報」を行う。 

① 東部 隠岐  実効湿度 60％以下で最小湿度 40％以下になると予想される場合。 

西部     実効湿度 55％以下で最小湿度 40％以下になると予想される場合。 

② 平均風速 15m/s以上が１時間以上継続すると予想される場合（基本的に降水なし）。 

島根県知事は通報を受けた後、ただちに町長に通報し、町長はこれを受けて「火災警報」を発表する。
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火災警報はこの他にも、町長が自ら危険であると認めたときにも発表できる。町長は、県から通知を受け

たとき、または自ら地域的気象状況の判断によって、火災警報を発表し、または解除したときは、打鐘、

サイレン吹鳴等により周知を図る。 

 

種 別 サイレン信号 

近火災信号 

山林火災信号 
３点反覆 

約 3秒        約 10秒 
━━━ ━━━ ━━━    ━━━ ━━━ ━━━ 

約 2秒 

鎮火信号 長短一回 
 約 10秒   約 3秒 
━━━━━━ ━━━ 
     約 2秒  

消防団員招集信号 長音一声 
   約 1分 
━━━━━━━━━━ 

サイレンの吹鳴後に当たっては、その状況を行政用無線により一般に広報して、町民の不安や困惑をき

たさないよう最新の注意を払う。 

９．町長が行う警告等の伝達(災害対策基本法第 56条他） 

町長が発令する避難指示、退去勧告等警告の伝達体制は、津和野町地域防災計画に定めるところによる

が、伝達に特に放送機関を利用することが適切と考えられるときは県を通して行う。 

10．町長の警報等発令、伝達の合理化  

① 町長等が発する水防警報、火災警報等については、具体的な発令基準を設定し、常に検討を加え、

適時に適切な警報を発するよう合理化に努める。 

② 発令基準設定に当たっては、次の事項に留意する。 

ア．警報等の発令が機を失しないよう発令時期を十分考慮した基準とすること。 

イ．発令基準に用いる気象等のデータについては出所を明らかにしておくこと。 

③ 県、町及び報道機関等は相互に協力し、災害に関する予警報等の伝達徹底については、必要ある場

合あらかじめ協定を行い、その円滑化を期する。また、伝達徹底のため必要あるときは、非常無線通

信の利用についても考慮する。 

11．異常現象発見時における措置 

災害の発生するおそれのある異常な現象または災害が発生した場合における情報の伝達は、次のとおり

行う。 

① 発見者の通報 

災害の発生するおそれのある異常な現象（豪雨、豪雪、異常水位、地すべり、なだれ、火災等）また

は災害の発生を発見したものは、直ちに次に掲げる最も近いものに通報する。 

ア．消防機関または消防職員、あるいは消防団員（以下「消防機関」という。） 

イ．役場、公民館あるいは近くにいる町職員    ウ．警察官 

② 町長への通報 

地域住民から異常現象等通報を受けた消防機関等は、直ちに町長に通報する。 

③ 情報受領及び伝達責任者 

異常現象等情報の受領及び伝達の責任者は総務住民課長とする。 

④ 関係機関への通報 

総務財政課長は発見者若しくは消防機関等より通報を受けたときは、直ちに情報を確認し、必要な措

置を講ずるとともに、必要とするときは次の機関に通報する。 

ア．松江地方気象台        イ．津和野警察署 

ウ．国県等の担当事務所      エ．災害に関係ある近隣市町 

⑤ 住民に対する周知徹底 

異常情報の通報を受けたときは、町長（本部長）は、直ちに予想される災害について、住民及び関係

団体等に予警報伝達計画により通報事項を周知徹底させる。 
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⑥ 連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３．被害状況等の収集・伝達活動 

災害時において町は、県及び防災関係機関と密接な連携のもとに救援活動に重点をおくとともに、災害

状況調査及び被害状況の収集は、町における災害応急対策災害復旧の基礎となるので迅速かつ的確に行う。 

１．情報の収集・伝達の一般的系統 

町及び各防災関係機関は、自己の所掌する業務に関して自らの職員を動員し、または防災関係機関の協

力を得て、災害応急対策活動を実施するため必要な情報及び被害状況を収集するとともに、速やかに関係

機関に伝達する。 

◇ 被害情報収集伝達系統図 

 

災 
 
 
 
 

害 
 
 
 
 

情 
 
 
 
 

報 

津和野警察署 島根県警本部 

消防団 

益田広域 

消防署 

巡回車 

 

防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者
・ 

 

住
民
・
公
共
的
団
体 

TEL 
集落等 

CATV 津
和
野
町
災
害
対
策
本
部 

TEL、口達 

TEL 

島
根
県
災
害
対
策
本
部 

防
災
危
機
管
理
課 

指定地方行政機関 

指定公共機関 

指定地方公共機関 
     島根県総合防災情報システム 

     による通報・連絡 

TEL 

TEL 

TEL 

口達 

無線・TEL・CATV 

無線 

TEL 

松江地方気象台 

津和野警察署 

国・県等の担当事務所 

近隣市町長 

津和野町長 

（総務財政課長） 

発見者 

一般住民 

・消防職員、消防団員 

・町職員 

・警察官 
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２．被害状況の調査 

① 調査の実施者 

ア．被害状況の調査は、本部各対策部が事務分掌に基づきこれに当たるが、災害の範囲等状況によっ

ては災害対策本部から必要に応じ調査員を派遣する。調査の時期及び種類別担当責任者は次表のと

おりとする。 

イ．町長は、県管理の公共建物、公共土木等施設において災害が発生したことを承知したときはその

施設を管理する県の関係機関に通知する。 

② 調査の種類 

調査の種類は、災害時期別に次表のとおり行う。 

調査の種類 調査の時期 調査担当者 

発生調査 災害発生の通報を受けまたは発見した場合直ちに調査す

る。本調査は、災害に伴う応急対策実施上の基礎となる

ので、できる限り短時間にその概況を調査する。 

本部から派遣された調

査員 

中間調査 災害発生後の状況の変化に伴いできる限り詳細に調査す

る。本調査は、被害の変動に伴い諸対策の準備、変更等

に重大な影響を及ぼすので、状況の変動に従ってできる

限りその都度行う。 

担当対策部または担当

課職員 

確定調査 災害が終了しその被害が確定したとき調査する。本調査

は、災害に伴う応急措置、災害復旧計画等の基礎となる

ものであり、また復旧費の費用負担に響を与えるので、

正確を期する。 

担当対策部または担当

課職員 

３．災害情報の収集及び被害報告 

災害情報の収集、被害報告は次により取扱う。 

① 災害情報の連絡 

災害対策要員または一般住民が被害を発見したときは、直ちに災害対策本部ならびに消防機関等へ通

報する。通報を受けた消防機関等は速やかに災害対策本部へ通報しなければならない。 

② 被害の報告及び受領 

被害状況等一般住民から通報を受領した場合、またはその被害状況等を受領した者がする被害報告の

取扱いは次の様式により処理し、出所、発生時刻等を明確にする。 

被  害  状  況  調 

災害の種類  発生年月日 年 月 日  時 分 

災害発生場所  

報告の時点 日  時現在 受 信 時 刻  

発 信 機 関  受 信 機 関  

発 信 者  受 信 者  

概要  

４．被害状況等の調査及び報告 

被害状況等の調査及び報告は、次により行う。 

① 調査分担 

被害状況の調査については、調査時期別の分担は前記のとおりであるが、部門別の分担はそれぞれ所

掌事務に従って調査を行う。 

② 調査要領 

被害調査に当たっては、「被害報告様式（県様式）」の内容及び「被害状況等の判定基準」に基づいて

調査を実施するが、種別ごとの被害調査は次の要領により行う。 

ア．人、住家等の被害 

人、住家の被害については税務財政部・建設部が実施する。調査は災害現地に集落及び施設の管理

者等の協力を得て実施する。 
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イ．農業関係の被害 

営農施設被害、農作物被害、畜産関係被害、その他農業関係の被害はＪＡ等農業団体及び西部農林

水産振興センター（益田事務所）等の協力を得て農林商工部が調査を実施する。 

ウ．山林関係の被害 

山林地及び林業用施設並びに林産物の被害については、農林商工部が森林組合の協力を得て調査を

実施する。 

エ．商工、観光関係の被害 

商工、観光関係の被害は、商工会及び事業経営者の協力を得て、農林商工部が調査を実施する。 

オ．林道の被害 

林道被害については、農林商工部・建設部が森林組合等の協力を得て調査を実施する。 

カ．土木関係の被害 

道路、河川、耕地等の被害は、建設部が関連施設職員等の協力を得て調査を実施する。 

キ．教育関係の被害 

教育関係の被害については、教育部が校長等の協力を得て調査を実施する。 

ク．町有財産関係の被害 

町有財産のうち、その他の被害は、施設の管理者等の協力を得て税務部が調査を実施する。 

ケ．福祉関係の被害 

福祉関係の被害については、福祉生活部が、福祉関連施設職員の協力を得て調査を実施する。 

コ．その他の被害 

その他の被害については、税務部が自治会長等の協力を得て調査を実施する。 

サ．文化財関係の被害 

指定文化財の被害については、教育部が施設の管理者等の協力を得て調査を実施する。 

③ 被害状況等の判定基準 

災害により被害を受けた人的物的被害のうち、人的被害（行方不明者を含む。）、建物被害、農地被害

等については「被害状況等の判定基準(1)」による。ただし、発生即報にかかる被害については「被害状

況等の判定基準(2)」による。 

判定基準(1) 

被害等区分 判定基準 

人
的
被
害 

(１)死者 
当該災害が原因で死亡し、遺体を確認した者、または遺体を確認すること

ができないが死亡したことが確実な者とする。 

(２)行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり､かつ死亡の疑いのある者とする｡ 

(３)重傷者、軽傷者 

当該災害のため負傷し、医師の治療を受けまたは受ける見込みのある者の

うち「重傷者」とは１月以上の治療を要する見込みの者とし､「軽傷者」と

は､１月未満で治療できる見込みの者とする。 

(４)罹災者 罹災世帯の構成員 

(５)罹災世帯 住家に(8)(9)(11)の被害を受けた世帯 

(６)世帯 

生計を一つにしている実際の生活単位 

（同一家屋の親子夫婦であっても、生活の実態が別々であれば当然２世帯

となり、また主として学生等を宿泊させている寄宿舎、下宿その他これら

に類する施設に宿泊するもので、共同生活を営んでいる者については、原

則としてその寄宿舎等を１世帯とし取扱う。） 



風水害対策編－第３章 風水害等応急対策計画 

風水害等対策編－79 

建
物
被
害 

(７)住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかど

うかを問わない。 

(８)住家全壊、全焼 

または流失 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部

が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修

により元通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、

焼失若しくは流失した部分の床面積がその住家の延べ面積の 70％以上に

達した程度のものまたは住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体

に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 50％以上に達した程度

の。 

住家被害戸数については「孤立して家庭生活を営むことができるよう建築

された建物または完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定す

る。（半壊、半焼も同様） 

建
物
被
害 

(９)住家半壊または

半焼 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住

家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、

具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、

または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し、その住家の損害割合が 20％以上 50％未満の。 

(10)破損 

(8)､(9)､(11)及び(12)に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上

に達した程度のもの、または土砂竹木等の堆積等により一時的に居住する

ことができない状態となったもの。 

家屋の一部が破損した状態をいう。（窓硝子が数枚破損した程度の軽微な

被害は含まない。） 

(11)床上浸水 

浸水がその住家の床上に達した程度のもの及び(8)､(9)に該当しないが土

砂、竹木の堆積等のため一時的に居住することができないもの。 

ただし、同一の家屋で被害の程度が半壊以上に達している場合は、半壊ま

たは全壊として取扱う。 

(12)床下浸水 
前各項に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達しないも

の。 

(13)非住家 

住家以外の建築物をいう。なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏

閣等は非住家とする。ただし、これらの施設に、常時人が居住している場

合は、当該部分は住家とする。 

農
地
被
害 

(14)流失 その筆における耕土の 10％以上が流失した状態のもの。 

(15)埋没 土砂が耕地を被覆し、耕地として利用できなくなった状態のもの。 

(16)流入 
平均粒径 0.25 ㎜以上の土砂が、筆別に 2 ㎝以上流入したもの、または平

均粒径 0.25㎜以下の土砂が、筆別に 5㎝以上流入したもの。 

(17)冠水 作物全部が水中に没した状態のもの。 

(18)浸水 
作物が平常時必要とする水量以上に浸水し、かつ冠水に至らない状態 

のもの。 

漁
船
被
害 

(19)大破 復旧経費が、被災前におけるその物の価値の 1/2以上に達するもの。 

(20)中破 
復旧経費が大破には達しないが、被災前におけるその物の価値の 1/10 以

上に達するもの。 

(21)小破 
復旧経費が中破には達しないが、平常時における維持修理経費では復旧で

きない程度のもの。 
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判定基準(2) （即報にかかる被害のみ適用） 

被害等区分 判定基準 

人的被害、住家の被害、農

地被害 
判定基準(1)と同じ 

非住家 家以外の建物で、半壊以上の被害を受けたもの。 

道路損壊 
国道、県道、市町村道、及び大型農道の一部が損壊し、車両の通行が不

能となった程度 

橋梁流失 
市町村道以上の道路に架設した橋の一部または全部が流失し、一般の渡

橋が不能となった程度 

山、崖崩れ 
崖崩れ、地すべり等によって、負傷者以上の人的被害、公共建物及び住

宅に一部破損以上の損害を与えたもの。 

船舶被害 

（沈没・流失、破損） 

櫓櫂のみをもって運転する舟以外の船で、船体が没し航行不能となった

もの及び流失し所在が不明となったもの。修理しなければ航行できない

程度のもの。 

櫓櫂等による舟 破損以上の被害を受けたもの。 

鉄道不通箇所 汽車、電車などの通行が不能となった箇所 

通信施設の破損 電信、電話が故障し、通信不能となった回線 

有線放送 市町村､農協等が設置した有線放送が破損し､通信不能となった世帯数 

水道障害 
水道法に定める水道事業及び水道用水供給事業の水道施設が破損し、給

水が不能となったもの。 

溜池水路決壊 溜池及び水路が決壊し、応急復旧を要する程度のもの。 

堤防の決壊 河川（湖）等の堤防護岸が決壊し、応急復旧を要する程度 

廃棄物処理施設 ごみ処理及びし尿処理施設で、機能に支障をきたす程度の被害 

その他の被害 
農業用施設、林業用施設、砂防施設、港湾及び漁港施設、農作物 

の被害で特に報告を必要とするもの。 

５．被害状況等のとりまとめ及び報告 

被害状況調査のとりまとめは、税務部が中心となってとりまとめを行い、被害の調査結果を定められた

時間に、総務財政課に報告する。 

総務部長は、被害をとりまとめた結果を本部長に報告するとともに、県計画に定める期限またはその都

度、県が定める報告期限までに、県へ報告する。 

この場合、実施した応急対策または実施しようとする応急対策の主なものについて、その状況について

も県へ報告する。 

町が県に報告できない場合または特に迅速に国へ報告すべき災害等が発生した場合には、町は直接被害

状況等の報告を消防庁にする。ただし、県と連絡がとれるようにようになった後の報告については県に対

して行う。 

なお、被害の調査結果については、津和野警察署と充分連絡の上、相互にくい違いのないよう照合する。

特に、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、町は、住民登録等

の有無にかかわらず、町の区域内で行方不明となった者について、県警察等関係機関の協力に基づき正確

な情報の収集に努める。また、行方不明者として把握したものが他の市町村に住民登録等を行っているこ

とが判明した場合には、当該登録地の市町村（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は外務省）

または県に連絡する。 

① 報告の種類及び時間等は原則として次表による。 
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［被害報告の種類、時期及び経路等］ 

区分 報告内容 報告の時期及び経路 連絡方法等 

災
害
発
生
即
報 

①災害の発生状況 

②災害に対してとった

措置の状況 

③県等に対する応援要求 

④被害の概要（判定基準 

（即報用）以上のもの） 

 ※様式第０号による  

緊急を要するものであ

るので昼夜間を問わず

電話、無線等を利用し

て報告すること。 

防災情報システムに 

よる報告 

速 
 
 
 

報 

①災害対策本部設置 

②被害地点報 

③ライフライン等被害

状況 

 各種被害等の概況 

 ※様式第１号による 

 

地区本部機関として情

報を収集するものであ

るので具体的方法等に

ついては、町と協議し

決めておく。 

防災情報システムに 

よる報告 

詳 
 
 
 

報 

各種被害等の状況 

 ※様式第２号 

～様式第 23号 

 被害等の状況は諸応急

対策の決定等のもとに

なるものであるので関

係課等は迅速に被害等

の収集ができるよう平

素から体制を整えてお

く。 

 

防災情報システムに 

よる報告 

被害等の状況が判明次第逐次報告。ただし

県の出先機関が行う集約報告は 13時まで、

関係課が行う県計報告は 14時までに行う。 

確

定

報

告 

同  上 （災害発生即報に係る措置状況等） 災害復旧計画等のもと

になるので正確を期す

ること。 

 

文書により提出 

防災情報システムに 

よる報告 

 

災害に対する応急措置を完了した後 20 日

以内に関係被害をまとめて報告 

（注）上記による報告は、原則として災害体制及び対策本部設置前の規定であり、災害体制設置後にあっ

ては災害程度、形態等により報告の内容、時期等を変更することができる。 

② 報告様式別系統は次のとおりとする。 

［報告様式別系統］ 
１ 災害発生即報 様式第０号  

市町村 
    

防災危機管理課 
(県災対本部)   → 

益田県土整備事務所 
(地区災対本部担当事務所) 

 

 

２ 被害状況速報 様式第１号  
市町村 → 

益田県土整備事務所 
(地区災対本部担当事務所) 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部)  

 

津和野町 防災危機管理課 

益田県土整備事務所 

津和野町 

防災危機管理課 

津
和
野
町 

関
係
課 

防
災
危
機
管
理
課 

県
の
出
先
機
関 

津
和
野
町 

関
係
課 

防
災
危
機
管
理
課 

県
の
出
先
機
関 
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３ 教育関係被害（休校関係） 
様式第３号の１ 

 
市町村 → 

教 育 
事務所 

→ 
教育庁 

教育指導課 
→ 

防災危機管理課 
(県災対本部)  

 

４ 教育関係被害（学校施設関係）  
様式第 3号の 2～3 

 市町村 → 
教育庁 

教育施設課 
→ 

防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

５ 教育関係被害 様式第３号の４ 
(県立大学及び私立学校関係) 

 総務部総務課 → 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

６ 福祉施設関係被害  
様式第４号 

 
市町村   

健康福祉部 
各   課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部)  

 

７ 商業及び鉱工業その他事業関
係被害      様式第６号 

 市町村   
商工労働部 
商工政策課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

８ 土木関係被害(港湾、都市計画
及び 公営住宅関係を除く) 

様式第８号の１ 
 市町村 → 

県土整備 
事 務 所 

→ 
土木部 
砂防課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 
９ 土木関係被害（港湾関係） 

様式第８号の１ 
 市町村 → 

県土整備 
事 務 所 

→ 
土木部 

港湾空港課 
→ 

防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

10 土木関係被害（都市計画関係） 
様式第８号の１ 

 市町村 → 
県土整備 
事 務 所 

→ 
土木部 

都市計画課 
→ 

防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

11 土木関係被害（下水道関係） 
様式第８号の１ 

 市町村 → 
県土整備 
事 務 所 

→ 
土木部 

下水道推進課 
→ 

防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

12 公営住宅被害 
様式第８号の２ 

 市町村 → 
県土整備 
事 務 所 

→ 
土木部 

建築住宅課 
→ 

防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

13 農地農業用施設被害 
様式第９号 

 市町村 → 
県土整備 
事 務 所 

→ 
農林水産部 
農地整備課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

14 農業被害速報  
様式第９号の４ 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
農山漁村振興課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

15 農作物関係被害 様式第 10号の１ 
果樹等樹体被害 様式第 10号の２ 
農業非共同利用施設被害 

様式第 10号の３ 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
農山漁村振興課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

16 畜産関係被害 様式第 12号  
市町村 → 

農林水産 
振興センター 

→ 
農林水産部 
農山漁村振興課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

17 農業共同利用施設被害 
様式第 13号 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
農山漁村振興課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

  

18 山林関係被害（治山） 
様式第 14号の 1 

 市町村 → 
県土整備 
事 務 所 

→ 
農林水産部 
森林整備課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

19 山林関係被害（林道） 
様式第 15号の 1 

 市町村 → 
県土整備 
事 務 所 

→ 
農林水産部 
森林整備課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

20 山林関係被害（造林地等） 
様式第 15号の 2 

山林関係被害（苗木等、苗畑施設等）  
様式第 15号の 3､4 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
森林整備課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 
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21 山林関係被害（林産物） 
様式第 15号の 5 

山林関係被害（林産施設等、林
産加工施設）  様式第 15 号の 6､7 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
林業課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

22 水産施設被害 
様式第 16号の 1 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
水産課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

23 水産物被害 
様式第 16号の 2 

 市町村 → 
農林水産 

振興センター 
→ 

農林水産部 
水産課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

24 医療施設関係被害 
様式第 17号 

 市町村 → 保健所 → 
健康福祉部 
医療政策課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 
 

      （水道関係被害のみ） 
 

25 水道関係被害 様式第 18号 
  火葬場施設被害 様式第 20号 

 市町村 → 保健所 → 
健康福祉部 
薬事衛生課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

26 災害廃棄物関係被害 
一般廃棄物処理場関係被害 
産業廃棄物処理場関係被害 

様式第 19号 

 市町村 → 保健所 → 
環境生活部 
廃棄物対策課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部) 

 

27  自然公園関係被害 
様式第 22号 

 
市町村 → 

環境生活部 
自然環境課 

→ 
防災危機管理課 
(県災対本部)  

 

28  上記以外の公有財産被害 
様式第 23号 

 
市町村 → 総務部管財課 → 

防災危機管理課 
(県災対本部)  

第３節 災害広報 

災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合には、住民に対し速やかに正確な情報を提供す

ることにより無用な混乱を防止し、適切な判断による行動がとれるようにする必要がある。特に水位周知

河川の指定となる津和野川の水位については、防災行政無線（戸別受信機含む）等放送やＣＡＴＶテロッ

プ放送などを通じて住民に伝達する。 

また、災害発生時には、被害の状況や被害応急対策、あるいは応急復旧等に関する情報について、町及

び防災関係機関は迅速かつ的確に広報を行い、民心の安定と速やかな復旧を図る。混乱が終息した後は、

各防災関係機関は広報活動を行い、被災地域住民の動向と要望事項の把握に努める。 

１．広報担当者 

災害時における広報活動の万全を期するため、総務部に広報専任職員を置く。 

２．広報内容と広報の方法  

町は、島根県、益田広域消防署、警察署等防災関係機関と緊密な連携のもとに、災害時の混乱した事態

に人心の安定、秩序の回復を図るため、次に掲げる事項を住民に周知する。広報事項はあらかじめ本部長

の承認を得て行う。 

① 警戒避難期の気象等予報及び警報及び気象情報等の広報 

ア．雨量、河川水位の状況 

イ．浸水・土砂災害等の発生状況及び二次災害の発生見込み等 

ウ．住民の取るべき措置（周辺地域の状況把握、近所助け合いの呼びかけ等） 

エ．避難の必要の有無、避難所の開設状況等 

② 災害発生直後の広報事項 

ア．災害に関する情報 

イ．避難に関する情報（避難場所、避難指示等） 
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ウ．医療、救護所の開設に関する情報 

エ．災害発生状況に関する情報 

オ．出火防止、初期消火に関する情報 

カ．二次災害防止に関する情報（流言飛語の防止、電気、ガス、上・下水道等の措置） 

キ．その他安心情報等必要な情報 

ク．町民の安否（避難所ごとの被災者氏名等の確認状況等） 

③ 応急復旧時の広報事項 

ア．食料、飲料水、その他生活必需品の供給に関する情報 

イ．電気、水道の復旧に関する情報 

ウ．交通機関、道路の復旧に関する情報 

エ．電話の利用と復旧に関する情報 

オ．ボランティア活動に関する情報 

カ．仮設住宅、ホームステイ等に関する情報 

キ．臨時相談所に関する情報 

ク．その他生活情報等必要な情報 

④ 広報の方法 

ア．防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備による広報 

イ．広報車、ハンドマイク等による広報 

ウ．立て看板、横断幕、貼り紙等の掲示広報 

エ．ビラ配布等による広報 

オ．集落を通じての連絡 

カ．県に対する広報の要請 

キ．報道機関への情報提供、放送要請 

ク．庁舎窓口による広報 

ケ．インターネットを活用した広報 

コ．臨時災害ＦＭ放送による広報 

サ．緊急速報メール機能  

３．広報資料の収集 

① 広報専任職員は、各対策課から入手する被害状況、応急対策の実施状況、気象状況、避難、救助の

状況等を把握し、必要があるときは関係機関及び各種団体、施設に対し情報の提供を求め、広報資料

の整備を図る。 

② 広報活動上必要とする写真は、町対策本部が撮影した写真を利用するが、特に広報用被害写真はそ

の取材撮影のため職員を派遣し、または民間人に委託する等資料の確保を図る。また、被災地の状況

を写真等に収め、復旧対策及び広報活動の資料として活用する。 

４．報道機関に対する情報発表の方法 

総務部つわの暮らし推進課長は、被害の状況、応急対策実施の状況等を本部長の承認を得て、適宣報道

機関に発表する。 

５．実施機関の連絡調整 

各防災関係機関が広報活動を行うに当たっては、関係機関との連絡をできる限り密にして行う。 

６．広聴活動  

混乱が終息したときは、各防災関係機関はできる限り相談窓口等を開設し、災害住民からの相談、要望、

苦情等を聴取のうえ必要な応急対策の推進に当たる。 

７．多様な広報手段の確保 

各防災機関は、被災者のおかれている生活環境及び居住環境が多様であることに鑑み、情報を提供する

際に活用する媒体に配慮する。 

① 視聴覚障がい者、高齢者、外国人等に十分配慮する。 

② 避難所等にいる被災者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報に

ついては紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう努める。 
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③ 在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在を把握できる広域避難

者にも配慮した伝達を行う。 

第４節 広域応援体制 

大規模災害が発生した場合、町の防災関係機関だけでは十分な対応ができないことが予想される。その

ような場合には、町長の指示により、各種法令や協定等に基づき迅速な応援要請の手続きをする必要があ

る。災害時の応急対策をより迅速かつ的確に実施するため、県及び他市町村、防災関係機関、町内に組織

される民間団体、住民ボランティア組織等への協力を積極的に要請し、活用を図る必要がある。 

また、国が派遣する緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）や緊急消防援助隊についても必要に応

じて要請する。 

なお、新型インフルエンザ等感染症対策のため、応援職員等の健康管理や咳エチケット等を徹底すると

ともに、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間の

確保に配慮する。また、応援職員等が宿泊場所を確保することが困難な場合に、公共施設の空きスペース、

仮設の拠点や車両を設置できる空き地などの確保に配慮する。 

第１．応急対策職員派遣制度の活用 
大規模災害が発生した場合、被災住民の生活再建等を支援するため、避難所運営や罹災証明書の交付等

について迅速・的確な対応が求められる。このため、これらの災害対応業務を担う職員が圧倒的に不足す

ることとなり、被災住民の生活再建等を円滑に進めるためには、短期集中的に、大量の応援職員を迅速に

確保することが不可欠となる。そのため、被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは

被災市区町村において完結して災害対応業務を実施できない規模の災害が発生した場合に、被災都道府県

以外の地方公共団体からの応援職員を派遣する仕組みとして「応急対策職員派遣制度」が構築されている。 

町は、大規模災害が発生し、または、発生するおそれがある場合、総務省の応急対策職員派遣制度によ、

災害マネジメントを支援する「総括支援チーム」や避難所運営、罹災証明書の交付等の災害対応業務を支

援する「対口支援チーム」の支援が必要と認める場合、県に支援チームの派遣を要請する。 

第２．県に対する協力要請 

大規模災害では、町のみの対応では困難であり、消防活動はもとより食料や医療、資機材の応援や人材

の派遣等について近隣地域を超えた広域の応援体制をとる必要が生ずる。この場合、広域応援協定を締結

し、応援を要請する場合の基準や手続きを明確化するとともに、応援を受け入れる場合の役割分担等の体

制整備等についてもあらかじめ十分協議し、万全な体制の整備を図る。 

１．要請の手続き 

① 町は県と災害対策上必要な資料を交換する等、平素から連絡を密にし、災害時には一層その強化に

努めるとともに、協力して区域内の応急対策の円滑な実施を図る。 

② 町長は、町の能力では災害応急対策の万全を期しがたい場合には、県または他市町村の協力につい

て、必要に応じて次項による「要請の事項」の定める手続きにより、知事に要請する。 

③ 町は、災害救助法に基づく救助をはじめ、町内で行われる県の災害対策について積極的に協力する。 

④ 県から他の市町村または関係防災機関に協力することを依頼されたときは、自らの応急措置の実施

に支障のない限り協力する。 

⑤ 町は、要求ができない場合には、その旨及び当該市町村の地域における災害の状況を指定行政機 

関又は指定地方行政機関に通知する。この場合において、当該通知を受けた指定行政機関又は指定地

方行政機関は、その事態に照らし緊急を要し、県からの要請を待ついとまがないと認められるときは、

当該要請を待たないで、応急措置を実施することができる。 

２．要請の事項 

町長は、県に対し応援または応援の斡旋を求める場合には、次に掲げる事項について、とりあえず口頭

または電話をもって要請し、後日文書により改めて処理する。なお、町長が不在等により要請することが

できない場合は、町長の職務代理者として副町長、教育長、参事が行う。ただし、副町長、教育長、参事

が不在等により町長の職務代理者となって要請することができない場合は、総務財政課長が町長の職務代
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理者となり要請する。 

① 災害救助法の適用（第３章第６節「災害救助法の適用」参照） 

ア．災害発生の日時及び場所 

イ．災害の原因及び被害の状況 

ウ．適用を要請する理由 

エ．必要な救助の種類 

オ．適用を必要とする期間 

カ．既に取った救助措置及び取ろうとする救助措置 

キ．その他必要な事項 

② 指定地方行政機関等の職員の派遣の斡旋要請（災害対策基本法第 30条第１項） 

町長は、災害対策基本法第 29 条第 2 項により指定地方行政機関等の職員の派遣を要請した場合、県

知事（防災危機管理課）に指定地方行政機関の職員の派遣の斡旋を求める。 

③ 他の地方公共団体の職員の派遣の斡旋要請（災害対策基本法第 30条第２項） 

町長は、必要があると認めるときは、県知事（防災危機管理課）に地方自治法第 252条の 17の規定に

よる職員の派遣について斡旋を求める。 

④ 職員の派遣要請（地方自治法第 252条の 17） 

町長は必要があると認めるときは、）県知事（防災危機管理課）に地方自治法第 252条の 17の規定に

よる職員の派遣を要請する。職員の派遣要請または斡旋の要請に当たっては、次の事項をあらかじめ明

らかにしたうえで県知事（防災危機管理課）に要請する。 

ア．派遣を要請する理由 

イ．派遣を要請する職員の職種別人員数 

ウ．派遣を必要とする期間 

エ．派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ．その他職員の派遣について必要な事項 

⑤ 応援の要求及び応急措置の実施要請（災害対策基本法第 68条） 

町長は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県知事（防災危機管理課）に対し応援

を求め、または応急措置の実施を要請する。この場合、次の事項をあらかじめ明らかにしたうえで県知

事（防災危機管理課）に要請する｡ 

ア．災害の状況及び応援を要請する理由 

イ．応援を必要とする期間 

ウ．応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び数量 

エ．応援を必要とする場所 

オ．応援を必要とする活動内容（応急措置内容） 

カ．その他の必要事項（宿泊、給食等の受入体制等） 

３．受入体制 

① 派遣要請が決定された場合、作業等が円滑に行えるよう宿泊等必要な設備を整える。 

② 指揮命令は、派遣を受けた町長が行う。 

第３．他市町村、防災関係機関等への協力要請 

大規模災害発生時においては、他市町村及び防災関係機関等は相互の応援協力により適切な応急救助を

実施する。この場合、事前に広域応援協定を締結し、応援を要請する場合の基準や手続きを明確化すると

ともに、応援を受け入れる場合の役割分担等の体制等についてもあらかじめ十分協議しておく。 

１．協力要請事項 

町及び町周辺に災害が発生し、応急措置を実施するため必要があるとき、町長は他市町村及び防災関係

機関等の長に対して、以下に掲げる事項のうち必要と認める事項を要請する。要請に当たっては、とりあ

えず無線または電話等をもって処理し、後日文書により改めて処理する。 

① 職員の派遣要請（地方自治法第 252条の 17） 

この場合、次の事項をあらかじめ明らかにしたうえで他市町村の長に要請する。 
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ア．派遣を要請する理由 

イ．派遣を要請する職員の職種別人員数 

ウ．派遣を必要とする期間 

エ．派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ．その他職員の派遣について必要な事項 

② 応援の要求（災害対策基本法第 67条） 

町長は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、他市町村及び防災関係機関の長に対し

応援を求める。応援の種類及び要求手続きは、次のとおりとする。 

ア．応援の種類 

町長は、次に掲げる事項のうち、必要な事項について応援を求める。 

ａ．被災者の救出、医療、防疫施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

ｂ．生活物資及びその補給に必要な資器材の提供 

ｃ．救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

ｄ．消火、救援、医療、防疫、応急復旧活動等に必要な職員の応援 

ｅ．ボランティアの斡旋 

ｆ．その他特に必要な事項 

イ．要求手続き 

応援を要求するときは、あらかじめ次の事項を明らかにしたうえで要請する。 

ａ．災害の状況及び応援を要請する理由 

ｂ．応援を必要とする期間 

ｃ．応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び数量 

ｄ．応援を必要とする場所 

ｅ．応援を必要とする活動内容（応急措置内容） 

ｆ．その他の必要事項（宿泊、給食等の受入体制等） 

２．協力体制の確立 

町は、災害時の応急対策の万全を期するため、平素から隣接市町や防災関係機関の協力体制の確立に努

めておくとともに、既に締結されている各種協定や災害対策基本法等の条項を活用し、応援要請が円滑に

行われるよう手続きの方法を明確にしておく。また、近隣市町や防災関係機関との相互応援協定について

は、締結の促進と有効活用を図るとともに、円滑に応援できるよう相互の訓練等を通じて実践に即した体

制づくりを行う。 

３．民間団体・事業所等との協力 

災害時の応急対策を円滑に実施するため、防災関係機関のみならず、ＪＡしまね西いわみ地区本部や大

型店舗等町内外の民間団体・事業所等の協力を得るものとし、このための協力要請方法等は次のとおりと

する。 

① 民間団体・事業所等の協力業務 

災害時に民間団体からの協力が得られる業務は、主に次のとおりである。 

ア．異常気象、危険箇所等を発見した場合の町災害対策本部への通報 

イ．公共施設の応急復旧作業 

ウ．応急仮設住宅の建設 

エ．建設資機材の調達 

オ．医療救護 

カ．生活必需品の調達 

キ．避難所における収容された被災者の世話等 

ク．被災者、応急対策作業員のための炊き出し 

ケ．救援物資の整理、輸送及び配分 

コ．被災者への飲料水の供給 

サ．清掃及び防疫等作業の協力 

シ．区域内の被害状況調査 
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ス．その他災害応急措置の協力 

４．受入体制の整備 

① 派遣要請が決定された場合は、作業等が円滑に行えるよう宿泊等必要な設備を整える。  

② 指揮命令は、派遣を受けた町長が行う。 

５．災害相互応援  

町長は、県知事または他の市町村の長から応援を求められたときは、特別の事情がない限り要請に応じる。  

第４．労務供給計画 
災害対策を実施するに当たり、町の災害対策要員として他労務要員の動員等必要とするときは、次によ

りボランティア団体等の応援協力を要請し、または労務者の雇用により応急対策に必要な人員の確保を期

する。 

１．担当責任者 

労務供給実施の担当責任者は総務部長（総務財政課長）とし、関係課長及び関係機関、団体等の協力を

得て実施する。 

２．ボランティア団体等の動員 

① 応急要請 

ボランティア団体等の応援協力を要請するときは、ボランティア団体の責任者に対し次の応援要請事

項を示し、その応援を求める。 

 

ア．応援を必要とする理由 

イ．従事場所 

ウ．作業内容 

エ．人員 

オ．従事期間 

カ．集合場所 

② ボランティア団体及び責任者 

応援協力の要請対象団体及び責任者は、次のとおりとする。 

 

ボランティア団体等の名称 責任者 

集落 自治会長 

青少年団体 各地区団体長 

婦人団体 婦人会長 

日赤奉仕団、その他奉仕を申し出た団体等 当該団体の責任者 

③ 活動内容 

ボランティア団体の活動内容は次のとおりである。 

ア．炊き出し、保育、その他災害救助の協力 

イ．清掃及び防疫 

ウ．災害応急対策物資及び資材の輸送 

エ．応急復旧作業現場における危険を伴わない軽易な作業 

④ ボランティア団体との連絡等 

ボランティア団体は、当該作業の担当責任者の指揮下にあって活動することとし、作業現場ごとにボ

ランティア団体の連絡責任者を定め、作業の指示その他の連絡を行う。 

⑤ ボランティア団体の活動記録 

ボランティア団体等の応援協力を求めたときは、次のとおり応援に関する必要な事項を記録しておか

なければならない。 

ア．応援団体の名称     イ．作業内容及び従事場所 

ウ．作業人員        エ．作業の始業、終業の時刻 

オ．作業の期間       カ．その他必要な事項 
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３．労務者等の雇用 

災害応急対策実施に際しボランティア団体の労力奉仕によるほか、労務要員の必要を認めるときは労務

者の雇上げをなし、その要員を確保する。 

① 雇用の協議 

労務者の雇上げについては、所轄の職業安定所長及び担当事務所長と協議して行う。 

② 雇用手続等 

雇上げの手続きその他賃金等の支払いは、島根県地域防災計画に定めるところによる。 

４．特殊技術者等に対する従事命令等 

特殊技術者、その他災害対策実施のための要因が一般の動員の方法によってもなお不足し、他の供給の

方法がないときは、協力命令、従事命令等強制執行によりこれを確保する。 

① 強制執行の委任等 

知事の行う従事命令または協力命令執行の必要があるときは、その権限の委任またはその執行を要請

する。 

② 従事命令等の種類と執行者 

従事命令及び協力命令の種類、根拠法律、執行者は次のとおりである。 

対象作業 命令区分 根拠法律 執行者 

消防作業 従事 消防法第 29条第５項 消防吏員または消防団員 

水防作業 従事 水防法第 24条 水防管理者、水防団長または消防機関の長  

災害救助作業（災害救 

助法適用救助のため） 

従事 災害救助法第７条 知事 

協力 災害救助法第８条 知事 

災害応急対策作業 

（災害救助を除く） 

従事 災害対策基本法第71条第１項 知事 

協力 災害対策基本法 71条第１項 知事 

災害応急対策作業 

（全般） 
従事 

災害対策基本法第65条第１項 市町村長 

災害対策基本法第65条第２項 警察官 

③ 強制命令の対象者 

強制命令の種別による従事対象者は、次に掲げるとおりである。 

命令区分 従事対象者 

消防作業 火災の現場付近にある者 

水防作業 区域内にある者または水防の現場にある者 

災害救助作業 1.医師、歯科医師または薬剤師 

2.保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、臨

床検査技師、臨床工学技士、救急救命士または歯科衛生士 

3.土木技術者または建築技術者 

4.大工、左官またはとび職 

5.土木業者または建築業者及びこれらの者の従業者 

6.地方鉄道業者及びその従業者 

7.軌道経営者及びその従業者 

8.自動車運送事業者及びその従業者 

災害救助、その他の作業（協力命令) 救助を要する者及びその近隣の者 

災害応急対策全般（災害対策基本法

による町長警察官の従事命令） 
町域内の住民または当該応急措置を実施すべき現場にある者  

④ 公用令書の交付 

知事の委任を受けて従事命令等強制執行を行った場合は、公用令書を交付する。公用令書の交付につ

いては、島根県地域防災計画に定めるところによる。また、町長の権限で行う従事命令等の強制執行に

ついては、公用令書交付は必要ない。 

⑤ 損害補償 

従事命令または協力命令により災害応急対策に従事した者で、そのことにより負傷し疾病にかかり、
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または死亡したものの遺族に対しては、次により損害補償または扶助金を支給する。 

区分 災害救助(知事命令) 災害対策基本法(知事命令) 町長の命令 

基準根拠 災害救助法施行令 
災害に伴う応急措置の業務に従事し

た者に対する損害補償に関する条例 

津和野町消防団員等公

務災害補償条例 

補償の種類 

療養扶助金 

休業扶助金 

障害扶助金 

療養補償 

休業補償 

障害補償 

療養補償 

休業補償 

傷病補償年金 

補償の種類 

遺族扶助金 

葬祭扶助金 

打切扶助金 

遺族補償 

葬祭補償 

打切補償 

障害補償 

介護補償 

遺族補償 

葬祭補償 

支給額 施行令で定める額 条例で定める額 条例で定める額 

第５節 自衛隊の災害派遣体制 

災害により人命または財産保護のために必要な応急対策を実施するため、町長は災害対策基本法第 68条

の２第１項の規定に基づき、県知事に自衛隊の災害派遣を要求する。 

１．災害派遣要請基準 

自衛隊の災害派遣は、次の３原則が満たされることが基本となっている。 

ア 公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会的に保護しなければならない必要性があるこ

と。(公共性の原則) 

イ 差し迫った必要性があること。(緊急性の原則) 

ウ 自衛隊が派遣される以外に他の手段がないこと。(非代替性の原則) 

２．災害派遣の範囲 

自衛隊の災害派遣には災害の様相等に対応して、次のような方法がある。 

① 災害が発生し、知事が人命または財産の保護のため必要があると認めて自衛隊に災害派遣要請をし

た結果、派遣される場合。 

② 災害に際し、被害がまさに発生しようとしている場合で、知事が予防のため自衛隊に災害派遣要請

をした結果、派遣される場合。 

③ 災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合で町長が応急措置を実施するため必要があ

ると認めて、知事に対して災害派遣をするよう要請を求め、これを受けて知事が県の対応能力を超え

ると判断し自衛隊に災害派遣要請をした結果、派遣される場合。 

④ 災害に際し、通信の途絶等により町長が知事に対する災害派遣要請の要求ができない場合に、自衛

隊が、町長等からの災害の状況等の通知を受けて、直ちに救援の措置をとる必要があると認めて自主

的に派遣する場合。 

⑤ 災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集を行う必要

があると認めて自主的に派遣する場合。 

⑥ 災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命救助に関するもの

であると認められる場合。 

⑦ 災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、知事からの災害派遣要請を待ついとまがないと認

めて、自衛隊が自主的に派遣する場合。 

⑧ 庁舎・営舎・その他の防衛省の施設またはこれらの近傍に災害が発生した時、自衛隊が自主的に派

遣する場合。 

３．災害派遣の活動内容 

項目 内容 

被害状況の把握 車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行って被害の状況を把握する。  

避難の援助 避難の命令等が発令され、避難、立退き等が行われる場合で必要があるときには、

避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助する。 
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項目 内容 

遭難者等の捜索救助 行方不明者、負傷者等が発生した場合は､通常他の救援活動に優先して捜索救助を行う。  

水防活動 堤防、護岸等の決壊に対しては、土のう作成、運搬、積み込み等の水防活動を行う。  

消防活動 火災に対しては、利用可能な消防車その他の防災用具をもって、消防機関に協力

して消火に当たるが､消火薬剤等は通常関係機関の提供するものを使用する。 

道路または水路

の啓開 

道路若しくは水路が損壊し、または障害物がある場合はそれらの啓開、または除

去に当たる。 

応急医療、救護

及び防疫 

被災者の応急医療、防疫、病害虫防除等の支援を行うが、薬剤等は通常関係機関

の提供するものを利用する。 

人員及び物資の

緊急輸送 

救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び援護物資の緊急輸送を実施する。この  

場合において航空機による輸送は、特に緊急を要すると認められるものについて行う。  

炊飯及び給水 被災者に対し、炊飯及び給水の支援を実施する。 

救援物資の無償 

貸付または譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令」（昭和 33 年総

理府令第１号）に基づき、被災者に対し救援物資を無償貸付けし、または譲与する。  

危険物の保安及

び除去 

能力上可能なものについて、火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去を実施

する。 

その他 その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものについては所要の措置をとる。  

４．担当責任者 

自衛隊の災害派遣要請事務の担当責任者は、総務部長（総務財政課長）とする。 

５．災害派遣要請要領 

自衛隊の災害派遣の必要を認めたときは、次の事項を記載した文書を知事に提出し、要請を依頼する。

ただし、事態が急迫し文書で行ういとまがないときは、電信電話等で要求し、事後速やかに文書を提出す

る。この場合において、町長は必要に応じて、その旨及び災害の状況を自衛隊に通知する。 

① 災害の状況及び派遣の要請を依頼する理由 

ア．災害の情況（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らかにすること。） 

イ．派遣を要請する事由 

② 要請日時  〇年〇月〇日 〇時〇分 

③ 派遣を希望する期間 

④ 派遣を希望する区域及び活動内容 

⑤ その他参考となる事項 

６．災害派遣要請の要求ができない場合の措置 

町長は、緊急避難、人命救助の場合で事態が急迫し知事に要求するいとまがない時、または通信の途絶

等により知事への要求ができない時は、その旨及び町の地域に係る災害の状況を自衛隊要請先の駐屯地司

令等の職にある部隊の長に通知する。ただし、事後速やかに、その旨を知事に通知しなければならない。 

７．自衛隊要請先 

機関名 所在地 電 話 

陸上自衛隊出雲駐屯地第 13偵察戦闘大隊 出雲市松寄下町 1142-1 0853(21)1045(代) 

海上自衛隊舞鶴地方隊（海上自衛隊舞鶴地方総監部） 京都府舞鶴市字余部下 1190 0773(62)2250(代) 

航空自衛隊第３輸送航空隊 鳥取県境港市小篠津町 2258 0859(45)0211(代) 

８．災害派遣部隊の受入れ措置  

災害派遣部隊の受入れについては、次により体制を整える。 

① 部隊との連絡員 

総務財政課長は、連絡職員を指名して連絡に当たらせるが、派遣部隊との連絡は、原則県から派遣さ

れた連絡員を通じて行う。 

② 宿泊所及び車両器材等の保管場所 

宿泊所及び車両器材等の保管場所は、その都度派遣地域の施設等を考慮し、県と事前に協議決定する。 

③ 応援作業計画 
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災害派遣部隊の受入れに先立って、作業内容、所要人員、器材の確保その他応援については、あらか

じめ県と協議の上、所要の計画を立てる。 

９．撤収要請依頼  

自衛隊の災害派遣の目的を達成したとき、または必要がなくなったときは、速やかに災害派遣要請者に

対して撤収要請を依頼する。 

10．災害派遣に伴う経費の負担区分 

① 自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として町が負担するものとし、下記を基準とする｡ 

ア．派遣部隊の宿営及び救援活動に必要な土地、建物等の使用料及び借上料。  

イ．派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱費（自衛隊の装備品を稼働させるため通常必要とする燃

料を除く。）水道料、汚物処理料、電話等通信費（電話設備費含む。）及び入浴料。 

ウ．派遣部隊の救援活動に必要な自衛隊装備以外の資材、機材等の調達、借上げ、その運搬、修理費。 

エ．県、町が管理する有料道路の通行料。 

② 負担区分について疑義が生じた場合、あるいはその他の必要経費が生じた場合は、その都度協議し

て決める。 

11．自衛隊受入れのためのヘリコプター発着場の準備 

自衛隊の災害派遣に際し、ヘリコプターによる物資、人員の輸送が考えられるので、地域毎に適地を選

定し、本計画に定めるとともに、陸上自衛隊に通報しておく。 

第６節 災害救助法の適用 

 災害救助法の適用は、町の区域を単位として、一定規模以上の被害が生じた場合や身体に被害を受け、

あるいは受けるおそれが生じた場合等において、知事が災害救助法を適用する。町長は、災害による被害

が以下に掲げる災害救助法の適用基準に達したときは、県知事に災害救助法の適用を要請する。 

１．災害救助法の適用基準 

町長は、災害による被害状況が次の適用基準に達したときは、県知事に災害救助法の適用を要請する。 

① 「１号基準世帯数」以上の場合 

町内の住家の滅失した世帯数が次の世帯数以上に達したとき。 

町の人口 被害世帯数 

5,000人以上 15,000人未満 40世帯 

② 「２号基準世帯数」以上の場合 

被害世帯数が前記①の基準に達しないが、県全体の被害世帯が 1,000世帯以上で町の被害世帯数が次

の世帯以上に達したとき。 

町の人口 被害世帯数 

5,000人以上 15,000人未満 20世帯 

③ 被害世帯が､前記①または②の基準に達しないが、県下で被害世帯が 5,000 世帯以上に達した場合

であって、町の被害状況が特に救助を必要とする状態にあるとき。 

④ 災害が隔絶した地域に発生したものである等被災者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める特

別の事情にある場合で、かつ多数の世帯の住家が滅失したとき。 

⑤ 多数の者が生命または身体に危害を受け、または受けるおそれが生じた場合であって、府令で定め

る基準に該当したとき。 

⑥ 災害が発生するおそれがある場合において、災害対策基本法に規定する特定災害対策本部、非常災

害対策本部、または緊急災害対策本部が設置され、当該本部の所管区域が告示されたとき。 

２．滅失世帯数の算定 

適用の基準となる被害世帯の換算等の計算は、次の方法による。 

① 住家の被害程度は、住家の滅失した世帯、即ち全焼、全壊、流失等の世帯を標準とし、住家が半壊、

半焼等著しく損傷した世帯については２世帯をもって、床上浸水または土砂たい積等により一時的に

居住することができない状態になった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した一つの世帯と

みなす。 
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ア．世帯及び住家の単位 

世帯：生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

住家：現実に居住のため使用している建物をいう。 

３．応急救助の内容  

県知事は、災害により一定規模以上の被害が発生した場合、町に対し災害救助法を適用し、同法に基づ

く次の応急救助を実施し、被災者の保護と社会秩序の保全を図る。 

① 応急仮設住宅の供与 ② 避難所の設置 

③ 炊き出しその他による食品の供与 ④ 飲料水の供給 

⑤ 被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与 ⑥ 医療及び助産 

⑦ 被災者の救出 ⑧ 被災した住宅の応急修理 

⑨ 学用品の給与 ⑩ 埋葬 

⑪ 死体の捜索及び処理 ⑫ 障害物の除去 

４．り災証明の発行への対応 

被災世帯の認定においては、災害救助法の適用並びに義援金の配分等、住民にとって影響が極めて大き

いので、住民からの請求に応じてり災証明が直ちに発行できるようり災台帳を作成する。 

① り災台帳の作成 

被害が発生したときは、町は別に掲げる様式による「被害発生報告」によって被害状況を調査し、こ

れをり災台帳とする。 

② り災証明書の発行要領 

ア．被害状況の確認ができないときは、とりあえず本人の申出により、別に掲げる様式による「仮り

災証明書」を発行する。 

イ．被災者の被害状況の調査確認を終了した後は、申出により別に掲げる様式による「り災証明書」

を発行する。 

５．職権の一部委任 

災害救助法が適用された場合、同法に基づく救助は知事が実施機関となり、町長が補助機関となって実

施されるが、同法第 13条及び知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例第２条の規定により、次

の各号に掲げる救助の実施に関する職権は、町長が委任を受け実施する。 

① 避難所の供与 ② 応急仮設住宅入居者の決定 

③ 炊き出しその他による食品の供与 ④ 飲料水の供給 

⑤ 被服・寝具・その他生活必需品の給与または貸与 ⑥ 被災者の救出 

⑦ 被災した住宅の応急修理 ⑧ 学用品の給与 

⑨ 埋葬 ⑩ 死体の捜索及び処理 

⑪ 障害物の除去 ⑫ 輸送費及び賃金職員等雇上費 

第７節 避難活動 

風水害時の出水や土砂災害等の発生に際して危険があると認められる場合、危険地域の住民等に対し、

避難情報の発令や伝達、誘導等を行い、迅速かつ円滑な避難の実施を図る。 

特に要配慮者については、これら施設の管理者は日頃から迅速な避難体制や計画を整備し、人命の安全

確保に努める。また、その他公共的施設に準ずる施設、事業者等についても同様に、災害時の安全避難を

図るよう指導していく。 

第１．要避難状況の早期把握・判断 
１．要避難状況の把握活動の早期実施 

災害の危険のある場合、必要と認められる地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立退

きを指示する等の措置は、関係法令に基づきそれぞれの実施責任者が時機を失しないよう必要な措置を取

らなければならない。 

特に町長は、避難措置実施の第１次責任者として警察官、知事及び自衛官等の協力を求め、常に適切な

措置を講じるため、避難を要する地域の実態の早期把握に努め、迅速・確実な避難対策に着手できるよう
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にする。 

２．避難対策の必要性の早期判断 

避難を要する状況は、発生した災害の状況により大きく異なるため、被災地域の情報収集を踏まえ、避

難対策の要否を判断する。また、災害対策本部の置かれている本庁舎等において状況把握が行えない場合

は、被災地近傍の庁舎等において行うなど、適時適切な避難誘導に努める。 

① 河川災害からの避難 

気象・降雨状況によって、河川等の出水による浸水等の被害が生じる地域も予想されるため、当該地

域の住民が適切な避難活動が実施できるよう、町及び消防機関その他は、気象警報等の発表以降は、警

戒活動により地域の状況を把握し、避難指示等の伝達及び注意喚起広報を早期に実施し、住民の避難活

動を補完する。 

② 土砂災害からの避難 

土砂災害警戒区域（急傾斜、土石流、地すべり）などの土砂災害の危険性の高い地域等において避難

が想定されるが、町及び消防機関その他は、警戒活動により地域の状況を把握し、その実態に応じて避

難の必要性を判断し、混乱防止措置と併せて必要な対策を講じる。 

第２．避難指示等の発令 
災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、災害対策基本法等に基づき、必要と認める地域の

必要と認める居住者等に対し、避難のための立退きの指示等を行う。 

１．避難の指示等の実施責任者及び時期 

避難の指示等の実施責任者及びその時期につては次に示すとおりである。なお、町は、次の事項に留意

し、避難指示等を発令するほか、避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

① 指定緊急避難場所への移動が危険な場合などやむをえないと住民等自身が判断する場合は、近くの

安全な場所への移動や屋内安全確保など状況に応じた避難行動について、住民等への周知徹底に努める。 

② 孤立地区について、人的被害の発生状況、家屋の被災状況、備蓄の状況等の情報に基づき、自立可

能か判断したうえで、必要に応じ、集団避難を指示する。 

③ 避難のためのリードタイムが少ない局地的、かつ、短時間の豪雨の場合は躊躇なく避難指示を発令

する。また、そのような事態が生じることについて、住民に周知する。 

④ 避難情報の伝達に当たっては、対象地域の適切な設定等に留意する。 

⑤ 夜間に避難指示等を発令する可能性がある場合は、避難行動がとりやすい時間帯に高齢者等避難の

発令に努める。 

［避難情報の発令者及び時期］ 

避難情報 発令者 対象となる災害の内容（要件・時期） 

高齢者等避難 市町村長 ・高齢者や障がいのある人等の避難に時間を要する人や

避難支援者等が危険な場所からすべき段階で、災害が

発生するおそれがあるとき 

避難指示 市町村長(委任を受けた吏

員または消防職員)／災対

法第 60条 

・災害の発生または発生のおそれがある場合 

・人の生命または身体を災害から保護し、その他災害の

拡大を防止するため特に必要があると認めるとき 

・急を要すると認めるとき 

知事(委任を受けた吏員)／

災対法第 60条 

・災害が発生した場合において、当該災害により町がそ

の全部または大部分の事務を行うことができなくなっ

た場合 

警察官／災対法第 61条・警

察官職務執行法第４条 

・町長が避難のため立退きを指示することができないと

警察官が認める時または町長から要求があったとき 

・危険な事態がある場合において、特に急を要する場合 

自衛官／自衛隊法第 94条 ・危険な事態がある場合において、特に急を要する場合 
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知事(その命を受けた県職員)／

地すべり等防止法第 25条 

・地すべりによる災害・著しい危険が切迫していると認

められるとき 

知事(その命を受けた県職員)・

水防管理者／水防法第 29 条 

・洪水または高潮の氾濫により著しい危険が切迫してい

ると認められるとき 

緊急安全確保 市町村長 ・災害が発生または切迫している状況で、いまだ危険な

場所にいる居住者等に対し、市町村長が、命の危険か

ら身の安全を守るための最善の行動を促したいとき。

（ただし、災害が発生・切迫している状況を必ず把握

することができるとは限らないため、必ず発令される

情報ではない。） 

 

［高齢者等避難の指示系統図］ 

 

 

 

 

［避難指示系統図］ 
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２．避難指示等の発令の判断基準 

避難指示等は、「避難情報発令等の判断・伝達マニュアル」において、あらかじめ定められた標準的な判

断基準に基き、発令する。ただし、自然災害の現象によって、被災状況及びその拡大について適切に把握、

判断する必要があり、豪雨等による住民の避難行動の必要性やその時期については、雨量・水位の状況や

今後の気象予測、巡視、住民の通報等を含めて総合的に判断して発令する。 
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３．町の実施する避難措置 

① 高齢者等避難の発令 

高齢者や障がいのある人等の避難に時間を要する人や避難支援者等に対し、安全に避難できるタイミ

ングでの早めの立退き避難、または、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを行うことがか

えって危険を伴う場合等やむを得ないときには屋内安全確保を促すとともに、高齢者等以外の住民等に

対し、避難の準備や自主的な避難を必要に応じて実施するよう促すために発令する。 

② 避難指示の発令 

河川出水等による洪水や浸水害、山・がけ崩れ、地すべり、土石流等の土砂災害など災害が発生する

おそれが高く、住民等に対し、危険な場所からの立退き避難、または、避難時の周囲の状況等により避

難のために立退きを行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないときには屋内安全確保を促すた

めに発令する。 

③ 緊急安全確保の発令 

災害が発生、または、切迫している状況を把握した場合に、いまだ危険な場所にいる居住者等に対し、

命の危険から身の安全を守るための最善の行動を促すために発令する。 

④ 相互の連絡協力 

関係機関（者）は、避難の必要があると予想される時、あるいは、避難のための立退きの指示等の措

置をとった場合、相互に通知、報告するとともに、避難の措置が迅速、的確に実施されるよう協力する。 

⑤ 避難者に周知すべき事項 

町の区域内において災害の危険がある場合、必要と認める地域の居住者・滞在者その他の者に対し避

難措置を実施する。避難の指示を行う場合は、必要に応じ、高齢者等避難の発令にあわせて指定緊急避

難場所を開設し、住民等に周知徹底を図るとともに、状況の許す限り、次の事項を避難者に周知するよ

うに努める。 

ア．避難すべき理由（危険の状況）   イ．避難の経路及び避難先 

ウ．避難先の給食及び救助措置     エ．避難後における財産保護の措置 

オ．その他 

⑥ 避難対策の通報・報告 

ア．避難措置を実施しようとする時は、当該現場にある警察官のほか、指定避難場所の管理者または

占有者にあらかじめ必要な事項を通報する。 

イ．避難措置を実施した時は、速やかにその内容を県（防災危機管理課（県災害対策本部設置時は事

務局または益田地区災害対策本部））に報告しなければならない。 

ウ．避難の必要が無くなった時は、その旨を公示しなければならない。 

エ．町は、避難措置の実施に関し、津和野町地域防災計画に、次の事項を定めておく。 

・ 避難措置に関する関係機関の連絡方法 

・ 避難措置を実施する区域別責任者（町職員等の氏名） 

・ 避難の伝達方法 

・ 各地域避難先及び避難方法 

・ その他の避難措置上必要な事項 

４．警察官及び自衛官の行う避難措置 

① 警察官による避難のための立退きの指示 

警察官 → 警察署長 → 町長 → 県知事（防災危機管理課） 

② 警察官による避難の措置（警察官職務執行法第 4条） 

警察官 → 警察署長 → 県警本部長 → 県知事（防災危機管理課）→ 町長 

③ 自衛官の行う避難措置（自衛隊法第 94条） 

自衛官 → 町長 → 県知事（防災危機管理課） 

５．病院・社会福祉施設等における避難措置 

病院・社会福祉施設等の施設管理者は、入院患者、来診者、施設入所者等の避難に際して、秩序が乱れ

て混乱することのないよう、以下の要領で避難対策を実施する。 

① 避難体制の確立 
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病院・社会福祉施設等の管理者は、災害が発生した場合を想定し、あらかじめ定められた避難体制を

早急に確立し、施設職員の任務の分担、動員計画、緊急連絡体制等に従い、迅速かつ的確な避難対策を

実施する。特に、夜間においては、職員の動員や照明の確保が困難であることから消防機関等への通報

連絡や入所者等の避難誘導体制に十分配慮した避難体制を確立する。また、社会福祉施設や病院等の管

理者は、町や他の類似施設、近隣住民や地域の自主防災組織等と連携を図りながら、入所者等の早期避

難のための協力体制を確立する。 

② 緊急連絡体制等の確立 

社会福祉施設や病院等の管理者は、災害に備え整備されている装置（消防機関等への早期通報が可能

な非常通報装置等）や緊急時における情報伝達手段を活用するとともに、災害時における施設相互間等

の緊急連絡体制を強化する。 

６．駅等不特定多数の者が出入りする施設の避難措置 

① 避難体制の確立 

施設管理者は、災害が発生した場合を想定し、あらかじめ定められた避難体制を早急に確立し、施設

職員の任務の分担、動員計画、緊急連絡体制等に従い、迅速かつ的確な避難対策を実施する。特に、夜

間においては、職員招集計画や照明の確保が困難であることから消防機関等への通報連絡の確保や人間

の行動、心理の特性を考慮した利用者等の安全な避難誘導等に十分配慮した避難体制を確立する。また、

施設管理者は、町や他の類似施設、近隣住民や地域の自主防災組織等と連携を図りながら、災害時の協

力体制を確立する。 

② 緊急連絡体制等の確立 

施設管理者は、災害発生時においては、消防機関等への緊急通報体制を取り、本社や必要な防災関係

機関等に対する緊急連絡体制を早急に確立する。 

７．車両等の乗客の避難措置 

① 災害時の公共交通機関車両等の乗客に対する避難措置は、それぞれの乗務員の指示により迅速かつ

的確に実施する。 

② 天災その他の理由により、輸送の安全を確保できない場合は、当該車両等の乗務員は、速やかに当

該車両等を停車させた地域の市町村長に対し、避難措置等について必要な協力の要請を行う。 

第３．警戒区域の設定 
１．警戒区域の設定権者 

原則として、住民の保護のために必要な警戒区域の設定は災害対策基本法で、消防または水防活動のた

めの警戒区域の設定は消防法または水防法によって行う。なお、知事は、町が全部または大部分の事務を

行うことができなくなった時は、災害対策基本法第 63 条第１項に定める応急措置の全部または一部を代

行する（災害対策基本法第 73条第１項）。 

災害全般について 
  

町長またはその委任を受けて町長の職権を行う   
   

町の吏員（災害対策基本法第 63条第１項）    
   

警察官（災害対策基本法第 63条第 2項）    
   

自衛官（災害対策基本法第 63条第 3項）    

    

火災について 
  

消防吏員・消防団員（消防法第 28条）   
   

警察官（消防法第 28条）    

水災について 
  

水防団長・水防団員（水防法第 21条）   
   

警察官（水防法第 21条）    
   

消防吏員・消防団員（水防法第 21条）    
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火災・水災以外に 

ついて 

  
消防吏員・消防団員（消防法第 36条）   

  
警察官（消防法第 36条）    

２．警戒区域（災害対策基本法第 63条関係）の設定 

災害対策基本法第 63条に定める警戒区域の設定は、以下のとおりである。町長等は、警戒区域を設定し

た時は、立入制限若しくは禁止または当該区域からの退去を命ずる。なお、警戒区域の設定は、避難の指

示と異なり、対象を地域的にとらえて、立入り制限、禁止及び退去命令によりその地域の住民の保護を図

ろうとするもので、罰則規定があり、災害が急迫した場合に行使される場合が多い。 

① 町長は、災害が発生しまたはまさに発生しようとしている場合において、住民等の生命、身体に対

する危険を防止するため特に必要があると認める時は、警戒区域を設定する。 

② 警察官は、町長（権限の委託を受けた町の職員を含む。）が現場にいない時、または町長から要求が

あった時は警戒区域を設定する。この場合、警察官は、直ちに警戒区域を設定した旨を町長へ通知す

る。 

③ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長その他その職権を行うことができる者、警察官がそ

の場にいない場合に限り、警戒区域を設定する。この場合、自衛官は直ちに警戒区域を設定した旨を、

町長へ通知する。 

第４．避難指示等の伝達 
１．避難計画に基づく伝達 

町長は、「避難情報発令等の判断・伝達マニュアル」においてあらかじめ定められた避難指示等の伝達系

統及び伝達要領に従って、危険地域の住民に周知・徹底を図る。また、島根県避難情報等情報伝達連絡会

で定めた「避難情報等情報伝達に関する申し合わせ」に基づき、放送事業者へ情報提供するとともに、県

関係各課、警察本部、消防本部等に対し、必要な協力を行う。 

２．災害状況に応じた伝達 

避難指示等は、避難を要する防災気象情報等を的確に把握した上で、危険の切迫性に応じて伝達分の内

容を工夫する等して、住民への周知を最も迅速で確実、効果的に周知・徹底できるよう、町防災行政無線

を始めとした効果的かつ確実な伝達手法を用い、以下の方法により伝達する。その際、危険の切迫性に応

じて避難指示等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避

難行動がわかるように伝達すること、繰り返しわかりやすい言葉で伝えるなど、住民の積極的な避難行動

の喚起に努める。なお、避難の必要が無くなった場合も同様とする。また、避難所等に避難中の者に対し

警報等の発表状況、被害状況等の情報提供を行うことにより、避難指示等が発せられている途中での帰宅

等の防止を図る。 

とくに、夜間や早朝に突発的局的豪雨が発生した場合における、エリアを限定した伝達について、地域

の実情に応じて、エリア限定の有効性や課題等を考慮したうえで検討する。 

① 町防災行政無線（戸別受信機含む）等を利用した伝達 

② あらかじめ定められた伝達組織を通じての直接口頭及び拡声器による伝達 

③ サイレン及び鐘による伝達 

④ 広報車からの呼びかけによる伝達 

⑤ 「避難情報等情報伝達に関する申し合わせ」による、放送事業者による伝達 

⑥ テレビ・ラジオ、有線放送、電話、その他の施設の利用による伝達 

３．要配慮者への配慮 

町長等は、情報の伝わりにくい要配慮者への避難指示等の伝達には、特に配慮し、各種伝達手段・機器

を活用するほか、地域住民の協力等を得て確実に伝達できるように努める。避難の必要が無くなった場合

も同様とする。 

４．各種施設等 

学校・教育施設、駅等不特定多数の者が出入りする施設、医療施設・社会福祉施設等の管理者は、各々

の避難計画に従い、館内放送設備、ハンドマイク等の各種広報施設等を利用して、必要な情報を関係者に

周知・徹底し、避難措置を講じる。 
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第５．避難の誘導等 
１．地域における避難誘導等 

① 避難誘導の実施 

町は、災害時に河川出水、土砂災害等が予想され、地域に避難指示等をした場合で、避難者の誘導を

行う必要がある場合、警察や自主防災組織等の協力を得て、次のような方法で避難の誘導体制を確立し、

安全かつ迅速な避難誘導を実施するよう努める。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等に

よる河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよう努める。 

ア．避難誘導体制の確立 

・ 避難先が比較的遠距離であり、かつ避難に危険が伴う場合等は、避難のための集合場所、誘導

責任者（自主防災組織や消防団員等の中から選ぶ）を定め、警察等の協力も得ながら、できるだ

け早めに自動車・船舶等を活用し、集団避難できるようにする。 

・ 緊急を要する避難の実施に当たっては、警察等の協力を得て、誘導責任者・誘導員が十分な連

絡の下に強い意思をもって誘導に当たり、住民及び群集が混乱に陥らず、安全に避難できるよう

に努める。 

イ．避難経路 

・ 避難誘導に先立ち、災害の種類・危険地域別にあらかじめ定めておいた指定緊急避難所への避

難経路の周知・徹底を図る。 

・ 災害時に避難経路を選択するに当たっては、周辺の状況を検討し、浸水や斜面崩壊、地すべり

等のおそれのある危険箇所を避ける。 

ウ．避難順位 

・ 災害時の避難誘導は、要配慮者を優先して行う。 

・ 浸水や斜面崩壊などの災害に際しては、災害の種別、災害発生の時期等を考慮し、客観的に判

断して早い段階で災害が発生すると認められる地域内居住者の避難を優先するよう努める。 

エ．携帯品の制限 

・ 携帯品は、必要最小限の食料、飲料水、衣料、日用品、医薬品、貴重品等とする 

・ 避難が比較的長期にわたる時は、避難中における生活の維持に役立てるため、更に携帯品の増

加を考慮する必要があるが、その数量は災害の種別、危険の切迫性、指定避難所等の距離、地形

等により決定しなければならない。 

オ．危険防止措置 

・ 避難先の開設に当たって、町長は、避難先の管理者や専門技術者等の協力を得て、二次災害の

おそれがないかどうかを確認する。 

・ 避難経路の危険箇所には、標識、なわ張等をしたり、誘導員を配置したりするなど危険防止に

努める。 

・ 避難者の携帯品は、最小限の物にして行動の自由を確保し、夜間にあっては、特に誘導者を配

置し、避難者は、その誘導に従うようにする。 

カ．避難者の移送 

・ 町は、被災地域が広範囲にわたり、あらかじめ定めた避難先が使用できない場合、あるいは避

難先に受け入れることができなくなった場合には、県、警察及び隣接市町等の協力を得て、避難

者を他地区へ移送する。 

キ．安全確保 

・ 避難誘導に当たる消防団員、水防団員、警察官、町職員等は、安全が確保されていることを前

提としたうえで、要配慮者の避難支援などの緊急支援を行う。 

② 自主避難の実施 

住民は、豪雨等により災害の発生する危険性を感じた場合や土砂災害等の前兆現象を発見し、自ら危

険だと判断した場合等においては、隣近所で声を掛け合って自主的に避難するよう心掛ける。 

③ その他避難誘導に当たっての留意事項 

ア．要配慮者の事前の避難誘導・移送 

地域に居住する要配慮者の避難誘導は、事前に把握された要配慮者の居住実態や傷病の程度等に応



風水害対策編－第３章 風水害等応急対策計画 

風水害等対策編－100 

じた避難誘導を行う。特に、自力で避難できない者に対しては、自主防災組織の協力を得るなどして

地域ぐるみで要配慮者の安全確保を図るほか、状況によっては、町が車両、船舶等を手配し、一般の

避難施設とは別の介護機能等を備えた福祉施設等に事前に移送するなどの措置を取る。 

イ．避難が遅れた者の救出・受け入れ 

避難が遅れた者を救出する場合、町において処置できない時は、直ちに県またはその他の機関に応

援を要請し、状況に応じて救出、避難施設への受け入れを図る。 

ウ．被災地域における動物の保護等 

動物の飼い主（所有者または占有者をいう。以下同じ。）は、災害時においても動物を適正に飼養・

保管するよう努めるが、飼い主のわからない負傷動物または逸走状態の動物の保護については、迅速

かつ広域的な対応が求められることから、町は県、県獣医師会等関係団体をはじめ、ボランティア等

と協力し、これら動物の保護・収容等を行う。また、被災者が避難所に動物を同行避難した場合は、

被災者が同行避難した動物とともに暮らせるように、町は県と連携し、避難した動物の適正な飼養・

保管及び動物由来感染症の予防等の指導を行うなど、動物の愛護及び環境衛生に努める。 

２．医療施設・社会福祉施設等における避難誘導 

医療施設・社会福祉施設等の管理者は、事前に定めた避難計画により、避難誘導体制を早急に確立し、

施設職員の任務の分担、動員計画、緊急連絡体制等に従い、入院患者、来診者、施設入所者等の避難誘導

を実施する。特に、夜間においては、職員招集計画や照明の確保が困難であることから消防機関等への通

報連絡や入所者等の状況に十分配慮した避難誘導を実施する。 

３．駅等不特定多数の者が出入りする施設の避難誘導 

駅等不特定多数の者が出入りする施設の管理者は、施設職員の任務の分担、動員計画、緊急連絡体制等

に従い、避難誘導体制を早急に確立し、施設利用者等の避難誘導を実施する。特に、夜間においては、職

員の動員や照明の確保が困難であることから消防機関等への通報連絡や施設利用者等の状況に十分配慮し

た避難誘導を実施する。 

第６．要配慮者の安全避難 
学校、保育所、医療機関、福祉施設等の管理者はあらかじめ避難計画を定め、状況に応じて適切な集団

避難を行う。特に保育所では、職員のほとんどが女性のため、消防団員や父母の協力を得て実施する。 

１．要配慮者への支援体制の整備 

災害時における要配慮者の避難等の対策として、町は以下の支援体制を整備する。 

① 要配慮者の避難のため、高齢者等避難の位置付け。 

② 要配慮者の避難等に必要な、早期の土砂、水防情報等の提供。 

③ 防災・福祉部局の相互連携と防災関係機関・福祉関係者等との協力体制の整備。 

④ 要配慮者に配慮した避難計画等の作成 

・ 要配慮者への避難指示等の伝達方法 

・ 要配慮者の種別ごとの避難支援の方法及び配慮すべき事項 

・ 要配慮者の支援における関係者の役割分担等 

⑤ 個別の要配慮者の避難支援のための体制づくり。 

⑥ 要配慮者が避難後に命の危険にさらされる事態を防ぐため、防災、医療、保健、福祉等の各専門分

野が連携した支援方策を図る。 

２．学校・保育所における避難対策 

学校・保育所の避難については、概ね次により行うが、避難の方法、場所、経路等細部については、そ

れぞれ校長、所長（以下「校長等」という。）はあらかじめ計画を立てておく。 

① 避難実施責任者 

災害発生後、校庭などに二次避難した後、さらに避難が必要と校長等が判断したときは、直ちに、保

育園児や児童及び生徒（以下「児童等」という。）の避難を実施する。校長等において緊急避難を実施し

たときは速やかに町長または教育長に避難実施状況を報告しなければならない。 

② 避難順位 

避難の実施に当たっては、低学年の児童等から避難させることを原則とする。校長等は迅速かつ秩序
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ある避難を行うため、各学級の避難順位及び各学級内の児童等の避難順位をあらかじめ定めておく。 

③ 避難責任者及び補助者 

避難責任者は校長等とする。避難責任者は補助者を定め、あらかじめその分担を決定しておく。 

④ 避難誘導の要領 

避難誘導に当たっては、災害の種類、状況等をよく判断して避難するが、必要なときは最寄りの台地

または広場へ誘導をし、速やかに児童等の危険を避ける。事後の判断避難誘導についての具体的事項は、

それぞれの学校及び施設において定めておく。 

⑤ 避難誘導の処置 

町長が避難の指示をした場合必要と認めたときは、消防団員等避難の誘導補助者を派遣するが、この

場合、派遣された誘導補助者は避難責任者の指示を受けなければならない。 

⑥ 避難後の処置 

災害のため児童等を避難させた場合、避難責任者は避難した状況を伝令等その他適切な方法で可及的

速やかに保護者に周知を図る。避難責任者は、出席簿等の名簿や「引き渡し確認カード」等を利用して

万全を期すとともに、各学校における行動マニュアルを作成する。また、留守家庭等、諸般の事情で直

ちに児童等を引き渡すことが困難な状況も予想されるため、一時的に学校で児童等を保護するための必

要な備品等の保管を検討する。災害が終止し、危険がなくなったときは避難所に収容すべき者を除き、

できるだけ速やかに保護者に引き渡す。特に、必要がある場合は、地区別に教職員が児童等を保護誘導

し、保護者のもとに送り届ける。 

３．医療機関 

① 避難誘導 

医療機関管理者は、構内外の火災が発生した場合は、被害を最小限に留めるため、医療機関で設置す

る自主組織によりあらかじめ患者を担送者と独走者とに区別し、適当な人数ごとに編成させて、医師、

看護師、その他の職員が引率して医療機関が指定する避難場所または空地及び野外の仮設幕舎、その他

安全な場所に避難誘導する。 

② 誘導指示の周知 

医療機関の管理者は職員及び、外来患者または入院患者に対し避難の指示をするとともに、マイク等

によりその旨周知徹底を図る。 

③ 移送の方法 

ア．医療機関管理者は自主組織で定める班編成により、迅速に安全な場所への誘導をするため、避難

経路を指定し、入院患者を院外の安全な場所まで移送する。 

イ．医療機関の管理者は、院外への患者移送について自力で歩行不可能な患者については担架により

医師、看護師等を引率責任者として、警察官、消防職員等の協力を得て移送を行う。             

ウ．医療機関管理者は、避難誘導を終結した場合は避難人員及び残留者の確認を行うとともに救出結

果の点検を行う。 

④ 避難場所及び備蓄について 

医療機関管理者は、災害時における避難場所をあらかじめ定め、負傷者に対する応急処置及び患者記

録、応急救護所の設置を図るとともに、移送に必要な医薬品、食料品、衣類、担架、車両、手押車等を

備蓄しておく。 

４．福祉施設 

町は、個々の入所者・利用者のニーズに応じた医療施設及び社会福祉施設等の受入れ先を確保し、施設

入所者の移送を支援する。また、援護の必要性の高い被災者を優先し、施設機能を低下させない範囲内で

被災地に隣接する地域の社会福祉施設に入所させる。 

① ライフライン優先復旧 

町は、社会福祉施設の早期の機能回復を図るため、ライフライン事業者に対して、電気、ガス、水道

等の優先復旧を要請する。 

② 生活救援物資の供給 

施設管理者は、食料、飲料水、生活必需品等の備蓄物質を入所者に配布するとともに、不足が生ずる

場合には、県及び町に協力を要請する。町は、備蓄物質の放出及び調達により、施設入所者への生活救
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援物資の供給を行う。 

③ マンパワーの確保 

ボランティア、自主防災組織、近隣住民等へ呼びかけ、マンパワーを確保する。 

５．ひとり暮らしの高齢者、要介護高齢者等 

隣近所の住民の協力を得て避難することになるので、あらかじめ集落等の住民の協力体制について検討

しておく。 

６．避難行動要支援者 

① 安否確認の実施 

町は、職員による調査班を編成し、各居宅に取り残された避難行動要支援者の安否確認を実施する。

その際、避難行動要支援者名簿を活用し、支援等関係者の協力を得て行う。 

② 救助活動の実施 

町は、自主防災組織等の協力を得ながら在宅の避難行動要支援者の救助を行う。 

③ 受入先の確保及び移送 

町は、避難行動要支援者の受入先として医療施設、社会福祉施設等を確保する。 

④ 生活救援物資の供給 

町は、避難行動要支援者の被災状況を把握し、避難行動要支援者向けの食料、飲料水、生活必需品等

の備蓄物質の調達及び供給を行う。 

⑤ 情報提供 

町は、在宅や避難所等にいる避難行動要支援者に対し手話通訳者の派遣、音声情報の提供等を行う他、

ファクシミリや文字放送テレビ等の情報を随時提供していく。 

⑥ 相談窓口の開設 

町は、避難所等に相談窓口を開設する。各相談窓口には、職員、福祉関係者等を配置し、総合的な相

談に応じる。 

⑦ 巡回サービスの実施 

町は、職員、保健師等によりチームを編成し、在宅、避難所、仮設住宅等で生活する避難行動要支援

者のニーズを把握し、介護、メンタルケア等の巡回サービスを実施する。 

第７．避難場所及び避難所の開設 
町は、災害により家屋の損壊・損失が生じた場合、あるいは避難指示等が出され住民が避難を行う場合、

宿泊・給食等の一時的収容保護を実施するため、避難場所及び避難所を開設する必要がある。避難場所及

び避難所は、事前に管理者との協議を経て指定した学校や公民館等の公共施設を主に活用する。ただし、

指定した避難場所や避難所だけでは不足する場合は、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避

難所を開設し、町防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備等の多様な手段を活用して周知に努める。 

町は、災害の状況に応じて開設する避難場所及び避難所を決定し、原則、町担当職員が現地に参集のう

え、あらかじめ定めた避難所運営マニュアルに沿って開設する。ただし、災害の状況により緊急に開設す

る必要があるときは、各施設の管理責任者・勤務職員､または最初に到着した町職員が実施する。また、必

要に応じて、福祉避難所を開設する。 

１．避難所 

避難所はり災地に近く、集団的に収容できる既存建物を優先し、野外仮設はできるだけ避けるようにする。 

① 避難施設の仮設 

避難所開設予定建物の被災等により他に適当な建物がなく、避難者を収容することができない場合は、

必要に応じ予め指定された施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同意

を得て避難所として開設する。または、避難施設を仮設しこれを収容する。さらに、被災地以外の地域

にあるものを含め、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を避難場所として借り上げる等、多様な避難場所の

確保に努める。なお、避難場所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検討する。 

② 所要物資の確保 

町長は避難所を開設するための必要な物資を確保する。 
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２．避難場所及び避難所の開設  

① 避難場所及び避難所の開設は、原則として本部長の指示により行い、開設に当たっては、以下の点

に留意する。 

 ア．避難場所及び避難所の立地条件及び建築物の安全の確認 

イ．津和野警察署等との連携 

ウ．避難場所及び避難所の付近住民に対する速やかな周知徹底 

エ．避難場所及び避難所責任者の配置 

オ．避難者名簿の作成 

カ．要配慮者に対する配慮 

② 夜間等、突発的な災害発生の場合には、本部からの指示がなくとも避難の必要が生じると自主的に

判断されたときは、居合わせた職員が施設を、避難場所及び避難所として開設する準備を行う。 

③ 既に避難住民が集まっているときは速やかに上記の作業を行い、とりあえず体育館など広いスペー

スに誘導し、無用の混乱の防止に努める。 

④ 必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円滑な避難のため、自主防災組織等

の地域のコミュニティを活かした避難活動を促進する。 

⑤ 民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等は、要配慮者及び避難行動要支

援者の居場所や安否の確認に努め、把握した情報について町に提供する。 

⑥ 避難場所及び避難所を開設したとき、町長はその旨を住民等に対し周知徹底を図るものとし、避難

場所及び避難所に受入れすべき者を誘導、保護しなければならない。また、特定の避難場所及び避難

所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、町防災行政無線（戸別受信機含む）等放送

設備等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努める。 

３．避難の周知徹底 

避難指示者（町長）は、避難のための立ち退きの万全を図るため、避難場所または避難所、避難経路等

につき周知を図り、町民に徹底しておく。 

また、避難の指示をしたときは、町防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備等でその周知徹底を図

る。また、避難所等に避難中の者に対し警報等の発表状況、被害状況等の情報提供を行うことにより、避

難指示等が発せられている途中での帰宅等の防止を図る。 

４．避難所開設の報告  

避難所開設に当たった職員は、避難住民の収容を終えた後、災害対策本部に無線若しくは電話等により

その旨を報告する。災害対策本部は、県知事、警察署、消防等関係機関に対して開設の状況を連絡する。

県知事への報告事項は次のとおりとする。 

・ 避難場所または避難所開設の目的、日時及び場所及び全国共通避難所・避難場所ＩＤ 

・ 箇所数、収容状況及び収容人員 

・ 開設期間の見込み 

・ 避難対象地区名及び災害危険箇所名等 

・ 避難所以外で生活し、食料や水等を受け取りにきている被災者数及びその状況 

５．避難所内事務所の開設  

避難所内に「事務所」を速やかに開設し、避難住民に対して避難所運営の責任者の所在を明らかにする。 

６．避難所内の区画の指定 

避難した住民の受け入れは、事情の許す限り地域ごとにスペースを設定し、集落等を中心とした住民に

よる自主的な運営となるよう配慮する。 

７．対象者  

① 災害によって現に被害を受けた者 

ア．住家が被害を受け居住の場所を失った者 

全壊、全焼、流失、半壊、半焼、床上浸水等（破壊消防による全、半壊を含む。）の被害を受け、日

常居住する場所を失った者 

イ．現実に災害を受けた者 

自己の住家の被害に直接関係はないが現実に災害に遭遇し、速やかに避難をしなければならない者
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（旅館、下宿屋の宿泊人、一般家庭の来訪客、通行人等） 

② 災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

ア．避難の指示が発せられた場合 

イ．避難の指示は発せられていないが、緊急に避難することが必要であると認められる場合 

第８．避難所の運営 
短い期間にせよ、避難所は生活の拠点を失った住民が生活する場となるため、衣・食・住のあらゆるレ

ベルにわたる、きめの細かい対応が必要となる。運営は、原則として町職員が担当するが、全てを職員だ

けで対応するのは不可能であり、また現実的でもないため、集落等の地域組織や避難した住民の代表者に

よる自主的な管理運営の手法を積極的に取り入れ、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協

力が得られるよう努める必要がある。また、災害救助法が適用された場合「避難所の供与」については、

町長が県知事の委任を受け、災害救助法を運用し実施する。 

なお、災害救助法が適用された場合の、同法の適用される避難所の開設期間は、原則として７日以内と

定められているが、状況によっては、県知事の承認を得て延長する場合も想定される。災害の規模に応じ

て応急仮設住宅や公営住宅等の利用可能な住宅の活用によって避難所の早期解消に努める。 

１．避難所の安全管理  

避難所を開設し避難者を収容したときは、避難所内の混乱を防止し、安全かつ適切な管理を図るため、

職員を駐在させ、集落等の協力を得て避難者の保護に当たる。 

① 避難所ごとに収容された人員の把握に努め、収容能力からみて支障があると判断したときは速やか

に適切な措置を講ずること。 

② 常に災害対策本部と情報連絡を行い、正しい情報を収容者に知らせ不安の解消に努めること。 

③ 避難所が万一危険になった場合、再避難等についての対策を把握し混乱のないよう適切な措置を講

ずること。 

④ 避難所内に傷病者がいることを認めた場合は、速やかに適切な措置を講ずること。 

⑤ 給食、給水その他当面必要とされる物資の配給等にあっては､適切迅速な措置をとること｡ 

２．避難所における良好な生活環境の確保 

町は、避難所の生活環境が良好となるよう努める。そのため、避難所開設当初からパーティションや段

ボールベッド等の簡易ベッドを設置するよう努めるとともに、食事供与の状況、トイレの設置状況、避難

者の健康状態や避難所の衛生状態等の把握に努め、栄養バランスのとれた適温の食事を提供できるよう、

炊き出しに利用できる学校給食施設等の場所、調理器具や食料を確保することに努めるとともに、入浴、

洗濯等の生活に必要となる水の確保、福祉的な支援の実施など、必要な措置を講じるよう努める。 

① 食料の確保、食事給与の状況把握及び必要な対策 

② トイレの設置状況の把握及び必要な対策 

③ プライバシーの確保状況の把握及び必要な対策 

④ 入浴施設設置の有無及び利用頻度の把握及び必要な対策 

⑤ 洗濯等の頻度の把握及び必要な対策 

⑥ 医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回頻度の把握及び必要な対策 

⑦ 暑さ・寒さ対策の必要性の把握及び必要な対策 

⑧ し尿及びゴミ処理の状況の把握及び必要な対策 

３．運営の内容 

避難所運営のおおよその目安は次のとおりとする。 

① 避難者名簿の作成 

② 居住区域の割り振り 

③ 食料、飲料水生活必需品の請求、受取、配給 

④ 避難所の運営状況の報告（適宜） 

⑤ 避難所運営記録の作成 

４．開設が長期化する見通しの場合の避難所運営 

避難所の開設が長期化する見通しの場合、町等は以下の点に留意する。 
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① 避難者が落ちつきを取り戻すまでの避難所運営 

ア．グループ分け 

イ．プライバシーの確保状況の把握 

ウ．情報提供体制の整備 

エ．避難所運営ルールの徹底 

円滑な避難所運営を行うための避難所運営ルール（消灯時間、トイレ等の施設使用等）を定め、徹

底する。 

オ．避難所のパトロール等 

カ．避難行動要支援者等の社会福祉施設等への移送等 

キ．福祉避難所の開設等 

福祉避難所（要配慮者（社会福祉施設等に緊急入所する者を除く。）が、相談等の必要な生活支援が

受けられるなど、安心して生活ができる体制を整備した避難所）の開設、必要に応じて民間賃貸住宅、

旅館･ホテルなどを避難所として借り上げる等、多様な避難所の確保の検討と要配慮者の移送・誘導等 

ク．年齢性別によるニーズの相違への配慮 

ケ．食料の確保、食事給与の状況把握 

コ．トイレの設置状況の把握 

サ．簡易ベット等の活用状況の把握 

② 避難者が落ちつきを取り戻した後の避難所運営 

ア．男女双方の視点を取り入れた自主運営体制の整備 

具体的には、指定避難所等の運営における女性や子育て家庭の参画を推進するとともに、男女のニ

ーズの違い等、男女双方の視点等へのに配慮や子ども・若者の居場所の確保に努める。 

a．女性専用の物干し場の設置 

b．女性専用の更衣室、授乳室の設置 

c．女性用衛生用品、女性用下着の女性による配布 

d．男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所等における安全性の確保 

e．キッズスペースや学習スペースの設置など、女性や子育て家庭、子ども・若者のニーズに配慮し

た指定避難所等の運営 

  イ．女性や子供等への安全配慮 

町は、避難所における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性や子供等の

安全に配慮するよう努める。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情

報の提供を行うよう努める。 

a．女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置 

b．トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置 

c．照明の増設 

d．性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載 

ウ．暑さ寒さ対策、入浴及び洗濯の機会確保等の生活環境の改善対策 

利用状況の把握に努め必要な措置を講じる。 

エ．避難所の早期閉鎖を考慮した運営 

③ 保健・福祉・衛生対策 

県及び町は以下の点に留意する。 

ア．救護所の設置 

イ．巡回健康相談、栄養相談の実施 

医師、保健師、看護師による生活不活発病の予防や心のケア等の措置を講じる。 

  ウ．福祉的支援ニーズへの対応 

島根県社会福祉協議会に本部がある「しまね災害福祉広域支援ネットワーク」から派遣された災害

派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の協力を得て、介護等福祉的な対応が必要な要配慮者等の状況把握に努

め、避難所における個別ケア、相談対応など必要な措置を講じる。 

エ．身体障がい者と身体障害者補助犬の受入 
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国、地方公共団体、公共交通事業者、不特定多数の者が利用する施設の管理者等は、身体障がい者

が避難所等へ身体障害者補助犬を同伴して避難した場合には、補助犬を拒んではならないことが身体

障害者補助犬法に定められていることに留意する。 

オ．仮設トイレやマンホールトイレの確保 

必要に応じ、仮設トイレやマンホールトイレを早期に設置するとともに、簡易トイレ、トイレカー、

トイレトレーラー等のより快適なトイレの設置に配慮するよう努める。また、要配慮者への配慮や夜

間の安全対策、男女ごとの設置など女性への配慮を行う。 

カ．入浴、洗濯対策 

利用状況の把握に努め、必要な措置を講じる。 

キ．食品衛生対策 

栄養管理やアレルギー等への必要な措置を講じる。 

ク．衛生対策 

し尿及びゴミ処理状況等の避難所の衛生対策の実施。 

ケ．家庭動物（ペット）のためのスペースの確保 

  必要に応じ、被災者支援等の観点から避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努

めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努める。 

コ．新型インフルエンザ等感染症を含む感染症対策の実施 

避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の

必要な措置を講じるよう努める。 

④ 収容施設の確保 

大規模災害時など、避難者が大量長期化した場合、県及び町は、公営住宅、公的宿泊施設の斡旋や体

育館、公民館等の施設の提供を実施するとともに、必要に応じて、旅館やホテル等への移動を避難者に

促す。 

⑤ 避難者の健全な住生活の確保のため、応急仮設住宅、公営住宅、民間賃貸住宅、空き家等の利用可

能な既存住宅の斡旋、活用等により避難所の早期解消に努める。 

５．避難所に滞在することができない避難者への対策 

やむを得ず避難所に滞在することができない避難者に対しても、食料等必要な物資の配布、保健師等に

よる巡回相談の実施等保健医療福祉サービスの提供、正確な情報の伝達等により、生活環境の確保が図ら

れるよう努める。 

在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、利用者数、食料等の必要な物資数等を集約し、必要に応

じ物資の補充等の支援を行うものとし、被災者支援に係る情報を支援のための拠点の利用者に対しても提

供する。 

車中泊避難を行うためのスペースが設置された場合は、車中泊避難の避難者数や食料等の必要な物資数

等を集約し、必要に応じ支援を行うものとし、被災者支援に係る情報も提供する。この際、車中泊避難の

早期解消に向け、必要な支援の実施等に配慮するよう努める。 

第９．孤立地区の対策 
町は、道路、通信の寸断による孤立地区の発生に対し、通信手段を確保し道路寸断への対応をとるとと

もに、物資供給・救助体制を整備する。 

１．通信手段の確保 

① 災害時優先電話、衛星携帯電話、町防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備、臨時災害ＦＭ放

送設備、簡易無線機等を利用した多様な通信手段を確保する。 

② 通信機器の非常用電源の確保、保守点検、訓練等による使用方法を習熟しておく。 

③ 通信設備が使用できない場合に備えたバックアップ体制を整備する。（民間協力員、自主防災組織、

消防団員等による情報伝達、アマチュア無線等） 

２．物資供給・救助体制の確立 

① 孤立地区状況の事前の適切な把握。 

② ヘリポート離着陸適地の確保。 
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３．孤立に強い地区づくり 

① １週間程度の自活を想定した備蓄（飲料水、食料、非常用電源）、簡易トイレ、最低限の医薬品・救

助器具等の整備・拡充。（公的備蓄の他、自主防災組織や個々の世帯での対応が必要） 

② 避難所の適切な選定等による避難体制の強化。 

③ 防災ハザードマップの作成、防災訓練等による周知 

④ 避難所マニュアル等の整備 

４．道路寸断への対応 

① 孤立が予想される地区における対策工事の実施。 

② 道路寸断情報の伝達体制の整備。 

第 10．広域避難等 
１．広域避難・広域一時滞在の協議等 

町は、災害の予測規模や避難者数等に鑑み、町内の指定避難所及び指定緊急避難場所等とすることが困

難で、他の市町村に滞在させることが必要であると判断した場合において、広域避難・広域一時滞在に関

する協議を求めることができる。 

① 県内の他の市町村に受入れを要請する場合は、その旨を県に報告し、当該市町村と直接協議する。 

② 県外の市町村に受入れを要請する場合は、県に対し当該都道府県と協議するよう求めるほか、事態

に照らし緊急を要すると認めるときは、その旨を県に報告のうえ、自ら当該市町村と協議することが

できる。 

③ 広域一時滞在の受入先の市町村との間で、被災住民に関する情報の共有を確実に行う。 

  また、受入先の市町村は、受け入れた被災住民に対し、必要な支援情報を提供する。 

２．広域避難・広域一時滞在の受け入れ施設の検討 

町は、他の市町村、または、県から広域避難・広域一時滞在の受け入れを求められた場合に備え、受け

入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

第８節 消防活動 

 災害により火災や建物の倒壊等の被害が発生し、極めて大きな人的、物的被害が予想されるため、消防

力の増強整備並びに現有消防力の効率的運用方策を確定しなければならない。また、防災関係機関との連

携を保持しつつ、住民、事業者に対し自主防災対策の整備確立の促進を図ることにより、出火防止と初期

消火との徹底を期する。 

第１．住民、集落、事業所の活動 
災害が発生した場合、同時多発火災の発生や延焼拡大等により多くの人命の危険が予想されるため、住

民及び事業所等は可能な限りの出火防止と初期消火を行う｡ 

１．住民の活動 

火災等が発生した場合、住民はまず身の安全を確保し、出火の防止と初期消火に努める。 

① 使用中のガス、石油ストーブ、電気ヒーター等の火気を直ちに遮断する。 

② プロパンガスはガスボンベのバルブ、石油類のタンクはタンクの元バルブをそれぞれ閉止する。 

③ 電気器具は電源コードをコンセントからはずし、避難の際はブレーカーを切るなど通電時の出火防

止に努めるとともに、停電時におけるロウソク等火気の使用に注意を払う。 

④ 火災が発生した場合は、消火器等で消火活動を行うとともに、隣人等に大声等で助けを求める。 

２．集落の活動 

① 地域の火災の発生状況、被災状況を調査把握するとともに、各家庭に火気の使用停止、ガス栓の閉

止、電気器具の使用中止等出火の防止を呼びかける。 

② 火災が発生したときは、消防機関に通報するとともに消火器、可搬式ポンプ等を活用し、河川、プ

ール等あらゆる消防水利を活用して自主的に初期消火活動に当たる。なお、消火器具が不足するとき

は、バケツリレーなどにより消火、延焼阻止に努める。 

③ 消防機関が到着したときは、協力して消火活動に当たる。 
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３．事業所の活動 

① 火気の停止、プロパンガスの供給の遮断等の確認、ガス、石油類等の流出等異常発生の有無の点検

を行い、必要な防災措置を講ずる。 

② 従業員は火災を発見した場合、事業所内の防災センター・守衛室・電話交換室など定められた場所

に通報し、受報者は消防機関に通報するとともに、放送設備や非常ベル等で関係者に伝達する。 

③ 事業所の自衛消防隊は機を失することなく、消火設備や器具を集中させて一気に消火し、延焼阻止

に努める。なお、火災が多数発生した場合は、重要な場所から先に消火し、危険物等が火災になり、

拡大すると判断される場合は付近の住民に避難を呼びかける。 

④ 必要に応じて従業員、顧客等の避難誘導を行う。その際、誘導に当たっては指示内容を明確にし、

かつ、危機感をあおらないよう冷静、沈着に行う。 

第２．町及び消防団による消火活動 
１．出火防止 

災害の発生により、火災等の災害発生が予測された場合は、町及び消防団員はの居住地付近の住民に対

し、出火防止対策（火気の停止、ガス・電気の使用中止、避難に際してはガス栓を締める、分電盤のブレ

ーカーを切る等）を広報するとともに、出火した場合は住民と協力して初期消火を図る。 

２．消火活動 

地域における消火活動もしくは主要避難路確保のための消火活動は、消防組合と協力して行う。また、

損壊家屋、避難後の留守宅での通電時の出火等の警戒活動を行う。 

３．救急・救助 

消防組合による活動を補佐し、要救助者の救助救出と負傷者に対しての必要な応急処置を行い、安全な

場所への搬送を行う。 

４．避難誘導 

避難の指示がなされた場合は、これを住民に伝達するとともに、関係機関と連絡を取りながら住民を安

全に避難させる。 

５．広域応援 

大規模災害が発生した場合、町の防災関係機関だけでは十分な対応ができないことが予想される。その

ような場合には、町長の指示により、各種法令や協定等に基づき迅速な応援要請の手続きをする必要があ

る。 災害時の応急対策をより迅速かつ的確に実施するため、県及び他市町村、防災関係機関、町内に組織

される民間団体、住民ボランティア組織等への協力を積極的に要請し、活用を図る必要がある。 

６．惨事ストレス対策 

職員等の惨事ストレスの対策として、必要に応じて精神科医等の専門家の派遣を要請する。 

第９節 救急・救助活動 

災害時においては、倒壊家屋等の下敷き、店舗や建物等の孤立、車両事故等による負傷者の発生、人身

事故の発生など早急に救出を要する事案が数多く発生するものと考えられる。災害により救出者が発生し

た場合は、町及び益田広域消防署は関係機関との協力体制を確立し、迅速・的確に救出活動を実施する。 

また、災害救助法が適用された場合「被災した者の救出」については、町長は県知事の委任を受け、災

害救助法を運用し実施する。 

１．救出実施担当責任者 

救出実施の担当責任者は、町長がこれに当たる。 

り災者の救出は町長が消防団、地元住民等により必要な器具を借上げて実施するが、状況によっては医

療機関、警察、隣接市町、県等の機関に応援協力を求めて実施するものとし、特に必要なときは、自衛隊

の災害派遣について知事に協議し、必要な措置を講ずる。 

救出が緊急を要する場合においては、災害現地における消防団の責任者または団員若しくは対策要員は

臨機の措置をとり直ちに救出を行う。緊急臨機の措置により、り災者を救出した消防団員等は、速やかに

救出状況を町長に報告する。 

また、災害救助法が適用されたときは、知事の委任に基づき行う。 
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２．災害救助法適用時の実施基準 

① 対象者 

ア．災害のため、生命身体が危険または生死不明の状態にある者 

ａ．火災の際に火中に取り残されたような場合 

ｂ．倒壊家屋の下敷きになったような場合 

ｃ．流失家屋と共に流されたり孤立した地点に取り残されたような場合 

ｄ．がけ崩れ等の下敷きになった場合 

ｅ．自動車の大事故が発生した場合 

３．警察との連絡 

り災者の救出を要する事態が発生した場合は、直ちに警察署長に連絡し、町、消防団、警察の三者が相

互に緊密な連絡を保ち協力して救出に当たる。 

４．実施方法 

① 救助隊の編成 

救出活動は、消防団員、町職員、警察署等関係機関により救助隊を編成して行い、要救助者を安全な

場所へ救出する。負傷者の応急手当を必要とする場合は、医師会等関係機関の協力を得るほか本章第 10

節「医療救護」の定めるところにより実施する。 

② 救出機械器具の調達 

要救助者の状況に応じて救出作業に必要な人員、設備、機械器具（救助用装備、ヘリコプター、建設

用車両等）を利用して行い、調達が不足または困難なときは、建設業者、ＪＡ及び住民等の協力を得る。 

③ 応援要請 

町長は、救出が困難または救出に必要な人員や機械器具等が不足するときは、知事（防災危機管理課）

に自衛隊の出動を要請するほか、近隣市町に応援協力を要請する。 

５．危険区域の監視 

災害が発生し、危険防止上特に必要と認めるときは、被害拡大防止のため消防団員等を配置して、監視

に当たる。 

６．惨事ストレス対策 

職員等の惨事ストレスの対策として、必要に応じて精神科医等の専門家の派遣を要請する。 

７．要救助者の位置情報の活用 

 町の災害対策本部を含む救助機関において、生命又は身体に対する重要な危険が切迫し、要救助者の位

置情報取得が不可欠であると認められる場合、救助の目的のため、携帯電話事業者に対する位置情報要請

を積極的に活用する。 

第 10節 医療救護 

災害時には、窒息死、失血死、焼死も予想され、外傷、骨折及び火傷等、多種多様な災害による要救助・

救急事象が町内各所で同時多発的に発生することが予想される。また傷病者が多数発生したときには、軽・

重様々な患者が一時に医療機関に集中し、緊急に治療が必要な重傷者に対する応急医療が充分行き届かな

い事態が予想される。 

被災地の住民が適切な医療及び助産の措置を受けられるよう、初動医療体制や後方医療施設への搬送体

制の整備を図り、医薬品・資器材の確保について計画をしておく必要がある。災害救助法が適用された場

合は、知事の補助機関として事務及び業務分担をする。なお、具体的な事項については、「島根県災害時医

療救護実施要綱」及び「島根県ＤＰＡＴ実施要領」による。 

第１．救護班の編成及び派遣等 
救護活動は緊急を要し、任務の遂行には多くの困難が予想される。津和野町災害対策本部は医療機関の

協力を得て救護班を編成し、県及び関係医療機関と密接な連携により、災害の状況に応じて適切な医療（助

産を含む。以下同じ）救護を行う。 

１．初期医療体制 

① 初期医療は、災害のため医療サービスを受けられなくなった者に対して応急的な措置を行うもので
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あり、原則として避難所等に開設される救護所で救護班による応急措置を受ける。 

② 災害救助法が適用された場合における保健医療については同法に基づき島根県知事が、町に委任し

ているものについては町長が実施、その他については島根県知事に対して救護班等の派遣を要請する。 

２．大規模災害が発生した場合の対策 

① 町長は、状況に応じて必要な救護班を現地に派遣する。 

② 災害に基づく医療は原則として、救護班によって行う。 

③ 救護班は概ね、医師１名、看護師２名、事務員等１名とする。 

④ 救護班は、被災者の収容所、その他適当な場所に仮設医療救護所を設けるとともに、医療機関の外

来診療施設を利用して臨時救護所を設ける。 

⑤ 避難所が設置された場合は、避難所に救護班を派遣するとともに、巡回診療を実施し、被災者及び

周辺住民の医療の確保を図る。 

⑥ 救護班において応急手当後、医療機関への収容を必要とするものについては、的確な情報に基づき

搬送する。 

⑦ 救護班で対応できない場合には、国、県（地域災害医療対策会議）をはじめ、日本赤十字社、医師

会等の協力を得て医療救護活動を実施する。 

３．救護班の業務内容 

救護班の行う業務内容は、原則として以下に示す内容とする。 

① 傷病者に対する応急措置 

② トリアージ（被災負傷者・病人の治療優先度を決める） 

③ 広域救急医療機関への転送要否、及び転送順位の決定 

④ 輸送困難な患者、軽傷患者等に対する医療 

⑤ 助産救護 

⑥ 遺体検索 

⑦ 薬剤または治療財の支給 

第２．搬送体制の整備 
大規模災害時には、軽・重様々な患者が一時に救護所に集中すると予想される。そうした中で医療機関

での適切な医療が必要な重傷患者は、益田広域消防署とその他防災関係機関の協力を得て後方医療機関に

迅速に搬送する必要があり、そのための体制の整備が重要である｡ 

１．一次搬送体制(傷病者発生現場から町内及び近隣の医療機関等への収容) 

益田広域消防署は、傷病者発生現場で救急隊等によりトリアージを実施し、救急隊が重傷者から町内及

び近隣の医療機関へ搬送する。ただし、救急車両が手配できない場合は、町及び救護班で確保した車両に

より搬送を実施する。 

また、災害時には町内の医療機関だけでは対応ができないことも予想されるため、県内の主要病院と連

携体制の確保を図っている県医師会との協力のもと迅速な対応を図る。なお、この搬送は他市町村からの

応援救急隊と協同して実施する。軽傷者については、徒歩・自家用車等で最寄りの救護所等で応急手当を

受ける｡ 

２．二次搬送体制（町内外の医療機関から県内、県外の基幹医療機関） 

一次搬送後、町内外の医療機関で対応できない傷病者を県内、県外の基幹医療機関へ次の搬送手段で搬

送する。 

◎ 搬送手段  

消防機関の救急車・医療機関の患者搬送車・ヘリコプター・自衛隊等の搬送車 

注）① 救急車については、上記の一次搬送を優先するため、一次輸送の目途がつき次第、順次二

次搬送に組み込む。 

② 通路の不通時または遠隔地への搬送については、防災関係機関の所有するヘリコプターを

要請し空輸する。 

第３．医薬品、医療資器材の調達 
医薬品及び医療資器材は、備蓄しているものを優先的に使用する。不足する場合、最寄りの販売業者等
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から調達することを原則とし、災害の状況等により不足する場合は、県あて調達の要請をする。 

１．流通備蓄計画による調達 

救護所等で使用する医薬品等や医療機関で不足する医薬品については、事前に協定を締結している医薬

品卸売業者へ医薬品等の調達を要請するなど流通備蓄の方法をとる。 

２．大規模災害への対応 

陸上の交通手段が確保できない場合は、県及び防災関係機関等に要請し、ヘリコプター等による空輸を

行う｡ 

３．血液製剤等の確保 

① 輸血用血液製剤については、日赤血液センターが確保に努め、県等に調達を要請する。 

② 通常の輸送体制がとれない場合は県及び防災関係機関等に要請し、ヘリコプター等による空輸を行う。 

第４．助 産 
災害により助産機関の機能が混乱し、被災地の住民が助産の途を失った場合における応急的な助産の実

施について定める。 

１．助産の対象者 

災害救助法が適用された場合、災害発生の日以前または以後７日以内に分娩した者で、災害のため助産

の途を失った者。 

２．助産の範囲 

① 分娩の介助 

② 分娩前及び分娩後の処置 

③ 脱脂綿、ガーゼその他衛生材料の支給 

④ 新生児のケア 

３．助産の方法 

① 救護班等による助産 

ア．助産は、原則として産科医を構成員とする救護班が当たる。ただし、出産は、緊急を要する場合

が多いので、最寄りの助産師によって行うことも差支えない。 

イ．救護班の編成、派遣及び構成並びに救護所の設置については、医療の場合と同様である｡ 

ウ．救護所には、救急用自動車を配置し、必要な場合は医療機関へ移送する。 

４．救護班の派遣要請 

町内の医療機関等における助産救護の需要が増大し、救護班の編成が困難に陥った場合は、町長は県知

事に対して救護班の応援要請を行う。 

第５．透析患者等への対応 
１．透析患者への対応 

慢性腎不全患者の多くは、１人１回の透析に約 120リットルの水を使用する血液透析を週２～３回受け

ており、災害時にも平常時と同様の医療を要することから、適切な医療体制を確保する。また、生き埋め

等の圧迫による挫滅症候群に伴う急性腎不全患者に対しても血液透析等適切な医療を行う。 

このため、県及び町は、医師会及び透析医療機関等の協力により、透析医療機関の被災の状況、近県も

含めた透析医療の可否について情報を収集し、透析医療機関及び患者からの問い合わせに対し情報提供で

きる体制を取る。さらに、透析医療機関からの要請に応じ、水、電気、燃料などの供給、あるいは復旧に

ついて関係機関と調整する。 

２．在宅難病患者及び長期療養児への対応 

人工呼吸器を装着等している難病患者及び長期療養児は、病態が不安定であるとともに専門医療を要す

ることから、災害時には、医療施設で救護する必要がある。このため、県は、平常時から保健所を通じて

難病患者及び長期療養児の特性に配慮した「災害時個別支援計画」の策定に協力するとともに、必要に応

じて、町、医療機関及び近県市町村等との連携により、後方医療機関へ搬送する。 
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第 11節 警備活動 

１．趣旨 

管内に大規模な災害が発生した場合には、住民の生命、身体、財産を保護するため、津和野警察署は、

災害警備計画に基づいて早期に準備体制を確立し、関係機関との緊密な連携の下に、避難誘導、救出・救

護、交通対策等の災害警備諸活動にあたる。町は、警察署の警備活動に協力する。 

２．対策の体系 

 

 

 

 

 

≪津和野警察署≫ 

１．準備体制 

① 警備本部の設置 

災害が発生したときは、津和野警察署に津和野警察署災害警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

② 警備職員の参集、招集 

別に定める｢津和野警察署災害警備計画｣による。 

③ 警備部隊の編成及び運用 

別に定める｢津和野警察署災害警備計画｣による。 

２．警備措置 

被害の実態を早期に把握し、災害警備活動を的確に推進するため、次に掲げる事項について速やかに情

報収集を行う。 

① 初期段階の把握事項 

ア．死傷者、行方不明者等の状況 

イ.警察施設の被害状況 

ウ.家屋、ビル等の倒壊状況 

エ．火災の発生状況 

オ．主要道路・橋梁の損壊状況 

カ．ライフライン、ＪＲ等交通機関の被害状況 

キ．重要施設の被害状況 

ク．災害の拡大状況及び見通し 

ケ．町民の避難状況 

コ．救出救護の実施状況 

サ．その他必要と認められる事項 

② その後の段階の把握事項 

ア．人的・物的被害状況 

イ．警備部隊の配置及び運用状況 

ウ．行方不明者の捜索実施状況 

エ．交通規制の実施状況 

オ．ライフライン等の復旧状況及び見通し 

カ．関係機関の行った救護対策 

キ．被災者の動向 

ク．治安状況 

ケ．流言飛語の状況 

コ．火災の原因及び被害拡大の要因 

サ．その他必要と認められる事項 

３．避難誘導 

警

備

活

動 

警 備 措 置 

交通秩序の維持 
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災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、町長等と連携し、必要に応じて次により町民の避

難のための立退きを指示する。 

① 火災、山（崖）崩れ等の危険から町民を保護し、その拡大を防止するため、特に必要があると認め

る場合において、町長が住民避難のための立退きを指示することができないと認めるとき、または町

長から要求があったときは、災対法第 61 条第１項の規定に基づき、必要と認める地域の町民に対し

適切に避難の指示を行う。なお、上記の指示を行った場合は、直ちに町長に対し指示を行った日時、

対象、避難先等を通知する。 

② 広域にわたって被害の発生が予想される場合には、避難指示を行う前であっても、町長と協議のう

え、避難行動要支援者に対しあらかじめ指定する避難場所または安全な地域へ避難するよう指導する。 

４．救出・救護 

① 把握した被害状況に基づき、直ちに署警備部隊の編成を行うとともに、管轄区域内の被災状況等を

踏えまえながら各部隊の担当区域を決定して、救出救助活動を行う。また、消防、自衛隊等関係機関

と連携し、捜索活動等の現場活動が円滑に行われるように調整する。 

② 被災者が負傷している場合は、応急処置を施した後、現場の救護機関に引き継ぎ、病院等に収容する。 

５．緊急交通路の確保 

現場の警察官、関係機関等からの情報を活用して、通行可能な道路や交通状況を迅速に把握し、次によ

り緊急交通路を確保する。 

① 交通規制の実施 

ア．災害応急対策を迅速かつ円滑に行うために緊急の必要があると認めるときは、命の安全、被害の

拡大防止等に十分配意した上で、速やかに区域または道路の区間を指定して緊急通行車両以外の車

両の道路における通行を禁止し、または制限するなど、緊急交通路の確保に当たる。 

イ．被災地への流入車両等を抑制するため必要があると認めるときは、周辺警察署と連携し、周辺地

域を含めた広域的な交通規制を実施する。 

ウ．ア及びイで実施した交通規制について、災害発生時の被災地の状況等に応じ、応急復旧のための

人員及び資機材輸送の必要性に配意するなど、被害の状況、 緊急度、重要度等を考慮した交通規

制の見直しを行う。 

② 緊急通行車両の輸送対象 

緊急通行車両により輸送する対象は、被災状況及び災害応急対策の進捗状況に応じて、おおむね以下

のとおり。 

ア．第１段階 

a．救助・医療活動の従事者及び医薬品等の物資 

b．消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員及び物資 

c．政府災害対策要員及び地方公共団体災害対策要員並びに情報通信、電力、ガス、水道等の施設の

保安要員等初期段階の災害応急対策に必要な人員及びこれに伴い必要な物資等 

d．医療機関へ搬送する負傷者等 

e．緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び物資 

  イ．第２段階 

 a．アに規定する人員、物資等 

b．食料、水等生命の維持に必要な物資 

c．被災地外へ輸送する傷病者及び被災者 

d．輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

ウ．第３段階 

a．イに規定する人員、物資等 

b．災害復旧に必要な人員及び物資 

c．生活必需品 

③ 交通規制の周知徹底 

交通規制が実施されたときは、直ちに通行禁止等に係る区域または道路の区間その他必要な事項につ

いて、町民、運転者等に周知徹底を図る。 
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④ その他緊急交通路確保のための措置 

ア．放置車両の撤去等 

a．緊急交通路を確保するため必要と認める場合は、放置車両の撤去、警察車両による緊急通行車両

の先導等を行う。 

b．警察官は、災対法に基づく通行禁止区域において、車両その他の物件が緊急通行車両等の通行の

妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障を及ぼすと認めるときは、同法第 76 条

の３の規定により緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置を講ずる。 

イ．運転者等に対する措置命令 

緊急通行車両の円滑な通行を確保するため、必要に応じ、運転者等に対する車両移動等の措置命令

を行う。 

ウ．障害物の除去 

緊急交通路の障害物の除去について道路管理者、県、ＪＡＦ島根支部、消防、自衛隊等と協力し、

状況に応じて必要な措置を講ずる。 

⑤ 関係機関等との連携 

交通規制の実施に当たっては、道路管理者、関係機関等と相互に連携するとともに、交通規制を円滑

に行うため、必要に応じて県警備業協会との支援協定に基づき、交通誘導の実施等を要請する。 

６．検視及び身元確認 

町等と協力し、必要に応じて警察本部に支援を要請するなどして、遺体収容及び検視場所等を確保する

とともに、遺体の身元確認に資する資料の収集及び確保、医師等との連携に配意し、迅速かつ的確な検視

に努める。この場合において、被災地における検視に当たっては、次の点に留意し、迅速・適正な措置を

とるとともに、その取扱経過を明らかにする。 

ア．町等と連携した多数死体の検視場所及び収容場所の確保 

イ．死体ごとに発見から遺族に引き渡すまでの取扱経過の明確化 

ウ．所持品等の管理の徹底 

エ．外国人死体は、領事機関への通報及びその国の慣習に配意 

７．各種相談活動の実施 

① 相談窓口の設置等 

ア．行方不明者相談や被害状況の問合せその他の各種相談に対応するため、署に相談窓口を開設する

とともに、行方不明者相談電話等を設置する。 

イ．避難所等に避難している被災者の不安を和らげるため、避難所への警察官の巡回等による相談活

動を推進する。 

② 関係機関との連携 

ア．各種相談を適切に処理するため、町災害対策本部その他の関係機関と緊密な連携を図る。なお、

他機関において処理することが適当と判断されるものについては、関係機関に確実な引き継ぎを行う。 

イ．行方不明者の安否確認については、行方不明者情報等を把握している町との情報共有を図る。 

８．社会秩序の維持 

① 相談窓口の設置等 

ア．行方不明者相談や被害状況の問合せその他の各種相談に対応するため、署に相談窓口を開設する

とともに、行方不明者相談電話等を設置する。 

イ．避難所等に避難している被災者の不安を和らげるため、避難所への警察官の巡回等による相談活

動を推進する。 

② 関係機関との連携 

ア．各種相談を適切に処理するため、町災害対策本部その他の関係機関と緊密な連携を図る。なお、

他機関において処理することが適当と判断されるものについては、関係機関に確実な引き継ぎを行う。 

イ．行方不明者の安否確認については、行方不明者情報等を把握している町との情報共有を図る。 

９．援助要請 

災害の規模が大きく、自署の警備力のみでは対処できない場合は、警察本部に対し速やかに本部直轄部

隊（即応部隊）及び装備資機材の援助要請を行う。 
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第 12節 交通確保、規制 

災害発生時には、崖崩れによる土砂の堆積や路面の陥没や亀裂、橋梁、電柱、沿道に面する建築物の倒

壊等により、道路が通行不能状況に陥り避難する車両や人が殺到して交通麻痺になることが予想される。 

そのため、各道路管理者及び防災関係機関の協力により適切な交通規制を実施し、混乱の防止を行う。

また、重点的な応急復旧作業を行い避難救出、緊急物資の輸送、警察・消防活動等が行えるよう道路交通

の確保を図る。 

１．道路混雑・被害状況の把握 

町は関係機関と連携をとり、交通混雑及び道路被害状況を積極的に調査把握し、災害対策本部に連絡す

るとともに、県及び関係機関に報告する。 

２．緊急輸送路の確保 

災害により道路施設が被害を受けた場合、災害対策活動を迅速かつ効果的に推進するため、または避難

路として確保するため、重点的に応急復旧する路線として緊急輸送路の確保を図る。 

３．応急対策の実施 

① 復旧活動 

災害の状況と緊急度に応じて各道路管理者との連携を図り、復旧を実施する。実施責任者は、当該道

路の管理者とする。 

② 復旧資機材等の確保 

町内各地域の復旧資材・機械及び作業要員の実態を把握し、応急復旧に対処する体制を確立する。 

③ 協力要請 

町長は、管理する道路の応急復旧が不可能もしくは困難な場合は、県知事または隣接市町及び自衛隊

の応援を要請する。 

４．交通規制 

災害が発生した場合、町は津和野警察署と協議し、一般交通の安全と災害対策に必要な緊急輸送を確保

するため、次の要領により歩行者及び車両等の通行を禁止または制限する｡ 

① 第一次的には、発生した直後における緊急の措置として、人口集中地域を中心にその周辺を含めた

幹線道路について、緊急自動車及び緊急車両であるとの確認を受けた車両（以下「緊急通行車両等」

という。）以外の車両の全方向への通行を禁止する。第二次的には、被害状況に応じ第一次的交通規制

を解除し、路線別、車種、用途別または時間別、車両（緊急通行車両等を除く。）の通行を禁止し、ま

たは制限する。 

② 上記①により規制を受けている以外の道路については、その道路状況により通行を禁止し、または

制限する。 

③ 上記①～②の措置をとった場合は、関係機関に通知するとともに県、日本道路交通情報センター及

び報道機関等を通じて避難者、運転車等一般住民に対して適時適切な広報をする。 

④ 車両の通行を禁止または制限する場合には、できるだけ道路管理者及び関係機関が相互に緊密な連

絡を保ち適切な交通規制を行うようにする。 

⑤ 規制の標識等 

交通規制をしたときは規定の標識を立てる。ただし、緊急のため規定の標識をすることが困難・不可

能なときは、適宜の方法によりとりあえず通行を禁止または制限したことを明示し、必要に応じて遮断

等の措置をとるとともに現地において交通整理等に当たる。 

ア．規制標識 

道路法及び道路交通法によって規制したときは、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令の定

める様式方法により、災害対策基本法によって規制したときは災害対策基本法施行規則様式第２に定

める様式によって表示する。 

イ．規制条件の表示 

道路標識に次の事項を表示する。 

ａ．禁止制限の対象    ｂ．規制する区間 

ｃ．規制する期間     ｄ．規制する理由 
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ウ．迂回路の表示 

規制を行ったときは、適当な迂回路を表示する等、一般交通にできるかぎり支障のないよう努める。 

⑥ 報告書 

規制を行ったときは、次の方法によって報告または通知する。 

ア．系統 

各機関への報告等は次の系統による。 

津和野町災害対策本部 
   

県 
  

     
         
   

駐在所 
    

津和野警察署        
              

イ．報告事項 

各機関は、通知等に当たっては次の事項を明示して行う。 

ａ．禁止制限の種別と対象    ｂ．規制する区間 

ｃ．規制する期間        ｄ．規制する理由 

e．迂回路その他の状況 

５．通行禁止等が行われた場合の運転者の義務 

通行禁止等の対象とされる車両の運転者の義務の内容は、次のとおりである。 

① 道路の区間に係る通行禁止等が行われたときは、当該区間に在る車両の運転者は、速やかに、車両

を当該区間以外の場所（区間外または道路外の場所）へ移動しなければならない。 

② 区域に係る通行禁止等が行われたときは、当該区域内に在る車両の運転者は、車両を道路外の場所

へ移動しなければならない。 

③ ①及び②のいずれの場合も、当該移動が困難な場合は、できる限り道路の左側端に沿って駐車する

等緊急通行車両の通行の妨害とならない方法により駐車しなければならない。 

④ ①、②及び③にかかわらず、車両の運転者は、警察官の指示を受けたときは、その指示に従って車

両を移動し、または駐車しなければならない。 

６．路上放置車両等に対する措置 

① 警察官は、災害対策基本法に基づく通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の

通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障を及ぼすと認められるときは、同法第

76条の３第１項及び第２項の規定に基づき必要な措置を行う。 

② 自衛官または消防吏員は、災害対策基本法第 76 条の３第３項または第４項の規定に基づく措置等

をとったときは、直ちに、当該措置等をとった場所を管轄する警察署長に通知する。 

③ 路上放置車両等をより効率的に排除するため、道路管理者等との連携活動に配意する。 

７．緊急輸送道路の啓開体制の整備 

災害時において、道路上の障害物を除去し、交通確保を図る啓開道路の選定、優先順位について、あら

かじめ定めておく必要がある。災害時には、関係機関及び関係業界が迅速かつ的確な道路啓開の作業が実

施できるよう、効率的な道路啓開体制の整備を図る。 

① 道路啓開用装備・資機材の整備 

道路啓開用装備・資機材の整備を行うとともに、建設業協会等を通じて使用できる建設機械等の把握

を行う。 

② 道路啓開計画の策定 

障害物除去、応急復旧等を迅速に行うため、道路管理者相互の連携の下、あらかじめ応急復旧計画を

策定する。 

③ 関係団体等との協力関係の強化 

災害時には、建設業協会や関係団体等の協力により、迅速かつ的確な道路啓開作業が実施できるよう、

道路啓開に関する協力協定の締結を図る。 

第 13節 緊急輸送 

災害発生時には、町及び防災関係機関は、応急対策の実施に当たり必要な人員、物資等を迅速に輸送す
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るため、防災関係機関及び運送関係業者等の保有する車両等を調達して緊急輸送体制を確保する。 

１．対象となる人員及び物資の範囲 

① 第１段階 

ア．救助・救急活動、医療活動従事者、医薬品等、人命救助に要する人員・物資 

イ．消防、水防活動等、火災の拡大防止のための人員・物資 

ウ．国、県及び町災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保全要員等、初動の応急対策に必

要な要員・物資等 

エ．後方医療機関へ搬送する負傷者等 

オ．緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員・物資 

② 第２段階 

ア．上記①の続行 

イ．食料、飲料水等、生命の維持に必要な物資 

ウ．傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

エ．輸送施設の応急復旧等に必要な人員・物資 

③ 第３段階 

ア．上記②の続行 

イ．災害復旧に必要な人員・物資 

ウ．生活必需品 

２．輸送の方法 

災害時において、最も迅速な輸送が行われるよう町内の輸送経路のみならず町外からの物資等の輸送を

考慮し、県関係機関、隣接市町、協力団体、警察署等と充分連絡し輸送を行う。 

災害時の輸送の方法は次のとおりである。 

① 自動車輸送 ② 鉄道輸送 ③ 航空輸送 ④ 人力輸送 

３．自動車輸送 

自動車輸送は、災害緊急輸送の主体をなすものであり、車両の確保調達等により行う。 

① 車両等の確保 

ア．町有車両等の確保 

災害時における町有車両の確保は、他のすべてに優先することを原則とする。 

イ．町有以外の車両の確保 

災害対策輸送について町有車両以外の車両を必要とするときは、町内の営業用、自家用等車両の所

有者または管理者に対して車両出動の協力を要請する。車両出動の協力を要請された車両の所有者ま

たは管理者は、他に優先してこれに協力する。 

ウ．車両等の確保の協力要請 

町内において車両等の確保ができないときは、県及び隣接市町に対し車両確保の応援を要請する。 

② 緊急輸送車両の確保 

緊急輸送に従事する車両は津和野警察署 警察本部、津和野警察署または県（防災部防災危機管理課）

において緊急通行車両確認証明書及び標章の交付を受けた車両とする。 

４．鉄道輸送 

被災等の状況により、鉄道輸送を必要とするときは、ＪＲ西日本旅客鉄道株式会社により輸送を行う。 

５．航空輸送 

陸上の輸送が途絶し緊急を要する場合は、次により航空輸送を行う。 

① 航空輸送の要請 

航空輸送の必要があると認めるときは、県に対し、県の防災ヘリコプター、県警察本部及び自衛隊の

ヘリコプターあるいは航空機の出動の手続きを要請する。 

② 物資投下が可能な地点の選定 

物資投下の地点は、その都度指定する。 

６．人力輸送 

車両輸送等が途絶し、緊急を要するときは、集落やボランティア団体等の労力奉仕により人力をもって
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輸送する。 

７．輸送拠点の開設 

県は、広域防災拠点を、被災市町村は地域内輸送拠点を速やかに開設し、各指定避難所までの輸送体制

を確保するとともに速やかに、運営に必要な人員や資機材等を運送事業者等と連携して確保するよう努め

る。 

８．緊急輸送のための燃料の確保 

緊急輸送を行う関係機関は、災害時における燃料の調達・供給体制の整備を図る。 

９．道路啓開用装備・資機材の整備 

道路啓開用装備・資機材の整備を行うとともに、建設業協会等を通じて使用できる建設機械等の把握を

行う。 

第 14節 水防 

災害発生時には、水門、樋門、ため池等が損傷あるいは破損のおそれがある。町及び施設の管理者は防

災関係機関と相互に協力し、速やかに応急対策を実施する。また、町は災害発生による二次災害防止に水

防活動が必要であるときは、平常勤務から水防体制への切換を確実迅速に行い、水防活動に万全を期する。 

１．水防組織 

① 町地域の水防を総括するため、津和野町水防本部を置くものとし、本部長には町長が当たり、本部

事務は総務財政課が行う。また、益田広域消防署及び関係職員をもって非常事態に対処する。 

② 水防本部は、津和野町災害対策本部が設置された場合は津和野町災害対策本部に統括される。 

２．雨量、水位の通報 

総務財政課並びに益田広域消防署または危険区域の監視責任者は気象等の特別警報、危険警報、警報及

び注意報が発せられたとき、または出水等のおそれがあるときは、次の要領によって状況を報告する。 

① 雨量観測 

総務財政課並びに益田広域消防署は、気象等の特別警報、危険警報、警報及び注意報が発せられたと

き、または局地的に雨量が平常雨量を超える状態となったときは以後降雨状況によく注意し、１時間の

降雨量が 20㎜を超える場合は、１時間ごとの降雨量を観測して町長に報告する。 

② 水位の報告 

危険区域の監視者は、気象警報の発せられたときまたは出水のおそれがあると認めたときは、河川の

水位の状況を町長に報告し、以後水位の変動についてその時期を失しないよう報告する。 

③ 総務財政課並びに益田広域消防署の現地巡察 

総務財政課並びに益田広域消防署は、気象等の特別警報、危険警報、警報及び注意報が発せられた場

合、または出水のおそれがある場合において必要があると認めたときは無線車を駆動し、現地の状況を

直接把握し、適切な処置をとるとともに、その状況を町長に報告する。 

④ 県及び関係機関との連絡 

県及び関係機関との連絡は、絶えず有機的に行い情報の収集を図るものとし、町地域内に出水等によ

る被害が発生しまたは発生のおそれが増大したときは、直ちに担当事務所へ報告する。 

３．水防用資材の輸送及び補充 

水防用資材等輸送の緊急を要する場合、または水防用資材の補充を要する場合は適宜町地域内の輸送機

関、販売業者若しくは所有者に要請し、優先的に協力させる。この場合協力した輸送機関等の名称または

氏名、車種、使用時間、工程、距離数等を町長に報告する。 

第 15節 土砂災害対策 

地すべり、土石流、急傾斜地の崩壊等による土砂災害に対する警戒体制が円滑に遂行できるよう努める。 

１．気象予警報の伝達及び受信 

気象台から発令される気象等予報及び警報、気象等情報の伝達系統または受信方法は、本章第２節「災

害情報の収集･伝達」により、災害応急対策の初動体制の確立を図る。 

２．土砂災害防止体制の確立 
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県及び町は、気象通報、局地的な降雨等の情報及び土砂災害の前兆現象等の早期把握に努めるとともに、

気象警報等の発表により土砂災害防止体制を早期に確立し、被害の拡大防止に着手する。 

３．土砂災害警戒区域等周辺の警戒監視・通報 

① 土砂災害発生前 

県及び町は、地域での土砂災害の発生の兆候が認められるなどの実態が把握された場合においては、

それらの地域の警戒監視体制を強化し、土砂災害防止対策の早期実施に努める。 

② 土砂災害発生後 

県及び町は、土砂災害警戒区域等により土砂災害が発生した地域がある場合、その被害実態の早期把

握に努める。また、町においては、所管施設の被害の把握に努める。なお、二次災害の発生に対処する

ため、県及び町は、降雨等の気象状況の十分な把握に努め、崩壊面、周辺斜面及びたい積土砂等につい

て、安全に留意し監視を実施する。 

４．情報の収集及び伝達 

土砂災害警戒区域等に係る災害情報及び伝達は次により行う。 

① 情報の収集要領 

ア．危険区域に係る情報の収集は総務財政課並びに益田広域消防署が行う。 

イ．総務財政課並びに益田広域消防署は、情報の収集に当たって関係課、津和野警察署、益田県土整

備事務所、その他の関係機関及び住民から収集する。なお、この場合の収集系統は、本編第３章第

２節第２．11.｢異常現象発見時における措置｣を参照。 

② 情報の内容 

危険区域に係る情報の内容は、次のとおりとする。 

ア．危険区域及びその付近の降雨量 

イ．急傾斜地の地表水、湧き水、亀裂、竹木等の傾倒 

ウ．人家の損壊等の状況 

エ．住民及び滞在者数 

③ 情報の伝達 

危険区域に係る情報を受けた総務財政課は、電話その他の方法により迅速に関係機関に伝達するとと

もに、危険区域住民に対しても必要に応じ広報車等により周知させる。 

④ 異常現象発見時の措置 

異常現象発見時の措置は次による。 

ア．危険区域において、災害が発生するおそれのある異常な現象を発見した者は、次のうち最も近い

ところに連絡する。 

ａ．津和野町役場総務財政課    ｂ．益田広域消防署 

ｃ．益田県土整備事務所      ｄ．津和野警察署 

イ．発見者から通報を受けた上記の関係機関は、その現場の状況を直ちに町役場総務財政課に通報す

る。 

ウ．通報を受けた総務財政課は建設課に連絡し、益田県土整備事務所と協力して異常現象を調査し、

災害防止のための応急措置を講ずる。 

⑤ 益田県土整備事務所との情報交換 

町は、益田県土整備事務所と常に連絡を密にし、平常時から土砂災害警戒区域、（または、土砂災害の

恐れのある区域）に係る情報交換を行うなど対策について検討しておく。 

５．避難及び避難所 

 地すべりや土石流、急傾斜地崩壊等の危険が増大した場合の避難及び救出方法等は次のように行い、危

険区域住民の保護に当たる。 

① 実施責任者 

避難のための立ち退きの指示等を発すべき権限のある者は、本章第７節「避難活動」による。 

② 避難所 

避難所は本章第７節「避難活動」で定めるそれぞれの場所とする。 

６．土砂災害等による被害の拡大防止 
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① 土砂災害の防止措置 

土砂災害の生じた地域において、降雨継続等により引き続きがけ崩れや土石流、地すべり等が懸念

される場合は、町及び各施設管理者においては、崩壊危険箇所及びその周辺へのシート被覆、応急排

水路の設置等応急的な再崩壊防止措置を講ずる。 

② 警戒避難体制の確立 

ア．情報の伝達・指示 

町は、土砂災害の発生が予想される場合は、住民、ライフライン関係者、交通機関関係者に対し、

早急に注意を喚起し、または警戒避難等の指示、伝達を行う。また、町は、具体的に危険が予想さ

れる危険区域の住民に対しては、個別伝達等により最優先で伝達する。 

イ．警戒区域の設定 

町は、土砂災害の危険が解消されない場合は、当該危険区域に警戒区域を設定し、関係住民の出

入りを制限し、必要に応じ、関係地域住民の避難措置を実施する。 

ウ．専門家等の派遣要請 

町は、警戒・監視活動に際して、アドバイザー制度や砂防ボランティア等の専門家の派遣につい

て県へ要請する。 

第 16節 公共施設等災害応急計画 

災害によって被害を受けた公共施設の管理者は、住民生活の安定に重大な影響を及ぼす施設を重点に速

やかに応急復旧工事を実施し、二次災害の防止を図るとともに、応急対策の円滑な実施に支障ないように

努める。なお、応急復旧終了後、被害の程度を十分検討し、必要な施設の新設または改良等を行う。 

１．防災上重要な拠点施設の応急復旧活動 

防災上重要な拠点となる施設の管理者は、災害により施設に被害を受けた場合は被災状況を速やかに調

査し、応急復旧を図る。 

 

２．交通施設の応急復旧活動 

災害により道路、橋梁等の交通施設に被害が発生し、または発生するおそれがあるときは、次により応

急対策を実施し、交通の確保及び安全を図る。 

① 道路、橋梁の危険個所の把握 

ア．危険個所の調査 

道路、橋梁の危険個所の調査は、本章第２節に定める被害状況調査に併せて行い、迅速かつ適確に

その状況を把握する。 

イ．発見者の報告及び啓蒙 

道路、橋梁の危険個所を発見したものは、直ちに町長に報告する。発見者の報告についての啓蒙は、

その都度町防災行政無線（戸別受信機含む）等放送設備等により一般の注意を促す。 

ウ．県道等の危険個所の報告 

県道等の危険個所を発見したときは、直ちに益田県土整備事務所に報告し、その応急対策を要請す

る。 

② 応急措置 

道路及び橋梁が被災し、または被災のおそれがあり危険な箇所が発生した場合においては、次により

応急措置を実施する。 

ア．交通規制 

交通安全と施設の保安が必要となったとき、または災害時における交通の確保上必要があるときは、

通行の禁止または制限等の規制を行う。交通の規制を行うときは警察及び県と緊密な連絡を保って実

施する。 

イ．迂回路線の確保 

災害のため交通不能となった路線のうち重要なものについては迂回路線を確保し、これを規制標識

に併せ明示し、一般の交通に支障のないよう措置する。 
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ウ．緊急修復 

災害のため交通不能となった路線で、災害対象物資及び資材等の輸送上特に必要と認めたときは、

仮工事を行い緊急輸送の確保を図る。 

エ．応援要請 

路線の緊急修復を実施するに当たり、町内関係機関及び施設で早期に施行することができない場合

は、県に対し関係機関または自衛隊の災害派遣等の措置を要請する。 

３．治水施設等の応急復旧活動 

① 河川 

河川管理者は、災害により管理する施設に被害を受けた場合には、被害状況を速やかに調査し、二次

災害防止のための応急復旧工事を実施する。 

② 砂防施設等 

県及び町は、砂防施設等の損傷、山崩れ、がけ崩れ等の発生により、二次災害が発生するおそれのあ

る場合には、被害状況を速やかに調査し、崩落土砂の除去や仮設防護柵設置等の応急工事を実施する。 

４．治山施設等の応急復旧活動 

県及び町は、治山事業施工地または計画地において山腹崩壊等により土砂が流出した場合は、排土等に

よる現状回復に努め、二次災害防止のための応急工事として編柵、土のう積み等を行う。 

５．社会公共施設の応急復旧活動 

① 医療施設 

町は、患者の生命保護を最重点におき、施設管理者に対し停電時または給水不能時の措置、患者の避

難措置、重要器材の保管措置等を指導し、また災害時においては被害のない医療施設等に連絡して人的

物的応援を要請する。 

② 社会福祉施設等 

町は被害状況を調査し、施設設置者に対し復旧計画の策定等を指導するとともに、県等と連携をとり

ながら早期復旧に努める。 

６．その他公共、公益施設の応急復旧活動 

その他住民生活に重要な影響を及ぼす公共、公益施設については、緊急度に応じて速やかに応急復旧を

図る。 

７．住民への広報活動 

町及び公共施設の管理者は、公共施設の損傷等により二次災害が発生するおそれのある場合等、必要に

応じて住民に対し広報する。 

第 17節 ライフライン施設等応急復旧体制 

電力、ＬＰガス、上・下水道の各ライフライン施設は、都市化の進展とともに高度化、複合化されてき

ており、各施設の相互依存関係は強く､また、住民の依存度も高まっている。こうしたライフライン施設が

被災した場合、町の機能に多大な被害を与え住民の生活にも深刻な影響を与えるおそれがある。 

このため、ライフライン関係機関は、それぞれの災害発生時における活動体制を確立し相互に連携を保

ちながら、できるかぎり早急な応急対策、危険防止のための諸活動を迅速、適切に実施する。 

第１．電力施設対策 

災害復旧対策にとって必要不可欠な条件となっている電力を円滑に供給するため、災害発生後は被害状

況を早期かつ的確に把握し、要員及び資機材を確保し応急復旧を迅速に実施する。 

１．予想される被害状況 

① 復旧方針 

復旧に当たっては、電力確保に重要な電力施設の復旧を優先するとともに、需要者に対する復旧に当

たっては、次の需要者の復旧を優先させる。 

ア．人命救助にかかわる医療機関 

イ．災害復旧の中枢となる災害対策本部、官庁、警察、上・下水道、交通、通信、報道などの防災関

係機関 
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ウ．被災者収容施設（学校など避難所に指定された施設） 

２．復旧活動≪中国電力ネットワーク株式会社≫ 

① 非常災害対策総本部の設置 

災害が発生した場合には電力会社は非常体制を発令し、本社等に非常災害対策総本部を設置する。 

② 情報の早期収集と伝達 

非常災害対策総本部は、通信の確保を図り情報の収集と伝達を行う。 

ア．可搬型電源、衛星携帯電話、移動無線等の活用により通信の確保を図る。 

イ．早期情報収集のため、ヘリコプター・車両等の機動力の活用による情報の早期収集及び災害情報

収集システムの活用による情報の早期伝達を図る。 

③ 災害時における危険防止措置 

災害時において危険があると認められるときは、直ちに当該範囲に対し送電遮断等の適切な危険予防

措置を講ずる。 

④ 復旧方法 

ア．変電設備 

被害状況を勘案し、系統の一部変更または移動用変圧器等の活用により、早期復旧を図る。 

イ．送配電設備 

被害状況を勘案し、ヘリコプター・車両等の機動力の活用により、早期復旧を図る。 

⑤ 要員及び資機材等の確保 

ア．要員の確保 

発災後、復旧要員を確保するとともに、必要に応じて請負会社等及び他電力会社へ応援を依頼する。 

イ．資機材の確保 

発災後、復旧資機材が不足する場合は、他電力会社へ融通を依頼する。 

３．広報サービス体制≪中国電力ネットワーク株式会社≫ 

① 住民に対する広報サービス 

施設の復旧状況、公衆感電事故防止ＰＲを主体とした広報ＰＲを広報車及びテレビ、ラジオ等の広報

機関その他を通じてＰＲする。 

第２．ガス施設対策 
大規模災害の発生時には、ガス導管を始めとして何らかの被災は免れない。このことを前提として、迅

速にガスによる二次災害防止に全力を傾注する。 

災害発生時には交通網が寸断されると考えられるのでルートの確保をしておく必要がある。 

１．ＬＰガス対策≪ＬＰガス取扱所≫ 

県、町及びＬＰガス協会は、ＬＰガス事業者に対し次のことを指導し、または協力する体制を確立する。 

① 被害状況の把握 

早急に正確な被害状況を把握するための体制を確立し、適切な緊急措置を講じる。 

② 二次災害の防止 

次のような二次災害の防止のための指示・指導を実施する体制を確立する。 

ア．危険箇所（損壊、焼失、流失家屋等）からの容器の撤収及び回収箇所の指示 

イ．洪水等による流出容器（町内外）の被害状況の確認の指示 

ウ．臨時的使用箇所（一般家庭、避難所等）で使用されるＬＰガスの安全使用と、使用済み小型容器

やカセットボンベの処理の指導 

③ ＬＰガス設備の総点検の実施と早期安全供給の開始 

一般家庭等のＬＰガス設備の安全総点検を実施し、点検終了施設・家庭から逐次供給を開始できるよ

う、販売事業者、保安機関、容器検査所等の相互協力体制を確立する。特に避難所となる公共施設や福

祉施設等の配慮者の収容施設に対する点検等を最優先に実施できる体制を確立する。 

④ 動員・応援体制 

ア．ＬＰガス販売事業者は、ＬＰガスの被害を知った時は、地域の県ＬＰガス協会支部長（役員）に

通報し、緊急措置を行う体制を整える。また、県ＬＰガス協会は災害対策本部を設置し、被害を受
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けた地域の支部長（役員）との連携を密にし、被害の少ない地域の支部長に対する支援要請の連絡

体制を確立する。 

イ．ＬＰガスの漏洩、火災、爆発その他異常現象を発見した場合は、直ちに、災害の発生または拡大

の防止のための必要な応急の措置を講じるとともに、その旨を益田広域消防署、津和野警察署及び

県等の関係行政機関に通報する体制を確立する。 

⑤ 電話相談窓口の開設（臨時）及び広報活動を実施 

ア．一般家庭、避難場所等で応急的なＬＰガス使用が行われるので、これに対応するため消費者から

の苦情、相談等について電話相談窓口を開設し住民の利便に供する。 

イ．地域住民へ二次災害防止のための広報活動を行う体制を確立する。 

第３．上水道対策 
災害による水道施設の被災により、水道の給水機能を継続できなくなった場合は、住民等が必要とする

最小限の飲料水を応急給水する必要がある。 

断水が長時間にわたると住民生活に重大な影響を与えるので、被害施設を短時間に復旧するため、水源

並びに配水施設の充分な機能を確保し、配水管幹線を最優先とし配水管、給水装置の順に復旧を進め給水

の再開に努める。なお、給水拠点までの各管路も最優先管路として復旧する。 

また、この応急給水及び施設復旧は被災規模に応じた迅速な対応が行えるように支援体制を確立する。 

１．応急給水対策 

本章・第 19節第１.「給水計画」に基づき応急給水を行う。 

２．応急復旧対策 

① 町は、住民の生活用水確保を目途に的確な被害の把握に基づき応急復旧計画を策定し、送配水幹線、

給水拠点までの流れを優先して復旧する。次いでその他の配水管、給水装置の順で復旧し、配水調整

によって段階的に断水区域を解消しながら速やかに正常給水に努める。 

② 被害が甚大な場合は、他の市町村、水道工事業者及び水道資器材の取扱業者等に応援を要請する。 

③ 応援復旧等の状況や見通しを広報し、住民へ周知する。 

３．資機材等の確保 

応急復旧等に必要な資機材等は可能な限り備蓄するとともに、関連事業者等との調達体制の確立に努める。 

第４．下水道対策 
災害が発生した場合、町は直ちに下水道施設の被害状況の調査、施設の点検を行い、緊急措置及び応急

復旧を図り生活環境の不衛生化と水環境の悪化の防止に努める。 

１．災害状況の調査及び点検 

災害発生後、速やかに被害状況の調査及び点検を二次災害のおそれのある施設等緊急度の高い施設から、

順次重点的に実施する。 

２．応急復旧計画の策定 

被害状況の調査及び点検資料等に基づき、応急復旧計画を遅滞なく策定する。なお、策定に当たっては、

以下の点を考慮する。 

① 応急復旧の緊急度 ② 応急復旧工法 

③ 応急復旧資材及び作業員の確保 ④ 設計及び監督技術者の確保 

⑤ 復旧財源措置等  

３．二次災害防止の緊急措置 

施設の災害による二次災害を防止するため、遅滞なく適切な措置を講じなければならない。 

① 管路施設 

管路の損傷等による路面の陥没、マンホールの浮き上がり等による道路交通の支障、及びマンホール

等からの汚染の溢水に対する措置 

② 処理場・ポンプ場施設 

ア．ポンプ設備の機能停止に対する措置 

イ．停電、断水及び自動制御装置停止に対する措置 

ウ．池及びタンクからの溢水及び漏水に対する措置 
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エ．燃料、薬品等危険物の漏洩に対する措置 

第５．通信施設対策 

ＮＴＴグループ会社は関連会社と協力し、災害時において可能な限り電気通信サービスを維持し重要通

信を疎通させるよう、防災業務の推進と防災体制の確立を図るとともに、応急復旧を迅速かつ的確に実施

し通信サービスの確保を図る。 

≪ＮＴＴ西日本株式会社島根支店、ＮＴＴドコモビジネス株式会社≫ 

１．防災組織 

非常災害が発生し、または発生のおそれがある場合において、当該災害の規模その他の状況により災害

応急対策及び災害復旧を推進するため、特に必要と認めたときは災害対策本部を設置する。 

２．応急措置と応急復旧 

① 応急措置 

ア．重要通信の確保 

ａ．通信の利用制限 

災害等により通信が著しく輻輳し、困難となった場合、電気通信事業法に基づき通信の利用を制

限（規制）する措置を行う。 

ｂ．重要通信の優先利用 

防災関係機関については、通信の利用制限（規制）の対象としない『災害時優先電話』の承認を

受けておく。 

イ．災害時用公衆電話の設置 

災害救助法等が適用された場合、孤立地域及び避難所等に災害時用公衆電話の設置に努める。 

・臨時電話の設置 

ウ．公衆電話の無料化 

広域停電時には、既設公衆電話の無料化に努める。 

② 通信設備の応急復旧 

災害を受けた通信設備は、できるだけ早くかつ的確に復旧を実施する。 

ア．災害対策用機器の活用 

イ．災害用伝言サービスの運用 

ウ．広報活動（拡大防止対策） 

エ．広報車による広報活動を行う。 

ａ．被災地域と被災状況 

ｂ．復旧のための措置と復旧見込み時期 

オ．必要に応じてテレビ･ラジオ等による放送を報道機関に、防災行政無線（戸別受信機含む）等によ

る放送を行政機関に依頼する。 

第６．ＣＡＴＶ対策 
町は、災害時だけでなく日常の情報伝達に不可欠な媒体であるＣＡＴＶ設備に必要な災害対策機器等の

確保及び設備途絶の解消に留意し、速やかに応急復旧を行う。 

１．応急復旧対策 

町庁舎、消防分遣所及び地域住民の情報連絡設備として極めて重要な役割をもっているので、適切な応

急措置が要求される。あらかじめ具体的な応急対策マニュアル等を作成しておく。 

第 18節 要配慮者の安全確保 

要配慮者は、災害発生時に自力による危険回避活動や避難行動に困難を伴うことが多いため、災害発生

時には被害を受ける場合が多い。このため、発災直後の避難誘導から、その後の応急復旧に至るまで、そ

の個々の状態やニーズに配慮して、安全確保を第一とする対策を積極的に推進する。 

また、要配慮者に対する救援救助活動の実施に当たっては多くの人手が必要となるので、町は地域住民、

民生委員やボランティア等との協力体制を確保する必要がある。 
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１．災害を契機に要配慮者となった方に対する対策 

災害発生時には、平常時から福祉サービスの提供を受けている方に加え、災害を契機に新たに要配慮者

となる者が発生することから、これらの要配慮者に対し、時間の経過に沿って、各段階におけるニーズに

合わせ、的確なサービスの提供を行っていく。以下の点に留意しながら要配慮者対策を実施する。 

① 町において把握している、平常時からサービスの提供を受けている者に加え、災害を契機に要配慮

者となった方に対する対策については、当該要配慮者の同意を得て、状況に応じて以下の措置を取る。 

ア．地域住民等と協力して避難所等へ移送する。 

イ．必要に応じ社会福祉施設等への緊急入所を行う。 

ウ．居宅における生活が可能な場合にあっては、在宅福祉ニーズの把握を行う。 

② 要配慮者に対するホームヘルパー・手話通訳者等の派遣、補そう具の提供等の福祉サービスの提供

を、発災１週間を目処に組織的・継続的に開始できるようにする。そのため、発災後２～３日目から、

すべての避難所を対象として要配慮者の把握調査を開始する。 

２．高齢者及び障がい者に係る支援活動 

町は、避難所や在宅の一般の要配慮者対策に加え、以下の点に留意しながら高齢者、障がい者、難病患

者等に係る対策を実施する。 

また、災害時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿を効果的に

利用し、避難行動要支援者の避難支援や迅速な安否確認等に努める。 

① 被災した高齢者、障がい者、難病患者等の迅速な把握を行う。 

② 掲示板、広報紙、パソコン、インターネット、ファクシミリ等を活用するとともに、報道機関の協

力により、新聞、ラジオ、文字放送、手話つきテレビ放送等を利用し、被災した高齢者及び障がい者、

難病患者等に対して、食料、飲料水、生活必需品の配布や利用可能な施設及びサービスに関する情報

等の提供を行う。 

③ 避難所等において、食事摂取が困難な高齢者及び障がい者、難病患者等に適した食事を提供する。 

④ 避難所等において、被災した高齢者及び障がい者、難病患者等の生活に必要な車いす、障がい者用

携帯便器、おむつ等の物資やガイドヘルパー、福祉施設職員等の応援体制、手話通訳者等のニーズを

把握する相談体制を確立するとともに、それらの物資の調達及び人材の派遣等を迅速に行う。 

⑤ 避難所や在宅の高齢者及び障がい者、難病患者等に対しニーズの調査を行い、ホームヘルパーの派

遣や施設への緊急入所等必要な措置を講じる。 

⑥ 関係業界・団体・施設等を通じ、協力要請を行うなど必要な物資の確保を図る。 

⑦ 福祉避難所（要配慮者（社会福祉施設等に緊急入所する者を除く。）が、相談等の必要な生活支援が

受けられるなど、安心して生活ができる体制を整備した避難所）の開設、必要に応じて民間賃貸住宅、

旅館･ホテルなどを避難所として借り上げる等、多様な避難所の確保及び要配慮者の移送・誘導等に努

める。 

３．児童・ひとり親家庭等に係る対策 

① 要保護児童の援護 

町は、次の方法等により、被災による孤児、遺児等の要保護児童の発見、把握及び援護を行う。 

ア．避難所において、児童福祉施設から避難してきた児童や保護者の疾患等により発生する要保護児

童の実態を把握し、避難所の責任者等を通じ、町に対し通報がなされるような体制を確立する。 

イ．住民基本台帳や住民からの通報等を活用し、孤児、遺児を速やかに発見するとともに、その実態

把握を行う。 

ウ．町は、避難児童及び孤児、遺児等の要保護児童の実態を把握し、その情報を親族等に提供する。 

② 児童の保護等のための情報伝達 

町は、被災者に対し、掲示板、広報紙等の活用、報道機関の協力、インターネットの活用により、要

保護児童を発見した際の保護及び町や児童相談所等に対する通報への協力を呼びかけるとともに、利用

可能な児童福祉サービスの状況、児童福祉施設の被災状況及び復旧状況等について的確な情報提供を行う。 

③ ひとり親家庭等の支援 

町は、被災した母子家庭、寡婦、父子家庭の迅速な把握を行い、生活必需品やサービスの情報、利用

可能な施設等の情報の提供を行う。また、養育する児童のための手当の給付に関する情報の提供に努める。  
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４．社会福祉施設等に係る対策 

① 入所者・利用者の安全確保 

ア．各社会福祉施設等の管理者は、あらかじめ定めた避難誘導方法に従い、速やかに入所者・利用者

の安全を確保する。（本章第７節「避難活動」参照。） 

イ．県及び町は、個々の入所者・利用者のニーズに応じた医療施設及び社会福祉施設等の受入先を確

保し、施設入所者の移送を援助する。また、配慮の必要性の高い被災者を優先的に施設機能を低下

させない範囲内で被災地に隣接する社会福祉施設に入所させるよう努める。 

ウ．保育所等については、児童の安全を確保した後は、保護者等へ連絡し引き渡し場所の安全確認を

行ったうえで児童を引き渡すように努める。 

② 町の支援活動 

ア．ライフラインの復旧について、当該社会福祉施設等の早期の機能回復が図られるような優先的な

対応を各事業者へ要請する。 

イ．ライフラインの復旧までの間、施設管理者は、各施設で備蓄している飲料水、食料、生活必需品

等を入所者に配布するなどの対応を取る。ただし、それらが不足する場合は、施設管理者の協力要

請に基づき、県及び町が当該物資等を提供するなど必要な措置を講ずる。 

ウ．ボランティア、自主防災組織、近隣住民等へ情報提供などを実施し、マンパワーを確保する。 

５．避難行動要支援者の安全確保 

① 安否確認の実施 

町は、職員による調査班を編成し、各居宅に取り残された避難行動要支援者の安否確認を実施する。

その際、避難行動要支援者名簿のを活用し、避難支援等関係者の協力を得て行う。 

② 救助活動の実施 

町は、自主防災組織等の協力を得ながら在宅の避難行動要支援者の救助を行う。 

③ 受入先の確保及び移送 

町は、避難行動要支援者の受入先として医療施設、社会福祉施設等を確保する。 

④ 生活救援物資の供給 

町は、避難行動要支援の被災状況を把握し、避難行動要支援者向けの食料、飲料水生活必需品等の備

蓄物質の調達及び供給を行う。 

⑤ 情報提供 

町は、在宅や避難所等にいる避難行動要支援者に対し手話通訳者の派遣、音声情報の提供等を行う他、

ファクシミリや文字放送テレビ等の情報を随時提供していく。 

⑥ 相談窓口の開設 

町は、避難所等に相談窓口を開設する。各相談窓口には、職員、福祉関係者等を配置し、総合的な相

談に応じる。 

⑦ 巡回サービスの実施 

町は、職員、保健師等によりチームを編成し、在宅、避難所、仮設住宅等で生活する避難行動要支援

のニーズを把握し、介護、メンタルケア等の巡回サービスを実施する。 

６．観光客及び外国人に係る対策 

① 避難所の周知 

観光客等の地理不案内な人に対して「避難所」の周知を図るため、宿泊施設や観光施設等の協力を得

て、町内指定避難所の周知を図る。 

② 観光客の安全確保 

旅館・ホテル等の観光施設管理者は、災害時には的確に観光客の避難誘導を行い、安全確保に努める。

（本章「第７節 避難活動」参照。）また、県及び町は、道路損壊等により孤立した観光客等の救出、移

送活動について、関係機関と連携を図り迅速かつ確実に行う。 

③ 外国人の安全確保 

ア．県及び町は、ライフライン等の復旧状況、食料・飲料水・燃料等生活必需品の配布、避難所、医

療、ごみ、入浴等の生活や災害に関連する情報を「やさしい日本語」や外国語による多言語でのホ

ームページ、メールマガジン、パンフレット等の活用により外国人への情報提供を行う。 
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イ．相談窓口の開設 

町は県の協力を得て、外国人を対象とした相談窓口を設け、安否確認や生活相談等を行う。この場

合、(公財)しまね国際センター等を介して通訳ボランティアの配置に努める。 

第 19節 食料、飲料水及び生活必需品等の供給 

災害時においては、多数の住民が瞬時にして住家を失い、あるいは火災等の切迫した状況にあって、精

神的に不安な状態にあることが予想される。こうした状況に対し、被災住民を一刻も早く安全な場所に保

護し、応急的な救助を行うとともに民心の安定のため迅速かつ適切な広報活動や生活維持のための最小限

欠くことができない飲料水・食料・燃料及び生活必需品の給与対策が重要である。 

また、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達

に留意し、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実状を考慮する。 

第１．給水計画 
災害により水道、飲用井戸等の給水施設が破壊され、または飲料水が汚染されたため飲料水を得ること

ができない者に対し、町は飲料水の確保及び供給に努める。 

また、災害救助法が適用された場合「飲料水の供給」については、町長は県知事の委任を受け、災害救

助法を運用し実施する。 

１．応急給水、応急復旧体制の確立 

町長または水道事業者は、災害時に備えて浄水場、幹線管路等基幹施設、老朽管路の更新、バックアッ

プ機能の強化等水道施設の耐災害性向上に努めるとともに、緊急時の給水を確保するため配水池の増強や

緊急貯水槽の整備等水道システム全体としての安定性の向上に努める。 

２．実施責任者 

災害により次の事態が発生した場合､それぞれ次に定める者が供給の責務を有する。 

給水を必要とする場合 実施責任者 法令名 

災害により現に飲料水を得ることができない場合 町長 災害救助法第 23条 

知事が飲料水等の家庭用水の使用禁止を命じた場合

で、その期間の供給を知事が指示したとき 
町長 

感染症の予防及び感

染症の患者に対する

医療に関する法 

災害時に緊急に水道用水を補給することが公共の利

益を保護するため必要と知事が認め、命令を発した場合  

水道事業者または 

水道用水供給事業者 

水道法(昭和 32年法律

第 177号) 第 40条 

３．担当責任者 

飲料水の供給実施の担当責任者は、福祉生活部長（健康福祉課長）が当たり、実施に当たっては総務部

長（総務財政課長）と連絡協議し、消防機関等の応援協力を得て実施する。 

救助法適用の場合は、知事の補助機関としてその事務または業務を分担実施する。 

４．給水実施責任者及び協力者 

給水実施するときは、その実施責任者を置き、その責任分担を明らかにし地域毎の実施担当者について

は、災害の状況により、その都度町職員のうちから指名する。 

実施に当たっては、町地域の水道工事業者、自家水道等の所有者の積極的な協力を求める。 

５．非常用水源の確保  

非常用水源として、次のものを利用して飲料水の確保を図り給水を行う。 

① 最寄利用可能水道水源の利用 

最寄水道水源あるいは最寄水道施設から路上配管等により応急給水する。 

② 受水槽の利用 

公共施設等の受水槽を利用して給水する。 

③ 河川等の利用 

比較的汚染の少ない河川水を利用し、ろ水機等でろ過して応急給水する。なお、水源として利用する

場合は、あらかじめ公的機関による水質検査を受ける。 
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④ 遊休井戸の利用 

災害により井戸の崩壊、水脈変化による水質、水量の変化等の可能性もあるので特に十分留意してか

ら使用する。 

６．実施内容 

給水活動を迅速にかつ円滑に実施するため、次の措置を講ずる。 

① 浄水場、配水場、避難所等で拠点給水を実施する。 

② 給水車、トラック等による応急給水を実施する。 

③ 必要に応じ水質班を組織し、水質検査及び消毒等を実施する。 

④ 給水用資機材の調達を行う。 

ア．給水車     イ．ポリエチレン容器     ウ．ろ水機等の資機材 

⑤ 水道工事業者等の協力を得て、応急仮配管の敷設、共用栓の設置等を行う。 

⑥ 町のみでは、飲料水の確保、給水活動（応急復旧を含む。）が困難なときは、隣接市町または県に応

援を要請する。 

⑦ 自己努力によって飲料水を確保する住民に対し、煮沸飲用及び水質検査を指導する。 

⑧ 応急給水場所や給水時間、通水状況、通水の見通し等を広報し、住民への周知を図る。 

⑨ 被災地における最低給水量は１人１日 20リットルを目安とするが、被災直後は、生命維持のため必

要な量（１人１日３リットル）とするなど、状況に応じ給水量を増減する。 

⑩ 災害時の応急給水活動は、広範囲にわたる場合があり、迅速に要員を確保する。また、自力で給水

を受けることが困難な要配慮者を支援するため、ボランティアとの連携を可能な限り図る。 

第２．食料供給計画 
町は、災害発生時における被災者に対し食料の応急確保に努め、要配慮者のニーズやアレルギー対応等

に配慮して、食料の供給または給食を行う。また、災害に備え緊急用食料の備蓄に努める。 

 なお、災害救助法が適用された場合「炊き出しその他による食品の供与」については、町長は県知事の

委任を受け、災害救助法を運用し実施する。 

１．実施責任者及び実施内容 

① 町長は、災害時に備えて食料供給計画を作成し、これにより食料の確保及び供給並びに給食を実施

する。 

② 町長は、必要な食料を確保できない場合は知事に応援を要請する。 

２．配給対象者及び期間 

① 避難所に入所した者。 

② 住家の被害が全壊、半壊、床上浸水等であって炊事のできない者。 

③ 水道、電気、ガス等の供給がなく、炊事のできない者(医療機関や社会福祉施設等への入院や入所し

ている者も含む。）｡ 

④ 旅館やホテルの宿泊人及び前記②、③の住家への宿泊人、来訪者。 

⑤ 食料供給を行う期間は、町の裁量により決定する。また、災害救助法が適用された場合の期間は、

災害の発生した日から７日以内とし、特に必要がある場合は期間の延長を行う。 

３．給与の内容 

① 種別 

ア．炊き出し（乳幼児のミルクを含む）     イ．食品給与 

② 供給品目 

供給品目は、米穀、弁当、パン、缶詰、インスタント食品、調整粉乳等とする。 

③ 供給数量 

１人当たりの供給数量については、次の基準を参考にする。 

品 目 基 準 

米穀等 

被災者(炊き出し）：１食当たり精米換算 200ｇ以内 

応急供給：１人１日当たり精米 400ｇ以内 

災害救助従事者：１食当たり精米換算 300ｇ以内 
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品 目 基 準 

乾パン 

食パン 

調製粉乳 

１食当たり１包（115ｇ入り） 

１食当たり 185ｇ以内 

乳幼児１日当たり 200ｇ以内 

４．給食計画 

① 平素より住民に対し、避難の際２食分程度の食料と飲料水を携行するよう周知徹底を図り、救助に

至るまでの応急食料とする。 

② 応急処置として、備蓄食料を供給し、給与期間、被災者の実態等の状況に応じて生パン、米飯等の

供給を行う。 

③ 炊き出しによる食料の供給は、原則として包装食によることとし、なるべく保存性のある副食物を

添える。 

④ 炊き出しは公民館や公共施設等を利用し、福祉生活部の職員が立会い指揮するが、適当な場所がな

いときまたは困難なときは、給食業者に依頼して実施する。 

⑤ 野外の炊飯に備えて、移動炊飯器を整備する。 

５．調達体制 

① 町は、災害時において町が実施する被災者に対する炊き出しその他による食料・生活必需品を給与

するための調達を行う。 

② 町長は、災害救助法適用後、食料・生活必需品の給与の必要が生じたとき、直ちに知事に対して応

援を要請する。 

６．供給方法 

① 被災者に対する食料・生活必需品の供給は、町が開設する避難所等において、避難所ごとに、集落

等のうちからその規模に応じて複数の責任者を定めて行う。 

② 食料・生活必需品の供給は、主として住居の制約を受けた者、帰宅が困難な者とするが、要配慮者

へ優先的に供給する。 

７．炊き出し 

避難所に収容した被災者、被災地における救助、緊急復旧作業に従事する者等の給食は、次により炊き

出しを行う。 

① 炊き出しの対象者 

ア．避難所に収容された者 

イ．住家の被害が全壊（焼）、流失、半壊（焼）または床上浸水等であって炊事ができない者 

ウ．旅行者、一般家庭の来訪者で食料品の持ち合わせがなく調達できない者 

エ．被害を受け一部縁故先に避難する者で食料品を喪失、または持ち合わせがない者 

オ．被災地において、救助、応急復旧作業等に従事する者で給食を要する場合 

② 炊き出し責任者 

炊き出し給食を行うときは、福祉生活部の職員が責任者となり、炊き出しに必要な原材料の調達管理、

食料の衛生管理に当たる。 

③ 炊き出しの方法 

ア．炊き出しの場所及び輸送 

炊き出しの場所は、公民館や公共施設において行う。特に炊き出しまたはこれの運搬等に当たって

は、食品の衛生に充分留意する。 

イ．協力団体 

炊き出しの実施は、ボランティア団体等の協力により行う。 

ウ．炊き出し物資の確保 

炊き出し物資の確保については、応急配給による主食料の確保のほか、副食、調味料、燃料その他

炊き出しに必要な物資等は、町内の関係機関、生産者、販売業者等の協力を要請し優先提供により確

保する。災害の状況等により町地域内で確保することができないときは、隣接市町または県に確保ま

たはこれの輸送あるいは斡旋を要請する。 

８．輸送体制 
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① 食料・生活必需品の輸送は、要請を受けた関係機関等が町と連絡を密にし輸送を行う。 

なお、被災地の行政機能が混乱・低下していることから要請を受けた関係機関は、担当者を明確にし、

その担当者は、要請物資が完全に被災地の担当者に渡るまで責任を持って輸送する。 

② 道路の損壊等により輸送困難な場合や交通手段がなく孤立している避難所には、ヘリコプターによ

る輸送を行う。 

９．連絡体制 

町は、調達計画の段階から食料等、関係調達機関での連絡体制を確立しておく。 

第３．生活必需品等供給計画 
町は、被災者に対し要配慮者や男女のニーズの違いに配慮した上で衣服、寝具その他生活必需品（以下

「生活必需品等」という。）を円滑に供給するため、平素から物資の備蓄に努めるとともに、地域内の卸売

業者、大規模小売店等における生活必需品等の放出可能量の把握、確認に努め災害時において速やかに調

達できるよう体制の確立に努める。 

また、県の協力のもと、被災者に対し生活必需品等を給与または貸与し、被災者の応急救助を行う。 

なお、災害救助法が適用された場合「被服・寝具・その他生活必需品の供与または貸与」については、

町長は県知事の委任を受け、災害救助法を運用し実施する。 

１．実施責任者 

災害救助法が適用された場合、町長は知事の補助執行者として生活必需品等を被災者に給与または貸与

する。なお、同法第 30条の規定により知事が町長に、生活必需品等の給与または貸与の権限を委任したと

きは、町長が実施責任者となり実施する。 

２．担当責任者 

衣料品等生活必需品物資の供給実施の担当責任者は、農林商工部長（農林課長）がこれに当たる。 

３．給与または貸与の対象者 

① 住家が全壊（焼）、流失、半壊（焼）及び床上浸水した者 

② 衣服、寝具、その他日常生活に欠くことのできない必需物資を喪失した者 

③ 物資販売機構の混乱等により資力の有無にかかわらず家財を直ちに入手することができない状態に

ある者 

４．給与または貸与の方法 

① 配分計画の樹立 

衣料品等物資の給与または貸与を要する事態が生じた場合は、速やかに被災者の被災の程度、世帯構

成、その他必要な事項を調査して県に報告するとともに、世帯別に物資配給計画を立てなければならな

い。 

ア．平素より住民に対し、避難の際必要最小限の身の回り品を携行するよう周知徹底を図り、救助に

至るまでの応急処置とする。 

イ．配分については被災地の集落等と協議し配分することとし、調達物資で配分先の決定しているも

のについては、業者より現地へ直送する方法を考慮する。 

ウ．救助または義援物資等についてもこれに準じて配分する。 

エ．配給については、緊急必需度の高い受給地域から迅速かつ適正に実施する。 

② 品目 

以下の品目を原則とし、要配慮者のニーズや男女のニーズの違いに配慮した品目の確保に努める。 

ア．寝  具：毛布等 

イ．衣  服：シャツ、ズボン、パンツ、靴下等 

ウ．身の回り品：タオル、運動靴、軍手、傘、防犯ブザー等 

エ．炊事用具：鍋、釜、包丁、コンロ、バケツ等 

オ．食  器：茶わん、皿、はし、スプーン等 

カ．日 用 品：石けん、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、歯ﾌﾞﾗｼ、ﾏｽｸ、ゴミ袋、紙おむつ、生理用品等 

キ．光熱材料：ライター、携帯型ライト、灯油等 

③ 物資の調達 
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知事から現地調達の指示があった場合、または緊急給与、貸与を要する場合は、町地域内の関係機関、

販売業者、所有者の協力を求め、優先提供、借上等により必要物資の確保を図る。 

④ 物資の給与または貸与の支給責任者及び協力者 

物資の給与または貸与を行うときは、支給責任者及び補助者を定め、物資の調達、輸送、保管を行い

迅速適確な配分を行う。物資の給与または貸与実施に当たっては、商工会、ＪＡ等の関係機関の積極的

な協力を求める。 

⑤ 物資の保管 

物資の引継を受けまたは購入してから配分するまでの間は厳重な保管に留意し、保管場所の選定、警

備等十分な配意をする。なお、被災者に対しては物資を支給した後の残余物資については、厳重に保管

し、県本部の指示によって処置する。 

⑥ 物資の調達先 

物資の調達先は、町内店舗から調達する。 

⑦ 義援金品の保管及び配分 

義援金品の保管は、税務部長（税務住民課長）が行うものとし、被災者の被害程度、世帯構成等実態

調査を基礎とし、配分計画を立て適正な配分を行う。 

第 20節 災害ボランティアの受入れ、支援 

大規模災害時は、多種多様な災害ボランティアが効果的に活動できるよう、町は、町社会福祉協議会と

「津和野町災害ボランティアセンターの設置・運営等に関する協定」を締結し、災害ボランティアセンタ

ーの設置、運営等に関し協力体制を確保するとともに、日本赤十字社島根県支部、災害支援に関わるＮＰ

Ｏ等関係機関と連携し、災害ボランティア活動ニーズの把握、ボランティアの受付、登録、派遣調整など、

受入体制の確立と活動の支援を行う。 

１．災害ボランティアセンターの設置 

町は、災害が発生した場合には、被害状況等を含め災害ボランティア活動を行うために必要な情報や被

災者の効果的な支援のために必要な情報を速やかに共有し、町社会福祉協議会の協力もと、日本赤十字社

島根県支部等ボランティア関係機関・団体と連携して災害ボランティアセンターを設置する。 

２．災害ボランティアニーズの把握 

町は、町社会福祉協議会の協力もと、日本赤十字社島根県支部等ボランティア関係機関・団体と連携し

て被災地のボランティア派遣の要望の把握に努める。この際、県内外のボランティア団体と密接に情報交

換を行うとともに、報道機関を通じて求められるボランティア活動の内容、必要人員、活動拠点等につい

て情報提供を行う。 

３．災害ボランティアの受付、登録、派遣・撤収 

町は、町社会福祉協議会の協力のもと、日本赤十字社島根県支部等ボランティア関係機関・団体の支援

を受け、災害ボランティア活動希望者の受付、登録、調整、派遣・撤収等を実施する。 

① ボランティアの受付 

災害発生時におけるボランティア申出者を受付け、各ボランティアの活動内容、活動可  能日数、資

格、活動地域等を把握する。 

② 個人ボランティアのグループ化等の活動体制の整備 

個人的なボランティア申出者については、ボランティア団体等が中心となってグループ化を図るなど、

活動が機能的に行われるよう体制を整備する。 

③ ボランティアに対する情報提供 

被災地や救援活動の状況等の情報をボランティアに対して的確に提供する｡ 

④ ボランティアの募集 

ボランティアの需要に対して不足すると考えられる場合、ボランティア活動の必要な状況を広報しボ

ランティアの募集を行う。 

４．被災地における災害ボランティア支援体制の確立 

町は、町社会福祉協議会の協力もと、日本赤十字社島根県支部等ボランティア関係機関・団体と連携し
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て受入れ体制の整備など災害ボランティア支援体制の確立に努める。この場合、ボランティア関係機関は、

災害ボランティアの受入れ体制についての連絡調整や支援等に努める。 

① 現地における対応 

町はボランティア関係団体、機関と連携し、庁舎、公民館、学校などの一部を提供するなど、災害ボ

ランティア活動の第一線の拠点となる現地の体制を整える。被災者ニーズの把握、具体的活動内容の指

示、活動に必要な事務用品や各種資機材等は可能な限り貸し出し、活動支援を行う。本部を設置した場

合は、本部と災害ボランティアの連携が密接に行えるよう配慮する。 

② 被災地周辺における対応 

被災規模が大きい場合には、被災地の周辺で通信・交通アクセスが良いなど、適切な地域のボランテ

ィア関係団体、機関は、災害ボランティアの登録、派遣等のコーディネート、物資の調達等を行い、現

地を支援する。なお、ボランティア関係団体、機関は可能な範囲で被災市町村の協力等に努める。 

５．海外からの支援活動の受入れ 

海外からの支援活動は国が受入れを決定し、国の受入れ計画に基づいて県が受入れるものとし、町はこ

れに協力する。 

６．留意点 

災害ボランティアセンターの設置基準、設置時期、運営マニュアルの作成など活動体制の確立を図る。

また、女性ボランティアの受け入れにも配慮する。 

第 21節 文教対策 

町は、災害時において児童及び生徒（以下「児童等」という。）の安全を確保し、児童等の不安感の解消

に努めるとともに、学校教育の万全を期するため、教育施設、教材等を早期に確保し、応急教育の円滑な

実施を図る。また、学校や公民館等社会教育施設が被災者の避難所として使用されることとなった場合、

その使用に支障のないよう適切な運営に努める。 

また、災害救助法が適用された場合「学用品の給与」については、町長が県知事の委任を受け、災害救

助法を運用し実施する。 

１．実施責任者 

文教対策実施については、それぞれの職務権限に従い実施するが、その実施内容は概ね次のとおりであ

る。 

① 町 

文教対策に必要な予算の構成及び執行並びに学用品等の支給を行う。 

② 教育委員会 

休校措置、学校施設の確保、学用品の調達及び支給の協力等、文教対策諸般の実施を行う。 

③ 各校長 

児童等の安全保護、応急教育の実施、その他校内災害対策の実施及び学用品等の調達及び支給の協力

を行う。 

２．学校の事前措置 

① 応急教育計画の策定 

ア．校長は学校の立地条件等を考慮し、常に災害の応急教育計画を樹立するとともに、指導の方法等

につき明確な計画をたてておく。 

イ．教職員は、常に気象状況等に注意し、災害発生のおそれがある場合は校長と協力し、応急教育体

制に備えて次の事項を守らなければならない。 

ａ．学校行事、会議、出張等を中止する。 

ｂ．児童等の避難訓練、災害時の事前指導事後処理等につき、保護者との連絡方法を検討する。 

ｃ．災害時における登下校対策等の措置を講じておく。 

ｄ．町教育委員会、警察署、消防機関、保護者への確認を行う。 

ｅ．勤務時間外においては、校長は教職員の所在や非常招集の方法を確認し、非常招集の方法を定

め、教職員に周知しておく。 
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② 防災訓練の実施 

災害に備え、日頃から初期消火、避難等の訓練を実施する。 

３．応急教育対策 

災害が発生しまたは発生のおそれがある場合その他必要と認めたときは、次により教育の応急対策を実

施し、児童等の生命の安全と授業の確保を期する。 

① 休校措置 

災害のため休校の措置を必要とするときは、教育委員会は校長と相互に連絡して実施するものとし、

休校を実施した場合は、速やかに町長に報告する。緊急を要する場合または連絡不能の場合には、校長

による休校の措置をとった後、速やかに教育委員会に報告する。 

ア．授業開始後の措置 

災害が終止し、危険がなくなったときは、避難所に収容すべき者を除き、できるだけ速やかに保護

者に引き渡す。特に、必要がある場合は、地区別に教職員が児童等を保護誘導し、保護者のもとに送

り届ける。 

イ．登校前の措置 

登校前において休校を決定したときは、電話による通報等により周知徹底を図り、混乱を防止する。

電話が不通の場合は、他の方法により確実に各家庭へ連絡する。 

ウ．校外活動の場合の措置 

児童等の人数を速やかに確認するとともに、安全が確保できる場所への避難を行う。それとともに、

学校との連絡をとり状況を報告し指示をあおぐ。 

② 学校施設の確保 

被災のため学校施設の全部または一部が使用できない場合には、次により授業の緊急確保を図る。応

急教育実施場所が町内で得られない場合は、町教育委員会は県教育委員会に確保、斡旋を要請する。 

ア．同一校内の被災を免れた他の施設を利用する。 

イ．町内の他の学校の施設を利用する。 

ウ．最寄りの公民館、神社、寺院等を利用する。 

エ．天幕、プレハブ等により仮設施設を設置する。 

オ．晴天の場合は、屋外広場を利用する。 

③ 応急教育の実施方法 

応急教育は、被害の実情に即した方法により実施する。 

ア．児童等、保護者、教職員及び学校施設・設備・通学路の状況を把握する。 

イ．教職員を動員し、授業再開に努める。なお、被害の状況により必要があるときは、他市町村また

は地域住民等の協力を求める。 

ウ．学校施設及び設備の応急復旧状況を把握し、必要に応じて速やかに応急教育計画の修正を図り、

応急教育計画の開始時期及び方法を確実に児童等及び保護者に連絡する。 

エ．児童等を学校へ一度に受入れることができない場合は、二部授業または地域の公共施設を利用し

た分散授業の実施に努める。 

オ．応急教育の実施に当たって、施設の確保ができない場合は、仮校舎等の建築も検討する。 

カ．児童等の登下校時における安全の確保に努める。 

キ．被災に伴う疎開等により児童等が転校を希望する場合には、所管教育委員会に連絡の上手続きは

必要最小限のものとなるよう留意する。 

④ 学用品の調達及び支給 

住家に被害を受けた児童等に対する学用品の支給は、次により実施する。 

ア．支給対象者 

ａ．住家に被害を受けた小学校、中学校の児童等であること。 

ｂ．住家の被害の程度は、全壊（焼）、流失、半壊（焼）、床上浸水であること。住家以外の被害は

対象としない。 

ｃ．学用品がなく、就学に支障を生じているものであること。 

イ．支給方法 
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学用品の支給は町が実施する。実施担当者は教育委員会とし、校長と連絡しその協力のもとに実施

する。 

ａ．支給対象者の調査 

災害のため学用品の支給を必要とする場合には、給与の対象となる児童等をり災者名簿から被害

別、学年別に正確な人員を調査確認する。 

ｂ．教科書の確保 

学用品のうち、まず教科書を確保することとし、教育委員会は学校と連絡し、学年別、学科別、

発行所別に調査して必要な部数を調達する。 

ウ．支給品目 

ａ．教科書及び教材 ： 教科書、準教科書に用いるテキスト等 

ｂ．文具 ： ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵具画筆、画用紙、下敷き、定規等の類 

ｃ．通学用品 ： 運動靴、傘、鞄、ゴム靴等の類 

エ．支給の期間 

支給期間については、町の裁量で決定する。災害救助法が適用された場合は、法の運用期間のとお

りとする。 

⑤ 健康管理 

災害時における職員及び児童等の健康管理は、特に意を用い感染症予防の立場から必要に応じ、次の

事項を実施し万全を期する。特に、り災した職員及び児童等に対しては、これらの措置を頻繁に行い、

その健康管理に留意する。 

ア．健康診断   イ．検便   ウ．消毒薬液の配置   エ．給食の衛生管理の徹底 

また、心身の健康状態の把握や心の健康相談活動などを行い、心的外傷後ストレス障害等に対しても、

スクールカウンセラーを派遣するなど、町教育委員会と連携を図り適切な対応を行う。 

⑥ 教職員の確保 

被災した教職員が多いため、正常な授業や校務運営の実施が困難な場合、応急教育の実施責任者は、

県教育委員会に状況を報告し教職員の確保を要請する。 

⑦ 給食 

ア．給食用物資に被害を受けた場合、町教育委員会は、その状況を県教育委員会に報告し、応急給食

が必要と認めるときは協議の上実施する。 

イ．避難場所として使用される学校において、その給食施設が被災者炊き出し用に利用されることに

なる場合は、学校給食と被災者炊き出しとの調整に留意する。 

ウ．被災地においては、感染症発生のおそれが多いので保健衛生について特に留意する。 

４．学校が避難所となる場合の対策  

① 町教育委員会は、避難所に供する施設・設備の安全を確認したうえ、町長に対しその利用について

必要な情報を提供する。また、避難所として必要な人員を確保し、施設・設備の保全に努め有効かつ

的確な利用に万全を期する。さらに、学校が有する情報伝達機能を有効に活用し的確な情報提供に努

める。 

② 町教育委員会は、避難生活が長期化する場合には、応急教育活動と避難者への支援活動との調整に

ついて町と必要な協議を行う。 

５．社会教育施設が避難所となる場合の対策  

① 公民館等社会教育施設の管理者は、避難所に供する施設・設備の安全を確認したうえ、町長に対し

その利用について必要な情報を提供する。さらに、避難所として必要な職員を確保し、施設・設備の

保全に努め有効かつ的確な利用に万全を期する。 

② 公民館等社会教育施設の管理者は、避難生活が長期化する場合には避難者への支援活動について町

と必要な協議を行う。 

６．文化財対策 

文化財が被災した場合には、所有者または管理者は消防機関等に通報するとともに、速やかに町教育委

員会を経由して県教育委員会に被災状況を報告し、県教育委員会の指示に従い必要な措置をとる。 
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第 22節 廃棄物等の処理 

災害の発生により排出された廃棄物等を迅速に処理し、被災地の生活環境の保全を図るため、津和野町

災害廃棄物処理計画に基づき、対応する。 

１．担当責任者 

廃棄物処理実施の担当責任者は、福祉生活部（環境生活課長）がこれに当たる。 

２．清掃班の編成 

被災地において廃棄物処理の措置を必要と認めたときは直ちに清掃班を編成し、ボランティア団体等の

協力を得て廃棄物処理を行う。清掃班は、原則として環境生活課の関係職員をもって編成し、必要なとき

は他の課から応援を行う。 

３．協力団体等 

① ごみ処理 

ごみ処理については、集落、婦人会等のボランティア団体の協力により実施するが、必要なときは、

町内運搬業者の協力を得て実施する。 

② し尿処理 

し尿処理については、鹿足郡環境衛生組合及び町内関係業者の協力を求め行う。なお、町

内関係業者のみで処理できないと認めるときは、鹿足郡環境衛生組合関係業者の応援を求める。 

４．廃棄物の処理方法 

① ごみの収集処分 

ごみの収集処分については、次により行う。 

ア．優先収集 

ごみの収集は、障害物の除去とともに被災地の道路から優先して行い、車両の通行を確保し、ごみ

収集の能率化を図り公共施設、人家密集地域等被災状況により順位を定めて集める。なお、生ごみ等

腐敗性の高い廃棄物については、環境衛生上特に速やかに処理する。土砂その他障害物の堆積により

運搬車の運行が困難な地区においては、各家庭に対し町長が定める場所へ搬出するよう協力を求める。 

イ．ごみの処分 

ごみについては、円滑かつ迅速に処理する。また、適切な分別により可能な限り再生利用等により

その減量が図られるように適切な配慮をするとともに、復旧・復興計画を考慮に入れ、計画的に行う。 

ウ．応援体制の確保 

町は、必要に応じて他の市町村等の応援を求める場合には、県に対し連絡調整等の協力を要請する。 

② し尿処理及び処分 

し尿処理及び処分については、次により行う。 

ア．し尿の収集 

し尿の収集は、原則としてし尿の収集車により行うが、収集車の運行ができないときは、地区ごと

に共同仮設トイレを設ける。なお、各家庭のし尿の搬出については、消毒を充分行った後搬出する。 

イ．し尿の処分 

し尿の処分は、原則としてし尿処理施設において処理するが、区域内で処理できない場合は県を通

じて近隣市町村等へ応援を要請する等、環境衛生上支障のない方法をもって行う。 

５．仮設トイレの設置 

避難所開設等に伴う仮設トイレの設置は、民間のリース業者の協力を得て、共同の仮設トイレを設ける。 

６．へい獣の処理方法 

へい獣の処理については、次のとおりする。 

① 化製場等に関する法律第３条に基づく許可施設での埋め立て処分等、化製場等に関する法律に違反

しない処理方法 
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第 23節 防疫・保健衛生、環境衛生対策 

第１．防疫及び食品衛生対策 
災害時には、汚水のあふれ出し等により感染症や食中毒の発生が懸念される。二次的な災害としての感

染症の発生蔓延の防止、食中毒の発生予防のため、り災者の衛生指導、家屋内外の消毒、感染症の媒体と

なるねずみや害虫の駆除等の防疫保健衛生活動を迅速に実施し、感染症や食中毒の発生と流行の未然防止

に万全を期する。 

１．実施責任者及び実施事項  

感染症の発生予防及び蔓延防止のための措置として、町は知事の指示に従い次の事項を実施する。この

うち、感染症の病原体に汚染された場所等の消毒、ねずみ族・害虫等の駆除及び感染症の病原体に汚染さ

れた飲食物、衣類、寝具その他の物件の消毒・廃棄等については、知事が感染症患者若しくはその保護者、

またはその場所を管理する者、若しくはその代理をする者に対して命ずることができるが、これらの命令

によって感染症の発生予防・蔓延防止が困難であると認めるときは、町は知事の指示に従い当該措置を実

施する。また、町は知事の指示に従い、生活の用に供される水を供給する。 

実施の内容 条項 対象 

病原体に汚染された場所等の消毒 感染症の予防及び感染症の患者に対 

する医療に関する法律第 27条の２項 

一類感染症 

二類感染症 

三類感染症 

四類感染症 

新型インフルエンザ等感染症 

新感染症（指定感染症） 

ねずみ族・害虫等の駆除 法第 28条の２項 

病原体に汚染された飲食物、衣類

寝具その他の物件の消毒・廃棄等 

法第 29条の２項 

生活の用に供される水の供給 法第 31条の２項 一類感染症 

二類感染症 

三類感染症 

新感染症（指定感染症） 

２．担当責任者 

防疫担当責任者は、福祉生活部（環境生活課長）がこれに当たる。 

３．防疫班の編成 

災害が発生し防疫の措置を必要と認めたときは、直ちに防疫班を編成し、県及び関係機関の指導を得て

対策を実施する。 

４．防疫の種別及び方法 

防疫の活動は、次の方法によって行う。 

① 消毒法：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 27条の２ 

② ねずみ、害虫等の駆除：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 28条の２ 

③ 物件に係る措置：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 29条の２ 

④ 生活の用に供される水の供給：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 31 条

の２ 

⑤ 臨時予防接種の実施：予防接種法第６条 

５．患者に対する措置 

一類及び二類感染症患者若しくは病原体保有者が発生したときは、入院を要する者について、県は速や

かに感染症指定医療機関等へ患者を移送するとともに、良質かつ適切な医療を提供する。 

６．避難所の防疫措置 

① 避難所の衛生管理 

避難所の衛生管理については、特に感染症の発生に留意し、保健所等関係機関の指導を得て各種消毒

の徹底を期するとともに、衛生に関する知識の普及徹底を図り、避難所の防疫について万全を期する。 

② 検病調査 

避難所における検病調査は、週１回以上できるだけ頻繁に行う。 
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③ 衛生消毒薬等の配置 

避難所には、トイレ、出入口等適当な場所に衛生消毒薬等を常備しておく。 

７．防疫用薬剤の調達 

防疫用薬剤の調達は、町内関係業者の協力を求め調達するものとし、町内関係業者において調達が困難

なときは町外業者の協力を求め調達する。なお、交通途絶等により入手できないときは、県に斡旋または

公給を要請する。 

８．臨時予防接種 

町は、知事に臨時予防接種を命ぜられた場合には、その指示に従い的確に実施する。 

９．応援協力関係 

① 町は、県の実施する臨時予防接種について対象者の把握、対象者への連絡等必要な協力をする。 

② 町は、自ら防疫活動の実施が困難な場合、他市町村または県へ防疫活動の実施、またはこれら要す

る要因、及び資機材について応援を要請する。 

③ 応援の要請を受けた機関は、これに積極的に参加する。 

第２．保健活動 

被災地、特に避難所において生活環境の激変に対し、被災者が心身の健康に不調をきたす可能性が高い

ことから、次のように被災者の健康管理を行う。 

必要に応じて避難所に救護所を設ける、保健師が避難所における健康相談、地域における巡回健康相談

を行う。 

第３．精神保健活動 
発生した災害の規模に応じ、迅速に被災者の精神的ケア（こころのケア）の対応を実施するため、「ＤＰ

ＡＴ」を組織し、有事に際し適切な活動を行えるようにする。 

町は、医療・保健活動を一体的に取り組み、被災者の支援や被災者の精神保健福祉相談、被災者の心身

の健康管理を行う。 

１．精神保健の対象者 

被災住民全般のほか、要配慮者。避難所においては、被災者の心身の健康管理を行い、自宅で生活して

いる者へは、巡回健康相談を行う。 

２．精神保健活動実施者 

① 精神保健福祉相談員（各保健所、心と体の相談センター） 

② 県及び町の保健師（各市町村、各保健所） 

③ 児童相談所職員 

３．応援の要請 

町は、応援が必要と判断される場合には、災害による被災者のストレスケア等のため、必要に応じて、

被災地域外の医療機関、厚生労働省及び被災地域外の都道府県に対して、災害時の心のケアの専門職から

なるチームの編成及び協力を求める。 

第４．動物愛護管理対策 
災害時の被災地においては、家庭動物として飼育されていた動物が放逐されることにより、負傷動物や

放浪動物が多数生じることから、県は、関係団体と協力し、これら動物の収容、保管施設の確保と管理体

制の整備を図る。 

家庭動物として飼育されていた動物が放逐されることによる放浪動物や飼育放棄が発生しないよう、平

時から家庭動物の避難用品の確保や同行避難が行えるよう啓発や体制の整備を図る。 

町は、避難所に飼い主とともに避難した動物の飼育について、適正飼育の指導、助言等必要な措置を行

い、動物の愛護及び感染症予防等環境衛生の維持に努める。また、飼い主のわからない負傷動物や放浪動

物の保護、その他動物に係る相談等について、県と協議して必要な措置を講じる。 

第 24節 遺体対策 

災害による行方不明者の捜索等は第一に実施すべき事であり、人心の安定を図るうえからも防災関係機
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関、団体等との緊密な連絡をとり捜索、処理、埋・火葬を速やかに実施する。 

また、災害救助法が適用された場合「遺体の捜索、遺体の処理、埋・火葬」については、町長が県知事

の委任を受け、災害救助法を運用し実施する。 

１．行方不明者の捜索 

① 実施者及び方法 

行方不明者の捜索は、町が一般町民、ボランティア団体等の協力を得て、捜索班並びに収容処理班を

編成し、捜索に必要な車両、その他機械器具等を使用または借り上げて実施する。実施に当たっては、

警察関係と充分連絡を行う。 

② 応援要請 

被災その他の条件により、町において行方不明者の捜索が実施できないとき、または行方不明者が流

出等により他市町村にあると認められるとき等については、県に捜索の応援を要請する。ただし緊急を

要する場合にあっては、隣接市町または．遺体の漂着が予想される市町村に直接捜索の応援を要請する。 

③ 期間 

捜索期間については、町の裁量により決定する。災害救助法が適用された場合は、災害発生の日から

10日以内とする。 

２．遺体の検分 

死体を発見したときは速やかに警察機関に連絡し、その検分を待って遺族に引き渡し、若しくは必要に

応じ埋・火葬する。 

３．遺体の収容処理方法 

① 実施者及び方法 

遺体の処理は、町が救護班または医師により実施するものとし、一般住民、ボランティア団体等の奉

仕により、遺体の洗浄、縫合、消毒等の処理を行う。ただし、町において実施することができないとき

は、他関係所属の救護班の出動応援を求める。遺体の取扱いについては、特に丁重に取扱う。遺体収容

の担当責任者は、福祉生活部（環境生活課長）がこれに当たる。 

② 遺体処理を行う場合 

遺体の処理は災害により社会混乱をきたし、その処理を必要とするときに行うものとし、埋・火葬救

助の実施と一致することを原則とする。 

③ 遺体死体処理の内容 

ア．遺体の洗浄、縫合 

遺体の選別のための処理として行う。 

イ．遺体の一時保存 

遺体の身元鑑別のため相当の期日を必要とし、または死亡者多数のため短時間に埋・火葬ができな

い場合等において、遺体を特定な場所（寺院の施設の利用または寺院等の敷地に仮設、屋内で最も広

いスペースが確保できる体育館やグラウンド等広場が併設される町有施設等）に集めて埋・火葬等の

処置をするまで保存する。 

ウ．検案 

死因その他について医学的検査をする。 

④ 期間 

遺体の処理期間については、町の裁量により決定する。災害救助法が適用された場合は、災害発生の

日から 10日以内とする。 

４．遺体の埋・火葬 

災害の際死亡した者で、遺族等で埋・火葬することが困難な場合は、次の方法により応急的な埋・火葬

を行う。 

① 実施者及び方法 

埋・火葬の実施は、町において直接土葬若しくは火葬に伏し、または棺、骨つぼ等を遺族に支給する

等現物給付をもって行う。埋・火葬実施担当責任者は福祉生活部（環境生活課長）がこれに当たる。な

お、埋・火葬に当たっては、次の点に留意する。 

ア．事故死等による遺体については、警察機関から引継ぎを受け、更に遺体検案を受けた後に埋・火
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葬すること。 

イ．身元不明の遺体については、警察機関に連絡し、埋・火葬すること。なお、福祉生活部（環境生

活課長）は、行旅死亡人としての取扱いにより処理すること。 

ウ．被災地以外の地に漂着した遺体のうち、身元が判明しない者の埋・火葬は、イに準じ行旅死亡人

としての取り扱いによること。 

② 埋・火葬を行う場合 

ア．災害の混乱時に死亡した者であること。（災害発生前に死亡した者で葬祭の終わっていない者を含

む。） 

イ．災害のため、次のような理由により埋・火葬を行うことが困難であること。 

ａ．緊急避難を要するため時間的、労力的に埋・火葬を行うことが困難であること。 

ｂ．墓地または火葬場等が浸水または流失し、個人では埋・火葬を行うことが困難な場合。 

ｃ．経済的機構の一時的混乱のため、遺族または扶養義務者の資力の有無にかかわらず、棺、骨つ

ぼ等入手困難な場合。 

ｄ．埋・火葬すべき遺族がいないか、または老齢者、幼年者等で埋・火葬を行うことが困難な場合。 

③ 期間 

埋・火葬の実施期間は、町の裁量により決定する。災害救助法が適用された場合は、災害発生の日か

ら 10日以内とする。 

５．遺体の仮埋葬 

収容した遺体が多数のため火葬場で火葬に付すことができない場合は、寺院その他適当な場所に仮埋葬

する。仮埋葬した遺体は、適当な時期に発掘して火葬に付し、墓地または納骨堂に埋葬または納骨する。 

第 25節 住宅確保及び応急対策 

災害により家屋に被害を受け、自らの資力では住宅を確保できない被災者のために、町は県の協力のも

と応急仮設住宅の建設、被災家屋の応急修理を実施し住生活の安定に努める。 

災害救助法が適用された場合、「応急仮設住宅の建設」については直接県が実施し、町はあらかじめ県か

ら委任された業務として「応急仮設住宅入居者の決定」について実施する。また、「住宅の応急修理」につ

いても、町長が県知事の委任を受け実施する。 

１．実施する応急対策内容 

① 応急仮設住宅の建設 

② 災害救助法が適用された場合は、県に建設及び提供の要請を行う 

③ 公営住宅、企業所有の宿泊施設及び職員用住宅等の一時的供与 

④ 災害救助法第 23条第６号に規定する災害にかかった住宅の応急修理 

２．実施責任者 

災害救助法が適用された場合、町長は知事が委任する実施方法、実施基準に基づき実施する。 

３．担当責任者 

応急仮設住宅の建設及び公営住宅の提供、住宅の応急修理実施については建設部長（建設課長）がこれ

に当たり、総務部長（総務財政課長）と協議し、その協議を得て行う。 

救助法が適用された場合は原則として県において実施されるが、知事が町において措置することを適当

と認めて委任したときは、その委任された事項について前段の定めに準じて実施する。 

４．被災世帯の調査 

町は、災害のため住家に被害が生じた場合、応急仮設住宅の建設及び公営住宅の提供、住宅被災に対す

る応急処理等に必要な次の調査を実施する。 

① 被害状況 

② 供与対象世帯数の把握 

５．公営住宅の提供にかかる対応 

① 必要住宅戸数等の把握 

住宅の提供が必要な世帯の数及びその世帯の家族構成、人数、男女別、年齢等必要な事項を把握する。 
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② 提供可能住宅戸数を把握 

提供が可能な住宅戸数を把握する。 

③ 県への援助要請 

町の公営住宅の提供だけでは必要戸数に満たない場合には、県に援助を要請する。この場合は、住宅

の提供が必要な世帯の数及びその世帯の世帯主名、家族構成、人数、男女別、年齢を明示して要請する。 

④ 入居者の決定 

町が入居者を決定する。なお、県の提供住宅に入居させる場合は、入居する世帯主名、入居時期を速

やかに県に報告する。 

６．応急仮設住宅の建設 

町は家屋に被害を受けた被災者の収容対策として応急的な仮設住宅を建設し、暫定的な居住の安定を図

る。災害救助法が適用された場合は町の要請に基づき県が応急仮設住宅を建設する。 

① 建設用地の選定 

応急仮設住宅の建設用地の選定は、町長が行う。建設用地の選定に当たっては、できる限り集団的に

仮設できる場所で、公共用地から優先して選定するとともに、病院、商店街から離れた敷地を選定した

場合、被災者の交通手段の確保に配慮するものとし、候補地は、次のとおりとする。 

ア．津和野運動広場（津和野町田二穂 42番地） 

イ．日原カントリーパーク（津和野町池村 2863番地 2） 

なお、被災状況によっては、候補地を建設用地として選定できないことも想定しておく必要があるた

め、他の候補地についても検討する。また、町長は選定した敷地について、契約期間２年以上の土地貸

借契約書を作成し、知事に提出する。 

② 供与の対象者 

応急仮設住宅の供与の対象となる者は、住宅が全壊、全焼または流失し、居住する住家がない者で、

自らの資力をもってしては住宅を確保することのできない者である。 

③ 着工期間 

災害救助法が適用された場合の適用範囲は、災害発生の日から 20 日以内とする。ただし、20 日以内

に着工できない事情があるときは、事前に厚生労働大臣の承認を受けて、期間延期することができる。 

④ 応急仮設住宅の管理 

応急仮設住宅の管理は、町長が知事の委任を受けて行う。ただし、状況に応じ知事自ら実施する。 

⑤ 供与の期間 

供与の期間は、特別な場合を除き応急仮設住宅の完成の日から２年以内とする。 

⑥ 建築資材の調達 

建設のための資材は原則として請負業者が確保するが、災害時における混乱等により確保できないと

きは、県に対し資材の斡旋または公給を要請する等、資材確保に努める。 

⑦ 仮設住宅の構造･規模 

要配慮者に配慮し、バリアフリー、暑さ(寒さ)対策等を考慮する。 

⑧ 応急仮設住宅の運営 

町は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。 

ア．応急仮設住宅における安心・安全の確保 

イ．心のケア対策 

孤独死や引きこもりなどを防止するための心のケアへの対策を実施する。 

ウ．地域コミュニティの形成 

入居者による地域コミュニティの形成及び運営に努めるとともに、運営への女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。 

エ．家庭動物対策 

応急仮設住宅における家庭動物の受け入れに配慮する。 

７．被災住宅の応急修理 

① 応急修理の範囲 

居室、炊事場、トイレ等日常生活に必要な最小限の部分について応急修理を実施する。 
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② 対象者 

ア．住家が半壊（焼）または半流失し、そのままでは当面の日常生活を営むことができない世帯であ

ること。 

イ．資力に乏しく自力で住宅の応急修理を行うことができない世帯であること。被災住家のうち借家

等については家主等がその修理を行うが、家主等に能力がなくかつ、借家人にも能力がない場合に

は対象となる。 

ウ．調査書の提出 

町長は、民生委員その他関係者の意見を聞き対象家屋の順位を定め、その調査書を知事に提出する。 

③ 応急修理の方法 

ア．修理箇所 

修理箇所は、居室、炊事室、トイレ等生活上欠くことができない部分のみを対象とする。なお、個々

の修理部分については、より緊急を要する部分の応急修理で、例えば土台、床、壁、天井、屋根、窓、

戸等の修理を行い、畳の入替え、基礎工事等は含まない。 

イ．修理の施工 

修理の実施については、委託契約を締結して建築業者に請け負わせて行う。 

④ 対象住宅の調査及び対象住宅の決定 

対象住宅の調査及び決定については、民間建築技術者の協力を得て町長が決定する。 

⑤ 実施期間 

災害救助法が適用された場合、住宅の応急修理の実施時間は、災害発生の日から１か月以内とするた

だし、やむを得ない事情がある場合には、事前に厚生労働大臣の承認を得て、必要最小限度の期間の延

長を行う。 

⑥ 建設資材 

前項「６．応急仮設住宅の建設」に準ずる。 

８．被災宅地の応急対策 

① 被災宅地危険度判定の実施 

風水害等により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、二次被害を軽減、防止し、住民の安全の

確保を図るため危険度判定を実施する。 

ア．町 

風水害等の災害発生後速やかに宅地被害の状況を把握し、危険度判定を行う必要があると認めた場

合は、判定実施体制を確立し、県に支援を要請するとともに、住民に判定実施の周知を図る。また、

判定によって、宅地の使用を制限する必要がある場合は、宅地の管理者や使用者に十分な説明をし、

二次被害の発生を防止する。 

９．民間賃貸住宅の紹介、斡旋 

町長は、民間賃貸住宅の紹介、斡旋について、被災者に周知を図る。なお、被災者の早急な住宅確保の

ため、民間賃貸住宅の借り上げ制度などの確立を図る。 

10．住宅関連障害物の除去 

被災者が当面の日常生活を営むことができるように、災害によって住居、またはその周辺に運ばれた土

石、木竹等で、日常生活に著しい影響を及ぼしている障害物を除去する。また、災害救助法が適用された

場合「障害物の除去」については、町長が県知事の委任を受け、災害救助法を運用し実施する。 

11．住宅応急復旧相談員の派遣要請 

町は、被災者からの被災住宅の応急復旧に関する相談に対応する窓口の設置が必要と判断した場合、県に、

当該相談に対応する相談員の派遣を要請し、被災住宅の円滑な応急復旧を図る。 

第 26節 農林業関係被害の拡大防止 

災害の発生により、農作物及び農業施設被害の拡大を防止するための応急対策として、西部農林水産振

興センター（益田事務所）、ＪＡしまね西いわみ地区本部等の協力を得て次の措置を講ずる。 

１．農作物関係 
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① 水稲改植用苗の確保 

水稲の改植を必要とする場合が生じたときは、関係機関と協議し改植用苗の斡旋を依頼し水稲の再生

産を確保する。 

② 病害虫防除対策 

農作物の病害虫防除の対策は、次により実施する。 

ア．防除の指示及び実施 

町は、病害虫の防除対策を検討し、県の指示により実施計画を作成し、防除を実施する。 

イ．防除の指導 

町、西部農林水産振興センター（益田事務所）、ＪＡしまね西いわみ地区本部等関係職員によって現

地把握を行い、密接な指導を行う。 

ウ．集団防除の実施 

被災地域が広大で、集団的に一斉に病害虫の防除を実施する必要があると認められるときは、緊急

防除の計画を樹立して農薬の空中散布等により一斉防除の措置を講ずる。 

エ．農薬の確保 

町・ＪＡしまね西いわみ地区本部は、農薬の緊急確保の必要が生じたときは、農薬取扱業者との連

絡により緊急供給の措置を講ずる。 

オ．防除機具の確保 

町は、ＪＡしまね西いわみ地区本部等の協力により区域内の防除機具を整備、把握し、必要に応じ

て緊急防除の実施に当たり集中的に使用できるよう努める。 

２．畜産関係 

災害により家畜及び畜産施設が被害を受けた場合は、その被害状況を西部農林水産振興センター（益田

事務所）に報告するとともに、関係機関と一体になって次の措置を講ずる。 

① 家畜伝染病の発生及び蔓延防止 

県の指示に従い薬剤散布等、家畜伝染病の蔓延防止に努める。災害により死亡した家畜の措置につい

ては、家畜の飼育者に町長への届け出を行わせ、埋却または焼却の指導を行う。 

② 家畜の診療 

家畜の診療は、必要に応じて行うが、平常時の方法によって実施することが不可能または不適当であ

ると認めるときは、被災地内に診療等組織を派遣させ診療に当たらせる。 

③ 家畜の防疫 

ア．畜舎の消毒等の実施 

イ．家畜伝染病予防のための緊急予防注射の実施 

ウ．患畜が発生した場合における隔離、通行遮断、殺処分及びへい獣の処理 

④ 家畜の避難 

家畜の避難を要するときは、飼育者において安全な場所に避難させる。その場合は協力機関と連絡を

密にし、避難場所その他について指導する。 

⑤ 飼料の確保 

災害により飼料の確保が困難となったときは、飼料販売業者に対し、必要数量の確保及び供給につい

て要請を行う。 

３．林産物関係 

① 被害状況の把握 

町は、県の実施する早期巡視や造林地、治山、林道等施設の被害状況把握に協力するとともに、必要

に応じて危険な場所についての標示を行う。 

② 県への災害対策技術指導等の要請・協力 

町は、県に対し災害対策上の技術指導を要請するとともに、高津川森林組合とともに、県が実施する

種苗経営者や森林所有者等への指導や風倒木の搬出、森林病害虫の防除活動等に協力する。 
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第 27節 危険物等災害応急対策計画 

 危険物並びに毒物及び劇物等の保安施設は、災害時における火災、爆発及び流出等により、従業員はも

とより周辺地域住民に対しても大きな被害を与えるおそれがある。従って、これらの施設については、災

害による危険物及び毒物取扱施設の被害を最小限に留め、施設の従業員並びに周辺地域住民に対する被害

防止を図るため、関係機関は相互に協力し、これらの施設の被害を軽減するための対策を確立しておく。 

第１．危険物施設対策 
危険物の保安施設は、災害時における火災、爆発及び流出等により、従業員はもとより周辺地域住民に

対しても大きな被害を与えるおそれがある。従って、これらの施設については、災害による危険物取扱施

設の被害を最小限に留め、施設の従業員並びに周辺地域住民に対する被害防止を図るため、関係機関は相

互に協力し、これらの施設の被害を軽減するための対策を確立しておく。 

県及び町、消防機関は、災害時に関係事業所の管理者、危険物保安統括管理者、危険物保安監督者及び

危険物取扱者等が当該危険物施設の実態に応じて応急措置を講ずるよう指導する。 

１．危険物の取扱作業及び運搬の緊急停止措置 

危険物が流出、爆発等のおそれがある場合には、弁の閉鎖または装置の緊急停止措置を行う。 

２．危険物施設の応急点検 

危険物施設の現状把握と災害発生の危険を確認するため、危険物の取扱施設、消火設備、保安電源及び

近隣状況の把握等の応急点検を実施する。 

３．危険物施設からの出火及び流出の防止措置 

危険物施設に損傷等異常が発見されたときは、応急補修、危険物の除去等適切な措置を行う。 

４．災害発生時の応急活動事態の確立 

危険物による災害が発生したときは、消火剤、オイルフェンス及び中和剤等を十分活用し、現状に応じ

た初期消火、危険物の流出防止措置を行う。 

５．防災関係機関への通報 

災害を発見した場合は、速やかに消防、警察等防災関係機関に通報し状況を報告する。 

６．従業員及び周辺地域住民に対する人命安全措置 

災害発生事業所は、消防、警察等防災関係機関と連絡を密にし、従業員及び周辺地域住民の人命の安全

を図るため避難、広報等の措置を行う。 

第２．高圧ガス保有施設対策 

高圧ガス保有施設が被害を受け、ガス漏洩等異常事態が発生した場合には、高圧ガスによる災害の拡大

を防止するための適切かつ迅速な緊急措置を実施し、火災、爆発などの二次災害の防止を図ることにより、

周辺住民に被害を及ぼさないように努める。 

１．事業所管理者への措置 

町は、施設の管理責任者等と密接な連絡をとり、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷者等の救

出、警戒区域の設定、火気使用禁止の広報及び避難の指示等必要な応急対策を行う。 

２．防災体制の確立 

① 防災組織の確立 

事業所は災害発生後、防災本部を設置し緊急時の指揮命令系統を確保し災害の規模に応じて緊急運転、

保有防災、避難救護、広報などの災害防災組織を確立する。 

② 情報収集伝達 

事業所の防災本部は、災害発生後、事業所内の被害状況、設備の運転状況を把握するとともに、災害

報道により災害の規模、被災地域の全般的被害状況、道路被害状況など必要な情報を収集し事業所内各

部署に伝達する。また、高圧ガス保有施設等の被害状況、災害発生状況について、町及び防災関係機関

に通報する。 

３．施設の被害状況点検及び応急対策 

① 防災担当は、災害発生後直ちに人身被害、火災、爆発、高圧ガスの大量漏洩等の災害の有無につい

て迅速に一次点検を行い、災害が発生している場合は、災害の拡大防止と安全確保のための防災活動
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を実施する。 

② 一次点検の結果、災害が発生していない場合においても二次点検としてガスの漏洩点検、保安設備

点検等を実施する。 

４．広報 

災害が発生し、周辺住民その他第三者に被害を及ぼすおそれのある場合、または不安を与えるおそれが

ある場合には災害の状況及び避難の必要性等について、迅速かつ正確な情報提供を実施する。  
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風水害対策編－第４章 風水害等復旧・復興計画 

第１節 災害復旧事業の実施 

災害復旧計画においては、災害発生により被災した施設の現状復旧に併せて、再度災害の発生を防止す

るため､必要な施設の設計または改良を行う等、将来の災害に備える事業計画を策定し、早期復旧を目標に

事業を実施する。災害復興計画においては、被災前の地域の抱える課題を解決し、被災を契機に都市構造

等をより良いものに改変する復興計画を速やかに作成し、関係機関との調整及び合意形成を行い、計画的

な復興事業を推進する。 

第１．災害復旧事業計画の作成 
１．事業計画の作成方針の検討 

① 町は、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ迅速な現状復旧を目指

すか、または、さらに災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すか

について早急に検討し、復旧・復興の基本方針を定める。 

② 被災地の復旧・復興に当たっては、男女共同参画の観点から、復旧・復興のためのあらゆる場・組

織に女性の参画を推進する。併せて、障がい者、高齢者等の要配慮者の参画を推進する。 

２．支援体制 

復旧・復興に当たり､必要に応じ国、県、他の地方公共団体等に対し、職員の派遣等協力を求める。 

第２．災害復旧事業の実施 
指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長、その他執行機関、指定公共機関及び

指定地方公共機関、その他法令の規定により災害復旧の実施について責任を有する者が実施する。災害に

より被害を受けた施設の復旧を迅速に行うため県及び町、その他の防災関係機関は、復旧事業を早期に実

施するため､実施に必要な職員の配備、職員の応援及び派遣等活動体制について必要な措置をとる。 

１．公共施設の復旧等 

① 被災施設の重要度、被災状況等を検討し、事業の優先順位を定めるとともに、あらかじめ定めた物

資、資材の調達計画、人材の広域相互応援計画等に関する計画を活用して、迅速かつ円滑に被災施設

の復旧事業を行う。 

② 被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本にしつつも、再度災害防止等の観点から可能な限り

改良復旧を行う。 

③ 災害に伴う地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まっている箇所について､二次災害防止の観点

から可能な限り土砂災害防止対策を行う。 

④ ライフライン交通輸送等の関係機関は、復旧に当たり可能な限り地区別の復旧予定時期を明示する。 

⑤ 被災状況を的確に把握し、速やかに効果のあがるよう関係機関は十分連絡調整を図り、事業期間の

短縮に努める。 

⑥ 建築物の復旧に当たっては、被災度区分判定を実施して該当建築物の取り壊しまたは補修・補強の

必要性を判断する。 

⑦ 警察は、暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努めるととも

に、関係行政機関、被災市町村、業界団体等に必要な働きかけを行うなど、復旧・復興事業からの暴

力団排除活動の徹底に努める。 

⑧ 災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立するとともに、仮置場、最終処分地を確保し、

計画的な収集、運搬及び処分を図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適正な処理を行う。 

２．災害復旧事業計画 

公共施設の災害復旧事業計画は、概ね次の計画とする。 

① 公共土木施設災害復旧事業 

ア．河川                 イ．砂防施設 

ウ．林地荒廃防止施設           エ．地すべり防止施設 
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オ．急傾斜地崩壊防止施設         カ．道路 

② 農林水産業施設災害復旧事業 

ア．農地災害復旧事業           イ．農業用施設災害復旧事業 

ウ．林業用施設災害復旧事業        エ．漁業用施設災害復旧事業 

オ．共同利用施設災害復旧事業 

③ 社会福祉施設災害復旧事業 

④ 公立学校施設災害復旧事業 

⑤ 公営住宅災害復旧事業 

⑥ 公立医療施設災害復旧事業 

⑦ 公共建築物災害復旧事業 

⑧ その他の災害復旧事業 

第３．災害復興計画の作成 
１．復興計画の作成 

大規模災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた災害においては、被災地域の再建

は、都市構造の改変、産業基盤の改変を要するような多数の機関が関係する高度かつ複雑な大規模事業と

なり､これを可及的速やかに実施するため県及び町は、復興計画を作成し、関係機関の諸事情を調整しつつ

計画的に復興を進める。 

２．防災まちづくり 

必要に応じ、県及び町は災害防止により快適な都市環境を目指し、住民の安全と環境保全等にも配慮し

た防災まちづくりを実施する。その際、まちづくりは現在の住民のみならず「将来の住民のためのもの」

という理念のもとに､計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし、将来に悔いのないまちづくりを目指

すこととし､住民の理解を求めるよう努める。 

① 被災した学校施設の復興に当たり、学校の復校とまちづくりの連携を推進し、安全・安心な立地の

確保、学校施設の防災対策の強化及び地域コミュニティの拠点形成を図る。 

② 県及び町は、建築物等の解体等による石綿の飛散を防止するため、必要に応じ事業者等に対し、大

気汚染防止法に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言する。 

③ 県及び町は、被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被災者の心の健康の維持

を含め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築

に十分に配慮する。 

第２節 生活再建等支援対策の実施 

災害発生後、被災者がいち早く平常の生活ができるように、町は防災関係機関と協力し必要とされる援

助を迅速かつ的確に行うことが必要である。町は、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害弔慰金

及び災害見舞金の支給、災害援護資金の貸付並びに生活福祉資金の貸付、生活関連物資の安定供給、物価

の安定対策等により被災者の自主的生活再建の支援を行う。 

これらを含む各種の支援措置を早期に実施するため、発災後早期にり災証明の交付体制を確立し、被災

者にり災証明の交付を速やかに実施しなければならない。また、災害に伴う被災者の相談窓口を設置し、

不安の解消を図る。 

第１．り災証明書の発行 
災害により被害を受けた住民が、速やかに適切に生活安定のための措置を受けられるようにするにはり

災証明の発行が不可欠である。そのため、災害救助法の適用対象となった被災世帯の被災状況についての

台帳を作成し、これに基づき被災者の請求に応じてり災証明を発行する。 

１．被災者台帳の作成 

① 災害救助法の適用認定された被災世帯についての被災状況の台帳を作成する。なお、被災者台帳の

記載については、被災状況と記載する内容とにくい違いを生じないよう被災者に確認を求め正確を期

する。 
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② 被災者の求めに応じて、事後明らかになった被災について、被災者台帳の記載内容の修正を行う。 

２．仮り災証明書の発行 

被害状況の確認ができないときは、取りあえず本人の申し出により、別に掲げる様式による「仮り災証

明書」を発行する。 

３．被災者台帳の記載内容 

① 被災状況    ② 被災世帯にかかわる緊急措置の状況    ③ り災証明の発行状況 

４．り災証明書の発行 

被災者の被害状況の調査確認を終了した後は、申し出により様式による「り災証明書」を、仮り災証明

書を発行した者については、被災者台帳に記載されている者に限り、申し出によりり災証明書に切り替え

発行する。 

第２．被災者の生活の確保とメンタルケア 
災害により被害を受けた住民が再起自立更生できるよう、被災による離職者に対する職業の斡旋、失業

給付に関する特例措置や被災者に対する災害弔慰金及び災害見舞金の支給、災害援護資金の貸付を行い、

被災者の自立的生活再建の支援を行う。 

１．災害弔慰金、災害障害見舞金の支給 

「災害弔慰金の支給等に関する法律」に基づき、災害により死亡した住民の遺族に対して災害弔慰金を

支給し、精神または身体に著しい障害が生じた住民に対して災害障害見舞金を支給する。 

２．公営住宅の建設 

災害により住居を滅失、または焼失した低所得者の被災者に対する住宅対策として、町は必要に応じて

公営住宅を建設し住居の確保を図る。 

３．生活保護 

被災者の恒久的生活確保の一環として、概ね次の措置を講ずる。 

① 生活保護法に基づく保護の要件を具備したり災者に対しては、その困窮の程度に応じ、最低生活を

保障して生活の確保を図る。 

② 被保護世帯が災害のため家屋の補修等住宅の維持を必要とする場合で災害救助法が適用されなかっ

た場合については、福祉事務所は規定額の範囲内で補修費等住宅維持費を支給する。 

４．資金の貸付等 

町は、被災者のうち要件に該当する者に対して、災害援護資金、生活福祉資金、その他の融資等につい

て斡旋指導を行う。 

① 生活福祉資金    ② 母子父子寡婦福祉資金    ③ 災害援護資金 

５．生活関連物資の安定供給及び物価の安定対策 

町は、生活関連物資の安定供給及び物価の安定対策のために次の措置を実施し、被災者の生活確保に努

める。 

① 価格及び需給動向の把握並びに情報の提供 

② 関連業界への安定供給及び価格の安定に係る協力依頼 

６．雇用の安定 

町は被災者相談窓口を開設し、県と密接な連携のもと被災者支援を行う。 

① 保護対策 

ア．通院していた医療機関が倒壊等の被害に遭い治療が受けられなくなった労働者、賃金が支払われ

ないまたは解雇された労働者、及び事業活動の停止により賃金、労働保険料が支払えない事業主な

どからの様々な相談に対し、必要に応じ「総合相談窓口」を開設する等により、迅速かつきめ細か

な援助を行う。 

イ．危険物・有害物の漏洩のおそれのある事業を行う事業主に対して、労働者の退避その他の応急措

置、工場整備の運転の再開時における安全措置について監督指導を実施し、被害の拡大を防止する

ように努める。 

ウ．応急・復旧工事等を行う事業主に対して、労働者の作業に伴う墜落や飛来落下物等による災害防

止措置、粉じん等の有害環境による健康障害防止等の措置について監督指導を実施し、安全衛生の
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確保に努める。 

エ．一般被災者の医療対策について必要があると認められるときは、医療機関等に対し医師その他の

職員の派遣、医薬品の提供等必要な措置を講ずるように要請する。 

オ．被災労働者に対する労災補償の給付事務を迅速に行う。  

② 職業斡旋等 

ア．災害による事業の閉鎖、または、事業活動の縮小等により失業した人に対して、職業相談を行う

とともに、県下の企業をはじめ他県の企業に働きかけ、希望と能力に適合した就職先の確保に努め

る。 

イ．災害者に対し、迅速かつ的確な職業相談・職業紹介等を行うため、特別相談窓口を各公共職業安

定所に設置する。 

７．町税の減免 

災害により被害を受けた個人の町・県民税及び固定資産税の納税義務者に対して、町税の減免並びに納

期限の延長及び徴収を猶予し､被災者の生活の安定と早期立直りに努める。 

８．被災者へのメンタルケア 

災害によって心が深く傷ついた心理状態（心的外傷後ストレス症候群：ＰＴＳＤ）を癒し、または症状

を軽減するための対策を講じる。 

① ＰＴＳＤ（Post Traumatic Stress Disorder）症状の理解 

この症状は、単に寝つけない、いらいらするといったものから無力感や疲労感だけでなく、頭痛、め

まい、吐き気、生理不順といった具体的な身体の変調をもたらすものであり、被災後すぐに症状が現れ

る人から半年経ってから現れてくる人もいる。具体的には、次のような症状が１ヵ月以上も続く状態で

ある。 

ア．災害の光景が忘れられない。 

イ．何事にも無関心でいようとする。 

ウ．過度の生理的緊張状態が持続する。 

② 被災者個人の対策 

ア．被災者はだれもが災害を体験したものであり、自分個人だけのものではないということを認識す

る。 

イ．だれでも無関心や無感動になることを自覚し、そうした気持ちを否定しない。 

ウ．できるだけ活動的にしている。 

エ．現実から逃げない。 

オ．どういう災害であったかを本気になって考える。 

カ．善意を素直に受け入れる。 

キ．一人になれる時間をもつ。 

③ 行政の対応 

ア．各種情報を提供するため、住民向け講演会を実施する。 

イ．専門家による避難場所及び家庭訪問による巡回連絡等を実施する。 

ウ．専門家による相談電話（フリーダイヤル）の設置 

第３．被災者の相談窓口の設置 

被災者の総合相談窓口である被災住民相談所を早期に開設し、不安の解消を図るとともに、被災者等の

生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生

業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたっ

てきめ細かな支援を講じる。なるべく早期に被災者からの多様な要望等に対処するため、相談内容とスタ

ッフを充実させる。また、相談窓口で、被災証明、応急危険度判定の手続き等の事務手続きが１回で済む

ように、国、県及び行政以外のライフライン関係者を交えたスタッフ体制をとる。 

１．被災住民相談所の開設 

被災者は、被災直後から厳しい生活環境におかれ将来への不安を抱え込むことになる。そのような不安

を解消するために、目安として避難所が開設した時から３～４日後に災害相談窓口を開設する。 
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なお、避難所が多数の場合は、自動車による巡回連絡等の形式をとる。 

２．相談内容の充実強化 

被災者からの要望を「聞きっぱなし」に終わらせることのないよう、相談体制の充実強化を図る。 

① 相談内容 

ア．応急住宅の斡旋        イ．各ライフラインの復旧の見通し 

ウ．各種法律相談         エ．建物応急危険度判定の手続き 

オ．医療相談           カ．各種融資資金の相談 

② 相談スタッフの充実 

相談内容に的確に対応するためには、県と連携し専門家を派遣してもらい、相談スタッフの充実を図

る。また、行政以外の弁護士、各ライフライン関係者も参加してもらえるような体制をとる。 

◇ 被災住民相談所の例 

       被 災 者 

    ○    ○    ○ 
 
    ○    ○    ○ 
 
    ○    ○    ○ 
 
    ○    ○    ○ 
 
    ○    ○    ○ 
 
    ○    ○    ○ 
 
    ○    ○    ○ 

 
    ○  応急住宅の斡旋 

 
  ○  各ライフラインの復旧の見通し 
 
  ○  各種法律相談 
 
  ○  建物応急危険度判定の手続き 
 
  ○  医療相談 
 
  ○  各種融資資金の相談 
 
  ○  その他 

第４．義援金、義援品の受付、配分 
災害時には、国内、国外から多くの善意の救援物資や義援金が送られてくることが予想されるため、こ

れらの受入れ体制を確立し、迅速かつ適切に被災者へ配布する。 

１．受入れ体制の確立 

① 国内からの救援物資、義援金の受入れ 

ア．受付窓口の設置等 

町は、救援物資及び義援金の受付窓口を設置し、直接町が受領したものについて、原則として寄託

者に受領書を発行する。 

イ．被災地のニーズの把握及び公表 

町は、県と連携し救援物資について受入れを希望するもの、及び受入れを希望しないものを把握し、

その内容のリスト及び送り先を報道機関等に要請して公表する。また、現地の需給状況を勘案し同リ

ストを逐次改定するよう努める。なお、救援物資を送付する際には、あらかじめ定めた色を塗布、貼

付等の方法により食料、医薬品、生活必需品等ごとに物資の梱包を色分けするよう報道機関等を通じ

て広報する。 

ウ．問い合わせ窓口の設置 

町は、周辺市町が被災したときは、必要に応じ救援物資に関する問い合わせ窓口を設置するととも

に、被災地のニーズについての広報などを行い、被災者に必要な物資が行き届くよう支援する。 

エ．保管場所の確保 

ａ．救援物資 

町は、大量の救援物資が送られてくることを想定し、適切な一時保管場所や避難所への輸送方法

等を迅速に定める。 

ｂ．県、町及び日本赤十字社島根県支部は、義援金専用の預貯金口座を設け払出しまでの間預貯金

を保管する。 

② 海外からの救援物資、義援金の受入れ 

県及び町は、海外からの救援物資、義援金については、国を通して受け入れる。国が受入れを決定し
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た場合は、前記①に準じて速やかに対応する。 

２．救援物資及び義援金の配分 

① 救援物資の配分 

県及び町は、相互の連携のもとに避難所へ救援物資を配分する。その際には、物資の種類に偏りが生

じないよう各避難所はニーズを把握し、適正な配分に努める。 

② 義援金の配分 

義援金の被災者への配分については、県、町及び日本赤十字社島根県支部等からなる義援金配分委員

会を設置し、適正な配分について協議した上で迅速に行う。 

第５．民間施設等の災害復旧の助成 
被災した民間施設の早期復旧を図るため、必要な復旧資金、復旧資材等について斡旋及び指導を行うと

ともに、住宅の復旧資金、生業資金の融資の斡旋等被災者の生活確保の措置を講じ、民生の安定及び社会

経済活動の早期回復に努める。 

１．独立行政法人住宅金融支援機構資金の斡旋 

住宅に災害を受けた者に対して、住宅金融支援機構法の規定に基づく災害復興住宅融通を適用し、建設

資金または補修資金の貸付けを行う。 

① 災害復興住宅資金 

町は、被災地の滅失家屋の状況を調査し、住宅金融支援機構法に規定する災害復興住宅融資の適用災

害に該当するときは、被災者に対し当該資金の融資が円滑に行われるよう借入手続の指導、融資希望者

家屋の被害状況調査及び被害率の認定を早期に実施して災害復興資金の借入の促進を図る。この場合、

資金の融通を早くするため、町においては、被災者が機構に対して負うべき債務の保証等必要な措置を

講ずるよう努める。 

② 地すべり関連住宅資金 

町は、地すべり等防止法第 24条第３項の規定により、知事の承認を得た関連事業計画に記載された関

連住宅を移転または建設しようとするものに対する融資の斡旋について、災害復興住宅資金と同様の措

置を講ずる。 

２．農林漁業制度金融の確保 

災害により被害を受けた農林漁業者または団体に対し復旧を促進し、農林漁業の生産力の維持増進と経

営の安定を図るため、天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法（天災融資法）、

農林漁業金融公庫法に基づき次の措置を講ずる。 

① ＪＡ及び農林中央金庫が、被害農林業者または被害組合に対して経営資金の融資を行うよう要請す

るとともにその指導を行う。 

② 被害農林漁業者または被害組合に対する天災による被害農林漁業者等に対する資金融通に関する暫

定措置法（以下「天災融資法」という。）による経営資金の融資措置を、関係機関に要請するとともに

利子補給及び損失補償を実施する。 

③ 天災資金の融資条件が優遇される、天災資金に基づく特別被害地域を指定できる県、及び激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づく特例措置の適用県の指定を受けるための必

要な措置を行う。 

④ 被害農林漁業者に対する農林漁業金融公庫法に基づく災害復旧資金等の融資について、関係機関に

要請するとともにその指導を行う。 

⑤ 被害農林漁業者及び被害組合に対し、既貸付金（近代化資金等）の償還猶予措置等の実施を関係機

関に要請するとともにその指導を行う。 

⑥ 被害農林漁業者に対し、県の農業経営資金（災害資金）等の周知を行う。 

３．日本政策融資の確保 

被災した中小企業に対する資金対策としては、一般金融機関、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫の

融資及び信用保証協会による融資の保証等により、施設の復旧に必要な資金事業費の融資が行われるが、

これらの融資が円滑に行われるよう町は、県及び関係金融機関に斡旋及び要請等の措置を講ずる。 
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第６．被災者生活再建支援法等に基づく支援 
町のみでは対応が困難な一定規模以上の災害について、「被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第 66

号。以下、「法」という。）」に基づいて全国の都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被

災世帯に対し支援金を支給し、国がその費用を助成することにより被災者を支援する制度が創設された。 

町は自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、その自立した生活の開始を迅速かつ

確実に支援するために支援金を支給する。また、被災者生活再建支援法の適用条件に満たない規模の自然

災害が発生した際に、同法の趣旨を踏まえ、独自の支援措置を講じることができるよう、必要な措置を講

じる。 

１．対象災害及び被災世帯  

① 対象災害 

法の対象となる災害のうち、災害関連の自然災害は、暴風、豪雨、洪水等の災害現象であり､火災・事

故等人為的な原因により生ずる災害は含まれない。また､以下に示すように、一定の世帯数以上が全壊等

した自然災害である必要がある。 

ア．災害救助法施行令（昭和 22年政令第 255号）第１条第１項第１号または第 2号のいずれかに該当

する被害（同条第 2項のみなし規定により該当することとなるものを含む。）が発生した市町村にお

ける自然災害。 

イ．10以上の世帯の住宅が全壊した市町村における自然災害。 

ウ．100以上の世帯の住宅が全壊した都道府県における自然災害。 

エ．アまたはイの市町村を含む都道府県で 5以上の世帯が全壊した市町村（人口 10万人未満に限る）

における自然災害 

オ．ア～ウの区画に隣接し、5以上の世帯の住宅が全壊した市町村（人口 10万人未満に限る）におけ

る自然災害 

カ．ア若しくはイの市町村を含む都道府県またはウの都道府県が 2 つ以上ある場合に、5 世帯以上の

住宅全壊被害が発生した市町村（人口 10 万人未満に限る）または 2 世帯以上の住宅全壊被害が発

生した市町村（人口 5万人未満に限る）における自然災害 

② 被災世帯 

県は、①の自然災害により、その居住する住宅が全壊する等生活基盤に著しい被害を受けた者に対し

て支援金を支給する。 

ア．その居住する住宅が全壊した世帯。 

イ．その居住する住宅が半壊し、またはその居住する住宅の敷地に被害が生じ、当該住宅の倒壊によ

る危険を防止するため必要があること、当該住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額と

なること、その他これらに準ずるやむを得ない事由により、当該住宅を解体し､または解体されるに

至った世帯。 

ウ．火砕流等による被害が発生する危険な状況が継続すること、その他の事由によりその居住する住

宅が移住不能のものとなり、かつ、その状態が長期にわたり継続することが見込まれる世帯。 

エ．住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難である世帯（大規模半壊） 

オ．当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、居室の壁、床または天井のいずれかの室内に面

する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難である

と認められる世帯（以下「中規模半壊」といい、イからエまでに掲げる世帯を除く。） 

③ 支給額 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。（世帯人数が１人の場合は、各該当欄の 3／4の額 

ア．住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

  住宅の被 

害程度 

 

支給額 

全  壊 

（②アに該当） 

解  体 

（②イに該当） 

長期避難 

（②ｳに該当） 

大規模半壊 

（②エに該当） 

中規模半壊 

（②オに該当） 

100万円 100万円 100万円 50万円 － 

イ．住宅再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建 建設・購入 補修 賃貸 
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方法 

支給額 

（公営住宅以外） 

200万円～100万円 100万円～50万円 50万円～25万円 

※ 一旦住宅を賃貸した後、自ら居住する住宅を建設・購入（または補修）する場合は、合計で

200（または 100）万円 

※ 加算支援金の支給額は、住宅の被害程度により異なる。 

２．支援金の支給 

支援金の支給については、被災者の生活再建が速やかに行われるよう国、県及び町等は良好な連絡体制

を維持し、その円滑かつ的確な実施の徹底を図る。支援金の支給事務の流れは、以下に図示するとおりで

ある。町は、被災住民が提出した申請書を取りまとめ(住宅被害の認定は町が行う｡)県に送付する。県は、

県の区域内において、被災市町村から送付された申請書を取りまとめ被災者生活再建支援法人（以下、「支

援法人」という。）に送付し、被災世帯の世帯主に対し自立した生活を開始するために必要な経費に充てる

ものとして支援金の支給を行う。なお､県は支援金の支給に関する事務を基金へ委託する。 

図１ 概算支給事務の基本的流れ（支援金概算支給の場合） 

被
災
世
帯 

①申請書の提出 

町 

②申請書の取

りまとめ、送付 
県 

③申請書の取

りまとめ、送付 
支
援
法
人 

⑤交付決定 

国 

   ⑥交付額の 

1/2補助                             

④支援金の支給決定及び支給         

３．県単被災者生活再建支援制度に基づく支援  

自然災害の規模が法に定める規模に達しないため、法による支援を受けられない世帯に対し、町が支援

金を支給する場合、県は「島根県被災者生活再建支援補助金要綱」に基づき、町に対し支援金に相当する

額の２分の１を乗じて得た額を島根県被災者生活再建支援金として交付する。 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。（世帯人数が１人の場合は、各該当欄の 3／4の額） 

ア．住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

 住宅の被 

害程度 

 

支給額 

全  壊 

（②アに該当） 

解  体 

（②イに該当） 

長期避難 

（②ｳに該当） 

大規模半壊 

（②エに該当） 

中規模半壊 

（②オに該当） 

100万円 100万円 100万円 50万円 － 

イ．住宅再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建 

方法 

支給額 

建設・購入 補修 
賃貸 

（公営住宅以外） 

200万円～100万円 100万円～50万円 50万円～25万円 

※ 一旦住宅を賃貸した後、自ら居住する住宅を建設・購入（または補修）する場合は、合計で

200（または 100）万円 

※ 加算支援金の支給額は、住宅の被害程度により異なる。また、被災した住宅の補修等に係る

経費（以下「実費」という。）が上限額を下回る場合は、実費の範囲内とする。なお、被災者が

被災者生活再建支援法に基づく支援を受けた場合、加算支援金から法に基づく支給額を差し引

いた金額を上限とする。 

半壊及び一部破損の支給額は、以下のとおりとなる。（世帯人数が１人の場合は、各該当欄の 3／4の額） 

ウ．住宅の被害程度に応じて支給する支援金 

 住宅の被 

害程度 

 

支給額 

半  壊 一部破損 

100万円 40万円 

  ※ 実費が上限額を下回る場合は、実費の範囲内とする。 

図２ 支給事務の基本的流れ 
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被
災
世
帯 

①申請書の提出 

町 

③実績報告書の提出 

県 
  

②支援金の支給決定及び支給 ④補助金の交付 

  

４．町単被災者生活再建支援制度に基づく支援 

自然災害の規模が法に定める規模に達しないため､法による支援を受けられない者に対し、町は「津和野

町被災者生活再建支援金支給事業実施要綱」に基づき、支援金に相当する額を津和野町被災者生活支援再

建支援金として交付する。 

第３節 激甚災害の指定 

「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（以下「激甚法」という。）は、著しく激

甚である災害が発生した場合における、国の地方公共団体に対する特別の財政援助または被災者に対する

特別の財政措置について定めている。 

復旧事業費負担の適正化と迅速な復旧に努めるため、大規模災害が発生した場合には、災害の状況を速

やかに調査し、実情を把握して早期に激甚災害の指定を受けられるように努める。 

１．激甚災害指定手続き 

町長は、大規模な災害が発生した場合、被害の状況を速やかに調査、把握し、激甚災害指定基準または

局地激甚災害指定基準を十分考慮して知事に査定事業費等を報告し、公共施設の災害復旧事業が円滑に行

われるよう努める。 

 

※ 局地激甚災害の指定については、１月から 12 月までに発生した災害を一括して翌年の１月から２

月頃に手続きを行う。 

２．激甚災害指定基準 

昭和 37年 12月７日中央防災会議が決定した基準であり、国が特別の財政援助等の措置を行う必要があ

る事業の種類別に次のように基準を定めている。（平成 28 年２月９日最新改正、平成 27 年４月１日以降

適用） 

適用すべき措置 激甚災害指定基準 

法第２条（第３条） 

（第４条） 

（公共土木施設災害復

旧事業等に関する特別

の財政援助） 

Ａ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.5％ 

Ｂ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.2％ 

かつ(１)一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の標準税収入×25％ 

・・・・の県が 1以上 

または(２)県内市町村の査定見込総額＞県内全市町村の標準税収入×5％ 

・・・・の県が 1以上 

町長 災
害
発
生
（
復
旧
事
業
費
等
） 

内
閣
総
理
大
臣 

閣
議
決
定 

 
 

 

地
域 

政
令
公
布 

適
用
条
項 

 
 

 
 

災
害
名 

中央防災会議 

局地激甚災害指定基準 

激甚災害指定基準 

(報告) 

（
諮
問
） 

（
答
申
） 

知事 

指定行政機関 

(報告) 

(報告) 
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適用すべき措置 激甚災害指定基準 

法第５条（農地等の災

害復旧事業等に係る補

助の特別措置） 

Ａ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 

かつ（１）一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の農業所得推定額×4％ 

・・・・の県が 1以上 

または(２)一の都道府県の査定見込額＞10億円・・・・の県が 1以上 

法第６条（農林水産業

共同利用施設災害復旧

事業費の補助の特例） 

(１)第５条の措置が適用される場合 

または(２)農業被害見込額 

＞全国農業所得推定額×1.5％で第８条の措置が適用される場合 

ただし、(１)(２)とも、当該被害見込額が５千万円以下の場合は除く。 

ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係るもの

について、当該災害に係る漁業被害見込額が農業被害見込額を超え、かつ 

次のいずれかに該当する激甚災害に適用する。 

(３)漁船等の被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.5％ 

または(４)漁業被害見込額 

＞全国漁業所得推定額×1.5％で第８条の措置が適用される場合 

ただし、(３)(４)とも、水産業共同利用施設に係る被害見込額が５千万円以

下の場合を除く。 

法第８条（天災による

被害農林漁業者等に対

する資金の融通に関す

る暫定措置の特例） 

Ａ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 

一の都道府県の特別被害農業者＞当該都道府県の農業者×３％ 

・・・の県が１以上 

ただし、ＡＢとも、高潮、津波等特殊な原因による災害であって、その被害

の態様から、この基準によりがたいと認められるものについては、災害の発

生のつど被害の実情に応じて個別に考慮する。 

法第 11条の２（森林災

害復旧事業に対する補

助） 

Ａ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×５％ 

Ｂ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.5％ 

かつ(１)一の都道府県の林業被害見込額 

＞当該都道府県の生産林業所得推定額×60％・・・・の県が１以上 

または(２)一の都道府県の林業被害見込額 

＞全国生産林業所得推定額×１％・・・・の県が１以上 

ただし、ＡＢとも、林業被害見込額は樹木に係るものに限り、生産林業所得

推定額は木材生産部門に限る。 

法第 12条（中小企業信

用保険法よる災害関係

保証の特例） 

Ａ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.2％ 

Ｂ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.06％ 

かつ(１)一の都道府県の中小企業関係被害額 

＞当該都道府県の中小企業所得推定額×2％・・・・の県が１以上 

または(２)一の都道府県の中小企業関係被害額＞1,400億円 

・・・の県が１以上 

ただし、火災の場合または第 12 条の適用の場合における中小企業関連被害

額の全国中小企業所得推定額に対する割合については、被害の実情に応じ特

例的措置を講ずることがある。 

 

法第 16条（公立社会教

育施設災害復旧事業に

対する補助）、第 17 条

（私立学校施設災害復

旧事業の補助）、第 19

条（市町村施行の感染

第２章（第３条及び第４条）の措置が適用される場合 

ただし、当該施設に係る被害または当該事業量は軽微であると認められる場

合を除く 
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適用すべき措置 激甚災害指定基準 

症予防事業に関する負

担の特例） 

法第 22条（り災者公営

住宅建設事業に対する

補助の特例） 

Ａ 被災地全域滅失戸数≧4,000戸 

Ｂ (１)被災地全域滅失戸数≧2,000戸 

かつ一の市町村の区域内の滅失戸数≧200戸または住宅戸数１割以上 

・・・・の市町村が 1以上 

または(２)被災地全域滅失戸数≧1,200戸 

かつ一の市町村の区域内の滅失戸数≧400戸または住宅戸数の２割以上 

・・・・の市町村が 1以上 

ただし、(１)(２)とも、火災の場合における被災地全域の滅失戸数について

は、被害の実情に応じ特例的措置を講ずることがある。 

法第 24条（小災害債に

係る元利償還金の基準

財政需要額への算入等） 

第２章（第３条及び第４条）または第５条の措置が適用される場合 

法第７条 （開拓者等

の施設の災害復旧事業

に対する補助） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第９条 （森林組合

等の行う堆積土砂の排

除事業に対する補助） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第 10条（土地改良区

等の行う湛水排除事業

に対する補助） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第 11条（共同利用小

型漁船の建造費の補助） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第 14条（事業協同組

合等の施設の災害復旧

事業に対する補助） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第 20条（母子及び父

子並びに寡婦福祉法に

よる国の貸付特例） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第 21条（水防資材費

の補助の特例） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

法第 25条（雇用保険法

による求職者給付の支

給に関する特例） 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

３．局地激甚災害指定基準 

災害を市町村段階の被害の規模でとらえ、激甚災害として指定するため、昭和 43 年 11 月 22 日中央防

災会議が次のように基準を定めている。（平成 28年２月９日最新改正、平成 27年４月１日以降適用） 

適用すべき措置 局地激甚災害指定基準 

法第２条（第３条） 

（第４条） 

（公共土木施設災害復旧事業

等に関する特別の財政援助） 

次のいずれかに該当する災害 
①(ｲ)当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業

額＞当該市町村の標準税収入×50％（査定事業費が１千万円未
満のものを除く。） 

(ﾛ)当該市町村の標準税収入が 50億円以下であり、かつ、当該市
町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額が２
億５千万円を超える市町村当該市町村が負担する公共施設災
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適用すべき措置 局地激甚災害指定基準 
害復旧事業費等の査定事業額＞当該市町村の標準税収入×
20％ 

(ﾊ)当該市町村の標準税収入が 50億円を超え、かつ、100億円以
下の市町村当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等
の査定事業額＞当該市町村の標準税収入×20％＋（当該市町村
の標準税収入－50億円）×60％ 

ただし、この基準に該当する市町村ごとの査定事業費を合算した額
がおおむね１億円未満である場合を除く。 
② ①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみて
①に掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災
害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く。） 

第５条（農地等の災害復旧事

業等に係る補助の特別措置） 

 

次のいずれかに該当する災害 
① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費＞当該市
町村の農業所得推定額×10％（災害復旧事業に要する経費が１千
万円未満のものを除く。）ただし、当該経費の合算額がおおむね
５千万円未満である場合を除く。 

② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①
に掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害
（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く。） 

第６条（農林水産業共同利用

施設災害復旧事業費の補助特

例） 

次のいずれかに該当する災害 
害復旧事業費の補助特例 
① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費＞当該市
町村の農業所得推定額×10％（災害復旧事業に要する経費が１千
万円未満のものを除く。）ただし、当該経費の合算額がおおむね
５千万円未満である場合を除く。 

② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①
に掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害
（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く。） 

ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に
係るものについて、当該市町村の漁業被害額が当該市町村内の農業
被害額を超え、かつ、当該市町村内の漁船等の被害額＞当該市町村
の漁業所得推定額×10％（漁船等の被害額が 1 千万円未満のものを除く。） 
ただし、これに該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を合算し
た額がおおむね５千万円未満である場合を除く。 

第 11条の２（森林災害復旧事

業に対する補助） 

当該市町村内の林業被害見込額（樹木に係るもの）＞当該市町村に
係る生産林業所得推定額（木材生産部門）×1.5（林業被害見込額が
当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額のおおむね
0.05％未満のものを除く） 
かつ（１）大火による災害にあっては、要復旧見込面積＞300ha 
または（２）その他の災害にあっては、要復旧見込み面積＞当該市
町村の民有林面積（人工林に係るもの）×25％ 

第 12条（中小企業信用保険法

による災害関係保証の特例） 

中小企業関係被害額＞当該市町村の中小企業所得推定額×10％（被

害額が１千万円のものを除く）ただし、当該被害額を合算した額が

おおむね５千万円未満である場合を除く。 

第 24条（小災害債に係る元利

償還金の基準財政需要額への

参入等） 

第２章（第３条及び第４条）または第５条の措置が適用される場合 

なお、局地激甚災害指定基準による公共土木施設等及び農地等に係わるものについては災害査定によって決

定した災害復旧事業費を指標としているため、翌年になってから指定することとなっている。 

この場合、公共土木施設等については、所定の調査表により局地激甚災害に関する必要な事項等を調査する。 

４．特別財政援助等の申請手続き等 

町長は、激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、県関係部局に提出しなければ

ならない。 
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５．激甚法に定める事業及び関係部局 

適用条項 事  業  名 県関係部局名 

第３条 

１ 公共土木施設災害復旧事業 
農林水産部 

土木部 

２ 公共土木施設災害関連事業 
農林水産部 

土木部 

３ 公立学校施設災害復旧事業 教育庁 

４ 公営住宅施設災害復旧事業 土木部 

５ 生活保護施設災害復旧事業 

健康福祉部 

６ 児童福祉施設災害復旧事業 

７ 老人福祉施設災害復旧事業 

８ 身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 

９ 障がい者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホー

ムまたは障がい者福祉サービス（生活介護、自立訓練、

就労移行支援または就労継続支援に限る）の事業の用に

供する施設災害復旧事業 

10 婦人保護施設災害復旧事業 健康福祉部 

第３条及び第 19条 
11 感染症事業 

健康福祉部 
12 感染症指定医療機関施設災害復旧事業 

第３条及び第 9 条 13 堆積土砂排除事業 農林水産部 

土木部 第３条及び第 10 条 14 湛水排除事業 

第５条 
15 農地、農業用施設若しくは林道の災害復旧事業または

当該農業用施設若しくは林道の災害復旧事業に係る災

害関連事業 
農林水産部 

第５条及び第６条 16 農林水産業共同利用施設災害復旧事業 

第７条 17 開拓者等の施設の災害復旧事業 

農林水産部 

商工労働部 
第８条 

18 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融資に

関する暫定措置 

第 11条の２ 
19 共同利用小型漁船の建造費の補助 

20 森林災害復旧 

第 12条 21 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 農林水産部 

商工労働部 第 14条 23 事業協同組合等の施設の災害復旧事業 

第 16条 24 公立社会教育施設災害復旧事業 教育庁 

第 17条 25 私立学校施設の災害復旧事業 総務部 

第 20条 26 母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付の特例 健康福祉部 

第 21条 27 水防資材費の補助の特例 
土木部 

第 22条 28 り災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

第 24条 
29 公共土木施設、農地及び農業用施設等小災害に係る地

方債の元利償還金の交付税の基準財政需要額への算入 

総務部 

農林水産部 

土木部 

教育庁 

第 25条 30 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 商工労働部 
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